
59-ROO5

地 域 内 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク

に よ る情 報 流 通 シ ス テ ム に 関 す る

調 査 研 究 報 告 書

昭 和60年3月

Ulp旺 £

財団法人 日本情報処理 開発協会



一

この報 告書 は ・ 日本 自転車 振 興 会 か ら競輪 収 益 の一 部 で あ る機 械 工 業 振 興資 金 の補

助 を 受け て 昭和59年 度 に実施 した 「地 域 内 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ークに よる情 報流

通 シス テ ムに 関す る調 査 研 究 」 の成 果 を と りま とめた もの で あ ります。
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情 報 社会 の進 展 に 伴 う情 報 基 盤 の格 差是 正が 叫ば れ て久 し く,地 域 に お いて も,情 報利 用 の た め の

環境 整備 の 要請 が 高 ま り,各 所 にお いて 情 報化 の促 進 が なされ て いる。

当 協会 にfoVlて も昭和54年 度 よ り58年 度 の5カ 年 にわた り,地 域情 報拠 点 の育 成事 業 を 実施 し,

地 域 デ ー タの 整 備,ク リア リング機 能 の形 成,デ ータ交換利 用 を 中心 に 地域 情 報化 の基 盤整 備 を推進

して きた。

また,こ の間 に おけ る情 報化 の 進 展 は 目覚 し く,デ ータベ ース の構 築 ・サ ー ビス化 の 動 向,デ ー タ

通 信 技術 の向上,ニ ュ ーメデ ィ アに よる手 段 の 多様 化,法 制度問 題 の審 議 等 々情報 流 通 の為 の諸 条 件

が整 いつ つ あ るo

こ う した 状況 を踏 ま え,地 域 活 性 化 と情 報 の 有効 利用 を 目的 に,59年 度 よ り3カ 年 計画 で 全 国8

地 域 に おけ る地 域 内情 報流通 シス テ ムの ビジ ョンを作 成す る こ とと した。 この際,情 報 流 通 の効 率化

・迅 速化 に 視点 を おいて オ ン ライ ン ネ ッ トワ ーク化 を志 向 し,具 体的 な方 策を 検討 す る ことと した。

初 年度 と して 本年 度 は,北 海道(札 幌 圏 産 業 情 報流 通),関 信 越(首 都 圏 経 済 情報 流 通),東 海 ・

北 陸(名 古 屋 中枢 管理機 能 強化),九 州(地 場 産 品 ブ ラン ド確 立)の4地 域 に おい て基 礎 調査 を実 施

し,コ ン ピュ ータ導 入 利用 状 況や 情 報 流 通 ニ ーズ 等 の現状 を把握 した。

今 後は残 る4地 域(東 北,近 畿,中 国,四 国)の 基礎 調査 を行 い,最 終 年度 は 全 国8地 域 を対 象 に,

基 礎 調査 結果 を踏 まえ た応 用 調 査 と して ビ ジ ョン作 成 と システ ム形成 等 の検 討 を行 う こと と した い。

最 後 に,本 調 査研 究 に あた って ご指 導,ご 協 力 を いた だ いた委 員 は じめ 関 係各 位 に感 謝 の 意 を表 し

ます。

昭和60年3月
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事 業 の 概 要

こ こで は,本 事業 の 目的,計 画,推 進 体制,実 施 経過 及 び報 告書 の構成 に つ いて述 べ る。

●

七

■

1目 的

種 々の 地域 機 関に お いて,コ ン ピュー タの導 入 及 びそ の利 用 は 着実 に進 ん でk・り,INS(高 度

情 報 通 信 サ ー ビス)等 のデ ー タ通信 網 の進 捗 と併せ,今 後の 地 域 に 拾け る コ ン ピ ュー タ利 用 は,地

域 機 関 相互 の ネ ッ トワー ク化を 指 向す る もの と予 想 され る。

また,経 済 情 報や 流 通情 報,産 業 情報 等 の各 種情 報 に 対す る ニー ズは 強 く,そ の迅 速 な流 通の 面

か ら もネ ッ トワーク化 が 前 提 と され て い る。

この よ うな 情 報 流通 シス テ ムは,情 報 流 通 の効 率化 ・迅 速化 を 可能 とす るば か りで な く,地 域 機

関 に おけ る コン ピュー タの 効率 利用,ひ いて は地 域 にお け る情 報 化を一 層 促進 させ る もの で ある。

本 事 業では,3カ 年計 画で各 地 域 固 有の 情 報 ニーズ に基づ く情 報 流通 シス テ ムの ビジ ョンを作 成す

る ととも に,そ の 形成 の た め の具 体 的方 策 を研 究 す る こ とを 目的 とす る。

2事 業 計 画

全 国8地 域 を対 象 に,地 域 固有 の 情 報 ニー ズ を勘 案 して情 報流 通 シス テ ムの 対 象機 関,,対 象 情報

を選 定 して以 下 の 事業 を行 う。

(1)基 礎調 査(59年 度 及 び60年 度)

59年 度は 全 国8地 域 の 中か ら4地 域 を対 象に,ま た,60年 度 は 残 り4地 域 を対 象 に,各 地

域 で の コ ン ピ ュー タ導 入 及 び利 用 の 現状 を 調 査す る とと もに,オ ンラ ィン ネ ッ、トワー クに よる情

報流 通 シ ステ ムに対 す る各 種 地域機 関 の ニ ーズ を調査 し流通 対 象情報 の問 題 点 等に つ い て検 討 す

る。

た だ し,59年 度 は北 海 道,関 信越,東 海 ・北 陸,九 州の4地 域 におい て,60年 度 は,東 北,

近 畿,中 国.四 国の4地 域 に お いて基 礎 調 査 を実施 す る。

(2)応 用 調査(61年 度)

61年 度 は 全 国8地 域 を対 象 に これ まで の基 礎 調査 結 果 を踏 ま え,オ ン ラ イ ンネ ッ トワー クの

問題 点 及 び対 処 方策 につ い て検 討 し,地 域 内 オン ライン ネ ッ トワー ク に よる 情 報流 通 シス テ ムの

ビ ジ ョン を作 成 す る とと もに,シ ステ ム形成 に 向け た具 体的 方 策 につ いて 検 討す る。

■
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59年 度' 60年 度 61年 度

基 礎 調 査 応 用 調 査
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信 越,東 海 ・

、北 陸,九 州 、

4地 域

、

東北,近 畿,

中 国,四 国
、'

8地 域

委員会の設置 ・開催

機関,情 報分野選定

電算機導入利用調査

情報流通ニーズ調査

流通対象情報検 討

オン ライン化調 査

ビ ジ ョ ン 作 成

システム形成具体策

検討

報 告 書 作 成
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3推 進 体 制"

中央に 「地域内情報流通委員会」(以 下単に本委員会と略す)を,各 地域に地域委員会を設置し

て本調査研究を推進する。

各委員会の機能と構成は次のと痴りとする。

① 地域内情報流通委員会(本 委員会)

・関係諸機関の間の意見交換,並 びに各地域における調査研究事業の全体的調整,と りまとめに

あたる。

・本委員会の開催は年4回 程度とし,事 業計画策定段階,各 地域における中間成果と最終成果の

出揃った段階及び報告書作成段階で開催する。

② 地域委員会

・各地域における関係諸機関の間の意見交換をはじめ,各 地域における本事業を推進し,全 体を

統括する。

・5地 域について,各 々地域別に委員会を設ける。

・次のメンバーより構成 される。

・地域の大学,研 究機関

・地方 自治体

・地域の商工会議所等の各種団体

・地域企業(電 力,銀 行等)

・地域の情報サービス機関'

喝
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・省庁 等 の地 方支 分 部局

・地 域 委 員会 は,各 地 域 に お いて 年3回 程 度 開催 す る。

4

s

4実 施 経 過(昭 和59年 度)

前記 事 業計 画 及 び 推進 体制 に 基づ き,次 の よ うに 本調 査 研究 を 実施 した。

(1)地 域 テー マの設 定

4地 域 にお いて調 査 を開 始 す るに あ た り,そ の 地域 の 特性 を 踏 まえ た テ ーマ を各 々表1-1の

とお り設 定 した。

表1-14地 域 の テ ー マ

地 域 テ ー マ

北 海 道 札 幌 圏 に お け る地 域産 業 情 報 の オン ライ ン ネ ッ トワ ーク構 築 に 関す る調 査研 究

関 信 越 首都圏経済情報流通に関する調査研究

東 海 ・北陸 鰻 曇醸 璽 縫 ける中枢管理灘 強イヒのためのオンラィンネ・トワークシ

九 州 地 場 産 品 ブ ラン ド確立 の た め のニ ュー メデ ィア に関す る調査 研 究

② 実 施 体'制

中央 に本 委 員 会 を,

て調 査 を 推進 した 。

59年 度基 礎 調 査実 施 の4地 域 に各 地 域 委員 会 を 図1-1の とteり 設 置 し

本委員会

地域内情疏 通委⊇司
地方 自治情報 センター
商工会議所
地域振興関連の公共団体

情報 サー ビス機 関
通商産業省

∫

大学

地方 自治体
商工会議所等各種 団体

地域委員会 地域企業(電 力,銀 行)

地域情報サービス機関
国の 出先機関(通 商産業局等)

札幌圏 におけ る

地域産業情報流

通調査委員会

(北 海 道)

首都圏経済 情報

流 通調査.委員会

(関 信 越)

名古屋大都市圏

情報流通委員会

(東 海 ・北陸)

地場産品ブラン
ド確立 のための

オン ライ ン情報

流通委員会

(九 州)

●

図1-1委 員 会 体 制

な.お,59年 度調査の実施経過は表1-2に 示す通りである。
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表1-2 昭 和59年 度 調 査'の 実 施 経 過 表
: oは 委 員 会 開 催

59/4 5 6 7 8 9 10 11 12 60/1 2 3

中

央

委

員

会

地域 内情 報流 通委 員会
'
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全体計画
・

策定

地域計 画(案)

の審査

.

スケル トン 検討

報告書 と りま と め の検討

総論作成

印刷

地

域

委

員

会

'

1.札 幌圏における

地域産業情報流通調査委員会(北 海 道)
・

'

'

'

62

.

8 署調査計
・

画の作成
.,

`

活動計画 の検討
●[・

アンケー ト 調査の検

、

●

討

発 送 ・ 回収 集 計 ・分析

報
1

告書の作 成

2.首 都圏経済情報流通 調査委員会(関 信越)

● 9

一'
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'

3.名 古屋大都市圏情報流通委員会

(東 海 ・北陸)
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4.地 場産品ブラン ド確 立のための

オンライノ情報流通委員会(九 州)
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5報 告 書 の 構 成

本報告書は事業概要,第1編 総論,第2編 各論で構成 される。

事業概要においては事業計画と実施経過を述べた。第1編 総論においては調査研究の基本的な考え

方を示 し,各 地域における調査結果か らの現状分析を行った。更にこれを踏まえて今後の方向をま

とめた。

第2編 各論は59年 度基礎調査を実施 した北海道,関 信越,東 海 ・北陸,九 州の4地 域における

調査成果を各々にとりまとめた ものである。
'
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第1編 総 論

1地 域 内 オ ン ラ イン ネ ッ トワ ー ク に よ る 情 報 流 通 シス テ ム の 調 査 目 的

種 々の 地 域 機 関 に おい て,コ ン ピュ ー タの 導 入及 び そ の利 用 は着実 に 進 ん で お り,INS(高 度

情 報 通信 サ ー ビス)等 の デ ー タ通 信網 の進 捗 と併せ,今 後の 地 域 におけ る コン ピュ ータ利 用 は,地

域 機 関相 互 間 の ネ ッ トワー ク化 を 指 向す る もの と予想 され る。

ま た,経 済 情報 や 流 通 情 報,産 業 情報等 の 各種情 報 に 対す る ニーズは 強 く,そ の 迅 速 な流 通 の面

か ら もネ ッ トワー ク化 が 前提 とされ て いる。

この よ うな情 報流 通 シス テ ムは情 報 流 通の 効 率化 ・迅 速化 を可 能 とす るばか りで な く,地 域 機 関

におけ る コ ン ピュ ー タの効 率 利 用,ひ い て は地域 にお け る情 報 化 を一 層 促 進 させ る もので ある。

本 事 業 で は,昭 和59年 度 か ら昭和61年 度 にわ た る3カ 年 計画で,各 地 域 固有 の 情報 ニー ズ に

基 づ く情 報 流通 シス テムの ビ ジ ョンを 作成 す る とと も に,そ の 形成 の ため の具 体的 方 策 を研 究 す る

こ とを 目的 と して い る。

昭 和59年 度 は全 国8地 域 の 中か ら4地 域 を 対象に,地 域 固 有 の情 報 ニ ーズ を勘 案 して情報 流通

シス テムの 対象 機 関,対 象情 報 を 選定 した うえで 各 地 域 で の コン ピュー タ導 入 お よび 利用 の 現 状を

調 査す る とと もに,オ ン ライ ンネ ッ トワー ク に よる情 報流 通 シ ステ ムに対 す る各 種 地 域機 関の ニ ー

ズを 調査 し流 通 対 象情 報 の問題 点 等 につ い て検討 を行 った。 昭 和59年 度 の対 象 地 域 は,北 海 道 地

域,関 信 越地 域,東 海 北 陸 地域,九 州 地 域で ある。

な ま",昭 和60年 度 は 残bの4地 域 に 対 して同様 の調査,検 討 を行 い,昭 和61年 度に は 全 国8

地 域 を対象 に 昭和59年 度,60年 度 の 基礎 調 査 の結 果 を踏ま え,オ ン ライ ン ネ ッ トワー クの 問題

点 及 び 対処 方法 につ い て 検討 し,地 域 内オ ン ライ ンネ ッ トワー クに よる情 報 流通 シ ステ ム の ビジ ョ

ン を作成 す る と と もに,シ ス テム形 成 に 向け た具 体的 方策 に つい て検 討.k行 う。1

令

2地 域 内 オ ンライ ンネ ッ トワ ー ク に よ る 情 報 流 通 シス テ ム の 基 本 理 念

一般 的 に情報 シス テ ムを 考え た 場 合
,重 要 な点が い くつか ある。

第1点 と して は,利 用 目的 に か な つた シス テ ムで あ る こ とが必要 で ある。 つ ま り,シ ス テ ム化 を

図 る 前に,利 用 ニ ー ズ を十 分把握 した上 で 実現 可 能性 の 追及,実 現形 態 の 検討 等 を 行 う必 要 が あ る。

第2点 と し ては,実 際 に シス テ ム化 を考 え た場合 に,情 報 源 を いか に確 保 す るか が 重要 とな る。

情 報 入手 の 面か らみ る と,情 報 の 速 さ,正 確 さ等 を確 保 す るた め には 情報 の発生 源 に よ り近 い と こ

ろで 情報 の整 備が 行 われ,シ ス テ ムに組 み込 まれ る とい う体制 作 りが必 要 で あ る。

第3点 とし ては,利 用面か らみ て,情 報の 正確 さ,利 便 性等 を確保 す るた め ネ ッ トワ ーク化 が必

要 と なる。 この こ とは,情 報 入 手 面 と合 わ せ 分散 化の 基 本的 な考 え 方 で もあ る。 従 って,単 に物 理

的 に ネ ッ トワー ク網 を構 築す れ ば 良 い とい うこ とでは な く,必 然 性の 高い と ころか ら目的 に合 った

形 態 で 実現 す べ きで ある とい え る。 そ の 結果,構 築 され る ネ ッ トワー クは 重 層的 な構 造に な る と考

え られ る。
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また,各 地 域 に は各 々地 理的 要 因 ・構 造 的 要 因・ 動 態 的要 因 等 が重 な り合 って 産業 面,所 得 面,

情 報 面 等 の地 域 特性(地 域 格差)が 生 じてお り,そ の結 果,地 域 と して抱 え て い る課 題 は 当然 の こ

となが ら異 な ってい る。 従 ち て,地 域(地 域 内)の と らえ方 は こ う した課 題 に よ って変 え る必 要 が

あ り,行 政 区 画に こだ わ る必 要 は ない。 例 えば,地 場 産 業の 振 興 と い うよ うな課 題 に対 して は,生

産 活動 面 で の産 地 とい うと らえ方,販 売活 動 面 で の 消費 地(都 市部,全 国及 び 海 外等)と い う とら

え 方等 が あ り,各 々の課 題 に応 じた地 域 の設 定 が 必要 と な る。

一 方
,情 報 流通 シ ス テ ムの実 現形 態 と して の オ ン ラ イン ネ ッ トワー クは,ニ ー ズを 中心 に 考え る

べ きで ある。 つ ま り,情 報 の 速 さ(地 理 的 制 約の 回 避),利 便性 等 の 確保,情 報 の共 通利 用 等 に よ

る効 果 が 充 分 見い 出され て初 めて オ ン ライ ン ネ ッ トワー ク化 の 必要 性 が 出て くるとい う こ とで ある。

オ ン ライ ン ネ ットワー クは,ニ ーズ に基 づ きそ の時 点 で最 適 な技 術 シー ズ を用 い て実 現す べ きで あ

る。 この シー ズの面 か らオ ン ライ ン ネ ッ トワー ク をみ る と,ハ ー ドウェア の低 廉 化 に伴 うオ フ ィス

コ ン ピュー タ,パ ー ソナル コン ピュ ータ等 の 急 速 な普 及,VAN,INS等 に見 られ る通 信 の 自由

化,多 様化等 に より,そ の 環境 基盤 は 次 第 に整 っ て きて い る と言 え る。

地域 は,日 本 の経済 活 動 の基 本 で も あ り,従 来 に も増 して きめ 細か な 地域 施 策が 必要 とされ てい

る。'地域 の活 性化 に対 して情 報 機能 が 果 たす べ き役割 は 大 きな ものが あ り,そ のた め マ ク ロ情 報 以

外 に ミク ロ情 報 も必 要 とな って き てい る の が現 状 で あ る。

地 域 で必 要 とす る情 報 を収 集 ・蓄 積 し,提 供す るため には,地 域 内 オン ライン ネ ッ トワー クに よ

る情 報 流通 シス テ ム の形成 が 必要 に な るが,そ の 実現 形態,利 用 形態 等 は 地域 特 性(地 域 格 差)に

よ って 異 な って くる。'これは 前 述 の とお り各 地域 が抱 え てい る課 題や,'設 定 して い る 目的に よ って

情 報 ニー ズが 異 な り,ネ ッ トワー ク構 築 の際 の対 象 機関 も異 な る こ とに よ るも ので あ る。 例 え ば,

企 業 レベ ルで の情 報 流通 シス テ ムの 必 要 性が 高 い地 域 では 細 か い ミク ロ情 報(競 争 に必要 な情 報),

官 公 庁,業 界団 体 レベ ルでの 情 報 流 通 シス テ ムの 必要 性 が高 い地 域 で は 集 約 した 中 間的 情報(現 状,

実 態 の把 握 に 必 要な情 報)の ニ ーズ が高 く,各 々オ ン ラ イン ネ ッ トワークの 対 象機 関,実 現 形 態,

利 用 形態 等 も 自ず と異 だ づで:ぐる と俗 う已 どが言 え む う6.'・tt'L-1・L.'"i・:`'

3現 状 の 分 析 ・一:''"1・

(1)各 地 域 の サ ブ テー マに つ いて 、.'ttt・"」

昭 和59年 度 に お いて は,北 海 道,関 信 越,東 海 ・北 陸及 び九 州 の4地 域 が 以 下 の サ ブ テ ーマ

`に 取 り組 ん で 調査研 究 を実施 し た
。

① 北 海 道 地 域.札 幌圏 にお け る地 域産 業情 報 の流 通'∴1・

地 域 内産業 活 動 の 活性 化,地 域 の 自立 化を 指向'じなが ら,地 域 産 業 情 報の 高 度 利 用及 び異業

種 間相 互 の オ ン ライ ンネ ッ トワー・ク化 に つ 偽ての 方策 を検 討 ず る。

② ・関信 越 地 域'tt首 都 圏経 済 情 報の 流通 「'"}>t

・二首 都 圏 が 今後 とも
,'地 域 発展,'国 の 発展 の 中 心 と して 活 躍 し,均 衝 め とれ た 国土 発展 に貢献

して い くた めの 役 割,課 題 等 を探 りつつ,首 都 圏 経 済 情 報の 流通 の 在 り方に つい て 検討 す る。
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③ 東 海 ・北 陸 地域 …… 名古 屋 大都 市 圏 におけ る 中枢 管理 機 能強化 のた めの 情報 の流 通

名 古 屋 大 都 市圏 が 今後,単 な る生産 基 地 か ら より創造 的 開発型 の生 産 基 地 と して 発 展 して い

くた め に 地元産 業 の独 自の 情報 ネ ッ トワー ク等に つ いて検 討 す る。

④ 九州 地 域 地 場産 品 ブ ラ ン ド確 立の ため の オ ン ラ イン情報 流通

地場 産 品の 産地 ブ ラ ン ドを確 立 し,地 域 中小 企 業 の活 性化 を図 るた め オ ン ライン ネ ッ トワ ー

ク化 に よる情 報 流 通の 在 り方 につ いて 検討 す る。

② 情報 ニー ズの 現状'

情報 ニー ズの把 握 方 法に つ い て,4地 域で は大 きな違 いが み られ る。

関信越 地 域 で は,首 都 圏経 済 を と らえ,そ の中 で も統 計情 報 の重要 性 に着 目 し,分 野 別 に デ ー

タの利 用 目的,利 用状 況,入 手 チ ャ ネル 等情 報利 用の 現状 と今後 の ニ ーズ 等 につ い て詳 細 な 分析

を 試み てい る。

そ れ に対 し,北 海 道地 域 で は 「産 業 の活 性 化,自 立 化」,東 海 ・北 陸 地 域 で は 「中枢 管理 機 能

強 化」',九 州 地域 で は 「地 場 産 品 ブ ラン ド確 立」 とい う観 点 か ら各 々必 要 とさ れ る情報 を探 る と

ころか ら始 めて いる た め,対 象 と なる情 報の 範 囲 も幅 広 くな ってい る。

さ らに,九 州 地域 では 地元 の 企 業 だけ で な く,地 場 産 品の 大 量 消費 地で ある 関東 の 消費 者 に 直

接情 報 ニ ーズ の調 査 等 を 行 う こ とに より,情 報流 通 手段 の一 つ で ある ニュ ー メデ ィ アの活 用の 可

能 性 も 合わせ て探 っ てい る。

この よ うな状 況 の 中で,各 地域 の情 報 ニ ーズの 結 果 をみ る と,次 の よう.な特徴 が あ る、こ とが わ

か るo.t.

① 産 業 情報 をサ ブ テー マ と し た北 海道 地域 及び経 済 情報 を サ ブテ「 マ と した 関 信越 地 域 で は,

統 計 情 報 を 中心 と した 産業 ・経済 動 向,物 価 ・消費 ・労働,経 済 ・統 計 一般,金 融 ・税 務 等 に

関 す る情 報 ニ ーズ が高 い。

② 中 枢 管理 機能 を サブ テー マ と した 東 海 ・北 陸 地域 及 び地場 産品 ブ ラン ド確 立 をサ ブ テ ー マ と

した 九 州地 域 では,技 術 ・製品 開発,生 産技 術,業 界等 に関す る情 報 二 「ズ が 高 い。.}・'

③ さ らに,九 州 地 域 では,消 費動 向,消 費 者 ニ ーズ等 に 関す る情報 ニ ー ズが 高い。,

次 に情報 の 利用 目的で は,.上 記 ① の 統 計情 報 は調査 ・分 析 に 資す るた め¢)利用 プ諸 計画 の 立 案

のた めの利 用等 が 多 く,② 及 び③ の 情 報 は む しろ企業 経 営上 重要 な情 報 とみ る ことが で.きる。

で は,こ れ らの 情 報 をど の よ うな形 態 で ど こか ら入手 して い るか とMう 点に つ い て み る こ とに

す る。 ・ 、tt'f・ ・1

関 信 越 地域 の 統 計 情報 を 例 にみ る と,市 販 の統 計書 や定 期 刊行 物等 の 印刷物 での 入手 が全 体 の

8割 弱 を 占め,情 報 流通 の 中心 を なし て い る。 これ を機関 別 にみ る.と,都r県 ・特 別 区 .・市 及 び

民 間で は 内 部 組織 か ら入 手 してい る 割合 が高 い結 果が でてい る。 、

い つ ま り,地 方 公共 団体 及 び 民間 企 業 で は 乳 統計 情 報を 発生 してい る とと も に,自 ら利用 し て い

る こ とが わ かる。 ま た,統 計 書 や定期 刊 行 物 の 多 くは 国 の機 関や 地方 公 共 団 体が 出版 して いる こ

とを考 え る ど㌧ 情報 ネ ッ ト.ワて クを形 成 す る際 の チ 、ヤネルが 自ず と明・らか にな って く、る。・
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北海 道 地 域 では,関 信 越 地域 に比 べ やや 情 報範 囲が 広 い ため,そ の分 新 聞,雑 誌 等で の 入手 割

合が 高 い もの の,ほ ぼ同様 な こ とが い え る。

一方
,東 海 ・北 陸 地 域 の技 術 情 報 を 例にみ る と,マ ス コ ミ,仕 入れ 先,見 本 市,調 査機 関 等か

らの入 手が 多 く,入 手経 路 の多 様性 を 現 してい る。

(3)オ ン ラ イン ネ ッ トワ ー クの 現 状

今 回 の各 地域 に おけ る 調査 に よ り,コ ン ピュー タの導 入 ・利 用 状況 は,大 都 市圏 で8割 以 上,

地 方都 市圏 で も6割 以 上 の事 業 所 で コ ン ピュ ー タを導入 ・利 用 して い る こ とがわ か る。

導入 して いる コン ピ ュー タの大 部 分 は小 型,超 小型機 種 で あ り,数 年 前 の 状況 と比較 す る と,

この ク ラス の コ ン ピュー タの 普 及に は 著 しい もの がみ られ る。

しか し,そ の 利 用 内容 をみ る と,販 売 管理,給 与計 算,会 計 ・経 理 と い う社 内の 定 型業 務 処 理

で の利 用 が 多 い。

また,オ ン ライ ン ネ ッ トワ ーク の現 状 と しては,情 報 ニ ーズ の と ころ で述 べ た よ うに,現 在 は

印刷 物 に よる 情報 の 流 通 が 中心 とな っ てお り,コ ン ピュー タの 普及 が進 み オ ン ライ ン化 が 進展 し

た 分野 は,企 業 内 及び 一 部販 売 先 との ネ ッ トワー クに と どま って い る。

全 体 的 には,オ ン ラ イ ンに よる情報 流 通 は まだ 非 常 に 少 ない といえ る。

オ ン ラ イ ンに よる 利 用 は,

① 統計 情報 で は,入 手 した い デ ー タの所 在,入 手 方 法 等 を 案 内す るク リア リン グ情 報 の提 供や

入 手 した 一 次 情報 を容 易に検 索 加工 で き る機能

② 技 術 情 報 や 消 費者 情 報 で は,縮 †情 報 に比べ 必要 とす る 情報 の 入手 自体 に 困難 さ を伴 うた め,

体 系的 ・網 羅 的 に情 報 が 蓄 積 され 利 用 で きる体 制

等 の ニ ーズが 高 く,迅 速性 ・正 確 性 ・禾1順性 等 を 発揮す るこ とに より,そ の効 果 は一 段 と増大

す る。

ピ

4今 後 の 方 向

地域 内 オン ライ ン ネ ッ トワ ー クに よる情報 流 通 シス テ ムの あ り方 につ い て,今 年 度は4地 域 の基

礎 調 査 を実 施 した。 そ の結 果,基 本 理 念 で 述べ た ように,情 報 流通 シス テ ムの 対 象機 関及 び流 通す

べ き情 報 が 明 らか に な り,今 後 の ビ ジ ョン策 定 及び実 現 のた め の具 体 的 方策 検 討 の足 掛か りをつ か

む こ とが で きた とい え る。

近 年の コ ン ピュ ー タ,半 導 体,光 通 信,衛 星 通信 等に 代表 さ れ る情 報 処 理技 術,通 信 技術 等 の著

しい進 展 に 合わ せ,地 域 に おい て も情 報 化の 波 は 着 々 と押 し寄 せ,地 域 の実 態 に 合 った 情 報化 を確

実 な もの とす るた め 地 域 自 らが主 体性,先 見 性 を も って情 報 化 に取 り組む 必 要 が あ る。

情報 ネ ッ トワー クが 目的 別 に地域 内,地 域 間 と進 む に つれ,次 第に 重 層的 な ネ ッ トワーク構 造 を

形 成 して い く と考 え られ る。 そ の過程 で,各 ネ ッ トワ ーク の接 点 とな る地 域情 報 拠 点 が必 然 的 に整

理,あ る いは 育 成 され る とい うサ イ クル で進 む こ とが 予 想 され る。 これ らの重 層 化 され た ネ ッ トワ

ー クや 情 報 拠 点 につ い て は,そ の 育成 の 基 準 と・な る ビ ジョ ンの作 成が 必要 で あ る。

●
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しか しなが ら,オ ン ライ ン ネ ッ トワー クに よ る情 報 流通 シ ステ ムの実 現 には まだ まだ解 決 すべ き

課 題 が 多 い。 その主 な もの を列 挙 す ると次 の と お りで あ る。

① 情 報 収 集 面

・情 報 発生 源 に おけ る業 務の 一 層 の機 械 化 推進 及 び副 産物 デ ータの安 定的 外 部提 供

・情 報 収集 コス トの低減 化

② 情 報 利 用面

・プ ラ イバ シ ーの保 護

・利用 コス ト,労 力の 負担 軽 減

・障害 発 生時 の デ ー タ保護

・民 間情 報 サ ー ビス 機関 と の有 機 的 結合

③ そ の 他

・情報 流 通 の ため の基 盤 整 備(プ ロ トコル,標 準 化 等)

・情 報 流通 シ ステ ムに対 す る地 域 内 コ ン セ ンサス 形成

ま た,今 後の 検討 課 題 と して,情 報 化 の進 展 に伴 う産 業組 織 ・構 造 の 変 化 等へ の 対応 が 必要 とな

って くるで あ ろ う。

以 上,一 般 的 にい われ て い る課 題 につ い て あげ た訳 で あ るが,情 報流 通 シ ステ ムの 目的を よ り明

確 に す るこ とに よって,実 現 の 糸 口 を見 い 出 してい く必要 が あ る。
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1調 査研究の概要

1.1調 査 の 目 的

北 海道 地 域に おい て は,現 在,地 域 経済 の 活性 化並 び に地 域 振興 のた めの 種 々の 努 力が払 われ て

k・り,そ の 一環 と して テ クノ ポ リス,ニ ュー メデ ィア 関連 の 各種 構想 がINS(高 度情報 通 信 シス

テ ム)等 の デー タ通 信網 の 進 捗 と並 行 して進 め られ て い る。

ま た,コ ン ピュー タの導 入及 びその 利用 に つ いて も着 実 に進ん で お り,今 後 コ ン ピ ュー タ利 用 は

地域機 関相 互 の ネ ッ トワー ク化 を指 向 す る もの と予想 され る。 これ らの 機 運 の高 ま り と共 に,道 内

の 各地域 機 関 に お い て も地域 の 自立 化 のた め に 輸 移 出 の拡 大,企 業誘 致,人 的 並び に経 済 情 報,流

通情 報,産 業 情 報等 各 種 情 報 の迅 速 な 流通 ・促 進が 欠 か せ な い要 件 と して 認識 の高 ま りをみ せ て い

るo

北 海 道 地域 は 全 国 と比 較 した場 合,第 二 次産 業,特 に製造 業 の ウエ イ トが 低 く,か つ,今 後 の高

度 情 報 化 社 会 に向 け て各 地 域 機 関の 体質 改善 が 緊急 の課 題 とな って お り,地 域 内 産業 の活 力 を高 め

て い くこ とが 大 切 な要 件 と して考 慮 され て い る。

このため 地域 の 産業 関連 時報 等 の各 種 情報 の 利用 状態,そ の加 工 過程 を把 握 し,更 に は,こ れ ら

情 報 の高 度利 用 の 早期 実現 へ 向 け ての 対 応 が期 待さ れ て い る。

この よ うな背 景 の も とに,当 地域 で は,地 域 内 産業 活動 の 活 性化,地 域 の 自立 化 を指 向 しなが ら,

地域 産業 情 報 の高 度 利 用 及 び地 域機 関 相互 の オ ン ライ ン ネ ッ トワー クに つ い ての 方 策等 の調査 を 札

幌 圏 を対 象 地域 と して 実 施 し,地 域 内 オ ン ライ ンネ ッ トワー クに よる地 域 産業 情 報 の流 通 シス テ ム

の ビジ ョン を作成 す る と共 に,そ の具 体的 方 策 につ いて の検 討 を行 う もので ある。

■

1・2調 査 研 究 内 容

北海道地域においては,昭 和54年 度か ら56年 度にかけて 「地域別情報拠点育成」に関する調

査研究事業を進めてきたところである。当時の事業内容は地域情報基盤の整備(① データ整備,②

ク リアリング機能形成,デ ータの入手のための情報の相互交換利用)を 中心に調査 ・研究を行った

ものである。

このような基盤のうえで,今 回の事業は,昨 今の通信技術 ・コンピュータ利用技術等の進歩を背

景に,地 域内情報流通及びこれに伴う情報処理の高度化 ・効率化に視点を置 くものである。 このた

め,59年 度の事業としては以下に挙げる諸活動を行い,そ こに生ずる問題点の把握 ・分析を中心

に検討を加えることとした。

① 札幌圏に所在する公的機関,経 済団体,各 種団体,大 学及び地域企i業等の地域機関を対象とす

るコンピュータ導入・㊦用状況 情報の集積及び情報の加工 ・利用形態等の調査

② 今後の各地域機関活動の促進を図るために必要となる情報の区分,範 囲,条 件等の調査及び将

来のオンラインネットワーク構築に関する意識調査

③ 上記①,② の結果 を踏まえ,各 地域機関における情報の入手経路,情 報の加工,利 用過程で生
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ず る 問題 点 の把 握 ・分析 及 び将来 の オン ライ ン ネ ッ トワー ク構 築に よる地 域産 業 情 報 流通 展 開 に

向 けての ニ ー ズの検 討

◆

1・3調 査 の推 進 体 制

当事業を推進するために,当 地域に下記のとおり国の出先機関,自 治体,経 済団体,大 学及び地

域企業等10機 関(14名)で 構成する 「札幌圏における地域産業情報流通調査委員会」を設けて

調査研究を行った。推進方式はアンケー ト調査をもとに,委 員会で諸々検討を加えることとした。

なk・,委員会の庶務は社団法人北海道産業調査協会がこの任にあたった6

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

北海道開発局

北 海 道

北海道経済連合会

札幌商工会議所

北海道拓殖銀行

北海道電力

北海道東北開発公庫北海道支店

札 幌 大 学

北海道産業調査協会

札幌通商産業局

,
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2札 幌圏における地域産業情報流通調査

2。1調 査 の 概 要

(1)調 査 の 主 旨

「札 幌 圏 に おけ る地 域 産 業情 報 流通 の オ ン ライ ンネ ッ トワー ク構 築 」 をテ ーマ に 調査研 究を 行

うもので,国 の 出先機 関,自 治体,大 学,地 域 企業 等 の 地域 機 関 に おけ る コン ピュー タ導入 ・利

用状 況,各 種情 報 の利 用 ニ ー ズ等 情報 化 の現 状 把握 及び オン ライン ネ ッ トワ ー クに関 す る意 識調

査 を 行 う。

(2)調 査 の 方 法

郵 送 に よる アンケ ー ト方 式

(3)調 査 対 象

札幌圏 に 所在 す る地 域機 関

な お,札 幌 圏 とは,札 幌 市,江 別 市,千 歳 市,恵 庭 市,広 島町,石 狩 町,当 別 町,厚 田村,新

篠 津村,浜 益 村 の10市 町村 とす る。

(4)調 査 の 内 容

主な調 査 内容は 以 下 の とお りで ある。

イ コ ン ピュ一 夕導 入及 び オ ン ライン状況 調 査

ロ オ ン ライン に よる 業務 処 理

ハ デ 一 夕の利 用状 況,ニ ー ズ調 査

ニ オン ライン化 意識 調査

㈲ 調 査 の 時 期

昭和59年11月 ～12月

表2-1ア ン ケ ー ト回 収 結果

発送件数 回収件数 回収率(紛

公 的 機 関 33 28 84.8

各 種 団 体 98 67 68.4

製 造 業 176 64 36.4

非 製 造 業 185 103 55.7

建 設 業 48 29 60.4

卸 ・ 小 売 業 65 28 43.1

運輸 ・ 倉庫業 21 15 71.4

公益 ・ 金 融 業 20 10 50.0

大 学 ・情 報 サ ー ビス業 31 21 677

合 計 492 262 53.3
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本 調 査 の 機 関 別 ア ン ケ ー ト発送 件 数 と回 収件数 は表2-1に 示す とお りで あ る。 発送 件 数

492件 に対 し回収 件数 は262件 と な り回収 率は53.3%で あっ た。

2.2コ ン ピュ ー タ 導 入 並 び に 各 種 情 報 の 利 用 状 況

2.2.1コ ン ピ ュー タ導 入 状 況

札 幌圏vak・け る コン ピ ュー タの機 関 別導 入状 況は 表2-2の とお りで ある。

表2-2コ ン ピ ュー タ導 入状 況

回収数 導入 し

てい る

導入率
(%)

近い将来導入
計画がある

導入計画
なし

公 的 機 関 28 20 71.4 1 7

各 種 団 体 67 13 19.4 14 40

製 造 業 64 49 76.6 15

非 製 造 業 103 87 84.5 6 10
'
建 設 業 29 21 72.4 3

・

5

卸 ・ 小 売 業 28 25 89.3 2 1

運 輸 ・倉 庫業 15 13 86.7 2

公益 ・金 融業 10 10 100

大 学 ・情 報 サ ー ビス 業 21 18 85.7 1 2
、

'

合 計 262 169 64.5 21 72

回 収262機 関 の うち 「導入 して いる 」 と回答 した ものは64.5%と な って い る。 一 方 「導 入

してい な い し計 画 も ない」 と回 答 した 機 関 が72件 と全 体 の27.5%と な って い る。

次 に導 入 して いる と直答 した機 関別 の 内訳で は,公 的 機 関71.4%,各 種団 体19.4%,製 造

業76.6%,非 製 造業84.5%と な っ てい る。 非 製造業 の各 業 種毎 の 内訳 では,公 益 ・金 融 業(

100%),卸 ・小売 業(89.3%),運 輸 ・倉庫 業(86.7%),大 学 ・情 報 サ ー ビス業(8

5.7%),建 設業(72.4%)の 導 入割 合 とな って い る。

更 に,コ ン ピュー タ本体 の主 記憶 容量,外 部 記憶 容量 の大 きな もので は,公 的機 関 で は主記 憶

3,000KB～8,000KB,磁 気 デ ィス ク装 置 の容量1,300MB～9,000MB,公 益 ・金

融 業 で は 主記 憶5,600KB～32,000KB,磁 気デ ィス ク16,000MB,卸 ・小売 業 では

同様 に8,000KB～18,000KB,7,000MBと な って い る。 製 造業 部 門に おい ては,非

製 造 業 部門 と比較 した 場 合比 較 的規 模 の小 さな コン ピュー タの導入 が 図 られ てい る。

なま㍉ 北 海道 拓 殖 銀行 が,北 海 道 でOA機 器 の導 入が どの よ うに 進展 し,と りわ け現 在脚 光 を

浴 びて いる パ ソコ ン,オ フ コ ン及 び 多機能 型 コン ピュー タが ど の よ うに利 用 さ れ て い るか,そ の

実 態 を把握 す るた め,資 本 金1千 万 円以 上 の北 海道 内 に本 社を 有 す る企 業500社 と,北 海道 内

に事 業 所 を有 す る道 外 企業100社 の 合 計600社 を対象 に昭和59年10月 に ア ンケ ー ト調査 を

行 って お り,そ の 結果 は表2-3及 び表2-4に 示 す とお りで あ る。
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この調 査結果 に よ る と,北 海 道 に おけ るOA機 器 の 導 入率 は88.1%と ほ ぼ9割 に達 して お り,

業 種 別では卸 ・小 売業 の 導 入率 が他 と比較 して高 くな って い る。

表2-30A機 器 導 入 状 況(注:北 海道 拓殖 銀 行 調 べ)

導入して 導入して フ ァ ク シ パ ソ コ ン 多機能型
企 業 数 ワ ー プ ロ コ ン ピ ュ

い る い な い ミ リ オ フ ロ ン
、 一 夕'

製 造 業 117 88.0 12.0 71.8 65.0 40.2 32.5

建 設 業 55 74.5 25.5 41.8 56.4 40.0 32.7

卸 、売 業 83

.

`

92.8 72 81.9 60.2 38.6 470

小 売 業 41 976 2.4 70.7 75.6 48.8 46.3

公益 ・サー ビス業 18 83.3 16.7 778 72.2 55.6 38.9

そ の 他 40 90.0 10.0 775 60.0 40.0 40.0

道 内 企 業 302 86.4 13.6 66.7 60.9 374 35.1
ト

道 外 企 業 52 98.1 1.9 94.2 71.2 65.4 59.6

大i企 業 175 93.1 6.9 81.7 68.6 55.4 49.7

中:企 業 179 83.2 16.8 59.2 56.4 279 279
1

道 内 大 企 業 123 91.1 8.7 76.4 675 5層1.2 45.5

道 内 中 企 業 179 83.2 16.8 59.2 56.4 279 27.9

全 企 業. 354 88.1 11.9 70.3 62.4 41.5 38..7
没

,

表2-40A機 器導 入 計 画 (注:北 海道拓殖銀行調べ)

導入計画 導入計画 フ ァ ク シ パ ソ コ ン 多機能型
ワ ー プ ロ コ ン ピ ュ

が あ る が な い ミ リ オ フ ロ ン 一 夕

製 造 業
'

62.4 37.6 23.9 32.5 29.1 22.2

・

建 設 業 61.8 38.7 273 36.4 34.5 18.2

卸 売i業 65.1 34.9 39.8 373 36.1 30.1

小 売 業 53.7 46.3 24.4 29.3 171 19.5

公 益 ・サー ビス業 44.4 55.6 22.2 16.7 16.7 16.7

そ の 他 575 42.5 22.5・ 30.0 25.0 175

道 内 企 業 58.9 41.1 26.5 31.8 28.1 19.5

道 外 企 業 69.2 30.8 36.5 38.5 34.6 38.5

大 企 業 60.6
139

.4 28.0 343 30.9 26.3

中 企 業 60.3 39.7 279 31.3 274・ 18.4

道 内 大 企 業 56.9 43.1 24.4 32.5 29.3 21.1

道 内 中 企 業 60.3 39.7 279 31.3 27.4 18.4

全 企 業 60.5 39.5 28.0 32.8 29.1 22.3

吟
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OA機 器 の 機種 別 には,フ ァク シ ミ リが70.3%と 他 の機 種 に 比較 して導入 率 が 高 く,パ ソコ

ン ・矛 フ コンに つ い ては62.4%と 過 半 数 の 企業 で導 入され て い る。 一 方多機 能 型 コン ビ ・・一 夕

の導 入率 は38.7%と 他 のOA機 器に 比べ 低 い数 字 とな ってい る。

次 に導 入 計画 で は6 .O.5%の 企業 が導 入 計画 を持 ってお り,OA化 の動 きは 広 く企 業 の 中に 浸

透 して きて い る とい え る。

■

2.2.2デ ー タの 利 用状 況'

今 回 の ア ンケ ー ト調 査 で は,各 調査 対象機 関が 通 常利 用 して い る個 別情 報 のほ か に,地 域 産 業

情 報 に関 す る63の 情報 を7つ の 情報 分野 毎 に カテ ゴ リー化(表2-5)し,そ れ ら情 報 の利 用

状 況 につ いて の調 査 を行 った 。

この結 果 を 機 関別,情 報 分野 別 に と りま とめ た ものが表2-6～7で あ る。

機関 毎 の 情 報利 用 の状 況 を,情 報分野 区分 で 比率 に 表 わ したの が表2-6で あ る。 調 査対 象機

関 計 で は,産 業 ・経 済17..9%,経 済 ・統計 一般16.7%,金 融 ・税 務14,7%と 続 いて い る。

機 関 別 の各 情 報 分野 利 用状 況 で は,公 的機 関で は経 済 ・統計一 般 が30.6%,産 業 ・経 済 動 向が

22.2%,各 種 団体 では産 業 ・経 済 が20.0%,業 界 ・経済 紙誌 が16、4%,製 造業 で は産 業 ・

経 済 動向 が20.6%,物 価 ・消費 ・労働 が19.4%,建 設業 で は予算 ・投 資動 向 が31.1%, ,各

種 計 画 ・予 測 が21.7%,卸 ・小 売業 では金 融 ・税務 が18,4%,物 価 ・消費 、・労働 及 び経済 ・

統 計一 般 が各16.5%,運 輸 ・倉庫 業 では産 業 ・経済 動 向 が25.6%,経 済 ・統 計一 般 及 び金 融

・税 務 が各17.9%,公 益 ・金 融業 で は金 融 ・税務 が25.0%,産 業 ・経 済動 向 及 び 物価 ・消 費

・労働 が各20 .4%,大 学 ・情 報 サ ー ビス業 で は業 界 ・経 済 紙誌 ・そ の他 が32.7%,産 業 ・経

済 動 向 が23.1%の 利 用 割合 を 占 めて お り,各 地 域機 関の 持 つ性 格 の違 いに よ り利 用 され る情 報

分野 が 異 な り,地 域 の各機 関の 性格 に近 い情 報 の利 用 が行 わ れて い る こと が うか が え る。

次に 情 報 分 野毎 に 各機 関 の利 用比 率 を表 わ したの が 表2-7で あ る。 産 業 ・経済 動 向 は 各種 団

体 が26.2%,製 造 業 が22.1%,物 価 ・消 費 ・労働 は製 造業 が25.8%,各 種 団体 が25.0%,

経 済 ・統 計 一 般は 公 的機 関 が23.7%,各 種 団体 が22.3%,金 融 ・税務 は製 造業 が24.6%,

各種 団体 が20.5%,予 算 ・投 資動 向 は建 設 業 が35.5%,各 種 団体 が19.4%,各 種 計 画 ・予

測 は建 設 業 が23.7%,各 種 団体 が20.6%,業 界 ・経済 紙 誌 ・その他 は 各種 団 体 が28.8%,

製 造業 が22.5%の 利 用状況 とな って い る。 特 に 各種 団体 に お い ては,各 情 報 分野 に わ た り所 要

情 報 の利 用を 行 ってい る ことが 明 らか にな っ た。
'
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表2-5 デ ー タ(統 計 名等)一 覧表

<産 業 ・経 済 動 向>

OL鉱 工 業 指 数

02.生 産 統 計(紙 パ,機 械,化 学)

03.工 業 統 計 調 査

04.牛 乳 乳 製 品 統計

05.エ ネルギ ー 統計

06.
、北 海道石 炭統 計

07.北 海道 電 力需 給 統計

08.商 業 統 計 調 査

09.鉄 道 貨物 輸 送 ・北海 道 陸 運要 覧

10.北 海 道 の観 光 客 入 込み 調 査

11。 輸 出 入 統 計

12.農 作 物 統 計

13.北 海 道林 業統 計

14.水 産 物 流通 統計

15.農 業 基 本 調 査

く物 価 ・消費 ・労働>

16.北 海道 消 費者 物 価 指数

17.札 幌 市 卸 売 物価 指数,概 要

18.家 計 調 査

19.毎 月勤 労者 統 計

20.農 家 経 済 調 査

21.百 貨 店 ・大 型 店販 売統 計

22.自 動 車登 録 台数

23,物 価 資 料

24、 消費 動 向 調査 ・買い物 調 査

25.商 品調 査(普 及,ブ ラン ド)

<経 済 ・統 計 一般>

26.国 民(道 民)所 得 統計

27.国 勢 調査 ・住 民基 本 台 帳

28.就 業 構造 基 本 調 査

29.事 業 所 統 計

30.主 要 経 済 指 標

31、 中小 企 業経 営 指標

32.民 力

33.ビ ジネス サ ーーーベ イ

34.統 計 サ ッポ ロ

35.地 域 経 済 総 覧

36.北 海道 地域 産 業連 関 表

37.市 町 村 勢 要 覧

38.北 海 道 統 計 書

39.各 種 世 論 調 査

く金 融 ・税 務>

40.企 業 倒 産 情報(帝 国,商 工 リ)

41.北 海 道 金融 月報

42.日 銀 統 計 月 報

43.中 小企 業金 融 月報

44.株 価,地 価

45手 形 交 換 高

46,商 工 金 融 統 計

47.金 融機 関の 調 査報告(月 報 な ど)

48,国 税 局 統 計 書

く予 算 ・投 資動 向>

49北 海 道 開 発事 業 予算 額

50.地 方 自治 体予算

51.公 共 工事 の 動 向,発 注 率

52.設 備 投 資計 画 調査

53.建 築 着工 統計 ・住 宅統 計

く各 種計 画 ・予 測>

54.全 国総合 計画(新 経済,三 全 総)

55.全 国 ビ ジ ョ ン

56.北 海 道 総 合計 画(道 発展,新 北 海 道

地 域 ビ ジ ョン)57
.市 町 村 振 興 計画

58.工 業 再 配 置計 画

59.工 場 立 地 動向 調査 ・適 地 調 査

60.経 済 見通 し(全 国,北 海 道)

<業 界 ・経済 紙 誌 ・その他>

6L業 界紙,団 体 誌

62.エ コノ ミス ト,東 洋 経済 な ど

63.各 種 名簿 等(人 名録,会 社名 鑑)
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表2-6地 域産業情報の利用状況(機 関別情報分野の比率)

公的機関 各種団体 製造 業 建 設業
卸 ・小 売 運 輸 ・倉 公 益 ・ 大学 ・情報

合 計
業 庫業 金 融 業 サービス業

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 職 % 噸 % 噸 % 回答数 % 蹴 %

産 業 経 済 24 222 39 2α0 33 206 3 28 14 13.6 10 256 14 206 12 23ユ 149 17.9

物価 ・消 費 ・労働 9 83 30 154 31 194 5 4.7 17 165 5 128 14 206 9 173 120 14.4

経済 ・統計一 般 33 306 31 15.9 20 12.5 13 123 17 165 7 178 12 176 6 115 139 16.7

金 融 ・ 税 務 6 56 25 128 30 188 15 142 19 184 7 178 17 25.0 3 58 122 14.7

予 算 ・ 投 資 15 139' 18 72 11 69 3'3 31ユ 9 8.7 1 26 4 59 2 38 93 1L2

各 種 計画 ・予 測 19 176 20 10.3 10 63 23 217 15 146 4 10.3 3 44 3 5.8 97 11.7

業 界 ・経済 紙 誌 ・他 2 18 32 16.4 25 15.5 14 132 12 11.7 5 127 4 59 17 327 111 13.4

合 計 108 100 195 100 160 100 106 100 103 100 39 100 68 100 52 100 831 100



l

N
N
ー

表2-7 地域産業情報の利用状況(情 報分野別機関の比率)

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・小 売

業

運輸 ・倉

庫業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サ ービス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 蹴 % 回答数 % 噸 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

産 業 経 済 24 16.1 39 26.2 33 22.1 3 20 14 94 10 67 14 94 12 8.1 149 100

物価 ・消 費 ・労働 9 75 30 25 31 258 5 42 17 142 5 42 14 117 9 75 120 100

経 済 ・統 計一 般 33 237 31 223 20 144 13 94 17 12.2 7 50

'

12 86 6 43 139 100

金 融㌦ 税 務…
'÷ エ6 '4

9『 25
'205 31 246

"

15 123 19
15ρ

7 5.7
"1'7

139 3
^25

122 10wO

'予 算
・ 投 資' 15 16.1 18 19.4 !1 110 33 3『5 9 97

"1
1ユ'

ず4
43 2 2ユ 93 100

各種計画 ・予測 19 19.6 20 2α6 10 103 23 237 15 155 4 4ユ 3 3ユ 3 3ユ 97 100

業 界 ・経済 紙誌 ・他 2 ,18 32 28.8 25 225 14 126 12 108 5" 45 4 36 17
、
153 111 100

チ



`

以上,情 報分 野 単 位 で まとめ た調 査 結果 に 基 づ いて述 べ たが,個 別 の63情 報の 利 用 状 況 に つ

き,調 査 対象 機 関 の 合計 の な かで 回 答の 多 か った上位10位 までの 情 報名 を 列挙す ると表2-8

の よ うに な る。

表2-8個 別 情 報 の 利 用状 況(上 位10情 報)

順 位 情 報 名 件 数

1 業 界紙 ・団 体誌 61

2 企 業 倒 産 情 報 56

3 経 済 見 通 し 42

4 各 種 名 簿 3.2

5 金 融機 関 の調 査 報 告 29

6 北 海 道 総 合 開発 計 画 25

7 公 共 工 事 の動 向 ・発 注 率 25

8 北海道開 発事業予算額 24

9 北 海 道 統 計 書 23,

10 商 業 動態 調 査 22

また,個 別情報で,機 関別に利用件数の比較的多い情報を掲げると以下のようである。

○公 的 機 関 一 国勢調査 ・住民基本台帳

北 海道 統 計 書

市 町村 勢 要 覧

北 海道 総 合 計画

北 海道開発 事業予算

○各 種 団 体 一 業 界 紙 ・団体 誌

企 業 倒 産 情 報

中小 企 業経 営 指 標

経 済 見 通 し 、..

公共工事の動向 ・発注率

○製 造 業 一 業 界 紙 ・団 体誌

企 業倒 産 情 報

金 融機 関 の調 査 報告

物 価 資料

中 小企 業 経 営 指 標

○建 設 業 一 企 業倒 産 情 報

北海 道 開発 事 業 予 算 額

公共工事の動向・発注率
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経 済 見 通 し

地 方 自治 体予 算

業 界 紙 ・団体 誌

○卸 ・小 売 業 一 企 業 倒産 情報

,経 済 見通 し

業 界紙 ・団 体 誌

金 融機 関の 調 査 報 告

商 業 統 計 調 査

北海道開発事業予算額

○運輸 ・倉庫業 一 企 業 倒 産 情 報

北海道の観光客入込み調査

各 種 名 簿

O公 益 ・金融業 一 企 業 倒 産情 報

北 海道 金融 月 報

日銀 統 計 月報

鉱 工 業 指数

国民(道 民)所 得統計

o大 学 ・情報サービスー業 界紙 ・団 体誌

各種 名簿

エコノ ミス ト・東洋経済等

農 作 物 統 計

北海道消費者物価指数

これ らか ら,個 別 の 各情 報 の利 用 状況 につ い て も,各 機 関 の 性格 の相 違 か ら多岐 に わた って 利用

され てい る ことが 明 らか に な った。

(1)情 報 の赤児 目的

情 報 の利用 目的 につ いて,機 関別,情 報 分野 別 に ま とめ た もの が表2-9及 び表2-10で

あ るo
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表2-9情 報 の利 用 目的(機 関別)

閃

白

公的機関 各種団体 製 造 莱 噛 殴 業 卸 ・小
売 業

運 輸 ・
倉 庫 英

公 益 ・

金 融 業
大学 ・情報
サービス藁

合 計

回答数 勇 回答数 % 回答敏 % 回答数 チ 回答数 価 回答数 傷 回答数 多 回答散 % 回答数 %

1

情

報

の

利

用

目

的

① 踏計画立案のため 57 25.6 52 10.6 38 11.6 60 30.5 27 133 9 13.6 11 10.7 6 9.1 260 15.5

② 緒分析.資料として 66 29.5 105 21.4 48 14.7 44 22.3 46 22.7 14 21.2 56 54.4 12 18.2 391 23.3

③ 経営の指導・診断のため 68 13.9 25 7.6 11 5.5 8 3.7 4 6.1 2 L9 正18 7.0

④ 金葉経営のため(技術開発) 10 2.0 21 6.4 2 1.0 7 3.4 11 16.7 51 3.0

⑥"(生 産 ・販売関連) 1 0.4 22 4.5 57 17.4 26 i3.2 29 14.3 14 21.2 5 7.6 154 9.2

⑥:'(消 費者ニーズ・市醐 連) 1 0.4 13 2.6 44 13.5 21 10.7 22 10.8 7 10.6 7 10.6 115 6.9

⑦'〔 原材料管理 ・仕入関連) 3 0.6 18 5.5 7 3.6 5 2.5 2 3.0 35 2.1

⑥'(財 務 ・経理 ・労祖関連)

.

12 2.4 33 10.1 8 4.1 17 8.4 8 12.1 1 LO 4 6.1 83 5.0

◎ 行政施策の基礎資料として 74 33.2 9 L8 2 0.6 3 4.5 88 5.3

⑩ 教育・啓蒙 41 8.4 7 2.1 6 3.0 8 3.7 2 L9 9 13.6 73 4.4

⑪ サービス提供のため 11 4.9 67 13.6 2 0.6 2 1.0 7 3.4 3 4.5 1 1.0 4 6.1 97 5.8

Oそ の他(具 体的に)

景況把握 13 5.8 88 18.O 32 9.8 10 5.1 27 13.3 5 7.6 30 29.1 5 7.6 210

.

12.5

合 計 223 100 490 100 327 100 197 100 203 100 66 100 103 100 66 100 1,675 100

表2-10情 報 の 利 用 目的(情 報 分 野 別)

産業 ・経済

動 向

物価 ・消

費・労動

経 済 統

雷†一 般

金 融
税 務

予算 ・

投資動向

各種計画
・予 測

菓界 ・経

済紙誌他

1

合 計

回答敏 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 叫 回答数 %

L

情

報

の

利

用

目

的

① 賭計画立案のため 36 13.1 19 8.2 63 20.5 7.8 44 23.2 60 27.5 22 8.8 260 15.5

② 膳分析資料として 69 25.2 56 24.2 92 30.0 47 22.8 43 22.6 51 23.4 33 B.3 391 23.3

③ 経営の指導 ・診断のため 14 5.ユ 13 5.6 28 9.1 21 10.2 7 3.7 19 8.7 16 6.4 118 7.0

④ 企栗経営のため(技術開発) 11 4.0 6 2.6 2 0.6 6 2.9 5 2.6 2 0.9 19 7.6 51 3.0

⑤ ・(生 産・販売関連)・ 34 12.4 17 1.4 17 5.5 15 7.3 25 132 15 6.9 31 12.4 154 9.2

⑥ ・(消 費者ニーズ・市場関連) 19 6.9 23 10.0 12 3.9 7 3.4 15 7.9 9 4.1 30 12.0 115 6.7

⑦'(原 材料管理 ・仕入関連) ・12
4.4 7 3.0 1 03 4 1.9 2 L1 9 3.6 35 2.1

⑥'(財 務 ・経理 ・労務関連) 3 L1 18 7.8 6 2.0 34 16.5
'1 05 2 0.9 19 7.6 83 5.0

⑥ 行政施策の基礎資料として
.

18 6.6 4 L7 29 9.4 4 L7 12 6.3 18 8.3 3 1.2 88 5.3

⑩ 教育 ・啓蒙 13 4.7 10 4.3 6 2.0 7 3.4 5 2.6 6 2.8 26 10.4 73 4.4

⑪ サービス提供の食め 13 4.7 26 11.3 16 5.2 7 3.4 7 3・7 12 5.5 16 6.4 97 5.8

⑫ その他(具 体的に)

景況把握 32 い.7 32 13.9 35 11.4 38

」

18.4

■

24

.

12.6 24 11.0 25 10.0 210 12.5

・合 計 274 100 231 100 307 100 206 100 190 100 218 100 249 100 1,675 100

.

●

機 関別.合計では 諸 分析 資料 と して情 報 利 用 を行 う と回答 した もの が23.3%,次 い で諸 計画

立 案 のた めが15.5%と な って い る。 各 機 関 別 には,公 的機 関で は行 政 施 策 の基 礎 資 料 と して

が33.2%,各 種 団 体で は 諸 分析 資料 と してが21,4%,製 造 業 で は 生産 ・販 売 関連 の 企 業経

営 の ため と してが17.4%,建 設業 では諸 計 画立 案 のた め が30.5%,卸 ・小 売業 では 諸 分析

資 料 としが22.7%,運 輸 ・倉 庫業 で は 諸 分析 資料 として,及 び生 産 ・販売 関連 の 企業 経営 の

た め が 各 々21.2%,公 益 ・金融 業 では 諸 分析 資料 と してが54.4%,大 学 ・情報 サ ー ビス業

で は諸 分析 資料 と して が18.2%の 割・合 で 主に情 報の 利用 を行 って い る。
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次 に 情 報 分野 別 にみ た 利 用 目的 では,い ず れ の情報 分野 も諸 分析 資料 と し て 利 用 され て い

る割 合が 高い。 しか し,各 種 計 画 ・予測 に 関す る 情報 は諸 計画 立 案 のた めに 用 い られ て い る割

合 が高 い。

以 上 の 結果 か ら,各 機 関,情 報 分野 に かか わ らず各機 関 に お け る分析 資料 と して 種 々の情 報

の利 用 が 行 われ て い る傾 向が 強 く表 われ て いる。

② 情報 の入手 先

情 報の 入手 先 につ い て,機 関別,情 報分 野別 にま とめ た もの が表2-11及 び表2-12で

あ る。 。

表2-11情 報 の入 手 先(機 関別)

〆

公的機関 各種団体 製造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業
運 ⇔ ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サー ビス業 合 計
回答敏 % 回答数 傷 回答数 価 回答数 % 回答数 価 回答数 蕎 回答数 % 回答数 % 回答数 %

21

情

報

の

入

手

先

① 新聞 ・雄島等 4 3.3 110 28.6 81 31.0 71 42.8 49 30.1 8 21.6 14 19.2 23 39.7 360 29.5

② 大学調査機関等 1 0.8 8 2.1 2 0.9 4 2.5 4 108 2 2.7 21 1.7

③ 金居機関 9 7.4 29 76 22 10.0 19 11.4 30 18.4 4 10.8 3 4.1 4 6.7 120 9.8

④ 取引先 ・同業者' 9 2.3 7 32 2 i.2 7 4.3 4 10.8 1 1λ 2 3.4 32 2.6

⑤ 業界団体(組合等) 7 5.7 46 12.0 37 16.9 16 9.6 14 8.6 9 243 8 1LO
4 6.7 14k U.5

⑥ 経済団体(道経連 ・商工会議所等) 6 49 31 8.1 28 12.8 22 13.3 14 8.6 2 5.4 4 55 12
20.7

119 9.7

⑦ 国・地方公共団体 90 73.8 131 34.1 42 19.2 32 19.3 41 252 6 162 29 39.7 11
19.0 382 313

① そO他(具 体的忙)

B本 化学技術情報センター(JICST) 5 4.1

シ

20 5.2 4 2.4 4 2.5 12 16.4 2 3.4 47
3.8

合 計 122 100 384 100 219 100 166 100 163 100 37 100 73 100 58 !00 1,222 100

表2-12情 報 の入 手 先(情 報 分野 別)

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費・労働

経 済 統

ε†一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・予 測

巣界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 勇 回答数 % 回答数 % 回答教 % 回答数 チ 回答数 % 回答数 価 回答数 予

2

情

報

の

入

手

先

① 新関 ・雄蕊得 53 25.1 56 32.6 35 17.6 38 27.1 46 341 58 3LO 74 4L6 360 29.5

② 大学調査機関等 1 0.5 1 0.6 2 1.o
`
11 7.7 ! 0.7 3 1.6 2 1.1 21 1.7

③ 金融機関 6 2.8 11 6.4 20 10.1 41 29.3 12 8.7 26 13.9 4 2.2 120 9.ε

④ 取引先 ・同業者 5
'

2.4 5 2.9 6 4.3 2 1.5 3 1.6 11 6.2 32 2.6

⑤ 藁界団体(組 合等) 37 17.5 22 12.8 7 3.5 8 5.7 13 9.6 10 5.3 44 24.7 141 11.5

① 経済団体(道 経連・商工会議所等) 12 5.7 25 10.5 24 12.1 5 3.6 4 3.o 19 10.2 30 16.9 ll9 9.7

⑦ 国・地方公共団体 91 43.1 45 26.2 106 53.3 14 1加 53 39.3 65 34.8 8 4.5 382 31.3

⑥ その他(具 体的等)

日本科学技術情報センター(JICST) 6 2.8 7 4.1 5 2.5 17 12.1 4 3.0 3 L6 5 2.8 47 3.8

合 計 211 100 172 100 199 100 140 100 135 100 187 100 178 ioO 1,222 100

機 関別 の合 計 では,情 報 の入 手 先 と して 国 ・地 方公 共 団 体が31.3%,新 聞 ・雑誌 が29.5

%と 回答 してい る と こ ろが 多 い。

情 報 分野 別 にみ た 情 報 の 入手 先 で は,産 業 ・経 済 動 向,綴 斉 ・統 計 一 般,予 算 ・投 資動 向 及

・ び各種 計 画 「予測 の情 報 分野 については国 ・地 方公 共 団 体 か らプ 物 価 ・消費 ・労 働,金 融 ・税務

及 び業 界 ・経 済 紙 誌 そ の他 の 分野 につ いて は新 聞 ・雑 誌 か ら必要 情 報 を入 手す る割合 が 高 くな
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って い るo

ま た,入 手 先 と して国 ・地方 公共団 体及 び新 聞 ・雑 誌 の 比率が 他 と比 較 した 場 合 に高 くな
って

お り,国 ・地方公 共 団 体 の情 報 サ ー ビス 体制 の 一 層 の充 実が望 まれ る こ とに な ろ う
。

(3)情 報 の 入 手 媒体 、

情 報 の 入手 媒 体 につ い て識 関別,情 報 分 野別 にま とめ た も のが表2:13及 び表2_、4で

あ る。

表2-13情 報の 入 手媒 体(機 関別)

6

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業 卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 置 薬
公 益 ・

金 融 業

×学 ・情報
センター藁 合 計

回答数 % 回答徴 勇 回答敏 傷 回答数 % 回答数 % 回答散 φ 回答数 % 回答数 % 回答数 傷

3

入

手

媒

体

① 電話 ・面談 13 11.4 19 7.3 10 5.9 12 10.3 7 6.4 3 8.3 64 7.0

② 印刷物 98 86ρ 232 892 158 93.5 105 89.7 101 91.8 31 86.1 67 98.5 38 90.5 830 90.6

◎ 磁気テープ 1 0.9
4 9.5 5 0.5

④ フ・ッビイディスク
1 2.8 1 0.1

⑤ ファクシミ1) 1 0.4 1 0.6
1 0.9

3 0.3

⑥ オンライン
1 0.9 1 2.8 1 L5 3 0.3

⑦ その他(具 体的`ζ)

2 1.8 8 3.1
10 1.1

合 計
▲14 100 260 ハ00 169 100 117 100 110 100 36 100 68 100 42 100 916 100

表2-14情 報 の入 手 媒体(情 報 分野 別)

産 菓 ・

経済動向

物 価,消

費 ・労働
経 済 統
計 一 般

金 融
税 務

予算 ・

投費動向

各種計画
・ 予 測

莫界・経

済紙捻他
合 計

回答数 % 回答数 傷 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 係 回答徴 傷,

3

入

手

媒
・

体

① 畷 ・面験 13 80 10 75 5 3.3 10 72 7 7.4 ls 13.0 4 3.4 64 7.0

② 印刷物 145 89.0 117 88.0 147 96.】 124 89.2 84 H9.4 99 86.1 1」1 95.8 830 90.6

③ 磁気テープ(MT) 4 2.5 1 0.8
5 0.5

④ フ・ッビイデ ィスク 1 0.8
1 0.1

⑤ ファクシミリ
3 2.2 3 α3

⑥ オンライン 2 1.5 1 0.7
▼

3 0.3

6そ の他(具 体的に)

1 0.6 2 1.5 1 0.6 1 0.7 3 3.2 1 0.9 1 0.8 10 1.1

合 計 163 正00 133 100 153 100 139 】OO 94 100 115 100 119 100 916 100

■

機関 別 合 計 で は,印 刷 物 に よる入 手 が90.6%と 高い割 合 を占め て い る。 各機 関 別 にみ た 場

合 にお いて も,印 刷 物 に よ る入 手 が 高 い率 を示 してい る。

情 報 分野 別 にみ た 場合 も機 関別 と同様 の 傾 向 を示 してお り,媒 体 としての 印 刷 物の 占め る ウ`

エ イ トが 高 い。

磁 気 媒 体 及 びオ ン ライ ン に よる情報 の入 手に つ 硲 ては そ の 件数 も少 な くな っているが,産 業 ・

経 済 動 向及 び物価 ・消 費 ・労 働 の情 報 分野 のなか でMTに よる情報 入手 の例 が み られ る。 ま た,

オ ン ラ インに よ る情報 入手 につ い て も若干 の 例 がみ られ る。

この集 計表 で は磁 気媒 体 や オン ラ インに よる情 報 入手 の 例は 少 な く表われてい るが ,各 機 関 の
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固 有 の ニ ーズ に よっ て磁 気媒 体化 され,或 いは オ ン ライン化 され て情報 流 通が 行わ れ て い る情

報 は 更に 多 い もの と考え られ る。

(4)情 報 入手 の難 易

情 報 入手 の難 易 につ いて,機 関 別,情 報 分 野別 に ま とめ た もの が表2-15及 び表2-16

で ある。

表2-15情 報 入 手 の 難易(機 関 別)

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 莱

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

×学 ・情報

サービス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 φ 回答数 % 回答徴 % 回答敢 % 回答敏 % 回答散 % 回答数 %

4
入
手
の
難
易

① 安易に入手できる 67 58.3 122 49.0 50 39.2 65 6L3 76 75.2 18 54.5 54 79.4 15 35.7 477 55.0

② 普通である 47 40.9 119 47.8 93 60.8 32 30.2 23 22.8 13 39.4 14 20.6 18 42.9 359 4L4

③ 難しさがある

1 0.9 8 3.2 9 8.5 2 2.0 2 6.1 9 21.4 31 3.6

合 計 115 100 249 100 153 100 106 10G 10) 100 33 100 68 100 42 100 867 100

■

▲

表2-16情 報入手の難易(情 報分野別)
産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統
計 一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 φ 回答数 傷 回答数 % 回答数 % 回答数 価 回答敵 % 回答数 % 回答数 %

4
入
手
の
難
易

① 容易に入手でさる B3 53.9 59 48.O 94 61.4 80 64.0 49 53.8 42 400 70 603 477 55.0

② 普通である 66 42.9 58 47.2 56 36.6 44 352 36 39.6 55 52.4 44 37.9 359 4L4

③ 離しさが ある

5 3.2 6 4.9 3 2.0 1 0.8 6 6.6 8 7.6 2 L7 31 3.6

合 針 154 100 123 100 153 ]00 125 !00 91 100 105 100 116 100 867 100

機 関 別合 計 で は,ほ とん どの機 関が 「普通 ま たは 容 易に入 手 で きる」 と回 答 して 治 り,概 ね

や,:現 状 の情 報の入 手 につ い て は特 段 の難 しさは表 わ れ て きて い な い。

一 方
,難 しさが ある と回答 が あ った もの が,大 学 ・情報 サー ビス 業,建 設業 及 び各 種 団体 の

な か にみ うけ られ,情 報 分野 では 各種 計 画 ・予測,物 価 ・消 費 ・労働 及 び予 算 ・投 資動 向 に数

字 が あげ られ て き てお り,情 報分 野 に よ っては 比 較 的 入 手 しに くい ものが あ る。

(5)情 報 の利用 方法

情 報 の利 用方 法 につ い て,機 関 別,情 報 分野 別 に ま とめ た ものが 表2-17及 び 表2-18

で ある。

'
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表2-17情 報 の利 用 方法(機 関別)

●

公的機関 各種団体 製造 業 建設 藁
卸 ・

小 売 菜

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学・情報
サービス桑

合 言†

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答散 % 回答数 チ 回答数 傷 回答数 % 回答数 4 回答数 勇

51

情
報
の

利
用
方
法

① そのまま利用 76 S3.9 209 68.3 136 82.4 96
75.6

87
81.3 28 84.8 47 45.2 24

53.3 703 68.4

② 単純集計 17 12.1 32 10.5 11 6.7 4 3.1 14 13.1 2 6.1 27 26.0 4
8.9

111
108

③ グラフ化 13 9.2 16 5.2 12 7.3 20 15.7 1 0.9 5
4.8

1
2.2 68 6.6

◎ 統計分析処理 35 24.8 43 14.1 6 3.6 7 5.5 4 3.7 3 9.1 25
24.0

16
35.6 139 13.5

⑤ その他(具 体的に)

6 2.0 1 0.9 7 0.7

合 計 141 100 306 100 165 100 127 100 107 100 33 100 104 100 45 100 LO28 100

表2-18'情 報 の利 用 方法(情 報 分野別.)

亀

産 業 ・

経過動向

物価 ・消

費・労働

経 済統
計 一 般

金 融
税 務

予算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答教 % 回答数 勇 回答敏 傷 回答故 % 回答数 勇 回答数 叫 回答数 %

5

情
報
の

利
用

方
法

① そのまま利用 104 57.8 88 58.3 123 65ユ 1【3 、77.4 80 65.0 86 75.4 109 87.2 703 68.4

② 単純集計 33 18.3 21 13.9 22 1・L6 12 8.2 11 8.9 6 5.3 6 4.8 111 10.8

③ グラフ化 12 6.7 9 6.0 13 6.9 7 4.8 14 11.4 10 8.8 3 2.4 68 6.6

④ 統計分析処理 31 17.2 29 19.2 31 16.4 13 8.9 18 14.6 12 10.5 5 4.0 139 13.5

⑤ その他(具 体的K)

4 2.6 1 0.7 2 1.6 7 0.7

合 計 180 100 151 100 189 100 146 100 止23 lou 114 」oo 125 100 1,028 100

機 関別 には,各 機 関 とも 「その ま ま利 用」 と回答 した と こ ろが多 く,合 計 で68.4%と な っ

て い る。 第2順 位 は 「統 計 分 析 処理 」 で13.5%,第3順 位 は 「単 純 集計 」 で10.8%と な っ

て お り,入 手情 報 の加 工 によ る情 報利 用の動 きが み られ る。.

情 報分 野別 には,業 界 ・経済紙 誌 ・その 他 につ い ては 他 の 情報 分 野 と比較 した場 合,「 そ の

まま 利 用 」 され る 割 合が 高 くな っ てい る。 ま た,産 業 ・経 済 動 向 及 び物価 ・消費 ・労働 に属 す

る 情報 に つ い ては,「 そ の まま 利用 」さ れ る だけで な く,何 らか の加 工 を され て利 用 され てい

る割 合 が 高 くな っ てい る。

(6)デ ー タの保 存方 法

デ ー タの 保 存 方法 につ い て,機 関 別,情 報 分野別 に と りま とめた もの が,表2-19及 び表

2-20で あ る。

表2-19デ ー タの保 存 方法(機 関別)

● 公的機関 各種団体 製 造 菓 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 柏 ・

倉 庫 業

今 益.

金 融 業

大学 ・情報

サービス藁
合 計

回答数 % 回答数 価 回答数 % 回答数 傷 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答散 % 回答数 勇

24.5 39 37.9 6 15.4 4 4.5 1 2.3 208 2326 ー

デ
ー
タ
の
保存

方
法

①1回 限 り 6 5.2 74 30.2 52 32.9 26

② プアイル保存 101 87.8 '71 69.8 106 67.1 78 73石 64 62.1 32 82.1 64 7L9 32 74.4 648 72.2

③ 磁気媒体 MT
.

1 0.9 10 11.2 10 23.3 21 2.3

0.9
」

FD

」

5 4.3 2 1.9 1 1.1 8

1 2.6 皇0 1L2 13 1.4

DISK 2 L7

合 計 115 100 245 100 158 lOO 106 100 103 100 39 100 89 100 43 100 898 100
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表2-20デ ー タの保存 方 法(情 報 分野 別)

産 業 ・ 物価 ・消 経 済 統 金 融 予 算 ・ 各種言t画 業界・経
合 計経済動向 費・労働 計 一 般 税 務 投資動向 ・予 測 済紙誌他

回答数 % 回答散 % 回、答数 叫 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 φ 回答数 傷

6. ①1回 限 り 34 2L5 32 24.1 32 203 24 17.9 31 33.0
26 24.8 29 25.0 208 23.2

デ

1 ② プアイル保存 117 74.1 88 66.2 118 74.7 103 76.9 59 62.8 77 73.3
86

74.1
648 72.2

1

タ

の ① 磁気媒体 MT

-一 一 ー ー ー ー ー 一

4 2.5 7

-一 一 ー ー 一

5.3 4 2.5

-一

3

-一 ー ー ー 一

2.2 1

-一 一 一

1」 1 .0.9
1 0.9 21 2.3

保
一 一 一 一 一}一 一 一 一 一 一 一 一 ー 一 一 ー ー ー ー 一___ 一 一 一 嚇

存 FD 1 0.6 3 L9 1 0.7 2 2.1 1 0.9
8 0.9

← 一 一 　 一 ー 一 　 一 　 一 ー ー 一 一 ー 一 一 一 一 ∨ 一 一 一 ー 一 一 }一 一 ■ 一 一 一 一 一 一} 一 一 一.一 ー 一 　 　 一 一 　方 一 一 一 　 一, 一 一 一

法 lDISK 2 1.3 6 4.5 1 0.6 3 2.2 1 ▲.1
13

1.4

合 計 158 100 133 100

.

158 100 134 100 94 100 105 100 116 100 898 100

禽

機 関 別 合 計 では,'「 フ ァイ ル保 存 」が72.2%と 最 も多 く,次 い で 「1回 限 り」が23.2%

となっ て お り,磁 気 媒 体 での 保 存 は4,6%と 低 率 に と どま って い る。 しか しなが ら,磁 気 媒 体

で入 手 し利 用 され る 情 報数 よ り も保 存 数 が 多い こ とか ら,自 機 関 の業 務に 必 要 な 情報 を磁 気媒

体 情 報 と して保 存 す る傾 向が うか が え る。

情報 分 野別 に は,物 価 ・消 費 ・労 働 に 関す る情 報が 磁 気媒 体化 され て保 存 され る割 合 が他 の

情報 分野 と 比較 して 高 く な ってい る。

(7)デ ー タの 必要度 ・

デ ー タの 必要度 に つ い て,機 関別,情 報 分野 別 に と りま とめ た もの が,表2-21及 び表2

L22で あ る
。

'

表2-21デ ー タの 必 要度(機 関別).

「

・公的 機関

.

各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報
サ ービス業

合 計

回答数 φ 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 傷 回答教 % 回答数 % 回答敏 傷 回答故 %

τ

必

要

匿

① きわめて必要 77 70.6 92 34.7

.

47 29.4 47 44.3 33 31.4 14 35.9 49 ?2.1 22 42.3 381 42.1

② ある程度必要 32 29.4 173 65.3 108 67.5 57 53.8 72 68.6 25 64.1 19 27.9
.

30 59.7 516 57.1

③ その他 .

5 3.1 2 1.9 7 0.8

合 計 109 100 265 100 160 100 106 100 105 100 39 100 68 100 52 100 904 100

表2-22デ ー タの必要 度(情 報 分野 別)

.

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費・労働

経 統

計 一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

楽界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 価 回答数 % 回答籾 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

7

必

要

度

① きわめて必要 62 38.8 53 41.7 63 39.1 S9 45.4 53 54.6 54 49.1 37 31.1 381 42.1

② ある程度必要 97 60.6 74 58.3 97 60.2 66 53.1 44 45.4 55 50.0 80 67.2 516 57.1

③ その他

1 0.6 1 0.6 2 ].5 1 0.9 2 1.7 7 0.8

合 計 160 100 127 100 161 100 130 100 97 100 110 100 119 ]00 904 100

∨

`
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機 関別 合 計 では,「 あ る程 度 必要 」ま で を含 めほ ぼ100%が 情報 の 必要性 を認 め てい る。

機 関 別 に 「きわめ て必 要 」 と回 答が あ った の は公 的機 関70.6%,.公 益 ・金 融 業72.1%の 割

合 で,利 用 情報 に対 す る 必要 度 の 高 さ を示 してい る。

(8)オ ン ラ イン希望 の有無

オ ン ラ イ ン希 望 の有 無 につ いて,機 関別,情 報 分野 別 に と りま とめ た ものが,表2-23及

び表2-24で ある 。

機 関別 合 計 で は,オ ン ライ ン希望 の あ る ものは 現 在 利用 して いる情 報 の20.8%,希 望 な し

は59.1%と な っ てい る。

表2-23オ ン ライ ン希望 の有 無(機 関 別)

`

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学・情報

サービス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 勇 回答教 % 回答数 φ 回答数 % 回答数 % 回答数 %・ 回答敬 %

8,

オ

ン

ラ希

イ勺

① あり 27 24.8 28 123 31 23.1 2正 19.8 10 9.7 8 20.5 32 47.1 18 34.6 175 20.9

② なし 68 62.4 139 61.9 77 57.5 63 59.4 74 71.8 24 61.5 26 38.2 25 48.1 496 59.1

ン有
の無 ③ わか らない 14

シ

12.8 61 26.7 26 19.4 22 20.8 19 18.4 7 18.0 10 14.7 9 17.3 168 20.0

合 計 109 100 228 100 134 100 106 100 103 100 39 100 68 100 52 100 839 100

表2-24オ ン ライ ン希 望 の有 無(情 報 分野 別)

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融
税 務

予 算 ・

投資動向

各槙まt画
・ 予 測

楽界・経

済紙誌他
合

,計

回答敏 勇 回答数 価 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答敏 % 回答数 %

8
オ
ンラ

イ
ンの

希望

有
無

① あり 24 工60 37 32.5 22 14.5 40 342 20 21.2 18 17.6 14 12.7

.

i75 20.9

② カし 93 62.0 51 44.7 92 60.5 56 47⑨ 59 62.8 66 64.7 79 7L8 496 59.1

③ わか ら友い 33 22.0 26 228 38 25.0 21 17.9 15 16.0 18 17.6 17 15.5 168 20.0

合 目† |50 100 114 100 152 1UO 工17

.

100 94 100 102 100 iIO 100 839 100

'

■
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機 関 別 では,公 益 ・金 融 業 で オ ン ライ ンの希望 割 合が 高 くな って い る。 反 面,卸 ・小 売業,

各 種 団 体 では オ ン ライ ン希 望 の割合 が他 と比較 した場 合 低 くな って い る。

情報 分野 別 には,金 融 ・税 務,物 価 ・消 費 ・労 働 の情報 につ いて のオ ン ライ ン希望 が30%

を越 え る割 合 を示 して い る。

以 上,デ ータの 利用 状 況 に つ き地 域産 業 情 報63デ ータ を7つ の 情報 分野 毎 に とりま とめて 考

察 したが,こ れ らデ ー タ以 外 に 各調 査 対象 機 関 が実 際 に利 用 して い る情報 と して以 下 の ものが あ

る。

表2-25利 用 情 報 一 覧

情 報 名 利 用 目 的

建設物価指数 諸計画立案のため

〃 〃 経営の指導診断のため

航空旅客動態調査 諸分析資料として

生鮮(野 菜果実等)市 況 〃 〃

賃 金 管理 資 料 企 業 経 営 のた め

貯 蓄 と経済 教 育 啓 蒙

住 所 プ ア イ ル サー ビス提 供の た め

食糧 需給 表 〃 〃

φ

公的機関では諸計画立案,行 政施策の基礎資料並びにサービス提供等のために各種計画予測,一

般事務,公 共測量業務,技 術情報等を利用 しており,製 造業では企業経営等のための製造仕入,

販売在庫,経 理給与,技 術,物 流に関する情報を利用 している。

2.3今 後 の 機 関(企 業)活 動 に 必 要 と な る デ ー タ ニ ー ズ

今 回の 調査 に よる と現 在 使 用 して い ないが 今 後 更 に必 要 とす る情報 ニー ズ等 は資 料3の とお りで

あ る。

これ らデ ー タニ ー ズを 前述 の7情 報 分 類 男1挺整 理す る と業 界経 済 紙誌 他 が33件,各 種 計画 が1

6件,経 済 統計 一般 が11件,産 業 経 済 動 向,予 算投 資動 向が 各9件,物 価 消 費労 働 が8件,金 融

税 務 が3件 に分 類 さ れ る。

以 下,各 機 関別 に 今後 必要 として い る主 たるデ ー タ ニーズ に つい て整 理す る。

〔公 的 機 関 〕

① 中小 企業 事 業団 の 中小企 業 関連 情報 検 索 のた めSMIRS,日 本 経 済 新 聞 社 の 記 事検 索 の

た めNEEDS-IR,東 京 商 工 リサ ー チの 企業 属性,企 業 財 務 情況 の検 索 を 目的 と したTS

Rを それぞ れ 情報 セ ンター経 由で オ ン ライ ンで入 手 した い。

② 行政 施策 な らび に企 業 集積 分 析,市 場 調査 等の 資料 として統 計 調査 対象 事 業 所並 びに各 種団

体等 の 名簿 類,市 内 企業 総 合 情報,市 内企業 の進 出転 出 情報 等 を磁 気 テ ー プ,フ ロッピィデ ィス
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ク,印 刷物 で入 手 した い。

〔各 種 団 体 〕

① 意 見要 望 活動,経 営 指 導,市 場 調 査,サ ー ビス提 供等 の た め景 気 動 向見 通 しに係 る判 断 資料,

地 域振 興 活性 化 に係 る施 策 の 遂 行状 況,消 費動 向調 査,個 別 企業 の デ ー タ等 を オ ンライ ン又 は

印 刷 物で入 手 した い。

② 各 地 域 で 行 わ れ る 大 ・中 ・小 等の プ ロ ジェク ト,イ ベ ン トに つ いて の デ ータを 企 画参入,

早 期対応 す るため に入 手 した い。

〔製 造 業 〕

① 原料 仕 入,販 売戦略,需 要 変 化 対応 のため に市 場 情報 な らびに テ レ フォ ン ・シ ョ ップさ らに

受注 開発 の た め通 信販 売 資料 をオ ンラ イ ン,磁 気 テ ー プ,印 刷 物で 入 手 した い。

② 技術 ノウハ ウが 一 般 に解 放 され る こと に よ り社内 技術 を向 上す べ く生 産 技術 情報 をデ ー タセ

ンタ ー との オ ン ライ ンで 入 手 したい。

〔建 設 業 〕

地 方公 共 団体 の 各 種計 画 を始 め新 規取 引 調 査のた め の 各種 名簿 類,営 業 計画 のた め に公 共 工

事 動 向 に関す る 資料 を フ ァク シ ミ リ,印 刷 物 で入手 した い。

〔卸 ・ 小 売 業 〕

企業 経 営のた め 市 場 関連,販 売 関連 の ため に農 作 物 統 計,農 業 基本 調査,自 動 車 登録 台数 等

の 諸 資料,サ ー ビス提 供 を 目的 と して 異業 種 情報に つ い て オ ンラ イン で入 手 した い。

〔運 輸 ・倉 庫 業 〕

便 数計 画 等 のた め に観光 客入 込み 調査,需 要 予測 等 の ため に国 な らび に地 方公共 団体 の 各種

計 画 等 を入 手 した い。

〔公 益 ・金 融 業 〕

諸 計 画 立案,営 業 推進 のた め に地 域 別 に細 分化 され た デ ー タな らびに諸 分析 資 料の ため に道

内 の景 気動 向 指 数GNPデ ー タを 印刷物 で 入手 した い。

〔大 学 ・情 報 サ ー ビス業 〕

① デ ー タ ベー ス用,各 種 研 究,文 献 検索,就 職 関連 資料 と して工 業 統計,商 業 統 計調 査,事 業

所 統計,主 要 経済 指 標,ビ ジ ネス サ ーベ イ等 各種 世論 調査,投 資,内 外 景 気 情 報,国 立 国会 図

書 館 図=書,会 社 名鑑 等 をオ ン ラ イン,磁 気 テ ープで 入手 した い。

② 経 営 方針 のた め北 海道 地 区 ハ ー ド ・ソフ ト企 業概 況一 覧,人 事計 画 の ため の業 種 別 の木 目細

か い初任 給 な らびに 年令 別 給.与一覧(年 令別)を ハー ドコ ピーで入 手 した い。
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3オ ンライ ンの現状 と将来へ 向け ての意識

3.1地 域 内 オ ン ラ イン 化 の 現 状 ・

第2章 の ア ンケ ー ト調査 の 集計 結 果 か らも明 らか に され た よ うに,札 幌 圏 に所 在す る各 地域 機 関

に おい て は,そ の 導入機 器 の規 模 の大/j・は ある もの の,製 造 業 で76.5%,非 製 造業 部 門 計では5

8.6%,機 関 トー タ ル では63%の 機 関が,コ ン ピ ュー タを 導入 して お り,種 々 の業 務処理 に利 用

されて い る。

更 に近 年,コ ン ピュ ー タ導入 の 増 加 に 伴 い,従 来 か ら行 わ れ て きた 単体 利 用か ら一 足踏 みだ した

オ ン ライ ンに よる 処理 へ の利 用形 態 の 移行 とい う新 たな展 開 が うか が え る。

(1)オ ン ライ ンの 形 態

札 幌圏 に 所 在 す る非 製造業 部 門の 各 地域 機 関に お け る,オ ン ラ イ ン シス テ ムを利用 し た情報 流

通の 現状 に つい ては 表3-1に 示 す よ うな 回答が 得 られ た。

表3-1オ ン ライ ンの形 態(複 数 回 答)

オ ン ラ イ ン の 形 態 件 数 回答機関数に対する割合

1.本 社 と 支 店 間 で 実 施 53 69.7(%)

2.支 店 と 支 店 間 で 実 施 6 79

、

3,同 業 他 社 と 実 施 6 79

4.異 業 種 他 社 と実 施 14 18.4

5.情 報 サ ー ビス機 関 と実施 6 79
1

6.そ の 他 12 15.8.

回 答 機 関 数 76

この調 査 結果 に よる と,コ ン ピュー タ導入 機 関(116機 関)に お け るオ ン ライ ン実 施の 割 合

は76機 関,65,5%と な っ て おり,コ ン ピ ュー タを 導入 し てい る 地域 機関 の 相 当数 が,何 らか

の 形 で オン ライ ンに よ る情報 流 通を 行 って い る こ とが 明 らか に さ れ た。

オ ン ライ ンに よる情 報 流通 の形 態 では,本 社 と支店(本 部 と各 出先 機 関)を 結 ぶ 形 態を採 用 し

て い る機 関が69.7%と な って お り,オ ン ライ ン情報 流 通 形態 の 主流 を 占め て い る。

一 方 ,異 業 種他 社 と結 ぶ オ ン ラ インを採 用 し情報 流 通 の促 進 を図 っ て い る機 関 が18.4%(1

4機 関)と な って あ らわ れ て お り,近 年 の通 信技 術 ・コ ン ピュ ー タ利 用 技 術 の進 歩 を背 景 に,地

域の 各機 関に お い て は,経 営 環境 の厳 しさ や,企 業 経 営 の 新た な展 開へ の対 応 を進 め る うえ での

減 量経 営,効 率的 運営 を コン ピュ ー タの 導入 と,オ ン ライン に よって 対応 しよ うとす る一 面 も表

われ て きてい る こ とも考 え られ る。

オン ライ ン実施 の な かで 最 も大 きな割 合 を 占めて いる 本 社 と支店 間 の オン ラ インでは,

・社 内一般 情 報(給 与,経 理 事務 等)

・生産 ・販 売関 連 情 報
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等 の各機 関固有 の デ ー タが オン ライ ン情 報流 通 の主 流 を 占め て お り,組 織 の なか におけ る縦 割 り

的 情報 が 多 く,各 機 関 の 内 部事 務処 理 を最 初 に オ ンライ ン化 して い るこ とが うか がえ る。

また,本 社 と支 店 間 でオ ン ラ イ ンを 実施 して いる と回答 が あ った 各地 域 機 関 の なか には,併 せ

て他 の オ ン ライ ン形態 を も採 用 して いる機 関 もあ り,系 列 組織,異 業種 機 関 との オ ン ライ ン実 施

等 がみ られ,積 極 的 に他 機 関 とオ ン ラ イ ンに よる情 報流 通 を推 進 して いる機 関 も見 うけ られ,情

報 の ネ ッ ト ワー ク化 に 対す る意欲 の 表 われ とみ る こ とが で きよ う。

② オ ン ライ ン化計 画

次に,現 在 オ ン ライ ンシス テ ムに よる業 務処 理を 行 って い な い と回答 した 機 関 に つい て,近 い

将 来 の オ ン ライン シス テ ム構築 の 意 識 につ い ては,以 下の よ うに と りま とめ られ たが,そ の結果

を表3-2に 示 す。

表3-2将 来 の オ ン ライ ンに つ いて

将来 のオ ン ラ イン につ い て 件 数 回答数に対する割合

1.現 在 シ ス テ ム の 構 築 中

2.3年 以 内 程 度 に は 実 施 予 定

3.現 在 の と こ ろ 予 定 は な い
`

3

12

23
∫

79(%)

31.6

60.5'

回 答 機 関数 3β 100

この 結果 に よる と,シ ス テ ムの構 築 中及 び近 い将来(3年 以 内 程度 ま で)の オ ンラ イン化 計 画

を持 つ機 関は トー タル で39.5%と な って お り,オ ン ライ ンに よる情報 流 通 実 現 に 向け ての対 応

が うか がえ るo

しか しなが ら,「 現 在 の と ころ 予 定 はな い」 と回答 した オ ン ラ イン未実 施機 関 が60.5%の 割

合 を 占め て いる。 これ は,小 規 模 なコ ン ピ ュー タの 導 入 が 多い こ と,コ ン ピ ュー タの導 入 目的 が

各機 関 の 特定業 務の み の利 用 に と どま って い る等,オ ン ライ ンを展 開 す る内外 部 の 環境が 地域 の

機 関 に よ って は 十分 に整 っ てい な い た め と考え られ る。

■

3・2将 来 の オ ン ライ ン 化 へ 向 け て の 意 識

前 項 で も触 れた よ うに,札 幌 圏 に所 在す る各地 域 機関に お いて は,個 別 の 業 務処 理 を行 うため,

コン ピュー タ導 入 を 図 って お り,コ ン ピュ ー タ導 入機 関 の過 半 数 の機 関 が オ ン ラ イン シス テ ムを構

築 し情 報 の流 通 を行 っ てい る こ とが 明 らか に な った。

オ ン ライン シス テムの 形 態 は,そ の 大部 分が 同 一機 関 に属 す る もので あ り,個 々の機 関 が特 定の

情報 の 流 通 ・処理 を行 うこ とに主 眼 を置 いた もの が多 くな って い る。

しか しなが ら,オ ン ライ ンに よる 情報 流 通 システ ムに 関す る各地 域機 関 の将 来 へ 向 け ての意 識 の

高 ま りの一端 も うか が われ,今 後 と もこの 傾 向は 続 くもの と予 想 され る。

この ように,地 域機 関内部 及 び外 部機 関 との オン ライ ンネ ッ トワー クに よ る情報流 通基盤 が整備

されつ つ,か つ情報 流通 に対 す る意識 が高 ま りつつ ある とい う土台 の うえ で,今 後 の 地域産 業 情報

の オ ン ラインネ ッ トワーク に よ る流 通 につ いての 関心 度 合い に つい て は 表3-3に 示 す よ うな結果
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が得 られ た。

表3-3地 域 産 業情 報 の オ ン ライ ンネ ッ トワー クにつ い て の 関心 度合

関 心 度 合

製 造 業 非 製 造 業

件 数
対象数に
対す る割合 件 数

対 、象数 に

対す る割 合

L関 心 は あ る

2.何 と も い え な い

3.関 心 が な い

4.そ の 他

無 回 答

34

13

6

0

11

53.1(%)

20.3

9.4

0

172

124

34

5

1

34

62.6(紛

172

2.5

α5

172

対 象 件 数 64 100 198 100

G℃

図3-1

個別企業(援 閲)問 を直接詰ぶ形態

図3-2

中央にセン ター を設 置し企業(機 関)

がそのセンター と結ぶ形態

ジ 　
樽

研究所等 各種団体等
一

大学

研究所等

経済団体

各種団体等

図3-3

公的性格 を持 つ機関間を結び企業は

必要とす る情報 を随時利用す る形態

図3-4

企業及び各掻閲が相互 に情報の流通

を行 う形態

一36一



φ

ア ンケー ト調 査票 に,現 状 で考 え られ る オ ン ライ ンネ ッ トワー ク形 態 の4つ の パ タ ー ンを 例示 し

そ の特 定 の パ タ ー ンに と らわれ ず に,今 後 の オ ン ライン ネ ッ トワー クその も のにつ い ての 関心 度 に

つ い て各機 関の 自由 な立 場 で 回 答を 得 た もの で あ る。

こ の結果 に よる と,ア ンケ ー トに 回答 した 各 地域機 関 の うち,製 造 業 部 門で は52.1%,非 製造

業 部 門で は62.6%,合 計 では60.3%の 機 関 が 「関 心 は ある」 と回答 して い る。 また,こ れ に 「

何 と もいえ な い 」 と回 答 した ものま で含 め る と,製 造業 部 門で は73.4%,非 製造業 部 門で は79.

8%,合 計 で は78.2%の 機 関 が オ ン ライ ン ネ ッ トワ ークに よる地域産 業 情報 流 通 に対 し関心 を示

してい る と受 け とる ことが で きる。 更に,キ ャ プテ ン システ ム,INS,VAN等 を 利用 した 情報

流 通 シス テ ム構 築 の動 きや,道 内外 の各 機 関 に お いて 情報 流通 に関す る種 々 の調 査 ・研 究 ・提 言 等

が行 われ て 澄 り,こ れ ら各 種 の 調査 結果 と十 分 連絡 調整 を図 りつつ,調 査研 究 を継 続 し,地 域 の各 「

機 関 の意 識や 社 会的 背景 を踏 ま え,当 地 域 の 実態 に 適合 した 情 報 流通 シス テム の実 現 に向け,検 討

を 重 ねてい く必 要が ある。

3・3地 域 産 業 情 報 の オ ン ライ ン 化 に 関 す る 意 識

地 域 産 業 情 報 の流 通 を オ ン ライン シス テ ムに よって行 うこ とが 可能 とな った 場 合 に期 待 す る メ リ

ッ トにつ い て は 表3-4に 示す よ うな回答 が 得 られ た。

回 答は 各機 関に お い て考 え られ る メ リ ッ トの うち2つ の項 目 を選択す る方法 に よ り得た もの で あ

る が,製 造 業 部 門,非 製造 業 部 門 と も 「情報 流 通 の即 時性 ・迅 速性 」 を第 一 の メ リ ッ トと して挙 げ

てい る。 この項 目に つ いて は,対 象 機 関 の過半 数 が 支持 してい る。

表3-4オ ン ラ イン に よ る地 域 産業 情報 流通 が 可 能 と な った場 合 の メ リ ッ ト(複 数 回答)

製 造 業 非 製 造 業

対象件数に 対象件数に
件 数 対する割合 件 数 対する割合

1,情 報 流通 の 即 時性 ・迅 速性 33 51.6(殉 119 60.1(殉

2,情 報 の 正 確 性 13 20.3 34 172

3,情 報の 二 次 加工 ・高度 利 用 13 20.3 57 28.8

4、 大量 デ ー タの 流通 0 0 7 3.5

5.継 続 的 な情報 流通 7 11.0 48 24.2

6.コ ス ト ・労 力 の 軽 減 17 26.6 24 12.1

7そ の 他 1 1.6 1 2.0

対 象 件 数 64 198

■

第 二 順 位 と して あげ られ てい る のは,製 造 業部 門 で は 「コス ト ・労 力の軽 減 」,非 製造 業部 門で

は 「情報 の二 次加 工 ・高 度利 用 」 で あ る。 オ ン ライ ンに よる 情報 流 通が実 現 され る こ とに よ り,情

報 の入 手,加 工 に 費 やさ れ る負 担 が軽 減 され,従 来,手 のつ け られ てい なか った 新た な情 報加 工へ
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の負 担投 入 が 可能 に なる との 期待 が大 き いもの と思 われ る。

以 上 の よ うに,情 報 の ホ ッ ト性,オ ン ライ ン を採 用す る こ とに よる コ ンピ ュー タ資 源 の 効率 的活

用 及 び機 関 活 動 への 展 開 な ど,オ ン ライ ンの メ リッ トを大量 デ ータの 流通 よ り,利 用価 値 の高 い 情

報 の即時 利 用,効 果 的活 用 を図 るた め の分析 指 向 が み られ る。

今 後 ば,,こ れ ら メ リッ トを確保 ・維 持 してい くた めに も,異 機 種 間の 通信 ・デー タ交 換 を 可能 と

す る機 能 の充 実,ま た,デ ー タの二 次加 工,高 度 利 用 を 促進 す る た めの利 用 ソフ トウ ェアの開 発 ・

充 実 が 求め られ るこ とに な ろ う。

次 い で,オ ン ライ ンに よる 地域 産 業 情報 流 通 が 可 能 とな った 場 合 に注 意す べ き事項 につ い て は表

3-5に 示 す よ うな 結果 が得 られ た。

ア ンケ ー トの回答 は 各機 関 に お いて考 え られ る 注意 す べ き と思わ れ る2つ の項 目を 選択 す る方法

に よ って 得 た もの で ある。

表3-5オ ン ライ ン ネ ッ トワー クに よ る地域 産 業 情報 流通 が

可 能 とな った 場 合 の注 意 す べ き事項(複 数 回 答)

令

4

製 造 業 非 製 造 業

対象件数に 対象件数に
件 数 対する割合 件 数 対する割合

1.プ ラ イ バ シ ー の 保 護 30 46.9(θ 94 475(%)

2.コ ス ト ・労 力の 負担 設 定の 方 法 23 35.9 86 43.4

3,障 害 発生 時の デ ー タの保 護 21 3、2.8 82 41.4

4.民 間 情 報 サー ビス機 関 との兼 ね合い 9 14.1 29 14.6

5.そ の 他 2 3.1. 4 0.2

4

対 象 件 数 64 198

この 調 査結 果 で特 徴 的 な こ とは,製 造 業 部門,非 製 造 業 部門 と もに 「プ ラ イバ シーの 保護 」,「

コス ト ・労 ・力の負担 設 定 の方 法」,「 障害 発生 時の デ ー タの保 護 」 を挙 げ てい る機 関が 多 く,そ の

順位 も機 関 の性 格 に よ.って 変 動 して い な い とい うことで あ る。

特 に 「プ ライパ ジ ーの保護 」 に つい ては 製造 業 部 門 ・非 製造 業 部 門 と もに47%前 後 の 高 い 関心

を示 してお り,オ ン ライ ンシ ステ ムの構 築 を 実現 させ る にあた り,十 分 な配慮 を求 め られ る こ とに

な ろ う。

第二 順 位 と して指 摘 され て い る 「コス ト ・労 力の 負担 設 定 の 方法 」 に つ いて も,オ ン ラ インに よ

る情 報流 通 シス テ ムが一 般 に確 立 され た も の とな って いな いた め,今 後の オン ライ ン シス テ ムの動

向 とも相 ま って 高 い 関心 を示 して い る。 また 費用対 効 果 の 面か らも各機 関 に と って 有益 な情 報が得

られ るか どうか の判 断材 料 と して も関心 を持 って い る一面が 存 在す る よう に も思 わ れ る。

その他 と して 回答 が あっ た ものの なか には,著 作 権 の 問題,統 計 デ ー タの 場 合 の統 計 法 との兼 ね

合 いが指 摘 さ れ てい る。
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オ ン ライ ン化 に よるメ リ ット及 び オ ン ライン を構 築す るに当た り注 意す べ き項 目は概 ね 以上 の よ

うに整理 され るが,「 必要 とす る 情報 を早 く正 確に 入手 し,入 手 情 報 は 各機 関 の 各 々の 目的 によ っ

て加 工利 用 し,そ の 情報 流通 の継 続性 の維 持 に よ り,コ ス ト ・労 力 の軽 減 を図 る とい う期 待 と共 に,

情報 の流 通 に あた って は,プ ラパ シ ーの保護,コ ス ト ・労 力の 負担割 合 を ど の よ うに 設定 す るの か,

更 には 障 害対 策の徹 底 を も併 せ て行 う必要 が あ る」 とい う基本 的考 え方 を各 機 関 とも持 って い る と

考 え られ る。

'

3・4札 幌 圏 を 対 象 と す る 地 域 産 業 情 報 流 通 の オ ン ライ ンネ ッ トワ ー ク 構 築 の 可 能 性

札 幌 圏 に お いて,オ ン ライ ン ネ ッ トワー クに よる 地域 産 業 情報流 通 を 行 う と仮 定 した 場合 の 可 能

性 につ い て,各 機 関 の意 識は 表3-6に 示す よ うにま とめ られ る。

オ ンラ イ ン ネ ッ トワー クの 可能 性 に つveて は,全 体 の31.7%(83機 関)が 「望 ま しいが ま だ

まだ先」と回答したのが最 も多 く,次 いで,「 条件 が整 えば近 い将 来可 能」(25.2・%),「 解 決す べ き

諸 課 題 が多 くまだ 先 」(17.5%)と 続 い てい る。 更 に 「条 件が 整 えば 近 い 将来 可能 」 と 「望ま し

い が まだ 先 」 と 回答 した機 関 の 合計 でみ る と56.9%(149機 関)の 機 関が,そ の実 現 時期 につ

い て の差 異 は あ る もの の実現 を 図 る こと を望 ま しい と考 え て いる こ とが明 らか に な った 。'

表3-6札 幌圏 を対 象 とす る地 域産 業 情報 流通 のオ ンラインネッ トワーク構 築 の 可 能性

製 造 業 非 製 造 業

件 数 割 合 件 数 割 合

1,条 件が 整 え ば近 い将 来 可能

2.望 ま しいが まだ 先

3,解 決す べ き諸課題 が 多 くま だ先

4.必 要 な い

無 回 答

8

21

11

4

20

'

12.5(⑨

32.8

172

6.3

31.3

'
58

62

35

3

40

29.'3(殉

31.3

177

1.5

20.2

対 象 件 数 64 100 198 100

こ の数 字は 表3-3で 示 した オ ン ラ インに 対 す る 関心度 の調査 で 関心 を示 した 地域 機 関数 とほぼ 一

致 して お り,ま た製造 業部 門 では45.3%,非 製造 業 部 門では60.6%が 可能 性に つ い て の期 待 を

持 って お り非 製造 業部 門が よ り高 い関 心 を示 している。

■

3・5地 域 産 業 情 報 流 通 の オ ン ラ インネ ッ トワ ー ク 構 築 に 関 す る 意 見 等

札幌 圏 を対 象 と した 地域 産 業 情 報流 通 シス テ ム構 築 に 関 し,各 地 域機 関で どの よ うな意 見 ・問 題

意識 を持 って い る か につ いて 調 査 を行 ったが,多 数 の機 関か ら 多 くの 意見,提 言 が寄 せ られ て い る。

内容的 には オ ン ラ インの積 極 的 推 進に 関 しての 意 見 と,オ ンラ イン に対 して慎 重 な 立 場 か らの意

見 とに大別 され る が,以 下 にそ の 概略 を記 述す る。

○ 機 密 保護 上 の 問題 が九 採 用 に つ いて は コス ト面が キー とな る。 オ ン ライ ンま でい か な くと も
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バ ッチ処 理 で実 現 を 図る こ と も考 え られ る。

○ 地 域 が経 済的 に 自立 して お らず,全 国 ネ ッ トの 情報 面 に も左 右 され る と ころが あ る と思 われ,

両者 の 情報 を入 手 したい。 費用対 効 果,即 ち コス トに 見合 うだ け の情 報 や メ リッ トが 得 られ るか

が問題 。

○ 情報 の高 速 ・正 確 ・選 択 性 を有 す る サー ビス網 の確 立及 び低 価格 で利 用 で き る シス テ ムの 開発 。

○ オ ンラ イン 受信側 で どの メ ー カの コ ン ピュー タで も受 信で きる シス テ ムが 必 要。 ま た,オ ン ラ

イ ンで受 信 可 能な デ ー タの 内容は利 用 者 の意 見 が優 先 さ れ る べ きで ある。

○

o

○

o

○

参 画す る人 的余 裕 の 創 出,.自 社 ノ ウハ ウを どうす るか。

一 部の 人員 の意 識 向上 で は な く,総 体的 な 人員 の理 解 を得 る ことが 必 要。

プ ライバ シー 等 との 兼 ね合 い を考 慮 し つつ も,諸 官 庁の持 つ 情報 の 公 開が 必 須条 件。

回 線費 用 の低 減,税 制 優遇)

プラ イバ シー 保護 の 徹 底,回 線 の 自由化 と料 金 の値 下げ,ハ ー ド ・ソフ トの 互 換 性 等の 問題 も

併せ て解 決す べ き。

○ 今後 の 地 域経 済 の 発 展 は情 報 の流 通が 決 め手で あ り,早 期 に実 現 すべ き。

O産 業 ・情 報 等の オ ン ライ ンに よる情報 流 通 シス テ ムは,既 に一一部 構 築され てい る分野 もあ り,

これ ら既存 のも の を軸 と して地 域 ネ ッ トを 図 る こ とが で きれ ば,人 的 ・コス ト的 に も解決 す る諸

問 題 を少 くす るこ とがで きる と思 う。

○ ネ ッ トワー キ ング の時 代 にお い て,財 政 面 と,要 員 の養成 が キ ーポ イン ト。

○ 情 報流 通 シス テ ムが 完 成 され た場 合,そ の 利用 方法 に つい て 徹底 的 に教 育 して くれ る機 関が 必

要 と思 わ れ る。

○ 不慮 の事 故 の 場 合の バ ック ア ップ体制 の 確 立。

○ 情報 の公益 性 よ りも情報 の有 益 性 に 重点 を 置 く必 要 が ある。

○ システ ム が,コ ス トと引 き合 うか ど うか十 分 に事 前研 究 が必 要。

○ オン ラ イ ン化 を進 め る ため には,機 械 ・通 信 ・人的 費 用に つ いて具 体 的 指 標 を示 す 必要 が あ る。

以上 の よ うに種 々 の意 見 ・提言 が寄せ られ,特 に,費 用 対応 果,要 員の確 保 ・養 成,プ ラパ シ ー

問題 との関 連,対 象 範 囲 の 選択 と情報 公 開等 に 関す る 意見が 多か った。

令

ピ
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4今 後の検討課題

今 回 の ア ン ケ ー ト調査 の結 果 か ら,才[幌 圏 に 所在 す る各 地域機 関に おい ては,コ ン ピュ ータの導 入

を行ve,独 自の ニ ーズ に基 づ い た業 務 処 理 を行 うと共に,コ ン ピュ ー タ導 入機 関 の 約7割 に相 当す る

機 関に お いて は,オ ンライ ン シス テ ム を構 築 し,情 報 の流 通 を行 って い る こ とが 明 らか にな った。

しか し なが ら,コ ン ピ ュータ規 模 は,一 般 に 「パ ソコツ 」 と呼ば れ て い る 小規 模 な もの が 多い と共

に,処 理 内容 につ いて も機 関内 の 個別 情報 をそ のま ま流 通 させ る形 態 が か な りの ウエ イ トを 占め てお

り,情 報の 高 度 利用 を行 うこと に よる企 画 ・立 案 業 務,意 見決 定に対 す る本 格 的 サ ポー ト体 制 を整 え

ると こ ろまで に は至 って い ない の が現 状 と な って い る。

また,ア ン ケ ー トの なか で,デ ー タ の利 用 ニ ーズ の面 か ら,産 業 ・経 済 動 向,物 価 ・消 費 ・労働,

経済 ・統 計一 般,金 融 ・税 務,予 算 ・投 資 動 向,各 種 計画 ・予測 等 の 情報 分野 か ら63の 情報 を抽 出

し,こ れ ら情 報 の 現 在の 利用 状 況 及 び今 後 の オ ン ライン に よる入 手 必要 性 の有無 に つい て も調査 を試

みた。 この 結果,各 情報 分野 と も平 均 的 に利用 され て い る こ とが 明 らか に な った が,い ず れ も情 報入

手 媒 体は 印刷 物 等 に よる ものが ほ とん ど で,磁 気媒 体 に よるものは極 めて少な く,入 手 情報 の 利用 もそ

の まま利 用 す ると回 答 したもの が 多 か った。

しか し,こ れ ら情報 につ いて も,情 報 流 通 の 必要 性 と将 来的 なオ ン ライ ン ニー ズ も存 在 して お り,

各 機 関が 独 自に 行 って い る個別 業 務 情報 流 通 の オン ライン実施 状況 の進 展 に伴 い,今 後 これ ら情報 に

対 す る ニー ズ の高 ま りが 予想さ れ る。

各機 関 の オ ン ライ ン実施 形態 か らは,同 一 機 関 内 オ ン ライ ンネ ッ トワ ーク を 中心 に システ ム構 築 が

進 め られ て お り,新 た な展 開 と して,異 業 種機 関 とのオ ン ライ ン化 の萌 芽 もみ られ る な ど,他 機 関 と

結 ぶオ ン ライ ン ネ ッ トワー ク に よ る情報 流通 シス テム の実現 に 向け た基 盤 の 整備 ・拡 充 は今 後 と も広

が りをみ せ る こ とに なろ う。

オ ン ライ ン に よる情報流 通 を 実 現す るた め には,情 報 の 送 り側 と受け 側 の 相互 の 合 意 に基 づ い て行

うこ とが 大 前提 で あ り,近 年 の 分散 処理 化へ 向 け て の動 向 も考慮 した検 討 を重 要 な視 点 と して把 え る

必要 が あ ろ う。

今 回 の ア ン ケー ト調 査 のなか で,地 域 産業 情報 流通 システ ム構築 に関す る種 々 の 意見 が寄 せ られて

い るが,今 後 の 問 題点 と して 以下 の よ うに分類 ・整 理す る ことが で きる。

① プ ライバ シー,機 密保護 の 問題

② 費 用,要 員 の問題

③ 利 用 ア プ リケ ー ション等 に 関す る問題

④ 安 全 対 策 に 関す る問題

⑤ 対 象範 囲 に 関す る問題

これ ら,今 後 の オン ラインに よる情 報 流 通 シス テ ム構 築 に 向け解 決 すべ き項 目に つ いて 若 干触 れて

みた い。
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4.1プ ラ イ バ シ ー ・機 密 保 護 の 問 題

近年,社 会 的 な 関心 を 集 め てい る プ ライバ シー の問題 は オ ン ライ ンネ ッ トワー ク を推 進す る うえ

で も避 け て通 れ ない 課題 とな ってい る。

個人 の情 報 や 各種 統計 情報 に お いて も,法 的 に 保護 され て い る部 分 もあ り,現 在の段 階 で す べ て

の細 かい 情 報 の内 容 ま でを 流 通 させ る ことは問 題 が 多 い。

しか しなが ら,ニ ー ズ と して は き.め細か い情報 の入 手 を 希望 す る こ とは 当 然で あ り,今 後 とも各

種 法制 度 や社 会 の動 向 に注 視 を怠 らず,利 用価 値 の高 い 情 報 の流 通 の 実現 に 向け て検 討 を加 え てい ・

〈必 要が ある。

また,公 的 機関 の 情報 公 開 を早 急 に望 む とい う意見 もあ り,情 報 の提 供 者 と して の性 格 を有す る

公的 機 関の 今 後 の対 応 も重 要 な側 面を 持 つ こ とに なる と思 われ る。

4.2費 用 ・ 要 員 の 問 題

今 回の 調査 で回 答 の あ った各機 関 と も費 用,要 員 等 の 配置 及 び教 育 につ い ての 関心 が 高 くな って

い るo、

ネ ッ トワー クを 充実 し運 用 して い くため には,シ ス テ ム開 発,デ ータ の整 備 ・投 入 及 び利 用技 術

の確 立 など,先 行 投 資的 側面 が 大 きい とす る意 見 も あ り,ま た 情 報流通 面 が 軌 道 に乗 った 場 合 で も

更新 作 業等 を行 う必 要が ある 等,経 営 費用 の計 上 に つ いて も考慮 す る 必要 が ある。,

したが って,ネ ッ トワーク シス テム構 築 に あた って は,重 複 投 資 を避 け るこ とや,あ る 程度 の 受

益 者負担 を求 め るな どの対応 が 求 め られ る こ とに な ろ う。

また,シ ス テ ムの 構築 に 当た り,標 準 化の 可能 な 部分 につ いて は 極 力標 準化 の 考 え 方 を とり入 れ

る な どの配 慮 も必要 なこ と と して 挙げ る ごとが で きる。

要 員 の問題 で は,ネ ッ トワ ークの 利用 につ い ては 関心 は あ るも のの 情報 処 理 関連 の 要 員不 足 を指

摘 す る意 見が 述べ られ て い る。 特 に入 手 した 情 報 の 加工 を シス テ ム的 に 分析 ・開 発す る情 報担 当者

の 養成 が 現 状で は 困難 とす る機 関 もあ り,情 報 の 高 度利 用の 実 現 を図 るた め、に も,こ れ ら要 員 を確

保 ・育 成 す る体制 づ くりが 緊急 の課 題 とな っ て い る。

4.3利 用 ア ブ.リケ ーシ ョン 等 に 関 す る 問 題

情報 処 理 要 員の 確 保 ・育 成 と も関連す るが,入 手 情報 の加 工 ・利 用プ ロ グラ ム等 の 開発 を容 易に

行 い 得 な い と利 用面 で の懸 念 を持 つ意 見 が あ る。

地 域 機 関の置か れ てい る 立場 はそ れ ぞれ の機 関 の 持つ 性格 に よって 異 なる こ とか ら可能 な範 囲 内

での 利用 システ ムの 開発 ・活用 を促 進 す るため の交 流が 重 要 に な っ て くる もの と思わ れ,併 せ て,

広報 体制 の確 立 を 目指 す 等 の 配慮 が 必要 とな る。

更 に,各 機 関 に導入 さ れ て い る機 種が 同一 でな い こ とか ら,ス ムーズ な情 報 流 通 を即 時 的 に行 う

こ とに つ いて,オ ン ライ ンの メリ ッ トと して 挙げ ては い る ものの 心 配 であ る とす る意 見 も多 い。

これ らの ことか ら,異 機 種 間 相互 の情 報通 信 を 円滑 に行 うた めの イ ンタ ーオペ ラ ビ リテ ィー確 保

●

一42一



ヴ

b

'

の技術動向も考慮 し,技 術成果の積極的取り込みを目指すなど,新 技術の動向 を見極めた技術導入

を推進する必要 も見逃せない。

4.4安 全 対 策 に 関 す る 問 題

近年,コ ン ピ ュー タの ハ ー ド ウエ ア,ソ フ ト ウエ ア,デ ー タ及 び通 信 シス テ ムの安 全 対 策に 社 会

的 関 心が 高 ま って きてい る。

オ ン ラ イン ネ ッ トワーク,特 に 同一 機 関 内オ ンラ イ ンの枠を越 え た他 機 関 との オ ン ライ ン ネ ッ ト

ワーク を指向 する場 合 には,シ ス テ ム全 体 の 安 全 性 ・信頼性 を確 保 す るこ とが 重要 に なろ う。 例 え

ば,シ ス テ ム の二 重 化,回 線 の 二重 化 等 の デ ュプ レ ックスにつ いて の 検討 や 信 頼性 ・安 全 性 を向上

させ るた め の 種 々 の検 討が 必要 に な る もの と思 われ る。

ま た,錯 誤 に よるデ ー タ やア プ リケ ーシ ョンの 滅失 を 未然 に回 避す る方策 の 検討,万 一 の 事態 を

想定 した 総合 的 リカバ リの 体制 ・方法 につ い て の 研究 を深 め,情 報 の送 り側,受 け 側 の両 者 が 安心

して 利用 で き る信 頼性 の 高 い シス テ ム構築 を 目指す べ きで あろ う。

4.5対 象 範 囲 に 関 す る 問 題

今 回の 各地 域機 関に対 し て 行 った調 査 では 先 に も述べ た ように,オ ン ライ ン ネ ッ トワ ー クの流 通

形態 と して 以下 に示 す4種 類 のパ タ ー ン を例示 した。'

① 個 別 機 関間 を 直接 結 ぶ 形態 ・

② 中央 に セ ン ター を配置 し各 地域 機 関が そ の セ ンタ ーと結 ぶ形態

③ 公 的 性格 を持 つ機 関間 を結 び,他 の 地域 機 関 は必 要 とす る情報 を 随時 利 用す る形 態

④ 各 地 域機 関 が相 互 に情 報 流通 を 行 う形態 ・`

ア ンケー トのなか で は,以 上 の 例示 パ タ ー ンに とらわれず に,オ ン ラ イン ネ ッ トワー ク に よる 情

報 とい うこと につ いて のみ そ の 関心 度等 を調 査 した が,地 域 産業 情 報 の流通 を,将 来 に わた り構 築

が 進 め られ るで あ ろ う オ ン ライン ネ ッ トワー ク システ ムの第一 段 階 と仮 定す る な らば,③ の ネ ヅ ト

ワーク の形 態 を想定 す る こと も可能 で あろ うか と思 われ る。

'
この場 合,地 域産 業 情報 の情 報 源 は 国の 出先 機 関,自 治 体,大 学 ・研 究 機関,地 元 の 各種 経 済団

体 等 の公 的性 格 を 強 く持 つ機 関 が該 当 して くる もの と思 われ る。

これ らの 各機 関 にお い て は,業 務 の性 格 上,か な りの 統計 情報 の コン ピュー タ処 理が 進 め られ,

地 域 の 情 報化 の 先 導的 役 割 を有 して い る と考え る こと もで き,外 部 公表 情 報の 拡 充 ・整 備へ の 期待

は 大 き い。

一 部 情報 に つ いて はMTベ ース で の 情報交 換 の事 例 も存 在 してteり ,オ ン ライ ン に よる 情報 流通

実現 へ 向 けて の準 備段 階 と して,オ フ ライン ベ ース(MT,EDD等)の 情 報流 通 の 拡 大 が望 まれ

る ところで ある。

また,こ れ と同時 に,情 報 流通 の 実 施者 で ある 送 り側,受 け側 の 抱 え てい る ニ ーズ,シ ー ズ両 面

か ら,区 分,時 系列,入 手 タ イ ミン グ等 の種 々の問 題 に つい て も,個 別 情 報毎 に解決 を図 る ことが
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オ ン ライン化 に とっ て の足 がか り とな ろ う。

更 に,当 地 域 の 経済 的 立 ち遅れ や 中央 との情報 格差 の広 が りを 心 配す る意見 もあ り,中 央 とのパ

イ プを切 り離 さず,必 要 な 場 合 には 中央 の情 報 を も入 手 可 能 とす る よう な考え 方 も取 り入 れて お く

必要 もあ る よ うに思 われ る。

また,従 来 か ら,地 域 の各 機 関が 関心 の 高 さを 示 して い る 「情報 の ク リア リン グ ・レファ レ ンス

機 能 の 強化 」 につ いて も重要 な課 題 と して 認識 して お く必 要 が ある と思 われ る。

当 地域 にお いて も,種 々の 統計 情 報,文 字 情 報 の各種 情報 が 発表 され 各地域 機 関 にお いて もある

程 度利 用 され てveる と思 われ るが,こ れま で 矛ilfiiして きた 情報 以外 に も有 効 性 の高 い情 報 も多数存

在 してい る もの と考 え られ る。 ま たg情 報 の存 在は 認識 し てい て も,,そ の 公表 機 関,内 容,利 用 可

能性 の 可否 につ いて の 問い 合 わ せ先 等が わ か らない,ま た は,各 機 関毎 に整備 され て い る情 報 が周

知 され てい な い との 意見 もあ り',情 報 のク リア リング機 能,レ フ ァ レンス機 能 を強化 し,デ ー タ利

用 の促 進 に向 けて のサ ー ビス機 能 の確 立 を 図 る必 要 が あ る。

4.6ま と め

地域 産業 情 報流 通 の オ ン ライ ンネ ッ トワ ーク を推 進す るた め の各地 域 機関 におけ る コ ン ピ ュー タ

処 理 の現 状,将 来 の オ ン ラ イ ンネ ッ トワー クに 関す る意 識 調 査 を行 った。

この結 果 は,オ ン ライ ン化 を実 現す るに 当 た り,事 前 に解 決す べ き問題 の提 起や,利 用 情 報面 で

は か な り広範 囲 にわ た って お り,更 には 当地域 のみ で な く全 体 を把 え た 情報 の ニ ーズ等 が 明 らか に

され て い る とい え よ う。

ま た今 年 度 につ い ては,今 回 調査 研 究の 初 年度 に あた り,情 報 の ニー ズ調 査,情 報 流通 の オ ン ラ

イ ン化へ 向 け て の概 括 的 な メ リ ッ ト及 び考 慮 す べ き事項 に つい て の とりま とめ作 業 を行い考 察 を行

うに とどま った。

次年度 以 降は 更 に今 回 の ニーズ調査を踏 まえ 情報提 供 面 等 の 調査 を行 い,当 地 域 に最 もマ ッチ した

オ ン ライン ネ ッ トワ ーク シス テ ムの あ り方 につ いて 研 究 を深め てい くこ と と した い。

、

●
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資 料1 デ ー タの 利 用状 況 ・ニー ズ(機 関 別)

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・ 小

売 業

運 輸 ・ ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大 学 ・情 報

サ ー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答徴 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

1

.情

報

の

利

用

目

的

① 諸計画立案のため 57 21.9 52 20.0 38 146 60 23.1 27 10.4 9 3.5 11 42 6 23 260 100

② 諸分析資料として 66 16.9 105 26.9 48 12.3 44 11.3 46 11.8 14 3.6 56 10.3 12 3.1 391 1・00

③ .経 営の指導 ・診断 のため 68 57.6 25 2L7 11 9.3 8 6.8 4 3.4 2 1.7 118 100

④ 企業経営のため(技 術開発) 10 19.6 21 4L2 2 3.9 7 13.7 11 21.6 51 100

⑤ ・(生 産 ・販 売関連) 1 0.6 22 14.3 57 37P 26 16.9 29 18.8 14 9.1 5 3.2 154 100

⑥'(消 費者ニーズ ・市場関連) 1 0.9 13 ll.3 44 38.3 21 18.3 22 19.1 7 6.1 7 6.1 115 100

⑦'(原 材料 管理 ・仕入関連) 3 8.6 18 51.4 7 2α0 5 143 2 5.7 35 100

⑤"(財 務 ・経理 ・労務関連) 12 145 33 39.8 8 9.6 17 20.5 8 9.6 1 L2 4 4.8 83 100

⑨ 行政施策の基礎資料 として 74 841 9 10.2 2 2.3 3 3.4 88 100

⑩ 教育 ・啓蒙 41 562 7 9.6 6 8.2 8 11.0 2 2.7 9 123 ● 73 100

⑪ サニ ピス提供の ため ll 1L3 67 69.1 2 2.1 2 2.1 7 72 3 3.1 1 LO 4 4.1 97 100

⑫ その他(具 体的 に)

景況把握 13 62 88 4L9 32 15.2 10 4.8 27 129 5 2.4 30 143 5 2.4 210 100
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1

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大 学 ・情 報

サ ー ビス業 合 計
回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 、.% 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

2

情

報

の

入

手

先

・

,

① 新 聞・雑誌等 .1 L1 】10 305 81 22.5 71 19.7 49 13.6 8 2.2 14 3⑨ 23 6.4 360 100

② 大学調査機関等 1 4.8 8 38.1 2 9.5 4 19.0 4 19.0 2 9.5 21 100

③ 金融機関 9 75 29 242 22 18.3 19 158 30 25.0 4 3.3 3 2.5 4 3.3 120 100

④ 取引先 ・同業者
●-,←一.・. ・ 「 -'T

9
一

28.1
.

7 2L9 2 6.3 ・7 21.9 4 12.5 1
'3

.1 2
6・3`

32 100'
⑤ 業 界団体(組 合等). 7 5.0 46 32.6 37 26.1 】6 11.3 14 9.9 9 6.4 8 5.7 4 2.8 141 100

⑤.締 団体鱒 樺:・ 商工会誌 等) 6 5.0 31 26.1 28 23.5 22 18.5 14 11.8 2 L7 .4 3.4 12 10.1 119 100・

⑫、砂 敬 欲 賑. 9
.0

22.6 131 34.3 42 110 32 8.4 41 10.7 6 1.6 2『9 76 11 2.9 382 100
.1▼

i⑧ ㌻そ⑳他`(具体的 κ ・ :

旦靴 端 縮 蘂 ン・一 日ICST)・ 5 10.6一 20 42.6

「w

4 8.5 4

8.5

8.5 12 25.5 2 4夕 47 100…
.、r

、「 ・A7、L

」
・

,1-.:.『

公的機関
.

各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸

倉 ・庫 業

◆ 公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

セ ンタ ー業 合 計
: 回答数 % . .回答数 .% 回答数 % ・回 答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %、

夕 」 、.

○.電 話三 面談 一 一.」A9

13

ト

20.3
w 1; 2、9.7 10 15.6、 ・12 188 7 10.9 3 4.7 64 100

3. :1⊇ 晒 ∵ ∵ 一. 98 1L8 232 28.0 158 19.0・105 12.7 101 12.2 31 3、7』 67 8.1 38 4.6 830 100

入1 ③;磁 デ 〉(MT) 1
『20

.O

'

〉 '■--今A-'・ →

.

4 80.0 5 100
:

'㌧.∴
,

手
■`

ト

'
⑧ ㍗7ピ イテ・ス ク 1 100 1 100

媒
■
.、 ■㍉ 「'

⑤ フ 杉 シ ミ〉リ

,.

1 333 1 33.2 1 33.2
3 100A「 ・
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.
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'

1
ト
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公的機関
..

各種団 体 製 造 業
」も

建 設 業 卸 ・

小 売 業

運 輸.・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情 報

サ ー ビス 業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %
、

、

か
入
手
の
難
易

二

① 安易に入手で きる 67 N=0 122 25.6 60 12.6 65 13.6 76 15.9 18 3.8 54 11.3 15 3.1 477 100・

② 普通である 47 13.1 119 33.1 93

'

25.9 32 8.9 23 6.4 13 3.6 14 3.9 18 5.0 359 100

③ 難 しさがある

1 3.2 8 25.8 9 290 2 6.5 2 6.5 9 29.0 31 100

ー

⇒
同
一

公的機関 各種団体 製 造 業 建'設 業 卸 ボ'

小 売 業

運 輸
、・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業'

大学 ・情報

サー ビス業 合 計
回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

5

情

報

の

利

用

方

法

'

① そのまま利用 76
'・ 「

10.8 209 29.7 136 19.3 96 13.7 87 124 28 4.0 47

,

6.7 24 3.4 703 100

② 単純集計 17 153 62 288 ‥ 9.9 4
、 3.6 14

.
12.6 2 1.8 27 24.3 4 3.6 ll1 100

③ グ ラ フ化 ・ 13 19.1 16
'
23.5 12 17.6 20 29.4 1 L5 5 7.4 1 1.5 68 100

④ 統計分析処理 35 252 43 30.9 6 4.3 7 5.0 4 2.9 3 2.2 25 18.0 1
..6

lL5 139 100

⑤ その他(具 体的κ)...

6
』65

.7 1 14.3
7. 100

;

)
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公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・'

倉 庫 業

今 益.

金 融 業

大学 ・情報

サ ー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

6
デ
ー
タ
の

保存

方
法

①1回 限 り 6 2.9 74 35.6 52 25.0 26 12.5 39 18.8 6 2.9 4 1.9 1 0.5 208 100

② プ アイル保存 101 15.6 171 264 106 16.4 78 12.0 64 9.9 32 4.9 64 99 32 4.9 648 100

③ 磁気媒体

、

MT 1 4.8 10 47.6 10 476

-一 ・

21 100

.」

FD. 5 62.5 2 25.0
、

1 12.5

一 一

8 100

L_一_一__

DISK 2

一 一 一 一

15.4 1 7.7 10 76.9

一 一 一 一

13 100

ー
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公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 ・業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サ ー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

7

必

要

度

'

① きわめて必要 77 20.2 92 24.1 47 123 47 12.3 33 8.7 14 3.7 49 12.9 22 5.8 381 100

② ある程度必要 32 5.2 173 33.5 108 20.9 57 11.0 72 14.0 25 48 19 3.7 30 5.8 516 100

③ その他

5 71.4

・

2

r● 幽

28.6

,

7 100

:

公的機関 各種団体 製 造 業 建 設 業
卸 ・

小 売 業

運 輸 ・

倉 庫 業

公 益 ・

金 融 業

大学 ・情報

サー ビス業
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

:合

;
ラ

鐸
の無

① あ り 27 15.4 28 16.0 31 17.7 21 12.0 10 5.7 8 4.6 32 ]8.3 18 10.3 175 100

-

・② な し 68 13.7 139 28.0 77 15.5 63 12.3 74 14.9 24 48 26 5.2 25 5.0 496 100

③ わ からない 14 8.3 61 36.3 26 15.5 22 2.2 19 113 7 4.2 10 6.0
'9

5.4 168 100

v

` ■
■
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資料2 デー タの 利 用状 況 ・ニー ズ(情 報 分 野 別)

産業 ・経済

動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予算 ・

投 資動 向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答教 %

L

情

報

の

利

用

目

的

① 諸計 画立案のため 36

.

13.8 19 73 63 24.2 16 6.2 44 169 60 23.1 22. 8.5 260 100

② 諸分析 資料 として 69 176 56 14.3 92 23.5 47 12.0 43 11.0 51 13.0 33 8.4 391 100

③ 経営 の指導 ・診断のため 14 ll.9 13 U.0 28 23.7 21 178 7 5.9 19 16.1 16 13.6 118 100

④ 企業経営のため(技 術開発) 11 21.6 6 11.8 2 3.9 6 11.8 5 9.8 2 39 19 373 51 100

⑤'(生 産 ・販 売関連) 34 22.1 17 11.0 17 11.0 15 9.7 25 16.2 15 9.7 31 24.1 154 100

⑥ 〃(消 費者 ニーズ ・市場関連) 19 16.5 23 20D 12 10.4 7 6.1 15 13.0 9 7.8 30 26.1 115 100

⑦ 〃(原 材料管 理・仕入関連) 12 34.3 7 20⑩ 1 2.9 4 11.4 2 5.7 9 25.7 35 100

⑧ ・(財 務 ・経理 ・労務 関連) 3 3.6 18 21.7 6 72 34 41.0 1 1.2 2 24 19 22.9 83 ▲00

⑨ 行政施策の基礎 資料 として 18 475 4 4.5 29 330 4 45 12 136 18 20.5 3 2.4 88 100

⑩ 教育 ・啓蒙

'

13 178 10 13.7 6 8.0 7 9.6 5 6.8 6 8.2 26 35.4 73 100

⑪ サー ビス提供のため 13 13.4 26 263 16 16.5 7 72 7 72 12 12.4 16 16.5 97 100

⑫ そ の他(具 体的に)

景況把握 32 15.2 32 15.3 35 38 18.1 24 1L4 24 11.4 25 1L9 210' 100
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産 業 ・

経済動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投 資動向

各種計画
・予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

2

情

報

の

入

手

先

① 新聞 ・雑誌等 53 14.7 56 15.6 35 9.7 38 10.6 46 128 58 16.1 74 20.6 360 100

② 大学調査機関等 1 4.8 1 48 2 9.5 11 524 1 4B 3 14.3 2 9.5 21 100

③ 金融機関 6 5.0 Il 9.2 20 16.7 41 34.2 12 】0.0 26 2L7 4 33 120 100

④ 取引先 ・同業者
'5

15.6
・5・

15.6・ 一.6 18.8
吟

2 63 3 9.4 11 24.4 32 100 、

⑤ 業界団体(組 合等) 37 26.2 22 15.6 7 50 8 5.7 13 9.2 10 7.1 44 31.2 141 100

⑥ 経済団体(道 経連 ・商工会 議所等) 12 10.1 25 21.0 24 20.2 5 4.2 4 34 19 16.0 30 25.2 119 100

⑦ 国 ・地方公共団体 91 23.8 45 11.8 106 ,277 14 2.7 53 139 65 17.0 8 2.1 382 100

⑥ その他(具 体的等)

日本科学技術 情報 センター(JICST) 6

奄

12.8 7 .14.9 5 10.6
・

17 36.2
、

4 8.5 3 6.4 5

,F

10.6 47 100

産 業 ・

経済動向

物 価,消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予算 ・

投資動 向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他 、
合 計

回.答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

3

入

手

媒

体

① 電話 ・面談

、

13 20.3 10 15.6 5 7.8 10 15.6 7 10.9 15 22.4 4 6.2 64 100

② 印刷物 145 17.5 117 14.1 147 17.7 124 14.9 84 】0.1 99 11.9 114 .127 830 100

③ 磁気 テープ(MT) 4 30.0 1 20.0 5 100
'

④ フ ・ ッピ イデ ィス ク 1 100
'

1 100

⑤ フ7ク シ ミ リ
'

3 100 3 100

⑥ オ ン ラ イ ン 2

≡

66.7 1 23.3 3 100

⑦ その他(具 体的 に)

1 10.0 2

'

20.0 1 10.0 1 10.0 3 32.0 1 10.0 1 10.0 10 100

⑱ ■ ■



■ , ■ ●

～＼、＼

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

.金 融.

税 務

予 算 ・

投資動 向.

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙 誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

4
入

手
の

難
易

① 容易に入手で きる 83 174 59 1・2.4 94 19.7 80 16.8 49 10.3 42 8.8 70 14.7 477 100

② 普通である 66 10.4 58 16.2 56 15.6 44 12.3 36 10.0 55 15.2 44 123 359 100

③ 難 しさが ある

,

5 16.1 6 1'9.4

・

3 9.7 1 3.2 6 19.4 8 25.5 2 6.5 31 100

ー

O
－
ー

産 業 ・

経過動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般,

金 融

税 務

予算 ・

投 資動向

各種計画
・ 予 測

業 界 ・経

済 紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

5

情

報

の

利

用

方

法

① そのまま利用 104 14.2 88 12.5 123 , 175 ll3 16.1 80 11.4 86 13.2 109 15.5 703 100

② 単純集計 33 23.7 21 18.9 22 19.8 12 10.8 11 9.9 6 5.4 .6 54 111 100

③ グラフ化 12 176 9 13.2 13 19.1 7 10.3 14 20.6 10 4.0 3 4.4 68 100

④ 統計分析処理 31 223 29 209 31 22.3 13 9.4 18 129 12 8.6 5 3.6 139 100

⑤ その他(具 体的に)

4 571 1 143 2 22.6 100



産 業 ・

経済動向

物 価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投資動向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙 誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 %』 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

6

デ

ー

タ

の

保

存

方

法

①1回 限 り 34 16.3 32 15.4 32 15.4
『24

115 31 149 26 12.5 29 139 208 100

② ファイル保存 117 18.1 88 13.6 118 18.2 103 15.9 59 9.1 77 1L9 86 12.2 648 100

③ 磁気媒体 MT 4 19.0 7 23.3 4 19.0 3 143
'

1 4.8 1 48 1 4.0 21 100

FD 1 12.5 .3 375 1 127
-

・2 25.O
I

1 12.5 " 8 100

DISK 2 15.4 6 46.2 1 77 3 22.1 1 77
A

13 100

l

O
N
ー

産 業 ・

経済動 向

物価 ・消

費 ・労働

経 統

計 一一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投 資動向

各種計画
・ 予 測

業 界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 %、 回答数 % 1司若 君 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

7

必

要

度

① きわめて必要 62 16.2 53 13.9 63 16.7 59 15.5 53 138 54 14.2 37 9.7 381 100

② ある程度必要 97 18.8 74 14.3 97 18.8 69 13.4 44 8.5 55- 10.7 80 15.5 516 100

③ その他

1 143 1 14.3 2 28.6 1 143 2 28.6 7 100

産 業 ・

経済動向

物価 ・消

費 ・労働

経 済 統

計 一 般

金 融

税 務

予 算 ・

投資動 向

各種計画
・ 予 測

業界 ・経

済紙誌他
合 計

回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 % 回答数 %

8
オ
ン

希う
望イ
有ン
勉

① あり .24 13.7 37 21.1 22 】2.5 40 22.8 20 1L4 i8
.

10.2 14 8.0 175 100

② な し 93 18.7 51

'

10.2 92 18.5 56 11.2 59 11.8 66 133 79 15.9 496 100

③ わか らない 33 19.6 26 15.4 38 22.6 21 12.5 15 8.9 18 10.7 17 10.1 168 100

● ◆ ●
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資 料5今 後 必要 とす る デー タ名

デ ー タ 名

(統 計 名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ン ライ ン

希望 の 有無
備 考

(公 的 機 関)

商 業 統計 調 査 販売統計資料

主 要経 済 指標 〃

経 済 見 通 し 〃

統計調査対象事業所名簿,セ ンサス等

各種団体所属事業所名簿

＼

地区別連関表作 成

地区別経済見通 し作成

ノ

テ ー プ 有

以 上 を関 係づ け る シ ステ ム

各行政機関,各 種団体が調査する統計
の市町村別集計量

同 上 テ ー プ 無

全 道 企 業 名簿 企業集積分析,市 場調査 印 刷 物 等
一

SMIRS
中小企業事業団の中小企業関連
情報検索

(情 報 セ ン ター)

CPU端 末

(情 報 センター)

有

NEEDS-IR 日本経済新聞社の記事検索
(〃)

〃

(〃)

有



ー

O
《

ー

デ 一 夕 名

(紡 計名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体 オ ン ラ イン

希望 の有 無
備 考

TSR
東京商工 リサーチの企業属性企
業財務状況の検索

(情 報 セ ン ター)

CPU端 末

(情 報 センター)

有

市内企業総合情報
、

行政施策の基礎資料 フ ロ ッピ イデ ィス ク 無
市内企業の業種別従業員数,
資本金等のデータ

市 内企i業の進 出,転 出情 報 〃 印 刷 物 無
≡

(各 種 団 体)

景気動向見通しに係わる判断資料 意見要望活動 国,地 方公共団体

地域振興 ・活性化に係わる施策の遂行
状況

〃 〃

レ ファレ ンス機 能 に関す るデ ー タ 有

任意 組 織 のサ ー クル グル ープ等 の 名称
・活 動 に関す るデ ー タ 無

情報 の人 的 ネ ットワークに 関す るデータ 無

事 業所 統 計 商工業者数の把握 国,地 方公共団体 無



ー

㎝
m

ー

■

デ ー タ 名

(統 計名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ンライ ン

希 望 の有 無
備 考

消費動向調査,買 物調査
〉

経営指導 国,地 方公共団体 無

北海道電力需給統計

株 価 ・ 地 価 当 ク ラ ブ で

北海道総合計画(道 発展新北海道,地
域 ビジョン 事 業 の 参考

各種名簿等(人 名録,会 社名鑑)

業 界 デ ー タ ベ ー ス 組合員に情報提供 電 話 回線 有

購 買 ・情 報 販売するため 印 刷 物 有 ■

道内 市内景況度 市場 の 調 査 〃

、

有

個別 企業 の デー タ サ ー ビス 提 供 の ため 等

プ ロ ジ ェ ク ト 企画参入 ・早期対応 調査機関の速報 大 ・中 ・小 ・地 域,特 性

イ ベ ン ト 〃 〃



ー

O
①

ー

デ 一 夕 名

(統 計 名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ン ライ ン

希望 の有 無
備 考

地 域 民 間工事 民間工事の実績早期キャッチ
印刷
これに 準ず る もの

有

〃 需 要 〃 見 通 し 〃
主として建築工事における計画
的施設の予測

建設工事技術,工 法

一

施工技術の進歩向上 〃 機械化,技 術革新を含む

(製 造 業)

公共工事の動向,発 注率
一

北海 道総 合 計画(道 発 展,新 北 海 道,

地 域 ビジ ョン
販 売 資 料

市町村振興計画

経済見通 し(全 国,北 海道)

o

テ レ フ ォ ン シ ョ ップ 需 要 変 化 対応 印 刷 物 有

通 信 販 売 受 註 開 発 〃 有

v



一

口
や
ー

■

デ ー タ 名

(統 計 名 ・資料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ン ライ ン

希 望の 有 無
備 考

医療(輸 血)情 報 血液の安定確保,他 医 療 機 関 有

市 場 情 報 販 売 戦 略 MT 有

'P-

生産技術 情報 技 術 ノ ウハ ウが一 般 に解 放 され

る事 に よ り社 内技 術 を 高め る
有 デ ー タ ー セ ン タ ー と の 連 絡

牛乳 ・乳製品統計 原 料 仕 入 月 刊 誌 等 無

エ ネルギ ー統 計 熱 料 ・ 動 力 〃 無

農 作 物 統 計 原 料 仕 入' 〃 無

消費者動向調査,買 い物調査 販 売 企 画 〃 無

経済見通し(全 国,北 海道) 〃 〃 無

(建 設 業)

物 価 資 料



1

切
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デ 一 夕 名

(統 計 名,資 料名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ン ライ ン

希 望 の有 無
備 考

北 海 道総 合 計画

市町村振興 計画
F

、工 業 再 認 置 計 画 一 『"

A.,"→,, 一.「 一.一 一 A一

プ ←

工場立地動向調査適地調査

各'種 名 簿 等 新規 取 引調 査
印 刷 物

フ ァク シ ミ リ

三 無

公共 工事動 向 営 業 計 画 〃 無

(卸 ・ 小 売 業)

農 作 物 統 計
市場関連

企業経営のため販売関連
オ ン ラ イ ン 有

農 業 基 本調査 〃 〃 〃 有

自動車登録台数 μ" 〃 有

●



一

朝
Φ

ー

■

デ ー タ 名

(統 計 名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ン ライ ン

希望 の有無 『
備 考

異 業 種 情 報 サ ー ビ ス 提 供 オ ン ラ イン接続 有

(運 輸 ・ 倉 庫 業)

,一 、

観光客入込み調査 便 数 計 画 等

北海道総合計 画 需 要 予 測 等

(公 益 ・ 金 融 業)

各種データで地方公共団体等の総体で
は なく,更 に地域別に細分化した もの一

諸計画立案∴営業推進 印 刷 物 無

景気動向指数(道 内版) 諸 分析 資 料 無

GNPの 道 内版 〃 無

第 三 次産 業 粗 資本 ス トック(KP3) 〃 無



ー

Φ
O

ー

デ 一 夕 名

(統 計名,資 料 名)
利 用 目 的

'

入手希望媒体
オン ラ イン

希望 の有 無
備 考

(大 学 ・情報 サ ー ビス業) 一

北 海道 地 区 ハー ド・ソフ ト企 業 一 覧 経営方針 ・計画 ハ ー ド コ ピ ー 無 通産局の台帳に全て登録が必要

業種別の初任給ならびに年令別給与一
覧(年 度別)

・ ← 一

人 事 計 画 〃 無"
商工会議所で発行しているもの
があるが,業 種別に木目細か く

工 業 統計 調 査 デ ー タ ベ ー ス 用^ MT 無

商業 統計 調 査 〃 〃 無

北海道消費者物価指数 〃 〃 無

札幌市卸売物価指数概況 〃 〃 無

事 業 所 統 計 〃
『

〃 無

主 要経 済 指 標 〃 〃 無

ビ ジ硫ス サーベ イ 〃 〃 無

統 計 サ ッ ポ ロ
♂

〃 〃 無



一

合

ー

●

デ ー タ 名

(統 計 名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ン ラ イ ン

希 望 の有 無
備 考

地域経済総覧 デ ー タ ベ ー ス 用 MT 無

各 種 世論 調査 〃 〃 無

業界紙,団 体誌 〃 〃 無

各種名簿等(人 名録,会 社名鑑) 〃 〃 無

北海道開発事業予算額 〃 〃 無

地 方 自治 体 予算 〃 〃 無

公共工事の動向,発 注率 〃 〃 無

各 種 世 論 調 査 研 究 〃 無

投 資 情 報 〃 有

内外 景 気情 報 〃 有

経 済 金 融 動 向 〃 有



1

デ ー タ 名

(統 計名,資 料 名)
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ン ライ ン

希望 の有 無
備 考

企業 分析 情報 研 究 有

高 校生 意識 調 査 カ リキ ュ ラ ム編 成

大 学 生 〃
〃

, '「

`

国立国会図書館図書 文 献 検 索 MT 右

会 社 名 鑑 就 職 情 報 〃 有

ー

Φ
N

l



資料4札 幌 圏におけ る地域産業情報流通に駕 す るアンケー ト調査票
(提 出期限 昭和59年12月10日 まで)

●

機関(会 社)名

所 在 地

連 絡 先 (氏 名)電 話

恐 縮 です が,以 下 の 質 問 に 泊 答え くだ さい。 該 当事 項 に○ 印を つ け て い さい。

(コ ン ピュー タ 導入 お よ び オ ン ラ イン状 況 調 査)

Q1-1貴 社(機 関)で は.コ ン ビ=.一 夕(パ ソ コン,

1.導 入 してい る(導 入 時 期 は,年
,月)

2.導 入 してい な いが,近 い 将来 導入 計 画が あ る(導 入 計 画 の 時期 は,

3.導 入 してvaなveし,計 画 も ない 。'

札幌圏 とは

・札幌市 ・江別市 ・千歳市

・恵庭市 ・広島市 ・石狩市

・当別町 ・厚田村 ・新篠津村

・浜益村 の各市町村と します。'

オフコンを含み,製 造工程制御用を除 く)を

年 月)。

、
Ql-2コ ンピュータが導入され ている場合は,そ の現状を,導 入 していないが将来9t画 が ある場合は,.そ の計画について記

入 して ください。(札 幌圏に所在するものに限る)o

① コンピュータの機種 名,主 記憶容 量,台 数な ど

三夕
ピ本

|ユ体

機 種 名

主記憶容量 KB KB KB KB KB

台 数

デ ク
ィ装
ス置

記 憶容 量 KB
、

MB MB MB MB

磁

気 プ
テ装
1置

台 数 含

記 録 密 度 BPI BPI BPI BPI BPI

トラ ック数
.

「

② フ ロ ッ ピィデ ィ ス クは,次 の どれ をお 使 い で すか 。

1.片 面単 密2.片 面 倍密3,両 面 単 密4.両 面 倍 密

③ 端末 機(多 機 能 端 末機 を 除 く)の 台 数 は,何 台で す か。'
(台)

(オ ン ライ ンに よる 業務 処 理)

Q1-3貴 社(機 関)で は コン ピュー タに よ る オ ン ラdン の業 務処 理 を 行 って い ます か。

1.行 っ てい る。2.行 ってい なve。

'

<行 っている場合>

1.本 社 と支店 間で行って いる。4.異 業種他 社と行ってい る。

2.支 店 と支店 間で行ってい る。5.情 報 サービス機関 と行 って いる。

3,同 業他社 と行っている。6.そ の他()。

<行 っていない場 合>

1、 現在オ ンラインシステムを構築 中で ある(そ の相手:)。

2近ve将 来(3年 以 内程度)実 施する予定である(そ の相手:)。

3.現 在の ところ予定はない。

(デ ー タの利用状況,ニ ーズ調査)

Q2-1貴 社(機 関)が 実際に利用 している地域 産業情報の利用状況等について 男ll紙の 「デー タ(統 計名等)一 覧表」を参

照の うえ,質 問にお答え くだ さい。

① 最 も よく利用 しているデータ名を男|1紙の 「デー タ(統 計 名等)一 覧表」か ら,10個 以内選択 していただき,調 査

表 の表顕(上 部)に そ の番号 を記入 して ください。(例1)。
'

別紙にないデ ータ名に つveて は,番 号にかえて,そ のデ ータ名を記入 して ください(例2)。

② ① により表顕に記入されたデータ名それぞれ について,表 側(左 側)の 質問にま堪 え ください。

回答項 目は,① ～⑫ の ように用 意されていますので,該 当欄κ○ 印をつ げて ください。

そ れ以外の回答 の場合には,そ の他の欄 に記入 し,デ ー タとの交点に○ 印をつけて ください。

(う ら面につづ く)
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(デ ー タ の 利 用 状 況 ・ ニ ー ズ 調 査)

統計デ ータ名
、

調 査 区 分

貴社(機 関)で よく使われるデータ(統 計)名(男lj紙 の番号を記入のこと)

例1

01

例2
技
術
情
報

a b C d e f 9 h i j

1

情

報

の

利

用

目

的

① 諸計画立案のため

② 諸分析 資料 と して

マ

③ 経営の指導 ・診断の ため

④ 企業経営のため(技 術開発) ○

⑤'(生 産 ・販売関連) ○

⑥ ・(消 費者ニーズ ・市場関連)

⑦ 〃(原 材料 管理 ・仕入 関連)

⑧ ・(財 務 ・経理 ・労務 関連)

⑨ 行政施策の基礎資料として
"

A

⑩ 教育 ・啓蒙

◎ サー ビス提 供のため

⑫ その他(具 体的に)

景況把握
○ 、

ヲ

2

情

報

の

入

手

先

① 新聞 ・雑誌等 ○

② 大学調査機関等
,

③ 金融機関 .

④ 取引先 ・同業者 ←
・

⑤ 業界団体(組 合等)
L.

、

⑥ 経済 団体(道 経連 ・商工会議所等)

⑦ 国 ・地方 公共団体 ○

⑥ その他(具 体的に)

日本科学技術情報 セ ンター(JICST)
○

.

3

入

手

媒

体

① 電話 ・面 談
.

② 印 刷 物 ○

③ 磁気テ ープ(MT)

④ フ ロップ ィデ ィス ク

⑤7ァ ク シ ミ リ

⑥ オ ン ラ イ ン ○

⑦ その他(具 体的に)

1.
① 容 易に入手で きる ○

② 普通で ある ○

③ 難 しさ がある

、

5
情

碧
利.
用
方
法

① そのまま利用 .○

② 単純集言†

③ グラフ化 ○

④ 統計分析処理

⑤ そ の他(具 体的に)

、

、
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`

統計 データ名

調 査 区 分

貴社(機 関)で よく使われるデータ(編 †)名(男|」紙の番号を記入のこと)

例1

01

例2
技
術
情
報

a b e d e f 9 h i 」

膓

ム
の
保方存法

ε)1回 限 り
・

② プアイル保存 ○ ○

3)磁 気媒体 MT

FD
←

○

DISK ・

7

必

要

度

① きわめて必要

② ある程度必要 ○ ○

③ そ の 他

;
ラ

膓
の 希

望

① あ り ○

② な し'

'

3)わ か らない

Q2-2現 在は利用 していないが,今 後利用 したvaデ ー タ,又 は今後の機関(企 業)活 動のために必要となる地域産業情報

には,ど んなデー タが あると考 えられます か。

下表にデ ータ名,利 用 目的 等差 し支えない範囲で記入 して ください。

今後必要 とするデータ名

,

■

デ 一 タ
'

(統 計名,資 料名)

名
利 用 目 的 入手希望媒体

オ ンライン

希望 の有無
備 考

一 一

,

`

(う ら面 につづ く)
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(オ ンライン化意識書眉査 ～

近年,通 信回線を介 した ・ン ピュ ータ利用技術の進郷 よ娼 社(機 関)内 オ・ラインシステ・のみ ならず ・VANva

み られるよ うな新たな形態に よる情報流通 シス テムの芽生えが うかが えます。

一 方,地 域振興を促 すための手段 としての高度情報通信 システ ムの利用について各方面で論議される機会が多 くな って

きて 唾 す。 このような背景 のもと,地 域の自立を発展促進 させるための情報流通を促進するため・桃 園 に斯 る地域

産業情報流通のオンラインネ ットワークシステムを考えた場 合,下 図 に示す ような種 々の形態 を促進す ることが 可能か と

思われ ます.下 図の想定図を参考 に以下の難 自 答下さい.(形 鰍 は とらわれな くそ結構 で'す)・

(図L1),(図 一2).・(図 一3)・(図 一4)

〇
一別企皐(徴 閃)問 を直接鎗ぶ形8

センター

一

中央にセンターを殴直し企漠(捷閃)公 的性格を縛つ偲間間を結び企累は

がモのセンタ_と鰭ぶ彫目 必要とする喘 を鯛 朋 する形日

田・.BtS体 等 持

研見所等

餌 経済団体

各種団体等

全量及び各原図が相互に頂相の環通

を行う杉田

Q3-1地 域産 業 情報 の オ ン ラ イン ネ ッ トワ ーク に よ る流 通 に つ いて,ど の よ うに か考 え で す か。

1)・ 関 心 は あ る。3)・ 関心 が な い。

2).何 と もい えrkv・ 。4)・ そ の他()。

Q3-2オ ン ライ ン ネ ッ トワー クに よる 地域 産 業 情 報流 通 が可 能 とな っ た場 合,貴 機 関 では どの よ うな メ リッ トが あ る と

お 考 え です か。2つ お答 え下 さ い。

1).情 報 流通 の 即時 性 ・迅 速性 。5)・ 継 続 的 な 情 報流 通 。1

2)・ 情 報 の正 確 性。6)・ コ ス ト ・労 力 の軽 減。

3).情 報 の二 次加 工 ・高 度 利 用 が 可能)7)・ そ の他()。

4).大 量デ ー タの 流通 。

Q3-3オ ・ ラィ ・ ネ 。 ト・一 クに よ る地域 産業 情 報 流 通 が 可能 と な・ た 場合 ・そ れ を利 用 す るvaあftb注 意 す べ き事 項

は どの よ うな 。と と 培 え で す か。2つs・rgえ 下 さい。:

1).プ ライ バ シー の保 護。4)・ 民 間 情 報 サ ー ビス産 業 との兼 ね あ い。

2).・ ス ト学 力の 負担設定 の族5)・ そ の他(!・

3)・ 障害発生時のデータの保護。

Q3-4札 幌圏を対 象 とす る地域 産業情報の オンラインネットワーク構 築の可能性 についてど うお考えですか。

1)・ 条件が整えば近い将来 可能)3)・ 解 決す べき諸課題が多 く難 しい。

・2)・ オン ライン化 は望ま しいがまだ先。4)・ 必要 がなve。

Q3_5札 幌圏に 紺 る地域情 報のオ ・ライ・に よる情輌 通 システ・構築に関 し,人 的面'技 術面'云 ト面等につ

いて御意見 ・御要望など何 で も結構ですので,御 記入下さい。

御協 力 ありがと うございました。
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1調 査研究の概要

1.1調 査 研 究 の 目 的

全 国 の4割 経 済 圏 で あ る関 信越 地域 には 首 都 で あ り日本 経済 の中枢 で あ る東 京都,及 び これ を と

りま く千 葉,埼 玉,神 奈 川等 首都 圏 とそ の 周辺 に位 置 す る7県 が存在 して い る。

首 都 圏 に おい ては 技 術 革新 と情報 化 が きわめ て進 ん でい る。

情 報 化 の進 展 の状 況 をみ る どコ ン ピュー タ設 置 台数 では昭 和53年 度 か ら57年 度 ま で の4年 間

に2.35倍(全 国2、18倍)の 増 加,ま た情 報 サ ー ビス業 の うち ソフ トウ ェア開 発 企業 は全 国 の5

7.7%を 占め て い る。

産 業 分 野 で は市 場 ニ ーズの 多様 化,高 度 化,短 くな る商 品寿 命,熟 練労 働 力 の不 足 な どさ ま ざ ま

な課 題 が生 じてk・ りこれ に対応 す る ためFA化,LAN(企 業 内情報 通 信網),あ るい はCATV

事 業 へ の参入,VAN事 業 の展 開 な どが進 ん で い る。

ま た,技 術 革 新 に 伴 って 変 化 す る産 業 構造 及 び社会 ニ ー ズに対 応 した経 営戦 略 の ため の管 理 中枢

機 能 も首都 圏 に集 中 して お り,地 域 の構 造 デ ー タ,生 産,消 費 活動 に対 す るデ ー タ等 首 都 圏 経済 情

報 に対 す る要 望 は非 常 に強 い もの が あ る。 こ う した ニ ーズ を踏 まえ,正 確,詳 細 な一次 情 報,あ る

いは 加工 され た二 次 情報 を可 能 な 限 り迅 速 に流 通 させ る ため に は,今 後 オ ンラ イ ンに よ る ネ ッ トワ

ー ク 化が 必要 不可 欠 で あ る。

当 地 域 委 員 会 で は,首 都 圏 が今 後 と も,地 域 発 展,国 の発 展 の 中心 と して 活 躍 し,ま た均 衡 の と

れた 国 土 発 展 に 貢献 してい くた めの 役割 ・課題 を さ ぐ りつつ,そ のた めには 今後 どの よ うな情 報 シ

ス テ ム を構 築 すべ きか につ い て検 討 しオ ン ライ ン ネ ッ トワー クに よる首 都圏 経 済情 報 流 通 シス テ ム

の ビジ 。ン を作成 す る と と もに,そ の 形成 のた め の具 体 的 方 策 を研究す る こ とを 目的 とす る。

●

■

1.2研 究 項 目

(1)地 方 公 共 団体,企 業,商 工 団 体 の情 報 ニ ーズ調査(59年 度)

首 都 圏 の地 域 特性 か ら必要 とされ る情 報 で かつ最 も ネ ッ トワークの実 現 性 の 高い数 値情 報(統

計 情 報)を 中心 に情 報 ニ ーズ を調査 す る。 併 せて,オ ン ライ ン情報 流通 促 進 の た めの 方 策 シス

テ ム形 態 等 に つ い て も調査 す る。

(2)現 状 分 析

イ.前 記 調査 の結 果 を もとに オン ライ ン流通 が必 要 な経 済 情報,流 通 の可 能性,流 通 の対 象範 囲

条 件 等 に つ い て と りま とめ るo(59年 度)

ロ.オ ン ライ ンに よる経 済情 報 流 通 を促 進 す るに あた って技 術的,社 会的,制 度的 な問題 点及 び

課 題 を明 らか に す る。(59年 度 一61年 度)

ハ.経 済 情 報 作成 機 関,流 通 機 関,利 用 機 関等 ネ ッ トワー クを実 現す るに あた って の 実現 ステ ッ

プ,実 現 方法 につ いて 検討 す る。(59年 度 一61年 度)

(3)首 都 圏 情 報 の整 備 及 び流通 に必 要 な通 信技 術 等 の 利 用 に関 す る調査 研究 。(60年 度)
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情 報 処 理 シス テ ム,通 信 ・伝送 システ ムな どの新 しい技 術 につい て 調査 す る と と もに首都 圏 に

お け る情 報 の 流通 と活用 方法 を検 討 す る。

1.3推 進 体 制

委員会構成メンバー:

東京商工会議所,首 都圏の都県(東 京,千 葉,埼 玉,神 奈川)

公庫,東 京電力㈱,東 京通商産業局,㈱ 日本情報処理開発協会

日本開発銀行,中 小企業金融

◆

頓
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2ア ンケ ー ト調 査 の概 要

2.1調 査 の 概 要

2.1.1調 査趣 旨

情 報 化 が急 速 に 進展 す るな か で情 報 ネ ッ トワ ークを含 め た情 報流通 シ ステ ムの あ り方が 注 目さ

れ つつ あ る。

関 信 越 地 域委員 会 では地 域経 済 情報 の有 効 活用 を図 るた めの手 段 と して 将 来的 には オ ン ラ イン

に よる分 散型 ネ ッ トワー クが必 要 で あ る と考 え,そ の促進 の ため の方 法論 につ い て検 討す る こ と

と した。

オ ン ライ ン ネ ッ トワー ク化 の必 要性 につ いて は様 々な見解 が あ るが,最 も重 要 と思わ れ るの は

情報 発 生 源 に よる情報 の整備 ・オン ライ ンに よる提供 体 制 の確 立 とい う点 で あ る。 なぜ な ら情 報

発生 源 の組織,な い しは機 関 が一 番 デ ー タ内 容 を知 って お り,そ の意 味 で正 確性 の保 持 が期 待 で

き る。 経 済的 効果 とい う点 か らは デ ー タ作 成 の ため の二 重 投 資が さ け られ る。 迅速 性 とい う点 で

も情 報発 生 源 か らのデ ー タ入 手 が 当然 早 い。

そ のほ か 利用 者 側 か らみ れ ば情 報 の内 容が 印 刷物 に 比べ て細 か く提 供 され る こと もあ り,利 便

性 が 高 い とい う事 も考 え られ る。

この よ うに オ ン ライ ン化 は 情 報発 生 源 か らの デー タを最 も有効 に 利用 出来得 る手 段 と思 わ れ る。

しか し,オ ン ラ イン化 を進 め るに あ た って は様 々 な検 討 課題 が ある。

ま ず,ニ ーズが どの程度 あるか,ま た需要 を満 たす 環境 が どの程度 整備 され てい るか,を 分 析

し,オ ン ラ イン化促 進 の た め の技 術的,経 済 的 側面,社 会 制 度 等の検 討 を行 う必要 が あ る。

59年 度 の ア ン ケ ー ト調査 は首 都 圏経 済 情報 のオ ン ライ ン化 を ど う促 進 す るか とい う見地 か ら

首 都 圏 経 済情 報 に対 す る ニ ーズ分 析 ・環境 整備 の度合 い等 を調 べ た もの で あ る。

■

●

2.1.2調 査 内容

主 な 調 査項 目は 次 の10点 で ある。

① 首 都 圏 地域 経済 統 計 情報 利用 状 況

② 〃 利用 特性

③ 〃 利 用 上 の問 題 点

④ 〃 オン ライ ン化 希望 の有無

⑤ 今 後 必要 とな る地 域経 済 統計 情 報等

⑥ 情 報 入 手 に あた って具 備 す べ き要 件

⑦ 首 都 圏 オ ン ラ イ ン ネ ッ トワー クを可 能 とす る諸条 件

⑧ 首 都 圏 オ ン ライ ン ネ ッ トワー クに よる情報 入 手 の メ リ ッ ト,問 題 点,課 題

⑨ 首 都 圏 オ ン ライ ン ネ ッ トワー クの可 能 性 に つい て

⑩ 首都 圏 オ ン ライ ンネ ッ トワー クへ の参 加意 識
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2.1.5調 査 対象 機 関'

首 都 圏 の都 県,特 別 区,市,商 工 会議 所 ・中 小企 業 団 体,銀 行等 金 融機 関,企 業(協 会,団 体,

新 聞社等),シ ン ク タ ン ク,国 等 約180機 関

2.1.4ア ンケ ー ト回 収結 果

ア ン ケ ー ト発 送 数 と回 収 結果 は表2-1の とお りで ある。

表2-1ア ン ケ ー ト回 収結 果

< 都 ・県

特 別 区

市

商工会議所
中小企業団
体 中 央 会

銀 行 等

金融機関

「

シンクタンク 民 間 国 計

発 送 数 4 47 26 41 29 28 8 183

回 収 数 4 34 21 29 17 14 4 123

回収率(% 100 72.3 80.8 70.7 58.6 50.0 50.0 67.2

2.2結 果 の 概 要

ア ンケー ト調査 に際 して は,表2-2の 様 に34分 類 に統 計 分 野を 分 か ち,調 査を実 施 した。 ま

た,送 付 先 につい ては表2-3の7分 類 に区 分 け して い る。 以 下,こ の分 類 に基 づ き説 明 を行 う。

2.2.1利 用現 況

統 計 デ ー タの 利用現 況 を捉 え るた めに,統 計分 野 の 別,統 計 名 別,目 的 別 の観点 よ り利 用現 状

を考 察 したい。

(1)統 計 分 野別 統 計 利用 状 況

表2-4は どの様 な統 計 分 野 が利 用 されて い るか を 集 計 した もの で あ る。

第3次 産 業 及 び 貿 易 関 係 の情 報 が 多 く利 用 さ れ てtoり,「 商 業 貿 易」 の97件,「 通 貨 ・

金 融 及 び保 険 」 の31件 が 目立 って い る。基 礎 資料 と目 され る 「土地 」 「人 口」 の分 野 は,幅

広 く利 用 され て い る。 「賃 金」 ・ 「家計 」 ・ 「財政 」 を合 せ て考 え る と,利 用 の 頻度 は高 い。

企 業 まわ りの情 報 で あ る 「事 業 所 」 「製造 業 」 丁 企業 及 び経 営 」が 高 い 頻度 とな って お り,

「物 価 」 も加 え る と,29.6%の 高率 に な る。

② 統計 名 別 利 用 状況

表2-5は,個 々 の 統 計 名 別 の 利用 頻度 をみ た もの で あ る。 商 工 情報 の基礎 的資 料 と 目さ

れ る 「商 業 統 計 」 「事 業 所 統計 」 「工業 統計 」 が 概 して 高 い頻度 とな って い る。 「国 勢 調 査」

は 第3位 の頻 度 とな ってk－り,商 工 情 報 と伯 仲 して い る。

e

■

●
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表2-2統 計 分 野一 覧

●

01土 地

03人 口

05事 業 所

07林 業

09鉱 業

11建ov業

13産 業 活 動 関 係 指 数

15運 輸 及 び 通 信

17サ ビ ス 業

19通 貨 ・金 融及 び保 険

21賃 金

23住 居

25国 民 及 び 県 民 共 済

27保 健 衛 生

29社 会 及 び 文 化

31司 法 及 び 警 察

33国 際 統 計

02気 象

04労 働

06農 業

08水 産 業

10製P業

12電 気 ・ガス及 び水道

14物 資 需 要 及 び 流 通

16商 業 及 び 貿 易

18企 業 及 び 経 営

20物 価

22家 計

24財 政

26社 会 保 障

28教 育

30公 務 員 及 び 選 挙

32災 害 及 び 事 故

34総 合 及 び そ の 他

表2-3機 関類 区 分

?

◆

01都 ・ 県

02特 別 区 ・市

03商 工会議所 ・中小企業団体

04銀 行及び金融機関等

05シ ン ク タ ン ク

06民 間

07国 の 機 関
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表2-4統 計分野別利用頻度 表2-5統 計名別利用頻度

統 計 分 野 利用 統 計数 率 統 計 名 利用頻度数

01土 地 25 2.2 商 業 統 計 73

02気 象 1 0.1 事 業 所 統 計 70

03人 口 127 ll.3
国 勢 調 査 65

04労 働 4】 3.7 工 業 統 計 63

05事 業 所 65 5.8
消 費 者 物 価.指 数 57

06農 業 16 L4 家 計 調 査 53

07林 業 1 0.1 国 民 所 得'統'計 52

08水 産 業 0 0
卸 売 物 価 指 数 40

09鉱 業 4 0.4 人 口 動 態 調 査 38

10製 造 業 85 7.6 鉱 工業 生 産出荷在庫指数 35

ll建 設 業 27 2.4 景 気 動 向 指 数 30

12電 気 ・ガ ス及 び水 道 2 0.2 建 築 着 工 統 計 28

13産 業 活 動 105 9.4
法 人 企 業 統 計 26

14物 資需 要 及 び流 通 17 1.5
県 民 所 得 統 計 25

15運 輸 及 び 通 信 5 0.5
住 宅 統 計 25

16商 業 及 び 貿 易 97 8.7 百 貨 店 販 売 統 計 22

17サ ー ビ ス 業 17 .L5 全 国 推 計 人 口 21

18企 業 及 び 経 営 67 6.0 地 方 財 政 統 計 21

19通 貨 ・金融及び保険 31 2.8
毎 月 勤 労 統 計 19

20物 貨 115 10.3 '貯 蓄 動 向 調 査
19

21賃 金 38 3.4 地 価 情 報 17

22家 計 69 6.2 小 売 物 価 統 計 15

23住 居 35 3」, 国 際 収 支 表 15

24財 政 24 2.1 消 費 者 動 向 調 査. 15

25国 民 及 び 県民 共済 78 7.0 主要 ・中小企業 短期経済予測. 15

26社 会 保 障 1 0.1 産 業 関 連 表 14

27保 健 衛 生 0 0 日 本 外 国 貿 易 統 計 14

28教 育 2 0.2 農 林 業 セ ン サ ス 14

29社 会 及 び 文 化 0 0
民 間 給 与 実 体 調 査 14

30公 務 員 及 び 選 挙 2 0.2 労 働 力 調 査 12

31司 法 及 び 警 察 0 0 機 械 受 注 実 績 調 査 12

32災 害 及 び 事 故 0 0' 就 業 構 造 基 本 調 査 10

33国 際 統 計 7 0.6 雇 用 動 向 調 査 10

34総 合 及 び そ の 他 f7 L5 主要 企 業 経営 分 析 調 査 9

輸 出 確 認 統 計 7

全 国 消 費 実 態 調 査 6

資 金 循 環 勘 定 6

建 設 工 事 着 工 統 計 5

建 設 工 事 受 注 統 計 5

賃 金 構 造 基 本 調 査 5

●

■
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表2-6は,統 計 名 単 位 で か つ,利 用 主 体 の 類 型 別 で の 利 用 の傾 向 をみ た もの で あ る。

但 し,利 用 頻 度10件 以 上 の もの に限 って い る。

利 用 主 体別 に利 用 頻度 をみ る と,都 県 は 「事 業 所 統計 」 「工 業統 計」,特 別 区 ・市 は 「国 勢 調

査 」,商 工 会議 所 等 は 「商業 統 計」,銀 行 及 び金 融機 関等 は 「家計 調査 」,シ ン ク タ ンクは 「国

勢 調 査 」,民 間は 「国民 所 得 統計 」,国 の機 関は 「家計 調査 」 「県民所 得 統 計」 が,各 々高 い 頻

度 を示 して い るo

表2-6'統 計 名 ・機 関類 別 利 用現況

統 計 名
利用頻度 OI都 県 02特 別区市 03商 工会議所

・中小企業団体
04銀 行及び金

融機関等

05シ ンクタンク 06民 間 07国 の機

関
w

商 業 統 言十 73 2 30 18 14 7 2 0

事 業 所 統 計 70 4 27 16 ll 8 3 r

国 勢 調 査 65 2 31 7 7 10 6 2

工 業 統 計 63 4 25 12 11 6 5 0

消 費 者 物 価 指 数 57 1 22 9 11 5 7 2

家 計 調 査 53 2 5 12 21 7 3 3

国 民 所 得 統 計 52 1 8 4 20 6 11 2

卸 売 物 価 指.数 40 1 7 6 13 5 8 0

人 目 動 態 調 査 38 1 18 3 5 4 5 2

鉱工業 生産 出荷在庫指数 35 2 1 6 17 2 5 2

景 気 動 向 縮 数 30 1 6 6 12 1 4 0

建 築 着 工 統 計 28 1 4 5 7 4 5 2

法 人 企 業 統 計 26 0 0 0 18 2 5 1

県 民 所 得 統 計 25 3 3 4 7 3 2 3

住 宅 統 計 25 1 1 1 3 7 1 1

百 貨 店 販 売 統 計 22 1 2 8 6 1 2 2

全 国 推 計 人 口 21 1 8 2 0 3 5 2

地 方 財 政 統 計 21 1 15 0 3 2 0 0

毎 月 勤 労 統 計 19 3 2 4 3 1 5 1

貯 蓄 動 向 調 査 19 0 0 0 15 2 1 1

地 価 情 報 17 1 5 1 6 2 2 .0

小 売 物 価 統 計 15 1 6 6 1 0 1 0

国 際 収 支 表 15
'0

0 0 10 3 1 1

消 費 者 動 向 調 査 15 1 6 6 1 0 1 0

主要 ・中小企業短期経済予測 15 0 0 2 10 1 1 1

産 業 関 連 表 14 1 1 2 0 6 3 1

日 本 外 国 貿 易 統 計 14 0 0 1 6 2 5 0

農 林 業 セ ン サ ス 14 1 9 1 0 2 1 0

民 間 給 与 実 態 調 査 14 0 0 4 1 2 6 |

労 働 力 調 査 12 0 4 2 0 2 3 1

機 械 受 注 実 績 調 査 12 0 o 1 6 0 3 2

就 業 構 造 基 本 調 査 10 0 7 1 0 2 0 0

雇 用 動 向 調 査 10 1 1 3 0 2 3 0

 

,
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(3)利 用 目的

統 計 の 利用 目的 を,2つ の視 点 か ら考 え た い。 第1は,利 用 主体 は いか な る 目的 を も って統

計 デ ー タを 利用 してい るか(表2-7(a),(b)),第2は,統 計 分野 ご とに み て,利 用 の 目

的 の傾 向 は ど うか(表2-8(a),(b),(c))で あ る。

第1の 観 点か らみ る と,第1位 は 「研 究 調査 の ため 」,第2位 は 「諸 計 画 の 立案 の ため 」 と

な って い る。 両 者 と も,利 用 主 体 に お いて,意 思 ・政策 の決定 段 階 で 使用 され て お り,社 会 活

動 には,統 計情 報 利用 は欠 く ことが で きな い こ とが 分 か る。 特別 区 ・市に 比 べ て公 的機 関 の類

型 に入 りな が ら国 の ブ ロ ック機 関 は 「研 究調 査 の ため 」 との 回答 が 多 か っ たの は特 徴 的 で ある。

統計 分野 別 に み る と,人 口,製 造 業,産 業 活動 一般,商 業 及 び貿 易,物 価,国 民 及 び県民 経

済 関 連 の情 報 ニ ーズが 高 く,こ れ らの構造 デ ー タは す で に述 べ た よ うに,「 諸 計 画立 案 のため」

「研 究 調査 のた め」 に 利用 され る こ とが 多 い。

利用 目的 と統 計分 野 の ク ロス で企業 ニ ー ズを み る と,「 企 業経 営 の た め(原 材 料 管 理 ・仕 入

関 連)」 に は 「物 価 」 情報,「 企業 経 営 の た め(消 費 者 ニ ー ズ ・市場 関連)」 に は 「人 口 」

「家 計 」情 報,「 企 業 経 営 の た め(生 産 ・販売 関 連)」 には 「製 造業 」情 報,「 企 業 経営 の た

め(財 務,経 理 ・労務 関連)」 には 「賃 金 」 情報 が よ く使 われ て い る。 また,公 的機 関 の 「経営

の 指 導 ・診 断 の ため」 の 情 報 ニ ー ズ と して は 「製 造 業 」 「商業 及 び貿 易」 「企業 及 び経 営」 等

の情 報 が よ く使 わ れて い る。

4
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表2-7(a)機 関 類 別 利 用 の 目 的
因 実 数

1諸 計画立
案のため

2研 究調査
の ため

3f青 報サー
ビスのため

4教 育 ・教

養のため

5経 営 の指

導 ・診断の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕入関連)

7企 業経営
のため(技

術開発)

8企 業経営
のため(消

費者 ニーズ
・市場関連)

9企 業経営
の ため(生

産 ・販売関
連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労務関連)

11行 政施策
の基礎資料

として

12そ の他

合 計

01都 県 11 3 9 0 0 0 0 0 0 0 32 3 58

02特 別 区 ・ 市 】89 144 55 2 24 0 1 4 2 2 227 0 650

03商 工会議所 ・中小企業団体 36 107 86 2 64 2 0 30 22 8 19 4 380

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 129 241 77 0 27 1 4 87 21 9 7 2 605

05シ ン ク タ ン ク 21 }15 27 2 3 0 1 2 1 4 12 0 188

06民 間 73 63 38 0 19 8 1 27 37 29 12 12 319

07国 の 機 関 19 27 12 0 2 0 | 8 0 3 15 0 87

合 計 478 700 304 6 139 11 8 158 83 55 324 21 2287

表2-7(b)機 関 類 別 利 用 の 目 的(百 分 比)
囲 横パーセン ト

ー

ベ
や

ー

】 諸計画立
案のため

2研 究調査
の ため

3情 報サー
ビスのため

4教 育 ・教

養のため

5経 営の指

導 ・診断の
ため ・

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕入関連)

7企 業経営
のため(技

術開発)

.8企 業経営
のため(消

費者ニーズ
'市場 関連)

9企 業経営
の ため(生

産 ・販売関
連)

10企 業経営
の ため(財

務 ・経理 ・
労務関連)

11行 政施策
の基礎資料

と して

12そ の他

合 計

01都 県 19.0 5.2 15.5 0 0 0 O 0 0 0 552 5.2 100

02特 別 区 ・ 市 29.1 22.2 8.5 0.3 3.7 0 02 0.6 0.3 0.3 34.9 0 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 9.5 282 22.6 0.5 16.8 0.5 0 7.9 5.8 2.1 0 1.1 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 2L3 39.8 12.7 0 4.5 0.2 0.7 14.4 3.5 1.5 L2 0.3 100

05シ ン ク タ ン ク |1.2 6L2 14.4 1.1 LO 0 0.5 1.1 0.5 2.1 6.4 0 100
「

06民 間 22.9 19.8 11.9 0 6.0 2.5 0.3 8.5 IL4 9.1 3.8 3.8 100

07国 の 機 関 2L8 3LO 13.8 0 2.3 0 1.2 9.2 0 3.5 17.2 0 100

合 計 20.9 30.6 13.3 0.3 6.1 0.5 0パ1 6.9 3.6 2.4 14.2 0.9 100

'



ー

↓
oo

ー

表2-8(a)統 計 分 野 別 利 用 の 目 的
㈹ 実 数

1諸 計画立

案のため

2研 究調査
のため

3情 報 サー
ビスのため

4教 育 ・教

養 のため

5経 営の指

導 ・診断 の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
.仕 入関連)

7企 業経営
のため(技
術開発)

8企 業経営
の ため(消
費者 ニーズ
市 場関連)

9企 業経営
のため(生
産 ・販売関
連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労 務関連)

H行 政施策
の基礎資料
として

12そ の他

合 計

01土 地 IO 14 5 0 1 0 0 3 1 0 9 1 44

02気 象 1 1 1 0 0 0 0 0 | 0 0 0 4

03人 目 87 75 24 2 2 0 0 19 10 2 71 1 293

04労 働 7 24 12 1 2 0 0 3 1 5 10 2 67

05事 業 所 34 40 17 0 10 0 0 6 2 0 31 0 140

06農 業 9 10 3 0 2 0 0 0 0 0 10 0 34

07'林 業 0 0 1 0
'0

0
'0

0 0 0
'0 1 2

08水 産 業 0 0 0 0 0. 0 0 0 0. 0 0 0 0

09鉱 業 1 3 2 0 0 1 0 o 0 0 1 0 8

10製 造 業 30 56 30 0 22 1 2 4 11 2 26 1 185

11建 設 業 7 21 12 0 3 0 1 4 4 0 6 0 58

12電 気 ・ガス及 び水 道 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

13産 業 活 動 4} 70 30 0 8 2 0 13 8 3 25 1 201

14・物 資 需 要 及 び 流 通 6 8 7 0 3 0 0 2 0 0 4 1 31

15運 輸 及 び 通 信 3 1 0 0 1 o 0 0 0 0 2 2 9

16商 業 於 び 貿 易 36 65 35 0 19 0 0 15 8 1 21 2 202

17サ ー ビ ス 業 6 10 3 1 4 0 0 5 1 1 4 0 35

18企 業 及 び 経 営 23 39 |7 0
4

18 1 0 13 5 10 4 1 131

19通 貨 ・金融 及 び保険 17 24 9 0 4 0 2 10 2 2 1 1 72

20物 価 ・`2 67 33 1 10 4 0 14 9 10 31 3 224

21賃 金 13 17 9 0 10 1 0 5 4 13 4 0 76

22家 計 20 47 20 0 10 0 0 21 9 1 10 1 139

23住 居 16 22 ll 0 0 0 0 1 0 0 16 0 66

』
24財 政 16 14 3 0 0 0 2 5 1 0 13 0 54

25国 民 及 び 県 民 経 済 38 55 16 0 8 1- 1 14 5 5 16 3 162

26社 会 保 障 1 | 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0
12

27{呆 健 衛 生 0 O 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教'育 2 1 1 〔} 0 0 o 0 0 o 2 0 6

29社 会 及 び 文 化 o' 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 o [ 1 0 1 0 0 1 1 0 0 0 5

31司 法 及 び 瞥 察 0 O o 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 o 0
「o

0 0 0 0 0. o 0 0 0 0

33国 際 統 計 2 7 1 o 0 0 0 0 0 o o O 10

34総 合 及 ζド ーそ ζ～)f也 lo 5 1 1 1 0 0' 0 0 0 7 0 25

合 計 478 700 304 6 139 11 8 158 83. 55 324 21 2287

■ ● ひ
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表2-8(b)統 計 分 野 別 利 用 の 目 的(分 野 別 百 分 比)

・

ー
-

"
這

一

旬 横パーセン ト
12† 画立案
のため

2研 究調査
のため

3情 報サー
ビスのため

「

4教 育 ・教
養 のため

5経 営の指
導 ・診断の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕 入関連)

7企 業経営
のため(技
術開発)

8企 業経営
の ため(消

費者ニーズ
・市場関連)

9企 業経営
のため(生

産 ・販売関
連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労 務関連)

u行 政施策
の基礎資料
として

12そ の他

合 計

01土 地 22.7' 31.8 |1.・1 0 2.3 0 0 6.9 2.3 0 20.5 2.3 100

02気 象 25 25 25 0 0
'0

0 0 25 0 0 0 100

03人 口 29.7 25.6 8.2 0.7 0.7 0 0 6.5 3.4 0.7 242 0.3 100

04労 働 10.5 35.8 17.9 L5 3.0 0 0 4.5 1.5 7.5 14.9 3.0 100
05事 業 所 24.3 28.6 12.1 O 7.1 0 0 4.3 L4 0 22.1 0 100

06農 業 26.5 29.4 8.2 0 5.9 0 0 0 0 0 29.4 0 100

07林 業 0 0 50 0 0 0 0 0 o 0 0 50 100

08水 産 業 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 i2.5 37.5 25 0 0 12.5 0 0 0 0 12.5 0 100

10製 造 業 16.2 30.3 16.2 0 11.9 0.5 L1 2.2 6.0 L1 14.1 0.5 100

11建 設 業 12.1 36.2 20.7 0 5.2 0 1.7 6.9 6.9 0 10.3 0 100

12電 気 ・ガス及 び水道 0 100 o 0 0 0 L7 0 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 20.4 34.8 14.9 0 4.0 1 0 6.5 4.0 L5 12.4 0.5 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 19.4 25.8 22.6 0 9.7 0 0 6.5 0 0 12.9 32 100

15運 輸 及 び 通 信 33.3 Il.1 0 0 11.1 0 0 0 0 0. 22.2 22.2 100

16商 業 及 び 貿 易 17.8 32.2 三7.3 0 9.4 0 0 7.4 4.0 0.5 10.4 LO 100

17サ ー ビ ス 業 17.1 28.6 8.6 2.9 11.4 0 0 14.3 2.9 2.9 11.4 0 100

18企 業 及 び 経 営 17.6 29.8 13.0 0 13.7 0.8 0 9.9 3.8 7.6 3.1 0.8 100

19通 貨 ・金 融及 び保 険 23.6 33.3 12.5『 0 5.6 0 2.8 [3.9 2.8 2.8 L4 L4 100

20物 価 18.8 29.9 14.7 0.5 4.5 1.8 2.8 6.3 4.0 4.5 13.8 1.3 100

21賃 金 17.1 22.4 11.9 0 13.2 L3 0 6.6 5.3 17.1 5.3 0 100

22家 計 14.4 33.8 14.4 0 7.2 0 0 15.1 6.5 0.8 7.2 0.7 100

2住 居 24.2 33.3 16.7 0 0 0 0 1.5 0 6 242 0 100

24財 政 29.6 25.9 5.6 0 0 0 3.7 9.3 1.9 0 24」 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 23.5 34.0 9.9 0 4.9 0.6 3.7 8.6 3.1 3.1 9.9 1.9 100

26社 会 保 障 50 50 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ,100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 33.3 16.7 16.7 0 '0 0 0 0 0 0 33.3 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0
「

30公 務 員 及 び 選 挙 0 20 20 0 20 0 0 20 20 0 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 20 70 10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100

34総 合 及 び そ の 他 40 20 ・1 4 4
'

0 0 0 0 0 28 0 100

合 計 20.9 30.6 13.3 0.3 6.1 0.5 0.4 6.9 3.6 2.4 14.2 0.9 100
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表2-8(c)統 計 分 野 別 利 用 の 目 的(目 的 別 百 分 比) ㈱ 縦パーセン ト

1諸 計画立

案のため

2研 究調査
のため

3情 報サー
ビスのため

4教 育 ・教
養のため

・5経 営 の指

導 ・診断 の
ため

6企 業経営
のため(原

材料管理 ・
仕入関連)

7企 業経営
のため(技

術開発)

8企 業経営
のため(消

費者 ニーズ
・市場関連)

9企 業経営
のため(生
産 ・販 売関

連)

10企 業経営
のため(財

務 ・経理 ・
労務関連)

ll行 政施 策
の基 礎資料
として

12そ の他

合 計

01土 地 2.1 2 1.6 0 0.7 0 0 1.9 1.2 0 2.8 4.8 1.9

`)2気 象 0.2 0.1 0.3 0 0 0 o 0 L2 0 0 0 0.2

03人 口 18.2 10.7 7.9 33.3 L4 0 0 12.0 】2.1 3.6 2L9 4.8 12.8

り4労 働 1.5 '3
.4『 4.0 16.7 1.4 0 o L9 L2 9.1 3.1 9.5 2.9

鴨 事 業 所 7.1 5.? 6.0 0 7.2 0 0 3.8 2.4 0 9.6 0 6.1

r}6農 業 1.9 1.0 LO 0 1.4 0 0 0 0 0 3.1 0 1.5

7林 業 0 L4 0.3 0 0 u 0 0 0 0 0 4.8 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.2 0.4 0.7 0 0 9.1 0 0 0 0 0.3 0 0.4

10製 造 業 6.3 8.0 9.9 0 15.8 9.1 25 2.5 13.3 3.6 8.0 4.8 8.1

11建 設 業 1.5 3.0 4.0 0 2.2 0 12.5 2.5 4.8
・

0 1.9 0 2.5

12電 気 ・ガス 及び水 道 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1

13産 業 活 動 8.6 10.0 9.9 0 5.8 18.2 0 8.2 9.6 5.5 7.7 4.8 8.8

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.3 L1 2.3 0 2.2 0 0 1.3 0 0 L2 4.8 1.4

15運 輸 及 び 通 信 0.6 0.1 0 0 0.? 0 0 0 0 o 0.6 9.5 0.4

16商 業 及 び 貿 易 7.5 9.3 1L5 0 !3.7 0 0 9.5 9.6 L8・ 6.5 9.5 8.8

ロ サ ー ビ ス 業 1.3 1.4 LO 16.7 2.9 0 0 3.2 1.2 1.8 1.2 0 1.5

18企 業 及 び 経 営 4.8 5.6 5.6 0 13.0 9.1 0 8.2 6.0 18.2 1.2 4.8 5.7

19通 貨 ・金融 及 び保障 3.6 3.4 3.0 0 2.9 0 25 6.3 2.4 3.6 0.3 4.8 3.5

20物 価 8.8 9.6 10.9 16.7 7.2 36.4 0 8.9 10.8 18.2 9.6 14.3 9.8

21賃 金 2.7 2.4 3.0 0 7.2 9.1 0 3.2 4.8 23.6 1.2 0 3.3

22家 計 4.2 6.7 6.6 0 72 0 0 13.3 10.8 L8 3.1 4.8 6.1

23住 居 3.4 3.6 3.6 0 0 0 0 0.6 0 0 4.9 0 2.9

24財 政 3.4 2.0 1.0 0 0 0 25 3.2 L2 0 4.0 0 2.4

25国 民 及 び 県 民 経 済 8.0 7.9 5.3 0 5.8 9.1 12.5 8.9 6.0 9.1 4.9 14.3 7.1

2で 社 会 保 障 0.2 0.1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1

27保 健 衛 生 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 o.4 0.1 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0.6 0 0.3

四 社 会 及 び 文 化 0 0 0 o 0 0 0 0 0 0 0 0 0

① 公 務 員 及 び 選 挙 0 0.3 0.3 0 0.7 0 0 0.6 1.2 0 0 0 0.2

31司 法 及 び 警 察 0 O 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 o 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0 0 0

33国 際 統 計 O.4 LO 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.4

詞 総 合 及 び そ の 他
.

2.1 0.7 0.3 16.7 0.7 0 0 0 0 0 2.2 0 1.1

合 計 100 |00 100 100 |00 100 100 100 100 100 100 100 100

6 ` ▲ 鯵



2.2.2統 計 デ ータ の 利用 特性

統 計 デ ー タの 利用 特 性 を捉 え る ため に,入 手 方法 ・媒 体,利 用 地域 区 分,加 工 方法 ・レベ ルの

3つ の観 点 に分 け て,考 察 を した い。

(1)入 手 方法 ・媒体

表2-9～12が,入 手 方 法 ・媒 体 を ま とめ たも ので あ る。 都 県 で は55.3%,特 別 区 ・市

で は35.7%の 割 合 で統計 入 手 は 「内部 組織 か ら」 と回答 して い るの に対 して,商 工会 議所 ・

中小 企 業 団体 で は46,2%が 「県 市町 村 か ら」 と してい る。 シ ンク タ ンクで は41.5%,国 の

機 関 で は24.1%,銀 行 及 び金 融機 関等 で は27.3%の 割合 で 「市販 の 統計書 か ら」 と答 え て

い るo

入手 媒 体 と して は,「 印 刷物 」 で入 手 す ると い うのが1032件 で全 体 的 に多 い。 次 い で131

件 の 「コ ピー ・閲 覧」 にな る。 銀 行及 び 金 融機 関等 では,「 オ ン ライ ン」 媒 体 で の入手 が2L

3%と 高 く特 徴 的 で あ る。

統 計 分 野 別 にみ る と,「 内部 組織 か ら」 得 られ る情報 と しては,「 人 口」 「事業 所 」 「製造

業 」 が相 対 的 に高 い 他,「 そ の他 民 間 の 団体 」か ら得 られ る もの と して,「 建 設 業」 「通 貨 ・

金 融 及 び保 険」 が 高 くな ってい る。 入手 媒 体 を考 えてみ て も,各 統計 分 野 と も 「印 刷物」 が高

い 頻 度 に な って い るが,「 産 業 活動 」分 野 に つ いて は,15.0%,「 企業 及 び経営 」 分野 で は

17%,「 通 貨 ・金 融 及 び保 険 」分 野 で は23%の 割 合 で 「オ ン ライ ン」 で 入手 と答 えて い る。

声
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表2-9(a)機 関 類 別 入 手 の 方 法
㈱ 実 数

1内 部組織
か ら

2市 販の統

計 書

.

3県,市 町

村 など

4情 報 セ ン

タ ーな ど

5そ の他民

間 の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他 合 計

01都 ・ 県 26 1 1 0 0 1 1 2 15 47

02特 別 区 ・ 市 149 66 ・140 0 2 0 1 46 14 418

03商 工会議所 ・ 中小企業 団体 4 32 92 11 8 8 1 34 9 199

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 19 129 49 6 24 8 99 79 59 472

05シ ン ク タ ン ク 19 73. 13 12 3 1 9 35 11 176

06民 間 1515 38 11 1 5 0 .11 79 29 1689

07国 の 機 関 9 14 9 0 6 0 1 7 12 58

合 計 1741 353 315 30
「

48・ 18 123 282 149 3059

表2-9(b)機 関 類 別 入 手 の 方 法(百 分 比)
旬 横 パ ーセ ン ト

ー

oo
N

l

'

1内 部組織
か ら

2市 販 の統.

計書

3県,市 町
村 など

4情 報 セ ン

タ ーな ど

5そ の他民
間の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物 など

9そ の他
合 計

01都 ・ 県 55.3 2.1 2.1 0 0 2.1 2.1 4.3 31.9 100

02特 別 区 ・ 市 35.7 15.8 33.5 0 0.5 0 0.2 ll 3.4 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 2.0 16.1 46.2 5.5 4.0 4.0 0.5 17.1 4.5 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 4.0 27.3 10〆1 1.3 5.1 L7 21.0 16.7 12.5 100

05シ ン ク タ ン ク 10.8 41.5 7.4 6.8 L7 0.6 5.1 19.9 6.3 100

06民 間 89.7 2.3 0.7 0.1 0.3 0 0.7 4.7 1.7 100

07国 の 機 関 15.5 24.1 15.5 0 10.3 0 L7 12.1 20.7 100

合 計 56.9 1L5 10.3 1.0 1.6 0.6 4.0 9.2 48 100

● ' ふ
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表2-10(a)統 計 分 野 別 入 手 の 方 法 旬 実 数

1内 部組織

か ら
2市 販 の統
計書

3県,市 町

村 など
4情 報 セ ン

タ ー な ど

5そ の他民
間団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他
合 計

Ol土 地 10 5 6 1 4 1 0 5 5 37

02気 象 1 0 0 O 0 0 1 1 1 4

03人 口 46 49 49 0 1 3 3 26 7 184

04労 働 7 4 14 0 1 0 1 13 8 48

05事 業 所 24 21 24 2 0 0 3 10 5 89

06農 業 9 4 4 0 0 0 0 2 2 21

07林 業 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

08水 産 業 0 0 3δ 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 1 1 0 0 0 1 0 1 4

10製 造 業 22 35 30 0 2 0 4 15 11 119

11建 設 業 1 7 9 2 5 1 3 9 3 40

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 2 0 0 0 0 0 0 0 2

13産 業 活 動 20 21 26 1 1 0 16 27 21 133

14物 資 需 要 及 び 流 通 7 5 6 1 1 0 1 4 2 27

15運 輸 及 び 通 信 2 1 2 0 0 2 1 1 0 9

16商 業 及 び 貿 易 20 28 28 4 2 2 15 22 14 135

17サ ー ビ ス 業 2 5 7 0 6 0 0 4 1 25

18企 業 及 び 経 営 10 15 6 4 3 5 17 20 11 91

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 4 13 4 2 5 0 7 7 5 47

20物 価 19 31 30 3 2 1 13 53 12 164

21賃 金 4 13 7 1 4 0 1 12 3 45

22家 計 6 31 12 2 5 1 12 15 15 99

23住 居 9 13 10 0 1 0 4 7 4 48

24財 政 7 10 10 3 3 1 1 6 2 43

25国 民 及 び 県 民 経 済 8 31 20 2 2 1 16 17 16 ll3

26社 会 保 障 1 0 1 0 0 0 0 0 0 2

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 2 1 0 0 0 0 0 0 0 3

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 1 1 0 0 0 0 0 2

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0
'0

0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0 5 0 1 0 0 2 2 1 ll

34総 合 及 び そ の 他 0 2 7 0 0 0 1 6 1 17

合 計 241 353 315 30 48 18 i23 284 151 1563
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横 パ ー セ ン ト表2-10(b)統 計 分 野 別 入 手 の 方 法(分 野 別 百 分 比)

1内 部組織
か ら

2市 販の統
計書

3県,市 町

村 など
4情 報 セン

ターな ど

5そ の他民
間 の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他
合 計

01土 地 27.0 13.5 16.2 2.7 1・0.8 2.7 0 13.5 13.5 100

02気 象 25 0 0 0 0 0 25 25 25 100

03人 目 25 26.6 26.6 0 0.5 1.6 1.6 14.1 3.8 100

04労 働' 14.6 8.3 29.2 0 2.1 0 2.1 27.1 16.7 100

05事 業 所 27.0 23.6 27.0 2.3 0 0 3.4 1L2 5.6 100

06農 業 42.9 19.1 19.1 0 0 0 0 9.5 9.5 100

07林 業 O 0 100 0 0 0 0 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 25 2`5 0 0 0 25 0 25 100

10製 造 業 18.5 29.4 25.2 0 1.7 0 3.4 12.6 9.2 100

11建 設 業 2.5 17.5 22.5 5 12.5 2.5 7.5 22.5 7.5 100

'12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 100 0 0 0 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 15.0 15.8 19.6 0.8 0.8 0 12.0 20.3 15.8 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 25.9 18.5 222 3.7 3.7 0 3.7 14.8 7.41 100

15運 輸 及 び 通 信 22.2 11.1 22.2 0 0 222 11.1 1L1 0 100

16商 業 及 び 貿 易 14.8 20.7 20.7 3.0 L5 1.5 11.1 16.3 10.4 100

17サ ー ビ ス 業 8 20 28 0 24 0 0 16 4 100

18企 業 及 び 経 営 11.0 16.5 6.6 4.4 3.3 5.5 18.7 22.0 12.1 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 ,8.5 27.7 8.5 4.3 10.6 0 14.9 14.9 10.6 100

20物 価 11.6 18.9 18.3 1.8 1.2 0.6 7.9 32.3 7.3 100

21賃 金 8.9 28.9 15.6 .2.2 8.9 0 2.2 26.7 6.7 100

22家 計 6.1 31.3 12.1 2.0 5.1 1.0 12.1 152 15.2 100

23住 居 18.8 274 20.8 0 2.1 0 8.3 14.6 8.3 100

24財 政 16.3 23.3 23.3 7.0 7.0 2.3 2.3 14.0 47 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 7.1 27.4 17.7 1.8 1.8 0.9 14.2 15.0 142 100

26社 会 保 障 50 0 50' 0 0 0 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 66.7 33.3 0 0 0 0' 0 0 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 50 50 0 0 0 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0 45.5 0 9.1 0 0 18.2 18.2 9.1 100

34総 合 及 び そ の 他 0 Il.8 4L2 0 0 0 5.8 35.3 5.9 100

合 計 15.4 22.6 20.2 L9 3.1 1.2 7.9 18.2 9.7 100

●b'心
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表2-10(c)統 計 分 野 別 入手 の 方 法(入 手 先 別 百 分 比) ぱ)縦 パ ー セ ン ト

1内 部組織
か ら

2市 販の統
計 書

3県,市 町
村 など

4情 報 セ ン
ター な ど

5そ の他民

間 の団体

6企 業 7デ ー タ ・
パ ン クか ら

8定 期刊行

物な ど

9そ の他
合 計

01土 地 4.2 1.4 1.9 3.3 8.3 5.6 0 L8 3.3 2.4

02気 象 0.4 0 0 0 0 0 0.8 0.4 0.7 0.3

03人 口 19.1 13.9 15.6 0 2.1 16.7 2.4 9.2 4.6 11.8

04労 働 2.9 1.1 4.4 0 2.1 0 0.8 4.6 5.3 3.1

05事 業 所 10.0 6.0 7.6 6.7 0 0 2.4 3.5 3.3 5.7

06農 業 3.7 1.1 1.3 0 0 0 0 0.7 .1.3 1.3

07林 業 0 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 0.3 0.3 0 0 0 0.8 0 0.7 0.3

10製 造 業 9.1 9.9 9.5 0 4.2 0 3.3 5.3 7.3 7.6

11建 設 業 0.4 2.0 2.9 6.7 10.4 5.6 2.4 3.2 2.0 2.6

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0.6 0 0 0 0 0 0 0 0.1

13産 業 活 動 8.3 6.0 8.3 3.3 2.1 0 13.0 9.5 13.9 8.5

14物 資 需 要 及 び 流 通 2.9 1.4 1.9 3.3 2.1 0 0.8 L4 1.3 L7

15運 輸 及 び 通 信 0.8 0.3 0.6 0 0 11.1 0.8 0.4 0 0.6

16商 業 及 び 貿 易 8.3 7.9 8.9 13.3 4.2 1】.1 12.2 7.8 9.3 8.6

17サ ー ビ ス 業 0.8 L4 2.2 0 12.5 0 0 1.4 0.7 1.6

18企 業 及 び 経 営 4.2 4.3 1.9 13.3 6.3 27.8 13.8 7.0 7.3 5.8

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 L7 3.7 1.3 6.7 10.4 0 5.7 2.5 3.3 3.0

⑳ 物 価 7.9 8.8 9.5 10 4.2 5.6 10.6 18.7 8.0 10.5

21賃 金 1.7 3.7 2.2
.

3.3 8.3 0 0.8 4.2 2.0 2.9

22家 計 2.5 8.8 3.8 6.7 10.4 5.6 9.8 5.3 6.9 6.3

23住 居 3.7 3.7 3.2 0 2.1 0 3.3 2.5 2.7 3.1

24財 政 2.9 2.8 3.2 10 6.3 5.6 0.8 2.1 L3 2.8

25国 『民 及 び 県 民 経 済 '3
.3 8.8 6.4 6.7 4.2 5.6 13.0 6.0 10.6 7.2

26社 会 保 障 0.4 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0.1

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.8 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0.2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 o 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 0.3 3.3 0 0 0 0 0 0.1

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0 1.4 0 3.3 0 0 1.6 0.7 0.7 0.7

34総 合 及 び そ の 他 0 0.6 2.2 0 0 0 0.8 2.1 0.7 1.1

合 計 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100



表2-11(a)機 関 類 別 入 手 の 媒 体
囲 実 数

1印 刷 物 2コ ピ ー ・閲 覧 3機 械可読媒体
(磁 気テープ等)

4オ ン ラ イ ン 5そ の 他
合 計

01都 ・ 県 37 6 4 0 1 48

02特 別 区 ・ 市 260 49 11 0 7 327

03商 工会 議所 ・ 中 小企 業 団体 161 9 0 0 0 170

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 281 32 11 90 8 422

05シ ン ク タ ン ク 123 13 7 8 0 151

06民 間 138 19 14 12 0 183

07国 の 機 関 32 3 0 3 5 43

合 計 1032 131
'47

113 21 1344

ー
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表2-11(b)機 関 類 別 入 手 の 媒 体(百 分 比)

囲 横 パ ー セ ン ト

1印 刷 物 2コ ピ ー ・閲 覧 3機 械可読媒体
(磁 気テープ等)

4オ ン ラ イ ン 5そ の 他 合 計

01都 ・ 県 77.1 12.5 8.3 0 2.1 100

02特 別 区 ・ 市 79.5 15.0 3.4 0 2.1 100

03商 工 会議 所 ・ 中小企業 団体 94.7 5.3 0 0 0 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 66.6 7.6 2.6 21.3 1.9 100

05シ ン ク タ ン ク 81.5 8.6 4.6 5.3 0 100

06民 間 75.4 10.4 7.7 6.6 0 100

07国 の 機 関 74.4 7.0 0 7.0 11.6 100

合 計 76.8 9.8 3.5 8.4 1.6 100

⑨
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実 数
統計 分野別入手の媒体表2-12(a)

計合

31

2

591

45

76

17

1

0

5

98

≡2

271

19

6

201

18

83

44

341

43

86

37

29

96

1

0

3

0

2

0

0

9

18

4413

他のぞ5

0

0

3

0

2

0

0

0

0

1

2

0

1

0

0

5

0

1

0

1

2

1

1

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

21

ン狛ンオ4

0

1

1

2

0

0

0

0

1

4

3

0

19

2

0

12

1

14

10

12

0

12

3

1

12

0

0

0

0

0

0

0

2

1

131

体
)媒等続ブ可一械テ機気磁OJ(

2

0

10

2

5

0

0

0

0

7

0

0

6

0

0

4

0

2

2

2

0

1

0

0

3

0

0

0

0

0

0

0

0

11

47

覧澗↑コ2

7

0

27

1

10

4

0

0

0

11

4

0

8

2

1

10

3

7

4

8

4

5

1

6

6

0

0

1

0

0

0

0

0

1

311

物刷.印1

22

1

181

40

59

13

1

0

4

75

24

2

93

15

5

89

14

59

28

111

37

67

32

22

74

1

0

2

0

2

0

0

7

15

3210

地土01

象気02

口人03

働労04

所業事05

業農06

叢林07

業庭水08

業鉱09

業造型10

業設建11

道水び及スガ
水

気電12

動活業産13

通流び及要需資物14

信通び及輸運15

易貿び及業商16

業スビ
ー

サー7

菅縫び及業企18

険保び及融金貨通19

価物20

金貨.21

計家22

居住23

政財24

済経民県び及民国お

障保会社%

生衛健保27

育教28

化文び及会社29

挙選び及員務公30

察警び及法司31

故事び及害災32

計統際国33

他のぞび及合総34

計合

－
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横 パ ー セ ン ト統計分野別入手 の媒体C分 野 別百分 比)表2-12(b)

1印 刷 物

A」-

2コ ピー ・閲覧

`

3… 機 械可続媒体

(磁 気テ ープ等)

一 「 」

4オ ン ラ イ ン 5そ の 他 合 計

Ol土 地 71.0 22.6 6.5 0 0 100

02気 一象 50 0-'^ 0 50 0 100

03人 目 74.2 17.0" 6.3 0.6 1.9 100

04労 働
'88

,9' 2.2 4.4 4.4 0 100

05事 業 所 ,77.6 13.2『 6.6 0 2.6 100

06農 業 76.5 23.5- 0 0 0 100

07林^業 100. 0 0・ 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 80 0
・0 20 0 100.

10製 造 業 76.5 11.2 7.1 4.1 1.0 10.0

11建 設 業 72.7 12.1 0 9.1 6.1 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 100 0 0. 0 0 100

13産 業 活 動
一73

.2 6.3 4.7 15.0 0.8 100

14物 資 需 要 及 び 流 通
.79

,0　 ～
'10

.5 0 10.5 0 .100

15運 輸 及 び 通 信 83.3
一16

.7一 0 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 74・1 8.3 3.3 10 4.2 100

17サ ー ビ ス 業 77.8 16.7 0・ 5.6 0 100

18企 業 及 び 経 営 71.1 8.4. 2.4 16.9 1.2 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 63.6 9.1 4.6 22.7 0 100

20物 価
'82

.8 6.0 1.5 9.0 0.8 100

.21賃 金
86.1 9.3 0 0 4.7 100

22家 計 77.9 5.8 1.2 14.0 L2 100

臼 住 居 86.5 2.7 0』 8.1 2.7 100

24財 政 75.9 20.7, 0 3.5 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 77.1
"6

.'3
『3

.1 12.5 1.0 100

'26社 会 保 障 100 0 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 σ

28教.育 66.7., 33.3 0 0 0 100

29社 会 及 び 文 化 0. 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 100' 0 0 0 0 100

3】 司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 77.8 0 ・0 222 0 100

34総 合 及'び そ の 他 葛3.3

　 5

.6

^5
,6 5.56 ・0 ・100

合 計 76.8
'9

.8 3.5 8.41 1.6 100
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縦パ ー セ ン ト統計分野別入手の媒体(媒 体別百分比)表2-12(c)

1印 刷 物 2コ ピー ・閲 覧 3機 械可続媒体

(磁 気 テープ等)

4オ ン ラ イ ン 5.そ の 他 合 計

Ol土 地 2.1 5.3 43 0 0 2.3

02気 象
,

0.1 0 0 0.9 0 0.2

03人 目 11.4 20.6 21.3 0.9 14.3 11.8

04労 働 3.9 0.8 4.3 1.8 0 3.4

05事 業 所 5.7 7.6 10.6 0 9.6 5.7

06農 業 1.3 3.1 0
.

0 0 1.3

07林 業 0.1 0 0 0 0 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.4 0 0 0.9 0 0.4

10製 造 業 7.3 8.4 14.9 3.5 48 7.3

11建 設 業 2.3 3.1 0 2.7 9.6 2.5

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.2 0 0 0 0 0.2

13産 業 活 動 9.0 6.1 12.8 16.8 4.8 9.5

14物 資 需 要 及 び 流 通 L5 1.5 0 1.8 0 L4

15運 輸 及 び 通 信 0.5 0.8 0 0 0 0.5

16商 業 及 び 貿 易 8.6 7.6 8.5 10.6 23.8 8.9

17サ ー ビ ス 業 1.4 2.3 0 0.9 0 1.3

18企 業 及 び 経 営 5.7 5.3 4.3 12.4 4.8 6.2

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.7 3.1 4.3 8.9 0 3.3

20物 価 10.8 6.1 4.3 10.6 4.8 10.0

21賃 金 3.6 3.1 0 0 9.5 3.0

22家 計 6.5 3.8 2.1 10.6 4.8 6.0

23住 居 3.1 0.8 0 2.3 4.8 2.8

24財 政 2.1 4.6 0 0.9 0 2.2

25国 民 及 び 県 民 経 済 7.2 4.6 6.4 10.6 4.8 7.1

26社 会 保 障 0.1 0 0 0 0 0」

27保 険 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.2 0.7 0 0 0 0.2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0 0 0 0.2

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0.7 0 0 L8 0 0.7

34総 合 及 び そ の 他 1.5 0.8 2.1 0.9 0 1.3

合 計 100 100 100 100 100 100
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(2)利 用 地 域区 分

表2-13～14が,利 用地 域 区 分 を ま とめ た もの で あ る。

都 県 と特 別区 ・市,商 工 会 議 所 は,そ の 機 関 特 性 に よ り 「都道 府 県」 単 位 で利用 す る こ

とが 多 く,各 々40%,34.4%,48.4%と 答 えて い る。 更 に特 別 区 ・市 と商工 会 議 所 は各

々27.3%,17.6%の 割 合 で 「町 丁 別 」 のデ ー タ利 用 を図 って い る
。 対 して銀行 ・金 融機 関,

民 間 は各 々65.2%,63.8%と 「全 国 」単 位 で 利用 してい る。

国 は,ほ ぼ 同程 度 に 「都道 府 県 」 「全 国」 の利 用 を してい る。

統 計 分 野別 に み る と,「 企 業 及 び経営 」 「通貨 ・金 融及 び保 険 」 「物価 」 「家計 」 「財政 」

「国民 及 び県 民経 済 」 等 は 「全 国 」 の地 域 区 分で 利 用 され る こ とが 多 く,一 方,「 運 輸 及 び通

信 」 「サ ー ビス業 」 「農業 」 「人 口」 「事業 所 」 「住居 」 は 「都 道 府 県 」単位 の利 用 が最 も多

い。 しか し,「 土地 」 「人 口」 「事業 所 」 「農業 」 「運 輸 及 び通 信 」 「サ ー ビス業 」 等 につ い

て は 「町丁 別 」 とか な り細 か い地 域区 分 で 利 用 さ れ る こ と も多 い。'
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表2-13(a)機 関 類 別 利 用 地 域 区 分
囲 実 数

1全 国 2都 道 府 県 3町 丁 別 4'メ ッ シ ュデ ー タ 5そ の 他
合 計

01都 ・ 県 10 24 7 4 1'5 60

02特 別 区 ・ 市 67 136 108 15 69 395

03商 工 会 議所 ・ 中小 企業 団体 72 121 44 7 6 250

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 245 79 30 2 20 376

05シ ン ク タ ン ク 89 82 13 11 4 199

06民 間 139 50 21 7 1 218

07国 の 機 関 21 17 6 0 11 55

合 計 643 509 229 46 126 1553

-

Φ
]

1

表2-13(b)機 関 類 別 利 用 地 域 区 分(百 分 比)
駐)横 パ ー セ ン ト

1全 国 2都 道 府 県 3町 丁 別 4メ ッシュデー タ 5そ の 他
合 計

01都 ・ 県 16.7 40 11.7 6.7 25 100

02特 別 区 ・ 市 17.0 34.4 27.3 3.8 17.5 100

03商 工 会 議所 ・ 中小企 業 団体 28.8 48.4 17.6 2.8 2.4 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 65.2 21.0 8.0 0.5 5.3 100

05シ ン ク タ ン ク 44.7 41.2 6.5 5.5 2.0 100

06民 間 63.8 22.9 9.6 3.2 0.5 100

07国 の 機 関 38.2 30.9 10.9 0 20 100

合 計 41.4 32.8 14.8 3.0 8.1 100



実 数表2-14(a)統 計 分 野 別 利 用 地.域 区 分

.

1

計

34

2

37

49

04

19

1

0

8

24

40

2

26

24

7

35

23

79

34

63

44

92

50

33

93

1

0

2

0

2

0

0

7

18

53

合

2

1

1

1

1

1

15

他

.

「

の

6

0 '

19

0

10

5

0

0

1

12

3

0

6

2

0

12

2

6

3

口

2

5

5

3

6

1

0

2

0

0

0

0

1

3

26

凌

,

1

5タヂ治

3

0

5

0

8

0

0

0

0

4

2

0

3

1

0

5

0

1

1

0

0

0

3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

ツ

1

4

メ4別丁

10

0

59

4

25

4

0

0

0

21

4

0

14

3

2

24

6

6

0

口
3

4

6

3

8

0

0

0

0

1

0

0

0

7

29

町

馳

2

3

・

一

県

,

府道都

9

1

85

20

39

6

1

0

3

39

13

0

32

9

3

42

8

17

4

60

16

36

21

13

27

0

0

0

0

0

0

0

0

5

095

2国

、

6

1

9

5

2

4

0

0
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横パ ー セ ン ト
表2-14(b)統 計 分 野 別 利 用 地 域 区 分(分 野 別 百 分 比)

1全 国 2都 道 府 県 3町 丁 別 4メ ッシュデータ 5そ の 他 合 計

OI土 地 17.7 26.5 29.4 8.8 17.7 100

02気 象 50 50 0 0 0 100

03人 口 24.9 35.9 24.9 6.3 8.0 100

04労 働 51.0 40.8 8.2 0 0 】00

05事 業 所 2L2 37.5 24.0 7.7 9.6 100'

06農 業 21.1 3L6 21.1 0 26.3 100

07林 業 O 100 0・ 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 50 37.5 0 0 12.5 100

10製 造 業 38.7 31.5 16.9 3.2 9.7 100

11建 設 業 45 32.5 10 5 7.5 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 100 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 56.4 25.4 lL1 2.4 4.8 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 37.5 37.5 12.5 4.2 8.3 100

15運 輸 及 び 通 信 28.6 42.9, 28.6 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 38.5 31.1 17.8 3.7 8.9 100

17サ ー ビ ス 業 30.4 34.8 26.1 0 8.7 100 .

18企 業 及 び 経 営 62.0 21.5 7.6 L3 7.6 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 76.5 1L8 0 2.9 8.8 100

20物 価 47.2 36.8 9.2 0 6.8 100

21賃 金 52.3 36.4 6.8 0 4.6 100

22家 計 51.1 39.1 4.4 0 5.4 100

23住 居 30 42 12 6 10 10ρ

24財 政 42.4 39.4 9.1 0 9.1 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 55.9 29.0 8.6 0 6.5 100

26社 会 保 障 ・0 0 0 0 100 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 100 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 50 0 50 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 一 〇 0 0 0 0

33国 際 統 計 85.7 0 0 0 14.3 100

34総 合 及 び そ の 他 16.7 27.8 38,…9 0 16.7 100

合 計 4L4 32.8 14.8 3.0 8.1 100
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縦 パ ー セ ン ト表2-14(c)統 計分野別利用地域区分(地 域区分別百 分比)

1全 国 2都 道 府 県 3町 了 別 4メ ッシ ュデ ー タ 5そ の 他
合 計

01土 地 0.9 L8 4.4 6.5 4.8 2.2

02気 象 0.2 0.2 0 0 0 0.1

03人 口 9.2 16.7 25.8 32.6 15.1 15.3

04労 働 3.9 3.9 1.8 0 0 3.2

05事 業 所 3.4 7.6 1α9 17.4 7.9 6.7

06農 業 0.6 1.2 L8 0 4.0 1.2

07林 業 0 0.2 0 0 0 0.1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.6 0.6 0 0 0.8 0.5

10製 造 業 7.5 7.7 9.2 8.7 9.5 8.0

11建 設 業 2.8 2.6 1.8 4.4 2.4 2.6

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.3
『0

0 0 0 0.1

13産 業 活 動' 1LO. 6.3 6.1 6.5 4.8 8.1

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.4 1.8 L3 2.2 1.6 1.6

15運 輸 及 び 通 信 0.3 0.6 0.9 0 0 0.5

16商 業 及 び 貿 易 8.1 8.3 10.5 10.9 9.5 8.7

17サ ー ビ ス 業 1.1 1.6 2.6 0 1.6 1.5

18企 業 及 び 経 営 7.6 3.3 2.6 2.2 4.8 5.1

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 40 0.8 0 2.2 2.4 2.2

⑳ 物 価 12.0 1L8 6.6 0 8.7 10.5

烈 賃 金 3.6 3.1 1.3 0 1.6 2.8

22家 計 7.3 7パ 1.8 0 4.0 5.9

宏 住 居 2.3 4.1 2.6. β・5
4.0 3.2

24財 政 2.2 2.6 1.3 0 2.4 2.1

25国 民 及 び 県 民 経 済 8.1 5.3 3.5 0 4.8 6.0

缶 社 会-保 障 0 0 0 0 0.8 0.1

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 L6 OJ

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0.4 0 0 0.1

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

田 国 際 統 計 0.9 0 0 0 0.8 0.5

詞 総 合 及 び そ の 他 0.5 1.0 3.1 0 2.4 L2

合 計 100' 100 100 100 100 100
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(3)加 工 方 法 ・レベル

表2-15～18が,加 工 方 法 ・レベル を まとめ た もの であ る。,

全 般 的 に 見 てみ る と,「 電 卓 を主 として使 用 」 が36.8%,「 特 に 加 工 は 行 わな い」 が

28.0%で 電 算 機 を 利 用 して で の加工 は相 対 的 に少 な い こ とが 分 か る。

国 の 機 関 は 「電 卓 を 主 と して使 用」 に 片寄 って お り,対 して都 県 は 「特 に 加工 を行 わな い」

に 片寄 って い る。 そ の 中 に あ って,銀 行 及 び金 融機 関等 は28.4%の 割 合 で 「コン ピ ュー タ

と対 話 形 式 で加 工 」 と答 えて い るのは特 徴的 で あ る。

統 計 分 野 別 に み る と,各 分 野 と も 「電 卓 を主 と して利 用」 に片 寄 ってい る中 に.あって 「企業

及 び経 営 」,「 通 貨 ・金 融 ・保 険 」 は 相対 的 に 「コン ピュー タ と対 話形 式 で加 工 」 の頻 度 が 高

いの が 特 徴 的 で あ る。

統 計 デ ー タを どの ような加工 レベ ルで 利用 して い るか とい う観 点 か ら全 般的 にみ る と,「 グ

ラ フ表 レベ ルの作 成」,「 入 力 デ ー タをそ の まま 利用 」 「表 計算(単 純 集計 ・ク ロス集 計)」

とい う順位 にな ってい る。 国 の機 関 は,「 グ ラフ表 レベルの 作成 」 に大 き く片寄 って お り,対

して 都 県 で は幾 分 「統 計 解 析処 理 」 に片 寄 って い る。

統 計 分 野 別 にみ る と,「 企業 及 び経 営 」 は他 分 野 に比 して,「 統 計解 析処 理 」 が な され る こ

とが や や高 い。 「国民 及 び県 民経 済 」 は,低 い頻度 で あ るが,「 モ デル分 析 」が な され る傾 向

が あ る。

●
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表2-15(a)機 関 類 別 加 工 方 法
旬 実 数

1電 卓 を主 とし
て 使用

2コ ン ピュ ー タ

と対 話 形 式 で 加

工

3リ ス ト等 を打

ち出 して机 上で
加工する

4他 機関に 目的
とす るものを作
成 して もらう

5プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工 は行
わない

7そ の 他

合 計

01都 ・ 県 8 8 5 0 8 30 8 67

02特 別 区 ・ 市 127 1 16 15 11 130 0 300

03商 工会議所 ・ 中小企業 団体 71 11 23 17 2 48 10 :172

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 119 113 52 3 6 103 i2 ;398

05シ ン ク タ ン ク 68 36 40 8 44. 22 :0
1
218

06民 間 108 33 5 1 22 56 10 22・5

07国 の 機 関 23 3 0 3 5 9 iO 43

合 計 524 205 141 47 98 398 10 ・1423

ー
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表2-15(b)機 関 類 別 加 工 方 法(百 分 比)
㈱ 横 パ ー セ ン ト

1電 卓を主と し

て使用
2コ ン ピュ ー タ

と対話 形 式 で加

工

3リ ス ト等 を打

ち出 して机上で
加工 する

4他 機関に 目的

とする ものを作

成 して もらう

5'プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工 は行

わない

7・ そ の 他

合 計

Ol都 ・ 県 】1.9 11.9 7.5 0 11.9 44.8 11.9 100

02特 別 区 ・ 市 42.3 0.3 5.3 5 3.7 43.3 0 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 41.3 6.4 13.4 9.9 1.2
'

27.9 0 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 29.9 28.4 13.1 0.8 1.'5 25.9 0.5 100

05シ ン ク タ ン ク 31.2 16.5 18.4 3.7 20.2 10.1 0 100

06民 間 48 14.7 2.2 0.4 9.8 24.9 0 100

07国 の 機 関 53.5 7.0 0 7.0 1L6 20.9 0 100

合 計 36.8 14.4 9.9 33 6.9 28.0 α7 100

s ●
φ ●
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表2-16(a)機 関 類 別 加 工 レ ベ ル
㈱ 実 数

1入 力デ ータを

そ の才ま利用
2表 計算(単 純
集計 ・クロス集
計)

3グ ラ フ'表 レ
ベ ル の作 成

4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析 6そ の 他

合 計

01都 ・ 県 20 6 18 17 2 0 63

02特 別 区 ・ 市 120 82 111 21 12 7 353

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 45 26 42 15 22 6 156

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 117 70 184 70 21 13 475

05シ ン ク タ ン ク 88 76 79 57 38 0 338

06民 間 59 65 62 38 25 0 249

07国 の 機 関 7 18 27 8 1 0 61

合 計 456 343 523 226 121' 26 1695

ー
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表2-16(b)機 関 類 別 加 工 レ ベ ル(百 分 比)
旬 横 パ ー セ ン ト

1入 力データを

そのまま利用

2表 計算(単 純

集計 ・ク ロス集
計)

3グ ラブ ・表 レ
ベ ルの 作 成

4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析 6そ の 他
合 計

01都 ・ 県 31.8 9.5 28.6 27.0 3.2 0 100

02特 別 区 ・ 市 34.0 23.2 31.4 6.0 3.4 2.0 100
'0
3商 工会議所 ・ 中小企業 団体 28.9 16.7 26㌦9 9.6 14.1 3.9 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 24.6 17.7 38.7 14.7 4.4 2.7 100

05シ ン ク タ'ン ク 26.0 22.5 23.4 16.9 11.2 0 100

06民 間 23.7 26.1 24.9 15.3 10.0 0 100

07国 の 機 関 11.5 29.5 44.3 13.1 L6 0 100

合 計 26.9 20.2 30.9 13.3 7.1 1.5 100
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表2-17(a)統 計 分 野 別 加 工 方 法 旬 実 数

1電 卓を主と し

て使用

2コ ン ピュータ

と対話形式 で加
工

3リ ス ト等 を打
ち出 して机上で

加工す る

4他 機関に 目的
とする ものを作

成 して もらう

5`プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工は行
わない

7;そ の 他

合 計

01土 地 8 2 3 0' 2 14 0 ・29

02気 象 1 1 1 0 1 1 0 5

03人 口 74 13 17 10 24 36 1 175

04労 働 15 9 2 0 1 18 0 45

05事 業 所 34 4 11 6 8 23 1 87

06農 業 5 0 1 0 0 9 0 15

07林 業 0 0 0 0 0 1 0 1

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 2 1 1 0 0 1 0 5

10製 造 業 46 16 16 5 10 27 0 120

11建 設 業 14 6 8 2 4 4 0 38

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 1 0 0 0 0 1 0 2

13産 業 活 動 48 27 13 7 9 37 2 143

14物 資 需 要 及 び 流 通 6 1 4 1 0 5 0 17

15運 輸 及 び 通 信 3 0 0 0 0 2' 0 5

16商 業 及 び 貿 易 52 18 12 8 6 32 0 128

17サ ー ビ ス 業 8 1 3 .2 1 5 0 20

18企 業 及 び 経 営 28 22一 5 0 4 16 4. 79

19通 貨 ・金 融 及 び 保 険 13 12 7 1 2 10 1 46

20物 価 45 16 8 1 3 55 ,0 128

21賃 金 21 7 1 2 1 12 0 44

22家 計 24 18 5 1 4. 28 0 80

田 住 居 21 5 5 0 4 8 0 43

24財 政 15 1 6 0 2 7 0 31

25国 民 及 び 県 民 経 済 31 21 9 1 11 31 1 105

26社 会 保 、 障 1 0 0 0 0 0 0' 1

27保 健 衛 生 「0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 2 0 2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0' 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 1 0 0 0 0 1 0 2

31司 法 及 び 警 察 0 0' 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 4 3 2 0 0 3 0 12

34総 合 及 び そ の 他 3 1 1 0 1 9 0 】5

合 計 524 205 141 47 98 398
A

10 1423
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表2-17(b)統 計 分 野 別 加 工 方 法(分 野 別 百 分 比) .旬 横 パ ー セ ン ト

1電 卓を主 とし
て使用

2コ ン ピュ ー タ

と対 話 形 式 で 加

工

3リ ス ト等 を打

ち出 して机上で
加工する

4他 機 関に自的

とす るものを作
成 して もらう

5プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工は行
わない

7そ の 他
合 計

01土 地 27.6 6.9 10.3 0 6.9 48.3 0 100

02気 象 20 20 20 0 20 20 0 100

03人 口 42.3 7.4 9.7 5.7 13.7 20.6 0.6 100

04労 働 33.3 20 4.4 0 2.2 40 0 100

05事 業 所 39.1 46 12.6 6.9 9.2 26.4 1.2 100

06農 業 33.3 0 6.7 0 0 60 0 100

07林 業 0 0 0 0 0 100 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 40 20 20 0 0 20 0
'100

10製 造 業 38.3 13.3 13.3 42 8.3 22.5 0 100

11建 設 業 36.8 15.8 2Ll
'5

.3 10.5 10.5 0 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 50 0 0 ;0 0 50 0' 100

13産 業 活 動 33.6 18.9 9.1
'4

.9 6.3 25.9 1.4 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 35.3 5.9 23.5 .5.9 0 29.4 0 100

15運 輸 及 び 通 信 60 0 0 0 0 40 0 100

16商 業 及 び 貿 易 40.6 14.1 9.4 6.3 4.7 25 0 100

17サ ー ビ ス 業 40 5 15 10 5 25' 0 100

18企 業 及 び 経 営 35.4 27.9 6.3 0 5.1 20.3 5.1 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 28.3 26.1 15.2 2.2 4.4 21.7 2.2 100

20物 価 35.2 12.5 6.3 、0.8 2.3 43.0 0 100

21賃 金 47.7 15.9 2.3 4.6 2.3 27.3 0 100

22家 計 30 22.5 6.3 1.3 5 35 0 100

23住 居 48.8 11.6 11.6 0 9.3 18.6 0 100

24財 政 48.4 3.2 19.4 0 6.5 22.6 0 10 .0

器 国 民 及 び 県 民 経 済 29.5 20 8.6 1.0 10.5 29.5 1.0 100

26社 会 保 障 100 0 0 0 0 0 0
'100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 100 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 50 0 0 0 0 50 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0

田 国 際 統 計 33.3 25 16.7 0 0 25 0 100

34総 合 及 び そ の 他 20 6.7 6.7 0' 6.7 60 0 100

合 計 36.8 14.4 9.9 3.3 6.9 28.0 0.7 100



i⑰ 縦パ ー セ ン ト
統計分野別加工方法(加 工方法別百分比)表2-17(c)

'、 ・ 、

1電 卓 を主 とし
て使用

2コ ン ピ ュー タ

と対 話 形式 で加

工

3リ ス ト等 を打
ち出 して机上で

加工する

4他 機関 に目的

とする もの を作
成 して もらう

5プ ログラムを

自機関で作成 し
て加工

6特 に加工は行
わ ない

7'そ の 他

'

合 計

01土 地 1.5 1.0 2.1 0' 2.0 3.5 0 2.0

02気 象 0.2 0.5 0.7 0 LO 0.3 0 0.4

03人 口 14.1
'6

.3 1.2.0 2L3
.

24.5 9.1 10 12.3

04労 働 2.9 4.4 1.4 0 1.0 4.5 0 3.2

05事 業 所 6.5 2.0 7.8 12.8 8.2 5.8 10 6.1

06農 業 1.0 0 0.7 0 0 2.3 0
』1

.1

07林 業 0 0 0 0 0 0.3 0 α1

08水 産 業 0 0 0 0' 0 0 0 0

09鉱 業 O.4 0.5 0.7 0 0 0.3 0 0.4

10製 造 業 8.8 7.8 11.4 。10
.6 10.2 6.8' 0 8.4

11建 設 業 2.7
.'

2.9 5.7 4.3 4.1 1.0 0 2.7

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.2 0 0 0 0 0.3 0 0.1

13産 業 活 動 9.2 13.2 9.2 14.9 9.2 9.3 20 10」

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.2 0.5 2.8 2.1 0 1.3 0 1.2

15運 輸 及 び 通 信 0.6 0 0` 0 0 0.5 0 0.4

16商 業 及 び 貿 易 9.9 8.8 8.5 17.0 6.1 8,0・ 0 9

17サ ー ビ ス 業 L5 0.5 2.1 4.3 1.0 L3
'0

1.4

18企 業 及 び 経 営 5.3 10.7 3.6 0 4.1 4.0 40 5.6

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.5 5.9 5.0 2.1 2.0 2.5 10 3.2

釦 物 価 8.6 7.8 5.7 2.1 3.1 13.8 0 9

21賃 金 4.0 34 0.7 4.3 1.0 3.0 0 3.1

2家 計 4.6 8.8 3.6 2.1 41 7.0 0 5.6

鴎 住 居 4.0 2.4 3.6 0 4.1 2.0 0 3.0

勿 財 政 2.9 0.5 4.3 0 2.0 1.8 0 2.2

宏 国 民 及 び 県 民 経 済 5.9 10.2 6.4 2.1 11.2 7.8 10 7.4

宏 社 会 保 障 0.2 0 0 0 0 0 0 0.1

刀 保 健 衛 生 0
'0

0 0 0 0 0
'0

田 教 育 0 0 0 0 0 0.5 0 0.1

四 社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 .0 0
.
0 0.3 0 0.1

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0』' 0 0 0 0

泣 災 害 及 び 事 故 0 0 0 0・ 0 0 0 0

田 国 際 統 計 0.8 L4 1.4 0 ・0 0.8 0 0.8

詞 総 合 及 び そ の 他 0.6 0.5 0.7 0 1.0 2,3. 0 .1.1

合 計 100 100 100 10'0 100 100 100 100
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表2-18(a)統 計 分 野 別 加 工 レ ベ ル ⑰ 実 績
.

l

l

Ii三
1

、

1入 力 データを
その まま利用

1表 計 算(単 純'

集 計 ・ク ロス集

計)

3グ ラ フ ・表 レ
ベ ルの 作成

4統 計解析処理 』5モ デ ル 分 析 6そ の 他
合 計

㊨

・

01土 地 11 6 8 3' 1 1 30

02気 象 1 1 1 1 1 0 5

03人 口 53 54 63 34 15 2 221

04労 働 13 9 18 5 1 0 46

05事 業 所 28 25 30 10 7 2 102

06農 業 10 3 8 0 0 0 21

07林 業 0 0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 1 0 2 1 0 0 4

10製 造 業 44 36 47 19 7 2 155

11建 設 業 13 9 17 6 4 0 49

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 1 0 0 0 0 1

13産 業 活 動 45 26 51 24 12 1 159

14物 資 需 要 及 び 流 通 5 2 6 '3
0 1 17

15運 輸 及 び 通 信 4 0 1 0 0 0 5

16商 業 及 び 貿 易 37 37 53 18 8 6 159

17サ ー ビ ス 業 5 5 10 2 2 0 24

18企 業 及 び 経 営 29 11 30 27 6 0 103

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 11 6 19 12 2 0 50

20物 価 37 27 39 10 12 7 132

21賃 金 12・ 11 14 7 6 0 50

22家 計 27 16 32 10 5 3 93

23住 居 18 13 16 6 6 1 60

24財 政 11 11 13 2 1 0 38

25国 民 及 び 県 民 経 済 26 31 40 24 20 0 141

26社 会 保 障 0 1 1 0 0 0 2

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 2 0 0 0 0 0 2

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 1 0 0 0 1 0 2

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 4 1 2 1 2 0 10

34総 合 及 び そ の 他 8 1 2 1 2 0 14

合 計 456 343 523 226 121 26 1695
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表2-18(b)'統 計 分 野 別 加 工 レ ベ ル(分 野 別 百 分 比) ⑰ 横 パ ー セ ン ト

1入 力デ ータを

その まま利用

2表 計算(単 純

集計 ・クロス集
計)

3グ ラフ ・表 レ
ベ ルの作 成

4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析 6そ の 他
合 計

01土 地 36.7 2'0 26.7 10 3.3 3.3 100

02気 象 20 20 20 20 20 0 100

03人 目 24.0 24.4 28.5 15.4 6.8 0.9 100

04労 働 28.3 19.6 39.1 10.9 2.2 0 100

05事 業 所 27.5 24.5 29.4 9.8 6.9 2.0 100

06農 業 47.6 14.3 38.1 0・ 0 0 100

07林 業 0 0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0・ 0 0 0 0 0
'0

09鉱 業 25 0 50 25 0 0 100

10製 造 業 28.4 23.2 30.3 12.3 4.5 1.3 100

11建 設 業 26.5 18.4 34.7 12.2 8.2 0 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 100 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 28.3 16.4 32.1 15.1 7.6 0.6 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 29.4 1L8 35.3 17.7 0 5.9 100

15運 輸 及 び 通 信 80 0 20 0 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 23.3 23.3 33.3 11.3 5.0 3.8 100

17サ ー ビ ス 業 20.8 20.8 4輻7 8.3 8.3 0 100

18企 業 及 び 経 営 28.2 10.7 29.1 262 5.8 0 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 22 12 38 24 4 0 100

20物 価 28.0 20.5 29.6 7.6 9.1 5.3 100

21賃 金 24 22 28 14 12 0 100

2家 §十 29.0 17.2 344 10.8 6.4 3.2 100

脇 住 居 30 21.7 26.7 10 10 1.7 100』

24財 政 29.0 29.0 34.2 5.3 2.6 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 18.4 22.0 28.4 17.0 14.2 0 100

26社 会 保 障 0 50 50 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0` 0 0

28教 育 100 0 0 0 0 0 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 50 0 0 0 50 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0

3ゴ 災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 40 10 20 10 20 0 100

34総 合 及 び そ の 他 57.1 7.1 14.3 7.1 14.3 0 100

合 計 26.9 20.2 30.9 13.3 7.1 1.5 100

⑨ ● 4
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表2-18(c)統 計 分 野 別 加 主 レベ ル(加 工 レベ ル 別 百 分 比)
㈱ 縦 パ ー セン ト

S

ω

T

1入 力デー タを
その まま利用

2表 計算(単 純
集 計 ・クロス集

計)

3グ ラ フ ・表 レ
ベ ル の作 成

4統 計解析処理 5.モ デ ル 分 析 6そ の 他

合 計

01土 地 2.4 1.8 1.5 1.3 0.8 3.9 L8

02気 象 0.2 0.3 0.2 0.4 0.8 0' 0.3

03人 目 11.6 15.7 12.1 15.0 12.4 7.7 13.0

04労 働 2.9 2.6 3.4 2.2 0.8 0 2.7

05事 業 所 6.1 7.3 5.7 4.4 5.8 7.7 6.0

06農 業 2.2 0.9 1.5 0 0 0 1.2

07林 業 '0
0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.2 0 0.4 0.4 0 0 α2

10製 造 業 9.7 10.5 9.0 8.4 5.8 7.7 9.1

11建 設 業 2.9 21 12 0 3 0 2.9

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0.3 0 0 0 0 0.1

13産 業 活 動 9.9 7.6 9.8 10.6 9.9 3.9 9.4

14物 資 需 要 及 び 流 通 L1 0.6 1.2 1.3 0 3.9 1.0

15運 輸 及 び 通 信 0.9 0 0.2 0 0 0. 0.3

16商 業 及 び 貿 易 8.1 10.8 10.1 8.0 6.6 23.1 9.4

17サ ー ビ ス 業 1.1 1.5 1.9 0.9 L7 0 L4

18企 業 及 び 経 営 6.4 3.2 5.7 12.0 5.0 0 6.1

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.4 L8 3.6 5.3 1.7 0 3.0

20物 価 8.1 7.9 7.5 4.4 9.9 26.9 7.8

21賃 金 2.6 3.2 2.7 3.1 5.0 0 3.0

22家 計 5.9 4.7 6.1 4.4 4.1 11.5 5.5

田 住 居 4.0 3.8 3.1 2.7 5.0 3.9 3.5

24財 政 2.4 3.2 2.5 0.9 0.8 0 2.2

25国 民 及 び 県 民 経 済 5.7 9.0 7.7 10.6 16.5 0 8.3

26社 会 保 障 0 0.3 0.2 0 0 0 0.1

ガ 保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.4 0 0 0 0 0 0.1

29社 会 及 び 文 化 0 0
"

0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0 0 0.8 0 0.1

、

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 0.8 0.3 0.4 0.4 L7 0 0.6

34総 合 及 び そ の 他 1.8 0.3 0.4 0.4 1.7 0 0.8

合 計 100 100 100 100 100 100 100



2.2.5利 用上 の 問題 点

問 題 点 を明 ら掴 こするたぬ 入 手難 易,利 用 上 の問 題,更 に,入 手 上 の 問題 の観 点 か ら考 察 した い。

(1)入 手 の難 易

表2-19～20が 入 手 の 難 易 を ま とめ た もの で あ る。 全 般 的 に み る と 「容 易 に入 手 で き

た 」 が1位 で,「 入手 す る ため に 目的 地 まで 出掛 け た」 が2位 で あ るが,2位 なが らかな り差

が あ る。 そ の 中 で民 間 と シン ク タ ン クは 「入 手 す るた めに 目的 地 まで 出掛 け た」 が相 対 的 に幾

分 高 い傾 向 に あ る。

統 計 分野 別 にみ る と,「 容 易 に入手 できた 」に各 分 野 と も片 寄 って い るが,「 企 業 及 び経 営」

「建 設業 」 「製 造 業 」 「賃 金 」 「財政 」 は,「 入 手 す る ため 目的 地 ま で出 掛 け た」 が 相対 的 に

幾 分 高 い傾 向 に あ る。

② 利 用 上 の問題

表2-21～22が 利用 上 の 問題 を ま とめ た もの で あ る。 「公 表 時 期 が合 わな い(古 いな

ど)」,「 調 査事 項 が 無 い」,「 地域 区 分 が 合 わ ない 」 の順位 に な って い る。 国 の機 関 で は過

半 数,商 工 会 議 所 で は 約4割 の統 計 デ ータが 「公 表 時期 が 合 わ な い(古 い な ど)」 と答 え て

い るの に対 して,都 県 で は 過半 数 の 統計 デ ー タが 「地 域 区分 が 合 わ な い」 と答 え て い る。 ネ ッ

トワー ク化 に おいて は,以 上 の点 を考慮 す る こ とが 重要 で あ る。

統計 分 野別 に み る と,「 企業 及 び経 営 」 「労 働 」 「産 業 活 動 」 は 「公 表 時期 が合 わ な い(古

い な ど)」 との 回答 が 多 く,「 農 業 」 は 「調 査事 項 が ない」 との 回 答 が 多 い。

「利 用地 域区 分が 合 わな い 」 との回 答 は,「 土 地 」 「人 口」 「賃 金 」 「家計 」 「財政 」 で幾

分 高 い傾 向 に あ る。

③ 入 手 上の 問題 点

表2-23が 入手上 の 問題 を ま とめ た もの で あ る。

デ ー タ作 成機 関が 公的 機 関 の場 合 で問 題 があった とするのが131件,商 工 団体 等 が 作成 機 関

の場 合 は,113件 とな って い る。 全 般 的 に 「未 公 開 デ ー タで ある」 「入 手 源 が分 か らな い」

が 高 くな って お り,ネ ッ トワー ク を考 え た場 合 示 唆 さ れ る内 容 に な って い る。

問 題 あ り とされ る もの は,「 県 民所 得 統 計 」 「地 域別 消費 動 向」 「ベ ンチ ャ ー と ビ ジネス企

業 統計 」が あげ られ てい る。
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表2-19(a)機 関 類 別 入 手 難 易

囲 実 数

1容 易 に入 手 で

きた

2入 手するため
目的地まで出掛
けた

3何 処にあるか
確認が困難であ
った

4利 用目的に適
合 した内容を知
るのが困難であ
った

5そ の 他

合 計

01都 ・ 県 45 0 0 1 2 48

02特 別 区 ・ 市 264 2 1 5 15 287

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 153 11 2 2 0 168

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 272 31 6 8 0 317

05シ ン ク タ ン ク 118 15 0 1 1 135

06民 間 123 22 0 0 0 145

07国 の 機 関 33 5 0一 0 0 38

合 計 1008 86 9 17 18 1138

表2-19(b)機 関 類 別 入 手 難 易(百 分 比)
駐)横 パ ー セ ン ト

一

1容 易 に入 手 で

き た

2入 手するため
目的地まで出掛
けた

3何 処にあるか
確認が困難であ
った

4利 用 目的 に適

合 した 内容 を知
るの が 困難 で あ

あ った。

5そ の 他

合 計

01都 ・ 県 93.8 0 0 2.1 4.2 100

02特 別 区 ・ 市 92.0 0.7 0.3 1.7 5.2 100

03商 工会 議 所 ・ 中小 企業 団体 91.1 6.6 1.2 1.2 0 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 85.8 9.8 1.9 2.5 0 100

05シ ン ク タ ン ク 87.4 1L1 0 0.7 0.7 100

06民 間 84.8 15.2 0 0 0 100

07国 の 機 関 86.8 13.2 0 0 0 100

合 計 88.6 7.6 0.8 1.5 1:6 100
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数実③

計合

24

1

311

41

66

16

1

0

4

85

27

2

071

17

5

98

17

66

31

151

39

72

37

27

79

1

0

2

0

2

0

0

7

18

3811

▼

他の

(

0

0

3

0

1

0

0

0

0

1

0

0

4

0

0

1

1

0

0

3

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

18

そ5

易難

適
知

あにをで的容難目内因用たが利しの
た合るっ

0

0

1

0

2

0

0

0

0

0

0

0

3

0

「

0

1

0

1

2

2

0

1

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

17

の

4

手入別野分十

か
あるであ難に困処が何認

た確っ3

0

0

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

1

0

0

0

1

1

1

0

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

言
口

統㈲20

め
掛た出るですま手地人的

た目け

1

0

6

3

1

1

0

0

0

10

7

0

8

1

0

5

2

9

4

2

7

7

3

4

3

0

0

0

0

0

0

0

0

2

86

一

2

2表

で手入に易容

たき

23

1

211

38

61

15

1

0

4

74

20

2

92

15

5

90

14

56

25

071

31

62

33

20

74

1

0

2

0

2

0

0

7

12

0810

1

地土

象気

口人

働労

所業事

業農

業林

業産水

業鉱

業造製

薬殺建

道水び及スガ
.

気電

動活業産

通流び及要需資物

信通び及輸運

易貿び及業商

業スビー
サ

営繕び及業企

険保び及融金
●

貨通

個物

金貸

計家

居住

政財

横縫民県
ノ'

及民国

咋保会社

生衛健保

背教

化文び及会社

挙選び及員務公

察警び及法司

故事び及害災

計統際国

他のぞび及合総

計合

01

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

⑳

21

22

2

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

■ ■ ●
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横 パ ー セン ト統計 分野別 入手 の難易(分 野別百分比)表2-20(b)

1容 易に入手で
きた

2入 手す るため
目的地 まで 出掛
げ た

3何 処 にあるか
確認 が困難であ
った

4利 用目的に適
合 した内容を知
るのが困難であ

った

5そ の 他

合 計

01土 地 95.8 4.2 0 0 0 100

02気 象 100 0 0 0 0 100

03人 口 92.4 4.6' 0 0.8 2.3 100

04労 働 92.7 7.3 0 0 0 100

05事 業 所 92.4 ].5 L5 3.0 1.5 100

06農 業 93.8 6.3 0 0 0 100

07林 業 100 0 0' 0 0 100

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 100 0 0 0 0 100

10製 造 業 87.1 1L8 0 0 1.2 100

11建 設 業 74.1 25.9 0 0 0 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 100 0 0 0 0 100

13産 業 活 動 86.0 7.5 0 2.8 3.7 100

14物 資 需 要 及 び 流 通 88.2 5.9 5.9 0 0 100

15運 輸 及 び 通 信 100 0 0 0 0 100

16商 業 及 び 貿 易 91.8 5.1 輻0 1.0 1.0 100

17・ サ ー ビ ス 業 82.4 11.8 0 0 5.9 100

18企 業 及 び 経 営 84.9 13.6 0 1.5 0 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 80.7 2.9 0 6.5 0 100

20物 価 93.0 1.7 0.9 1.7 2.6 100

21賃 金 79.5 18.0 2.6 0 0 100

2家 計 86.1 9.7 1.4 1.4 1.4 100

刀 住 居 89.2 8.1 0 2.7 0 100

勿 財 政 74.1 148 3.7 7.4 0 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 93.7 3.8 2.5 0 0 100

26社 会 保 障 100 0 0 0 0 100

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 100 0 0 0 0 100 .

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 100 0 0 0 0 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0. 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 100 .0 0 0 0 100

34総 合 及 び そ の 他 66.7 11.1
一

0
● も

5.6 16.7 100

合 計 88.6 7.6 . 0.8 1.5 1.6 100
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表2-20(c)統 計 分 野 別 入 手 の 難 易(入 手 別 百 分 比)
間 接 パ ー セ ン ト

1容 易に入手で

きた

2入 手す るため

目的地 まで出掛
け た

3何 処に あるか
確認が困難であ
った

4利 用 目的 に適
合 した内容 を知
るのが困難であ
った

5そ の 他
■

合 計

01土 地 2.3 L2 0 0 0 2.1

02気 象 0.1 0 0 0 0 0.1

03人 口 12 7.0 0 5. 16.7 11.5

04労 働 3.8 3.5 0 0 0 3.6

05事 業 』 所 6.1 1.2 1】.1 11.8 5.6 5.8

06農 業 1.5 L2 0 0 0 1.4

07林 業 0.1 0 0 0 0 011

08水 産 業 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0.4 0 0 0 0 α4

10製 造 業 7.3 11.6 0 0 5.6 7.5

11建 設 業 2.0 8.1 0 0 0 2.4

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0.2 0 0 0 0 0.2

13産 業 活 動 9.1 9.3 0 17.7 22.2 9.4

14物 資 需 要 及 び 流 通 1.5 L2 11.1 0 0 1.5

15運 輸 及 び 通 信 0.5 0 0

.

0 0 0.4

16商 業 及 び 貿 易 8.9 5.8 11.1 5.9 5.6 8.6

17サ ー ビ ス 業 1.4 2.3 0 0 5.6 L5

18企 業 及 び 経 営 5.6 10.5 0 5.9 0 5.8

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 2.5 4.7 0 1L8 0 2.7

⑳ 物 価 10.6 2.3 11.1 11.8 16.7 10.1

21賃 金 3.1 8.1' 1工1 0 0 3.4

22家 計 6.2 8.1 1L1
,

5.9 5.6 ・36
.3

刀 住 居 3.3 3.5 0 5.9 0 3.3

24財 政 2.0 4.7 11.1 1L8 0 2.4

宏 国 民 及 び 県 民 経 済 7.3 3.5 2'2.2・ 0 0 6.9

26社 会 保 障 0.1 0 0 0 0 0.1

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0

28教 育 0.2 0 0 0 0 0.2

四 社 会 及 び 文 化 0 0. 0 0 0
'

0

30公 務 員 及 び 選 挙 0.2 0 0 0 0 0.2

31司 法 及 び 警 察 0馳
0 0 0 0 0』

32災 害 及 び 事 故 0 0 0

-

0 0 0

33国 際 統 計 0.7 0 0 0 0 0.6

34総 合 及 び そ の 他 1.2 2.3 0 5.9 16.7 L6

合 計 100 100 100 100 100 100

● ●
亀 ◆
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表2-21(a)機 関 類 別 問 題 の あ っ た 事 項
㊧ 実 数'

1調 査事項
がない

2地 域区分
が合わない

3時 系列区

分(周 期)
が合 わない

4公 表時期
が合わない

(古 いなど)

5客 体数 ・

抽出数 が不
十分

6統 計ごとに項 目
の定 義(集 計単位

等)が 異 な り困 る
ことが多い

7調 査項 目の分類
が不適当,使 い も
のにならない

8時 系列デ
ータに欠陥

が あ り困る

事がある

,

9そ の他

合 計

01都 ・ 県 0 4 0 1 0 1 0 0 0 6

02特 ・ 別 区 ・ 市 45 50 18 56 19 22 9 5 19 243

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 11 3 2 19 4 0 0 0 1 40

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 8 13 7 51 8 3 4 9 22 125

05シ ン ク タ ン ク 13 12 19 20 0 2 2 3 13
冤8 ・4

06民 間 11 8 14 34 7 5 3 2 3
P

87 .

07国 の 機 関 0 4 3 15 2 0 0 1 0 2'5

合 計 88 94 63 196 40 33 18 20 58 610

一
〇
Φ
ー

表2-21(b)機 関 類 別 問 題 の あ っ た 事 項(百 分 比)
㊧ 横パ ー セ ン ト

1調 査事項
が ない

2地 域区分
が合わない

3時 系列区
分(周 期)
が合わない

4公 表時期
が合わない

(古 いな ど)

5客 体数 ・
抽 出数が不
十分

6統 計 ごとに項 目
の定義(集 計単位
等)が 異な り困る
ことが多い

7調 査項 目の分類
が不適 当,使 い も
のにな らない

8時 系列デ
ータに欠陥

が あ り困る
事が ある

,L

9そ の他
-A

合 計

01都 ・ 県 0 66.7 0 16.7
A

0 16.7 0 0 0 100

02特 別 区 ・ 市 18.5 20.6 7.4 23.1 7.8 9.1 3.'7 2.1 7.8 100

03商 工会議所 ・ 中小企業団体 27.5 7.5 5 47.5 10 0 0 0 2.5 100

04銀 行 及 び 金 融 機 関 等 6.4 10.4 5.6 40.8 6.4 2.4 3.2 7.2 17.6 100

05シ ン ク タ ン ク 15.5 14.3 22.6 23.8 0 2.4 2.4 3.6 15.5 LOP.w

06民 間 12.6 9.2 16.1 39.1 8.1 5.8
'

3.5 2.3 3.5 100

07国 の 機 関 0 16 12 60 ・8 0 0 4 0' 100

合 計 14.4 15.4 10.3 32」 6.6 5.4 3.0 3.3 9.5 100
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表2-22(a)統 計 分 野 別 問 題 の あ っ た 事 項 、旬 実 数

計合

11

0

91

13

44

10

0

0

1

66

12

0

50

3

0

56

4

15

17

56

20

31

20

13

62

0

0

2

0

1

0

0

4

8

106

他のぞ9

1

0

5

0

3

0

0

0

0

5

1

0

5

1

0

8

0

1

4

7

0

2

2

2

5

0

0

1

0

1

0

0

2

2

58

デ
陥
る列欠困

る系にりあ時タあが一が事8

0

0

1

0

2

0

0

0

0

3

0

0

2

0

0

2

0

0

2

2

1

1

0
.

0

3

0

0

1

0

0

0

0

0

0

20

類
も分いの使

い目,な項当ら査通な調不にがの7

0

0

2

0

2

0

C

0

0

、

5

0

0

0

0

0

5

0

1

0

1

0

1

0

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

18

目
位
る項単困に計りと集な

いご(異多計義がが統定)との等こ6

0

0

6

1

2

1

0

0

0

7

1

0

2

0

0

4

0

1

0

2

1

0

0

2

1

0

0

0

0

0

0

0

1

1

33

・

不敬が体数客出

分抽十5

2

ぴ
4

3

1

1

0
>

0

0

6

1

0

2

0

0

2

0

1

1

4

3

6

2

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0

40

期
い

)時など表わな公合いが古4(

2

0

28

6

13

1

0

0

1

15

4

0

19

1

0

14

2

9

5

17

口

9

4

4

26

0

0

0

0

0

(0

0

0

5

961

区
)

い列期な系周わ時(合分が3

1

0

9

0

7

2

0

0

0

8

2

0

5

0

0

6

1

0

0

6

1

2

3

0

10

0

0

0

0

0

0

0

0

0
'

63

分
い区な域わ地合が2

2

0

21

3

6

1

0

0

叫
6

2

0

8

1

0

6

0

2

2

10

1

7

4

4

8

0

0

0

0

0

0

0

0

0

94

項事査
い調無がー

3

0

15

0

8

4

0

0

0

11

1

0

,

7

0

0

9

1

0

3

7

2

3

5

1

7

0

0

0

0

0

0

0

1

0

88

地土01

象気02

口人03

働労04

所業事05

業農06

業林07

業産水08

業鉱09

業造製10

業設建11

道水び及スガ
・

気電12

動活楽座13

通流び及要需資物14

信通び及輸運15

易貿び及業商16

業スピ
ー

サー7

菅縫び及業企18

険保び及融金
●

貨通19

個物20

金賃21

計家22

居住23

政財24

済経民県び及民国25

障保会社26

生衛健保27

育教28

化文び及会社29

挙選び及員務公30

察警び及法司31

故事び及害災32

計総隈国33

他のぞび及合総34

計合

4 ●
A ぐ
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表2-22(b)統 計 分 野 別 問 題 の あ っ た 事 項(分 野 別 百 分 比)
鶴 横パーセント

1調 査事項

が無 い

2地 域区分

が合 わない
3時 系列区

分(周 期)
が 合わない

4公 表時期

が合 わない

(古 いな ど)

5客 体数 ・

抽出数が不
十分

6統 計 ご とに項 目

の定義(集 計単位

等)が 異 な り困 る
こ とが 多い

7調 査項 目の分類
が不適 当,使 い も
のに ならない

8時 系列デ
ータに欠陥

が あ り困る

事がある

9そ の 他1

合 計

'

01土 地 27.3 18.2 9.1 18.2 18.2 0 0 0 9.1 100

02気 象 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

03人 口 16.5 23.1 9.9 30.8 4.4 6.6 2.2 1.1 5.5 100

04労 働 0 23.1 0 46.2 23.1 7.7 0 0 0 100

05事 業 所 ・18 .2 13.7 15.9 29.6 2.3 4.6 4.6 4.6 6.8 100

06農 業 40 10 20 10 10 10 0 0 0 100

07林 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 0 0 100 0 0 b 0 0 100

10製 造 業 16.7 9.1 12.1 22.7 9.1 10.6 76 4.6 7.6 100

11建 設 業 8.3 16.7 16.7 33.3 8.3 8.3 0 0 8.3 100

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13産 業 活 動 14 16 10 38 4 4 0 4 10 100

M物 資 需 要 及 び 流 通 0 33.3 0 33.3 0 0 0 0 33.3 100

15運 輸 及 び 通 信 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

16商 業 及 び 貿 易 16.1 10.7 10.8 25 3.6 7.] 8.9 3.6 14.3 100

17サ ー ビ ス 業 25 0 25 50 0 0 0 0 0 100

18企 業 及 び 経 営 0 13.3 0 60 6.7 6.7 6.7 0 6.7 100

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 17.7 1L8 0 29.4 5.9 0 0 11.8 23.5 100

20物 価 12.5 17.9 10.7 30.7 7.1 3.6 1.8 3.6 12.5 100

21賃 ㍉ 金 10 5 5 55 15 5 0 5 0 100

22家 計 9.7 22.6 6・.5 29.0 19.4 0 3.2 3.2 6.5 100

23住 居 25 20 15 20 10 0 0 0 10 100

24財 政 7.7 30.8 0 30.8 0 15.4 0 0 15.'4 100

25国 民 及 び 県 民 経 済 11.3 12.9 16.1 4L9 L6 1.6 1.6 48 8.1 100

26社 会 保 障 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 0 0' 50 50 100

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 0 0 0 0 0 0 100 100

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

33国 際 統 計 25 0 0 0 0 25 0 0 50 lob

詞 総 合 及 び そ の 他 0 0 0 62.5 0' 12.5 0 0 25 100

合 計 14.4 15.4 10.3 32.1 6.6 5.4 3.0 3.3 9.5 100
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表2-2? .(c)統 計 分 野 別 問 題 の あ っ た 事 項(問 題 点 別 百 分 比)
㈱ 縦 パ ー セ ン ト

1調 査事項
が無 い

2地 域区分
が合わない

3時 系列区
分(周 期)
が合わない

4公 表時期
が合わない

(古 いな ど)

5客 体数 ・
抽出数が不
十分

6統 計 ごとに項 目
の定義(集 計単位

等)が 異な り困 る
ことが多い

7調 査項 目の分類
が 不適 当.使 い も
の にな らない

.

18時 系列 デ
' 一 夕に欠陥

が あり困 る

事 がある

9そ の他

合 計

01土.地 3.4 2.1 L6 1.0 5 0 0 01 1.7 1.8

02気 象 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

03人 口 17.1 22.3
・

14.3 14.3 10 182 11.1 5 8.6 14.9

04労 働 0 3.2 0 3.1 7.5 3.0 0 0 0 2.1

05事 業 所 9.1 6.4 1L1 6.6 2.5 6.1 11.1 10 5.2 7.2・

06農 業 4.6 L】 32 0.5 2.5 3.0 0 0 0 1.6

07林 業 0 0 0 0 0 0 0「 0 0
.'

0

08水 産 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

09鉱 業 0 0 0 0.5 0 0 0' 0' .0 α2

10製 造 業 12.5 6.4 12.7 7.7 15 21.2
・

27.8
'

15
,

8.6 10.8

11建 設 業 1.1 21 12 0 3 0
、

1 4 4 52.1

12電 気 ・ ガ ス 及 び 水 道 0 0 0 0' 0 0 0 0 0 o`

13産 業 活 動 8.0 8.5 7.9 9.7 5 6.1 0
-

10 8.6 8.2

14物 資 需 要 及 び 流 通 0 1.1 0 0.5 0 0 0 0 1.7 0.5

15運 輸 及 び 通 信 0 0 0 0 0 0'
『0

0 0 σ

16商 業 及 び 貿 易 10.2 6.4 9.5 7.1 .5
・

12.1
・..

27.8 10 13.8 9.2

17サ ー ビ ス 業 1.1 0 1.6 1.0 0 0 0 0 0

-

α7

18企 業 及 び 経 営 0 2.1 0 .46 2.5 3.0
工

5.6
.

・'一.0 A

1.7 2.5

19通 貨 ・ 金 融 及 び 保 険 3.4 2.1 0 2.6 、2 .5' 0 0 10 6.9 2.8

20物 価 8.0 10.6 9.5 8.7 1q 6.1 5.'6 10 12.1 9.2

21賃 金 2.3 1.1 1.6 5.6 7.5 3.0 0 5 0

.

3.3

22家 計 3.4 7.5 3.2 4.6 15 0 5.6 5 3.5 5.f

23住 居 5.7 4.3 4.8 2.0 5 0 0 0
A

3.5 3.瓢

24財 政 1.1 4.3 0 2.0 0 6.1 0
'

0 3.5 2.1

25国 民 及 び 県 民 経 済 8.0 8.5 15.9 13.3 2.5 3.0 5.6 15 8.6 10.2

26社 会 保 障 .
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

27保 健 衛 生 0 0 0 0 0 0 0='『 0 0 0

28教 育 0 0 0 0 0 0 0 5
-

L7 0.3

29社 会 及 び 文 化 0 0 0 0 0・ 0 0 0 0 0

30公 務 員 及 び 選 挙 0 0 0 .0 0 0 0 0 1.7 0.2`

31司 法 及 び 警 察 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

32災 害 及 び 事 故 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.

33国 際 統 計 1.1 .0.' 0 0 0 3.0 0 ⊥ 0 3.5 0.7

34総 合 及 び そ の 他 0 0 0
'2

.6 0 3.0 0 0 3.5 L3

合 計 100 100 100・ 100 100 .100 100 100 100 100

● ■
■ 舎
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表2-23入 手 上 問 題 が あ っ た 事 項

統計主体 A B C

国,地 方公共団体 商工 団 体,業 界, 情 報 サ ー ビス機 関

その他公的機関が 企業等が実施 して が提供 しているデ 合 計
入手上 作成 している統計 いる統計を入手す 一夕を入 手 す る場

の問題 を入手する場合 る場合 合

1,欲 しい 統 計 デ ー タ

の入手源が不明のこ 18 32 20 70

とが 多 い

2欲 しい と思 って も

未 公 開 デー タ で あ る 47 24 4 75

3.地 元 の 組織 に問 い
■

合わ せ て もよ くわ か 7 20 1 28

らな い ことが 多 い

4.入 手 デ ー タ を か な

り加工 しなければな 26 20 13 59

ら ない

5.統 計 デ ータ の入 手

費用が不適正に思 う 2 1 33 36

こ とが 多い

6.印 刷 物 しか入 手 で
.

きないため再入力の

た めの 時 間 と コス ト
24 11 3 38

が か か る

7.そ の 他

7 5 4 16
・

合 計 131 113 78 322

一113一



2.2.4オ ンラ イ ン化 希 望 の有 無

表2-24～25は オ ン ライ ン希望 の有無 を まとめ た もの で あ る。

全 般 的 に は 「無 し」40.4%,「 わ か らな い」31%,「 有 り」28.5%の 順 に な って い る。

どの統 計 分 野 につ い て,オ ン ラインの 希望 が あ るか をみ ると,「 人 口」 の14.3%「 産 業 活動 」

の11.7%「 商 業及 び貿 易」1■7%が 目立 って お り,概 し て第3次 産 業 関 係 の情 報 を希 望 す る

傾向 が 認 め られ る。'

表2-24(a)機 関類別 オ ン ライ ン希望 囲 実数

1有 り 2無 し 3わ か らない 合 計

01都,県 13・ 9 23 45

02特 別 区 ・市 84 93 83 260

03商 工会議所 ・中小企業団体 20 44 45 109

04銀 行及び金融機関等 65 114 81 層260

05シ ン ク タ ン ク 44 42 24 110

06民 間 31 75 29 135

07国 の機 関 16 10 12 38

合 計 273 387 297 957

●

表2-24(b)機 関類 別 オ ン ライ ン希 望(百 分比)
囲 横 ノマー セ ン ト

1有 り 2無 し 3わ か らない 合 計

01都 ・県 28.9 20.0 51.1 100

02特 別 区 ・市 32.3 35.8 31.9 100

03商 工会議所 ・中小企業団体 18.4 40.4 41.3 100

04銀 行及び金融機関等 25.0 43.9 31.2 100

05シ ン ク タ ン ク ・ 40.0 38.2 21.8 100

06民 間 23.0 55.6 21.5 100

07国 の 機 関 42.1 26.3 31.6 100

合 計 28.5 4α4 31.0 100

●
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表2-25(a)統 計 分野 別オ ンライ ン希望 囲 実数

1.有 り 2無 し 3.わ か ら な い 合 計

01土 地 4 8 8 20

02気 象 1 0 0 1

03人 口 39 51 27 117

04労 働 8 14 14 36

05事 業 所 13 26 18 57

06農 業 3 5 5 13

07林 業 0 0 1 1

08水 産 業 0 0 0 0

09鉱 業 0 2 1 3

10製 造 業 21 26 28 75

11建 設 業 7 6 6 19

12電 気 ・ガ ス及 び水 道 1 1 0 2

13産 業 活動 32 27 26 85

14物 資需要及び流通 2 5 6 13

15運 輸 及び 通 信 0 1 2 3

16商 業 及 び貿 易 32 25 29 86

17サ ー ビス 業 4 7 4 15

18企 業及び経営 9 27 15 51

19通 貨 ・金 融 及 び保 険 12 9 8 29

20物 価 25 47 30 102
'

21賃 金 5 16 13 34

22家 計 20 26 12 58

23住 居 8 15 8 31

24財 政 5 13 4 22

25国 民及び県民経済 17 23 24 64

26社 会保障 0 1 0 1

27保 健衛生 0 0 0 0

28教 育 0 0 1 1

29社 会及び文化 0 0
1

0 0

30公 務員及び選挙 0 1 0 1

31司 法 及 び警 察 0 0 0 0

32災 害及び事故 0 0 0 0

33国 際 統 計 3 1 1 5

34総 合 及 び そ の他 2 4 6 12

合 計 273 387 297 957
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表2-25(b)統 計分 野別 オ ン ライ ン希 望(分 野 別百 分 比)
横 パ ー セ ン ト

1有 り 2無 し 3わ か ら ない 合 計

01土 地 20 40 40 100

02気 象 1100 0 0 100

03人 口 33.3 43.6 23.1 100

04労 働 22.2 38.9 38.9 100

05事 業 所 22.8 45.6 31.6 100

06農 業 23.1 38.5 38.5 100

07林 業 0 0 100 100

08水 産 業 0 0 0 0

09鉱 業, 0 66.7 33.3 100

10製 造 業 28 34.7 37.3 100

11建 設 業
/

36.8 31.6 31.6 100

12電 気 ・ガス 及び 水道 50 50 0 100

13産 業活 動 37.7 31.8 30.6 100

14物 資需要及び流通 15.4 38.5 46.2 100

15運 輸 及 び通信 0 33.3 66.7 100

16商 業及 び貿 易 37.2 29.1 33.7 100

17サ ー ビ ス 業 26.7 46.7

'

26.7 100

18企 業及び経営 17.7 52.9 29.4 100

19通 貨 ・金 融 及 び保 険 41.4 31.0 27.6 100

20物 価 24.5 46.1 29.4 100

21賃 金 14.7 47.1 38.2 100

22家 計 34.5. 44.8 20.7 100

23住 居 25.8 48.4 25.8 100

24財 政 22.7 59.1 18.2 100

25国 民及び県民経済 26.6 35.9 37.5 100

26社 会保障 0 100 0 100

27保 健衛生 0 0 0 0

28教 育 0 0 100 100

29社 会及び文化 0 0 0 0

30公 務員及び選挙 0 100 0 100

31司 法及び警察 0 0 0 0

32災 害及び事故 0 0 0 0

33国 際 統計 60 20 20 100

34総 合 及 びそ の他 16.7 33.3 50 100

合 計 28.5 40.4 31.0 100
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表2-25(c) 統計分野別オンライン希望(希 望別百分比)囲 縦 パ ー セ ン ト

L有 り 2無 し 3.わ か ら な い 合 計

01土 地 1.5 2.1 2.7 2.1

02気 象 0.4 0 0 0.1

03人 口 14.3 13.2 9.1 12.2

04労 働 2.9 3.6 4.7 3.8

05事 業所 4.8 6.7 6.1 6.0

06農 業 1.1 1.3 1.7 1.4

07林 業 0 0 0.3 0.1

08水 産 業 0 0 0 0

09鉱 業 0 0.5 0.3 0.3

10製 造業 7.7 6.7 9.4 7.8

11建 設 業 2.6 1.6 2.0 2.0

12電 気 ・ガ ス及 び水 道 0.4 0.3 0 0.2

13産 業 活動 11.7 7.0 8.8 8.9

14物 資需要及び流通 0.7 1.3 2.0 1.4

15運 輸 及 び通 信 0 0.3 0.7 0.3

16商 業 及 び 貿 易 11.7 6.5 9.8 9.0

17サ ー ビス 業 1.5 1.8 1.4 1.6

18企 業及び経営 3.3 7.0 5.1 5.3

19通 貨 ・金融 及び保 険 4.4 2.3 2.7 3.0

20物 価 9.2 12.1 10.1 10.7

21賃 金 1.8 4.1 4.4 3.6

22家 計 7.3 6.7 4.0 6.1

23住 居 2.9 3.9 2.7 3.2

24財 政 1.8 3.4 1.4 2.3

25国 民及び県民経済 6.2 5.9 8.1 6.7

26社 会保 障 0 0.3 0 0.1

27保 健衛生 0 0 0 0

28教 育 0 0 0.3 0.1

29社 会及び文化 0 0 0 0

30公 務員及び選挙 0 0.3 0 0.1

31司 法 及び 警察 0 0 0 0

32災 害及び事故 0 0 0 0

33国 際 統計 1.1 0.3 0.3 0.5

34総 合及 び その他 0.7 1.0 2.0 1.3

合 計 100 100 100 100
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2.2.5今 後 必要 とす る地 域 経 済情 報

表2-26は,現 在 の 使 用の有 無 を問 わ ず,今 後 首 都 圏情 報 と して利 用 して 行 きた い分野 を と

りま とめ た もの で あ る。

上 位 よ り,「 企 業及 び経 営 」 が16.5%,「 総 合 及 び そ の他 」 が11、4%,「 産 業 活動 」 が1

0.1%,製 造業 が8.9%,「 商 業及 び貿 易 」 が7.6%,「 運 輸 及 び通信 」6.3%と な って お り,

「企業 及 び経 営 」 「産 業活 動 」 「製 造業 」 「商 業 及 び 貿 易」 の企 業関 係情 報を合 わせ て考 え る と

43.1%も の 高 率 に な り,企 業活 動 を行 う うえ での 情 報 を欲 っ してい るこ とが分 か る。

「総 合及 び そ の他 」 に,あ げ られ てい る情 報 と しては,各 種 刊行 物(白 書,報 告 書,月 報,雑

誌 の類),新 聞,日 経 新 聞 「首都 圏版」等 があり,従 来 か らの数 値情 報 とは 異 な る ものを 欲 っ して い

るの が特 徴 的 で あ って,近 時の コ ン ピュー タの 発展 成果 を合 わせ考 え る と,興 味 深 い。

●

t

◆
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表2-26今 後 必 要 とす る情 報
囲 頻度順

回 答 頻 度 パ ー セ ン ト

18企 業及び経営 13 16.5

34総 合及 び そ の他 9 11.4

13産 業 活 動 8 10.1

10製 造 業 7 8.9

16商 業及び貿易 6 7.6

15運 輸 及 び通信 5 6.3

25国 民及び県民経済 4 5.1

03人 口 4 5.1

14物 資需要及び流通 3 3.8

17サ ー ビ ス 業 3 3.8

24財 政 3 3.8

11建 設 業 2 2.5

19通 貨 ・金 融及 び保 険 2 2.5

21賃 金 2 2.5

28教 育 2 2.5

22家 計 2 2.5

04労 働 2 2.5

01土 地 1 1.3

33国 際 統計 1 1.3

02気 象 0 0

05事 業 所 0 0

06農 業 0 0

07林 業 0 0

08水 産 業 0 0

09鉱 業 0 0

12電 気 ・ガ ス及 び水道 0 0

20物 価 0 0

23住 居 0 0

26社 会保障 0 0

27保 健衛生 0 0

29社 会及び文化 0 0

30公 務員及び選挙 0 0

31司 法 及 び 警 察 0 0

32災 害及び事故 0 0

合 計 79 100
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2.2.6情 報 入手 にあた って具 備 す べ き要件

表2-27は,今 後首 都圏 情 報 を 入手 す る際,具 備 す べ き要件 と して 重要 と思 わ れ るもの を示

して い る。 回答 では 「迅 速性 」(40%)を あげ て い る機 関が最 も多 く,次 い で 「正確 性 」(2

0%).「 情 報の 高度 加 工」(18%)で あ った。 都 ・県 に おい て は 「大量 デ ー タの利 用 」(5

0%)を 最 も重 要 と して お り,・組 織 の大 きさ と統 計 情報 作成 機 関 と して の 特質 を表 わ してい る。

商工 会議 所 ・中小企 業 団 体,銀 行 等 金融 機 関,シ ンク タ ンク,民 間,国 で は,特 に 「迅 速性 」

を重 要 視 してお り統計 情 報 利用 機 関 と して の立 場 を 示 して い る。 「安 価 性」'につ い て は,9%と

少 な く,現 状 では 情 報 その もの に対 す る経済 性 が 問題 と な ってい な い ことを 示 す。 回 答 の 多か っ

た 「迅 速 性 」,「 正確 性 」 「情 報の 高 度利 用 」 等 につ いて,こ の 要件 を満 足 させ る入 手 媒体 と し

て は 次 の よ うな もの が 多か った 。

迅 速性 … … オ ン ライ ンに よ る情 報の 入 手 ・加 工(50件)

正 確性 …… 印刷 物(14件).機 械 可読 な媒 体(磁 気 テー プ フ ロ ッ ピー等)(11件)

高 度利 用 … コ ンピ ュー タ に よ る必 要 デ ー タの ア ウ トプ ッ トリス ト,オ ンラ イ ンに よ る情 報 の

入手 加 工(20件),機 械 可読 な媒 体(9件)

ψ

φ
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表2-27情 報 入 手 に あ た っ て 具 備 す べ き 要 件

一
己

機関類別 1迅 速 性 21L確 性 3大 量デ ー タの利 用
4少 量 デー タの

利用 5情 報の高度利用 6安 価 計

01都 ・県 25.0 0.0 50.0 0.0 25.0 0.0 100.0

02特 別 区 ・市 31.8 22.0 6.3 3.2 37.0 9.5 100.0

03商 工 会 議所 ・中小 企 業 団体 42.1 15.8 10.5 7.9 15.8 7.9 100.0

04銀 行等金融機関 41.2 21.2 1L5 0.0 9.6 11.5 100.0

05シ ン ク タ ン ク 4L4 20.7 10.3 0.0 13.8 13.8 10α0

06民 間 43.5 21.7

'

0.0 8.7 21.7 4.0 100.0

07国 の機 関 50.0 25.0 12.5 0.0 12.5 0.0 100.0

計 39.8
=

19.9 10.0 32 18.1 9.0 100.0



2.2.7首 都 圏 オン ライ ン ・ネ ッ トワー クを可 能 とす る諸条 件

首 都圏 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー クを実 現 化 す る第1ス テ ップ として,図2-1の よ うに 当面,国,

地 方 公共 団 体 の公表 可能 な 地 域 経 済 情 報 を 対 象 に,こ れ を 作 成,利 用 してい る機 関相 互 の ネ ッ

トワーク(情 報提 供側 と しては,公 的機 関,利 用者 側 と しては,公 的 機 関,民 間)を 想定 した場

合,首 都 圏 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー クを 可能 とす る諸 条件 の うち最 も考 慮 す べ き点 は何 か とい う

問 に対 し,表2-28で 示 され るよ うに まず,「 シ ス テム の経済 性,利 便性 」 を あ げて い る機 関

が 多い(36%)。 次 に 「異機 種 間接続 機 構 の標 準 化」(249・),「 社 会 制 度 」(17 .%),

「ニ ーズ の把握 」(16%)と 続 い てい る。

機 関 類別 に み る と,都 県 では 「シス テム の経 済性 ・利便 性 」(.67%)「 社会 制度(プ ライバ

シー保護)」(33%),区 ・市 で も 「社 会制 度(プ ラ イバ シ ー保 護)」(38%).「 シ ステ

ムの経済 性 ・利 便 性 」(28%)と 「社 会制 度(プ ライバ シ ー保 護)」 を重視 して い る傾向 が 強

い のが 特徴 的 で あ る。

その他 の条 件 と して は,「 デ ー タの信 頼 性 の継続 」(銀 行),「 デ ー タの 最新 性 の保 持」(シ

ン ク タン ク),「 情報 提 供 側 の体 制 整備(情 報公 開 の制 度 化 等)」(市)等 の 意見 が 出 され てい

るo ,

●

,

一ー一一.⇒ 季=多 躍 劉

⊂ 三 ⊃ 一.一ーーー一(≡ 塾(注)

/ク ♪・

地 域
シン ク タン ク

璽魏
魏 す るこ と も

で き る。

、

図2-1首 都 圏 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー ク(第1ス テ ップ構 想 図)
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2-28オ ン ラ イ ン ・ネ ッ ト ワ ー ク を 可 能 と す る諸 条 件

－
N
ω

機関類別

1各 機関の コン

ピュータ設置状況

2異 機 種間接続

機構の標 準化(プ
ロ トコール)

3シ ステムの経

済性 利便性

4社 会制度'

(プ ライバシー

保護)

5ニ ーズの把握 6そ の 他 計

01都 ・県 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 100.0

02特 別 区 ・市 2.4 9.5 28.6 38.1 2L4 0.0 100.0

商工会議所 ・03
中小企業団体

17.4 30.4 34.8 0.0 13.0 4.4 100.0

銀行等その他04
金融機関

0.0 30.9 42.9 9.5 14.3 3.4 100.0

05シ ン ク タ ン ク 8.7 26.1 34.8 13.0 17.4 0.0 100.0

06民 間 10.5 31.6 31.6 15.8 10.5 0.0 100.0

07国 の 機 関 0.0 33.3 33.4 α0 33.3 0.0 100.0

計 5.6 23.6 36.0 17.4 16.2 1.2 100.0



2.2.8首 都 圏 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ークに よ る情報 利 用の メ リッ トと課 題'"

表2-29に 示 され る よ うに オ ンライ ンに よ る情 報 入手 ・加工 の メ リッ トについては 「迅 速 性」

(36%),「 情 報 の 高度 かつ 多様 な加 工利 用 」(30%),「 費 用,労 力 の負 担 軽 減 」(16%)

等 が 多 い。 メ リ ッ トの 第1に あ げ られ た 「迅 速 性」 と は,情 報 発生 機 関 か らデ ー タを オ ンライ ン

で直 接 入 手 す る こと に よ りデー タが 整備 され る時期 と利 用 時期 との ずれ が縮 ま る とい う ことで あ

り,デ ータ の早期 入手 を望 む利 用 者 にと って非 常 に 有益 で あ る。'また,「 デ ー タの 高 度 かっ 多様

な加 工 利 用 」 とは,「 統計 書 等 に まと ま って しま うとその後 の 活 用 が限 定 され るが,加 工 が容 易

に なれ ば 活 用 され る」(市),「 精度 の向 上 が期 待 で きる」(市)等 の意 見 に 示 され る よ うに,オ

ン ライ ンでは地 域 区 分,業 種 分類,会 社規 模 別 等 の か な り詳細 な情 報 の入 手 が 可能 で あ るため,

利 用 者は そ れ を も とに して 目的 とす る区 分 の集 計 竺 あ るいは 分析 を す るこ とが 出来 る よ うに なる。

この よ
、うに 利 用 者側 が ほ しい形 で利 用 しや す い よ うに提 供 で き るとい う点 で大 きな メ リ ッ トが あ

る。 さ らに 「費用,労 力 の 負担 軽 減」'とは,デ ー タ作成 ・更新 の2重 投 資 の回 避 とい うこ とであ り,

い か に安 く必要 情 報 を 手 に 入れ るか とい う点 か ら大 変望 ま しい こ とで あ る。

問題 点 ・課題 に つい て は 表2-30に 示 され るよ うに 「プ ライバ シ ーが守 られ な い お それ が あ る」

(32%),「 費用 ・労 力 負 担設 定 の 困 難性 」(32%),「 障害 時の デrタ 保 護」(22%)等

が 主 な 回 答 であ った。 …'

国,都 県,区 市等 では,プ ライ バ シー 問題 を 重視 す る傾向 が強 く,一 方,商 工会 議 所 ・中小 企

業 団体,銀 行 等 金 融機 関 では 費 用,労 力負 担 問題 を重 視 して い る。

,

■
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表2-29オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワ ー ク に よ る メ リ ッ ト

」
N
O

機関類別

1迅 速 性 2正 確 性
3情 報の高度か
っ多様な加工利用
が可能

4費 用 ・労 力の

負担軽減

5大 量 データの

利用

6そ の 他 計

01都 ・県 12.5 0.0 37.5 25.0 25.0 0.0 100.0

02特 別区 ・市 36.5 6.4 33.3 12.7 11.1 0.0 100.0

・3転鍾 臨 40.6 5.4 27.0 16.2 10.8 0.0 100.0

銀行等04
金融機関

36.4 7.3 25.4 18.2 12.7 α0 100.0

05 .シ ン ク タ ン ク 34.5 10.3 24.1 20.7 10.4 0.0 1.00.0

06民 間 37.5 12.5 37.5 12.5 0.0

ψ

α0 100.0

07国 の 機 関 36.8 9.1 27.3 18.2 9.1 0.0 100.0

計 36.1 7.5 29.5 16.3 10.6 0.0 100.0



表2-30オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク構 築 上 の 課 題

－
N
①

機関類別

1プ ライ バ シ ー

が守 られ な いお そ

れ が あ る

2情 報サービス

業の事業圧迫

3費 用 ・労力負

担設定の困難性

4障 害 時 の デ ー

タ保 護

5そ の 他 計

01都 ・県 42.9 0.0 14.3 42.8 α0 100.0

02特 別 区 ・市 50.8 1.7 27.1 17.0 3.4 100.0

商 工 会議 所 ・03

中小企 業 団体
ユ1.5 23.1 34.6 23.1 7.7 100.0

銀行等04
金融機関

20.5 2.3 43.2 22.7 11.3 100.0

,05シ ンク タ ン ク 25.0、 10.0 25.0 30.0 10.0 100.0

.06民 間 33.4 11.1 33.3 22.2 0.0 100.0

07国 の 機 関 33.3 16.7 16.7 16.7 11.6 100.0

計 32.2 7.2 3L7 22.2 6.7 100.0
■'
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2.2.9首 都 圏 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー ク構 築 の可 能性

オンライン・ネットワー ク構 築の 可能 性 に つ いて は表2-31の よ うに 「可能 で は あ るが時 間 が か

か る(51%)」 と回 答 した機 関 が最 も多 く,次 い で 「何 と もいえ ない(24%)」 、 「難 しい

(14%)」,「 条 件 を設定 すれ ば近 々可能(10%)」 と な って い る。

「条件 を 設定 すれ ば近 々可能 」 と 「可能 では あ るが 時 間 が かか る」 の合計 で み る と,シ ンク タ

ンク(77%),都 県(75%),銀 行(71%),民 間(64%),商 工 会 議 所 ・中小 企 業 団

体(53%),国(50%),区 ・市(50%)の 順 とな ってい る。

な お,主 な意 見 は次 の とお りであ る。

① 「コ ンピ ュー タ 間 の オ ン ライ ンにつ い て は デー タ保護 意識 が強 い ので,テ ープ,フ ロ ッ ピー

等 に よ るデ ータ提 供 も考 え られ る」(県)(民 間)

② 「各 自治 体 で 個別 に ネ ッ トワーク デー タ シ ステ ムの構 築 を始 めて い る。 これ ら と連 動 した形

で シ ス テム を 構 築 され たい。 また経 費 負担 を十 分,利 用 者 サ イ ドか ら検 討 され た い」(県)

③ 「どの よ うな情 報 が ど こ にあ るのか,ど の よ うな デ ー タ加工 のあ り方 が望 ま しいか,シ ス テ

ムの問 題 点 等 ユ ー ザ 側 の要 望処 理 の ための 窓 口を 中央 に設 け るこ とが必 要 」(県)

④ 「収 録 デ ータ の 内容 を ク リア リングす る 方法 と体 制 の 整備 」(銀 行)

⑤ 「情 報専 任 担 当 者 の必 要 を生 じると考 え られ るの で体 制 の整備 に時間 が かか る」(中 小 企 業

団体)

⑥ 「利 用 す る立 場 か らすれ ば,パ ー ソ ナル コ ンピ ュー タ に よ るアク セスが容 易 であ る こと。

利 用料 金 が 安 い こ と」(市)(シ ンク タ ンク)

⑦ 「各 機 関 との 制 度 面 で の調 整 に時 間が か か る」(市)

⑧ 「本 区 の個 人 情 報保 護関 係 の 条例 で は、 個人 情 報 処理 の ため.国,他 自治体 と オ ンライ ン化

で きな い こ とに な って い る」(区)

⑨ 「朱 設置 の機 関 に対 す る きめ細 か い 資金 助 成.導 入 指 導 を与 え,オ ン ライ ン ・ネ ッ トワ ー ク

化 を重 要 な施 策 と して推進 すれ ば可 能」(商 工 会議 所)

⑩ 「情 報 を 入手 ・加 工 で き る装 備を持 ってい る者 と無 い もの との 情 報格差 が 増大 す るお それ が

あ る」(銀 行)(シ ンクタ ンク)

⑪ 「各 機 関 の ソ フ ト面 、 アプ リケー シ ョン面 での 同 レベ ル化(処 理 方法 の統 一 化)を 図 る こと

が 必要 」(商 工 会議 所)

⑫ 「シ ス テ ムエ ンジニ ア の不足,デ ータ ベ ー スに 関 す る理 解,技 術水 準,ユ ー ズ ウ ェアが 関 係

団 体 で あ ま りに も差 が あ りす ぎ る。 この格 差 是 正 が必 要 」(商 工会議 所)

⑬ 「広 義の プ ロ トコ ルす なわ ちデー タ利 用主 体 か らみ ての利 用方法(検 索 方 式,デ ー タ レイ ア

ウ ト)な ど の標 準 化 が 必要 」(民 間)

⑭ 「広 範 囲 な情 報 の 公 開」(シ ンクタ ンク)

⑮ 「デ ー タは 町,丁 レベ ル の細 か い デー タが ほ しい。 指定 統計 を見 て も各都 市 で作 って い る と

こ ろと作 って い ない 処 が あ り,統 一 性 に 欠 け る面 が あ る」(銀 行)
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⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

⑳

「デ ータ提 供 ・主 体 サ イ ドの負 担 が過 重 とな らな い よ う配慮 す る必 要 が あ る」(国)

「設 備 投 資,運 用 コス トの 負 担 者 の決 定 」(銀 行)

「デ ータ著 作 権 の問 題 の検 討 」(銀 行)

「権 限 分野 の明確 化 」(シ ンク タ ン ク)

「経 済 性,高 度 な シ ス テム の構 築,維 持 が 経 済 的 に で き るか否 か 検討 が 必要 」 く民 間)

「安 くす る と既存 の民 間 デ ー タ サ ー ビス 業が や って いけ な くな る」(シ ンクタ ンク)

表2-31首 都 圏 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー ク構築 の可 能性

機関類別

1条 件を設定す

れば近々可能

2可 能ではある

が時間がかかる
3難 し い 4何 ともいえない 計

01都 ・県 0.0 75.0 0.0 25.0 100.0

02特 別 区 ・市 3.1 46.9 31.2 18.8 100.0

商工会議書 ・03
中小企業団体

21.1 31.6 1α5 36.8 100.0

銀行等金融機04
関

3.6 67.9 7.1 21.4 100.0

05シ ン ク タ ン ク 30.8

.

46.1 15.9 8.7 1 、00.0

06民 間 0.0 63.6 0.0 36.4 100.0

07国 の 機 関 25.0 25.0 α0 5α0' 100.0

計 9.9 5L4 14.4
、

24.3 100.0

七
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2.2.10首 都 圏 オ ン ラ イ ン ・ネ ッ トワー クへ の参 加意 識

首都 圏 オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー クが実 現 した場 合 の参 加意 識 につ いて の 回 答 は,表2-32に

み られるよ うに,「 わ か らな い(66%)」,「 参 加希 望(30%)」,「 参 加希 望 せ ず(4%)」

の 順 で あ った。 機 関類 別 に み ると 「参加 希望 」 の 回答 が最 も多 いの は 商工 会議 所 ・中小 企 業 団体

で あ り逆 に最 も少 な いの が 県 で あ る。

県 では 「デ ータ 提供 側 に な るの で 提供 す る こ とが で きる体 制 が確 立 すれ ば 参加 す る こと にな る

と思 う」 とい っ た意見 に代表 され るよ うに提供 側 と して慎 重 な 態度 をとっている。一方 利 用 者側

で あ る商工 会議 所 で は 「当機 関 の 性格 上,情 報 の オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー ク化 は願 っで も ない 事

で あ る。 この活 用 に よ り,さ らに一 層正 確,迅 速.機 動 性の あ る事 業,施 策 が講 ぜ られ る」 「ユ

ーザ ーが必 要 と思 わ れ る情 報 を即提 供 で きる」 等 の意 見 が 多 く積極 的 な 参加 の意 向が 伺 え る
。 ま

た,そ の他 の機 関(区 役 所,銀 行,シ ンクタンク)で は,「 首都 圏 オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワークが 首 都

圏 に所 在 す る官 公 庁,民 間 企 業間 の ネ ッ トワ ー ク(情 報 は地 域的 な もの に限 らな い)と い う方 向

で あれ ば 本行 に と って も非 常 に有 益 な もの と な るため 今後 と も当構 想 の帰 趨 を見 守 りたい。 」

(銀 行),「 費 用 的 に 見合 う もの で あれ ば情 報 収集 の 為 に も参加 した い」(銀 行),「 有 益 な諸

条 件 を具備 した シ ステ ムで あ れ ばぜ ひ参 加 したい」(民 間)と の積 極 的 意見 が あ る。

一 方
,「 わか らな い」 と回 答 した理 由 と して,「 情 報 の内 容,参 加 の た め の費 用 に よ り考 慮 し

たい。 」(民 間)(銀 行)(シ ン ク タン ク),「 今後 の進 展 状況 を注 目 しな が ら検討 」(民 間)

等,費 用 対 効果 の 関 係 につ い て述 べ た意 見が 多い。

「参加希 望 」 の 機 関 につ い て も 「わ か らな い」 と回答 した機 関 について も,デ ータを利 用 す る側

と しては シス テ ムの 内容 が ニ ーズ に合 った もの で あ り,低 価 格 で あれ ば ネ ッ トワ ー クに参 加 す る

意 向 を示 してお り.デ ー タ を提 供 す る側 と して は提 供体 制 が確 立 す れば 参加 す る こ とにな るだ ろ

うとの意 向 で あ る。,

表2-32首 都 圏 オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー クへ の参加 意識

■

機 関 類 別 1参 加希望 2参 加希望せず 3わ か らな い 計

01都 ・県 0.0 0.0 100.0 100.0

02特 別 区 ・市 22.8 8.6 68.6 100.0

03商 工会議所 ・中小企業団体 43.8 0.0 56.2 100.0

04銀 行等金融機関 33.3 0.0 66.7 100.0

05シ ン ク タ ン ク 23.1 0.0 76.9 100.0

06民 間 36.4 9.1 54.5 100.0

07国 の 機 関 50.0 0.0 50.0 100.0

計 30.0 3.6 66.4 100.0
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3地 域情報化 の実 態 につい て

5.1地 方 公 共 団 体 及 び 公 的 機 関 に お け る 情 報 化 の 現 状

5.1.tゴ ンピ ュー タ利 用 台 数

わが 国 の公 的 部門(国 の行 政 機 関,特 殊 法 人,地 方公共 団 体)に お け るコ ンピ ュー タの利 用台

数 は1983年 度 末 現 在2681台 で あ り,そ の内 訳 は 国の行 政 機 関371台,特 殊 法人838台,

地 方公 共団 体1472台 とな って い る。(こ の場 合 の コンビ=一 夕は 買取 価格,ま た は買 取換 算 価格

が1000万 円以 上の 汎 用 デ ジ タ ル型 の もの をい う)。この うち,地 方公 共 団体 では47都 道 府 県及

び 市区 町 村(3278団 体)の94.4%の3096団 体(委 託 お よび超 小 型 コン ピ ュータの 利用 団 体 を

含む)が コ ンピ ェ一 夕を利 用 して い る状況 に あ る。(コ ン ピ ュータ 白書1984-85)

首都 圏 地域 で も59年 度 の 当 ア ン ケ ー ト調 査結 果 に よ る と,国 で は75%,県 で は100%,

区 ・市 で は77%が 「導入 済 み」,区 ・市で は17%が 「導 入 して い ない が 近 い将来 導 入計 画 が

あ る」 と して お り,外 部 委 託 も合 わ せ る とほ とん ど の地 方公 共 団体 で コン ピ ュー タ利 用 が進 んで

い るとみ られ る。 導 入 率 の最 も低 い 商工 会議 所 等 に おい て は,現 状 で31.3%,「 導入 計 画が あ

る」 が37.5%の 状 況 で あ る。(表3-1)

端末 機 の台 数 は 国で は1～5台 が50.0%,11台 以 上50.0%,都 県 は11台 以 上100%

で あ り,区 ・市 で は11台 以 上62.5%,1～5台20,8%,6'～'10台 が16.7%,商 工 会 議 所

では1～5台 が67%と い う状 況 で あ り,機 関内 で の分 散 処理 が 進 展 して い る。(表3-2)

また,フ ロ ッ ピー ・デ ィス クの形 式 は 両 面倍 密 が主 流 で あ る。(表3-3)

,

,

表3-1コ ン ピュー タ導 入状 況 調 査

機関類別

1導 入 してい る

2導 入 して い な

いが,近 い将 来

導入 計 画 が あ る

3導 入 して い な

い し,計 画 もな

い

計

01都 ・県 100.0 0.0 0.0 100.0

02特 別 区 ・市 77.2 17.1 5.7 100.0

・3霊 夢闘 31.3 37.5 31.2 100.0

銀行等金融機04
関

100.0 0.0 0.0 100.0

05シ ン ク タ ン ク
185

.7 0.0 14.3

L

100.0

06民 間 84.6 7.7 7.7 100.0

07国 の 機 関 75.0 0.0 25.0 100.0

計 79.1 8.9 120 100.0

も
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表3-2端 末機 の 台数 別 比 率 とパ ソ コン ・オ フコ ンの導 入 台数

■

機関類別

端 末 機 の 導 入 台 数 別 比 率 パ ソコン ・オ フコン

の 導 入 台 数無 し 1～5台 6～10台 11台 以 上 計

01都 ・県 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 666

02特 別 区 ・市 0.0 20.8 16.7 62.5 100.0 157

・3薗禾撒 岳 33.3 66.7 0.0 0.0 100.0 9

銀行等金融機04
関

0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 2300

05シ ン ク タ ン ク 0.0 11.1 333 55.6 100.0 103

06民 間 α0 22.2 11.1 66.7 100.0 856

07国 の 機 関 0.0 50.0 0.0 50.0 100.0 48

計 L3 14.1 10.3 74.3 100.0 4139

表3-3フ ロ ッ ピ ー ・ デ ィ ス ク の 形 式

■

＼
機関類別＼ 1片 面単密 2片 面倍密 3両 面単密 4両 面倍密 計

01都 ・県 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

02特 別 区 ・市 24.1 10.4 6.9 58.6 100.0

商工会議所・03
中小企業団体

0.0 0.0 α0 10α0 100.0

銀行等金融機04
関

27.6 3.5 10.3 58.6 100.0

05シ ン ク タ ン ク 16.7 16.7 8.3 58.3 100.0

06民 間 14.3 0.0 0.0 85.7 100.0

07国 の 機 関 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

計 20.9 7.0 7.0 65.1 100.0
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5.1.2コ ン ピ ュー タ適 用業 務

地 方公 共 団体 での コ ン ピ ュータ適 用業 務 は,税 務,給 与,各 種 統 計等 の大 量定 型 業 務 か ら財 務管

理,公 営 住 宅管 理,住 民 登 録 各 種 証 明書 作 成 等 の業 務へ 拡 大 して お り,更 に 行 政 情 報 を 統 一

的 に管理 し,各 種 計 画 の策定 等 に役 立 て る為 の総 合行政 情 報 シ ステ ム の形 成 が行 わ れ て い る。

5.1.5情 報 ネ ッ トワー ク化 状 況

オ ンライ ンに よ る情 報交 換 の実 施 状 況 は,国(中 央)の 行 政 機 関 ・特 殊 法 人 に比 較 すると まだ 低 い

状 況 に あ る。1

59年 度 の ア ンケ ー ト調 査 に よ る と,首 都 圏 地 域 の都 県 で は回 答機 関数4の うち オ ンライ ンに

よる情 報 交換 実 施 回 答数4(相 手先 ご との ため重 複 回 答 可,以 下(回 答数)4/4(回 答機 関数)

で示 す 。),区 ・市 では22/34,商 工 会 議 所 で2/21で あ るの に比 べ る と,地 方公共 団体 での

オ ン ライ ン化 は 進 ん でい る。

情 報交 換 の 相手 機 関 は 出張 所等.出 先 機 関,あ るいは情 報 サ ー ビス機 関 等 が 主 で あ り,出 先機

関 との情 報 交換 にお い て は業務 レベ ルで 発生 す る個人 情 報 等が 主 流 とみ られ る。 しか し,オ ンラ

イ ンによ る情 報交 換 の実 施 予定 を み る と.区.・ 市 で の 「現在 オ ンラ イ ンシ ス テ ムを構 築 中」 「近

い 将 来(3年 以 内)予 定 は あ る」 等 に対 す る回 答 が か な り多 く(回 答 数の43%),地 方 公共 団

体 での オ ン ライ ン化 は か な り早 い ペ ース で進 む こ とが 予想 され る。(表3-4,表3-5)

●

し
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● ● ●

表3-4オ ンライ ンによ る情 報交 換 の 実施 状 況

一
ω
ω

＼
機醜 男1」＼

1.本 社 と支 店 間

で行 ってい る

2.支 店 と支 店間

で 行 ってい る

3,同 業 種 他 社 と

行 って い る

4.異 業 種他 社 と

行 って い る

5,情 報 サ ー ビス

機 関 と行 って い る
6.そ の 他 計

01都 ・県 50.0 0.0 0.0 0.0 25.0 25.0 100.0

02特 別 区 ・市 36.4 0.0 0.0 4.5 4.5 54.6 100.0

商工会議所 ・03
中小企業団体

0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 100.0

銀行等金融機04
関

31.1 15.6 18.2 19.5 14.3 1.3 100.0

05シ ン ク タ ン ク 18.2 0.0 9.1 9.1 27.3 36.3 100.0

06民 間 60.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 100.0

07国 の 機 関 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

計 33.1 9.4 11.8 13.4 15.0 17.3 100.0



表3-5オ ン ライ ンに よ る情 報交 換 の実 施予 定

機関類別

1現 在 オ ンライ

ン ・シス テ ムを構

築 中で あ る

2近 い将来(3

年以内程度)実 施

する予定はある

3現 在 の と ころ

予 定 は 無 い 計

01都 ・県 0.0

㎡

0.0 100.0 100.0

02特 別 区 ・市 25.0 17.9 57.1 100.0

商工会議所 ・03
中小企業団体

0.0 25.0 75.0 100.0

銀行等金融機04
関

33.3 25.0 41.7 100.0

05シ ン ク タ ン ク 9.1 36.4 54.5 100.0

06民 間 12.5 50.0 37.5 100.0

07国 の 機 関 0.0 33.3 66.7 100.0

計 17.3 26.7 56.0 100.0

5.2民 間 に お け る 情 報 化 の 現 状 ・

5.2.1コ ン ピュー タ利 用台 数,

「通 産 省 の電子 計 算機 納 入下 取調 査 」(1982年6月 末 現 在)に よ ると,地 域 別 汎 用電 子 計算 機実

動 状 況 は,首 都 圏 で は,44,500セ ッ ト数(40.3%対 全 国比),金 額 に して2,473,401百 万円

(51.1%,同)で あ る(全 国 は110,388セ ッ ト数,4,837β64百 万円)。 この うち東 京都 は,

36,238セ 。 卜数(32.89・ 同),1,912,496百 万 円(39・5%洞)と セ ・.卜数 で3害1・ 錨

で は4割 を 占め て い る状 況 であ る。1地 域 で1,000億 円以 上 の 設置 規 模 を もつ と ころは,表3-

6の よ うに9地 域 で あ るが,東 京都 は,中 で もずば ぬ け た設 置規 模 を有 して い る。

表3-6

京

阪

川

知

岡

庫

城

道

島

奈

海

東

大

神

愛

福

兵

茨

北

広

1兆9,125億 円

6,120億 円

4,018億 円

2,781億 円

1,291億 円

1,289億 円

1,161億 円

1,150億 円

1,043億 円

(39.5%)

(12.7%)

(83%)

(5.7%)

(2.7%)

(2.7%)

(2.4%)

(2.4%)

(2.2%)

出所:電 子計算機納入下取調査1982年
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製 造 業 に おけ るコ ン ピ ュー タ導入 状 況 は,「 地 域情 報化 の実 態 に関 す る ア ンケ ー ト調査(通 産

省)」 ⑰ に よると東 京通 産 局 管 内 で77.2%(全 国77.8%)で あ り,機 種 別 内訳 は.大 ・中型 機 導

入 は同27.6%(全 国17.5%),小 型 機 導 入同29%(全 国28.0%),超 小 型 機 導入 同43.

8%(全 国47.6%)と な っ て い る。 コ ンピ ュー タ導入台 数 で の管 内,全 国差 は な いが,管 内 は

大 型 機 の 導 入が 多 く,こ れ は全 国に 比べ て 事 業所 規模 の大 きい と こ ろが 多 い ため で あ る。

囲 通 産 省立 地 公害 局 地 域 振興 室 が1984年 度 実施 した。調 査 対 象 は,1,049事 業 所(57年

工 業 統 計30人 以上 の 製 造事 業 所 の う ち5%抽 出),う ち回答 企 業 は283事 業所,回 収 率

26.7%で あ る。 地 域 区 分 は 東 京通 産 局 管 内で あ る。 以 下 「地 域情 報化 調 査 」 と略 す 。

● 今 回 の 当 地 域 調 査 で は 製 造 業 以 外 の 銀 行,シ ンクタ ンク,民 間(連 盟,協 会,会 社,新 聞 社

等)の コ ン ビ=一一タ 導入 状況 は表3-1の よ うに 「導 入 して い る」 が銀 行100%,シ ンクタ ン

ク85,7%,民 間84.6%と な って お り,「 近 い 将来 導入 予定 」 を も含め る とそ の導 入率 は約9

割 とい え る。 また,端 末 機 の 台 数(表3-2)は11台 以 上 が銀 行100%,シ ンク タ ンク56

%,民 間67%の 割 合 で あ り,分 散 処理 が進 ん でい る。

5.2.2コ ン ピ ュー タ適 用 分野

製 造 業 におけるコンピュータ適 用分 野 は,生 産 管理 ・計 画(70.1%),製 品 在 庫管 理(70.6

%),資 材 管理(71.5%)等 の 業務 が 多 い。 統計 計算 業務 は36.4%で あ る。(表3-7)

表・一 ・ 製造業におけ・・ン・・一・適用分野 鴫 ≧1i;1

業 務 回 答 数 回 答 率 全 国

1生 産 管 理 ・ 計 画 150 70.1 57.1

2人 事 管 理 82 38.3 30.8

3給 与 計 算 137 64.0 67.9

4会 計 ・ 経 理 150 70.1 63.8

5財 務 計 算 100 46.7 43.2

6製 品 在 庫 管 理 151 70.6 65.0

7資 材 管 理 153 71.5 54.7

8販 売 管 理 125 58.4 57.9

9顧 客 管 理 60 8.0 25.3

10市 場 予 測 15 7.0 2.8

11経 営 計 画 28 10.1 10.0

12技 術 計 算 70 32.7 29.4

13統 言十 言十 算 78 36.4 31.0

]4設 計 試 算 43 20.1 15.7

15文 書 作 成 114 50.3 51.3

16そ の 他 45 21.0 16.4

出所:地 域情報化調査 通産省
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5.2.5情 報 ネ ッ トワ ー ク化 状 況

製 造業 に おけ る オ ン ライ ン化状 況(表3-8)を み ると,「 汎 用 コン ピュー タを 導入 しオ ン ラ

イ ン化 して い る事 業 所 」 は,61.7%(全 国53.7%)で あ り,「 情 報 ネ ッ トワ ー ク化 して い る

事業 所」 は,66、1%(全 国48.3%)で あ る。

情 報 ネ ッ トワ ー クを事 業 所 内 ネ ッ トワー ク と,事 業 所 間(企 業 間)ネ ッ トワー クに 分 け る と,

事 業所 内 で は,一 部 ネ ッ トワー ク化 が27.7%(全 国20・4%),大 半 を ネ ッ トワー ク化が16・

9%(全 国12.2%)で あ る。 事 業所 外 で は,社 内他 部 門 ・他 事業 所 との ネ ッ トワー ク化 が46.

9%(全 国31.8%)と 多 く,親 会社 や子 会 社,あ るい は 商社,仕 入 れ 先企 業,販 売 先 企業,金

融機 関等 との企 業 間 ネ ッ トワー クは未 だ 少 な い。

情 報 の進 展 が い われ る中 で,企 業 間 ネ ッ トワー クは,普 及 率.規 模 と もに小 さ く,本 格 的 な展

開 に至 ってい な い状 況 であ る。 しか し,今 後 の ネ ッ トワー ク化 の予 定 と して は,「 ネ ッ トワー ク

化 しな い」 事 業 所 は10.2%と 少な くな り,企 業 間 ネ ッ トワ ーク に して も今後,増 加 して い く傾

向 にあ る。

・ 表 ・一 ・ オ ・ライ・化 状況 鴫 蕊 顯;1

利 用 形 態 回 答 数 回 答 率 全 国

1汎 用 コン ピ ュー タ導入,バ ッチ処理

2汎 用 コン ピュ ー タ導入,オ ン ライ ン化'

3パ ソ コ ンを 導入,単 体 利 用 めみ

4パ ソ コ ンを 導入,端 末 と して も利 用

34

113

103

58

18.6

61.7

56.3

31.7

12.9

53.7

29.1

60.5

出所:地 域情報化調査 通産省

表3-9ネ ッ トワ ー ク化 状 況 囲嵩≧;;1

ネ ッ ト ワ ー ク 形 態 回 答 数 回 答 率 全 国

1ネ ッ トワ ー ク化 しそ い ない 60 33.9

、

51.7

2事 業 所 内/一 部 ネ ッ トワ ー ク化, 49 27.7 20.4

3事 業 所 内/大 半 を ネ ッ トワ ー ク化 30 16.9 12.2

4事 業所以外/社 内他部門・他事業所 83 46.9 31.8

5事 業所以外/親 会社 12 6.8 8.5

6事 業所以外/子 会社 15 8.5 3.8

7事 業所以外/商 社 1 0.6 0.6

8事 業所以外/仕 入れ先企業 4 2.0 15

9事 業所以外/販 売先企業 10 5.6 3.8

10事 業所以外/金 融機関 4 2.3 0.8

11事 業所以外/そ の他
A

3 1.7 1.7

出所:地 域情報化調査 通産省
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情 報 ネ ッ トワー クの展 開 を業 態別 にみ ると,同 一 企 業 間 の他 には 製造 業 の 同業 種 間(親 会 社,

子 会社 系列 を 中心 と した ネ ッ トワ ーク),製 造 業 と 商業 間(商 社,販 売 元 と の 間 の ネ ッ トワー

ク),製 造 業 と異 業 種 間(仕 入れ 先企 業 との間 の ネ ッ トワーク),製 造 業 と金融 間(銀 行 との間 の ネ

ッ トワー ク)と の 間 で展 開 され て い る。

現 状 で は,製 造 業 と商業 間 の製 品取 引 情報 を扱 うネ ッ トワー クあ るい は原 材料 を製 造 す る業種

との間 の異 業種 間 ネ ッ トワー ク,さ らに広 い異 業 種 と して金 融 を扱 う銀 行 との ネ ッ トワ ークは各

個別 企 業 との個 別 情 報 ネ ッ トワー クであ り,汎 用 的 な情 報 ネ ッ トワー クは ほ とん ど組 まれ てい な

い 状況 で あ る。(表3-10)

表3-10企 業 間 ネ ッ トワー クの現状 と今後

■ 相 手 ネ ッ トワ ー ク状 況 今 後 の 予 定

社内他部門事業所 46.9% 46.7%

親 会 社 6.8% 4.4%

子 会 社 8.5%
、

17.5%

仕 入 れ 先 企 業 2.3% 13.9%

商 社 α6% 4.4%

販 売 先 企 業 5.6% 13.9%

金 融 機 関 2.3% 16.1%

そ の,他 1.7% 3.6%

出所:地 域情報化調査 通産省

企 業 内 あ るいは,企 業 間 で の ネ ッ トワーク で流通 す る情 報 は表3-11め よ うに受 注情 報,発
　

注 情 報,顧 客情 報,製 品 在庫 情 報,資 材 在庫 情 報,売 上情 報,企 画 ・設計 情 報 等 が あ る。現 状 で

は企 画 ・設 計情 報 め ネ ッ トワ ーク割 合 は2"83事 業 所 の うち30事 業 所 とそ の割 合 は他 の情 報 に

比 べ て決 して 多 くは ないが,「 今後 ネッ トワ ー'クで 流 通 す る予 定 」 と回 答 して い る事 業 所 は61事

業 所 あ り,今 後 の ネ ッ トワー ク増 加 率 が著 しい。 企 画 ・統計 情 報の うち企 画情 報 の 中 には.企 業

個 票 デ ー タの集 計 結 果,あ る いは外 部 入手 等 に よ る経済 情 報 の 統計 処理 が 含 まれ て い る可 能 性が

あ る。

製 造業 以 外 での情 報 ネ ッ トワーク化 状 況 を 当 地 域 の ア ンケ ー ト調 査結 果 か らみ る と,銀 行 で

は回 答機 関数29の うち オ ン ライ ンに よる情 報交 換 実 施 回 答数77(相 手 先毎 の ため 重複 回 答 有)

(以 下(酪 数)77/2、(⊇ 関数 、書,))シ ・ク タ ・ク では11/、,・ 民 間(連 盟 ・ 協 会

公*±,新 聞社 等)で は10/、4で あ り,銀 行 の オ ンラ イ ン化 が 著 しい 俵3-4)・

情 報 ネ ッ トワー クの 相手は 「本 社 と支 店 間」 が 銀行 では31%,シ ンク タ ン クで は18%,民

間 で は60%,「 情 報 サ ー ビス機 関 と」 が銀 行 で14,3%,シ ンク タ ン ク27.3%,民 間20.O

%で あ るほ か 「同 業 他 社 と」 が銀 行 で18%,シ ンク タ ンク9%,「 異 業種 他 社」 が 銀 行 で20

%.シ ンク タ ンクで9%と な って お り,銀 行 では か な り異 業種 間 ネ ッ トワー ク も進 展 して い る現

状 で あ る。
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表3-11情 報分 野別 ネ ッ トワー クに よる情 報 流通 状 況

単位:%

情 報

分 野

ネットワ

相手

受 注 情 報 発 注 情 報 顧 客 情 報 製品在庫情報 資材在庫情報 売 上 情 報 企画 ・設計1青報 そ の 他

現 在 今後行
う予定

現 在 今後行
う予定

現 在 今後行
う予定

現 在 今後行
う予定

現 在 今後行
う予定

現 在 今後行
う予定

現 在 今後行
う予定

現 在 今後行
う予定

社 内 他 部 門
他 事 業 所

79.7 70.8 77.6 67.4 85.0 833 90.5 80.2 90.1 83.3 87.6 76.7 90.0 90.2 56.5 48.3

親 会 社 14.6 16.0 13.3 9.3 12.5 8.3 7.1 8.3 4.5 63 8.8 12.8 10.0 6.6 4.3 3.4

子 会 社 9.8 11.3 19.4 17.4 10.0 14.6 7.9 14.6 8.1 11.5 7.1 15.1 10.0 .9.8 一 3.4

商 社 1.6 8.5 2.0 4.7 2.5 10.4 1.6 2.1 0.9 2.1 27 7.0 3.3 3.3 4.3 3.4

仕 入れ先企業 4.9 5.7 24.5 38.4 2.5 4.2 4.0 9.4 6.3 15.6 0.9 2.3 6.7 4.9 4.3 一

販 売 元 企 業 17.9 23.6 8.2 11.6 10:0 18.8 5.6 8.3 一 一 10.6 15.1 10.0 8.2 一 3.4

金 融 機 関 一 0.9 一 1.2 2.5 2.1 一 一 一 一 一 1.2 一 1.6 30.4 41.4

そ の 他 一 一 1.0 一 一 一 0.8 一 一 一 一 一 一 一 13.0 6.9

回 答 数 計 158 145 143 129 50 68 148 118 122 114 133 112 39 76 26 32

回 答事業所計 123 106 98 86 40 48 126 96 111 96 113 86 30 61 23 29

出所:地 域情報化調査 通産省
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5.2.4情 報 入手 活動

製 造 業 に お け る情 報入 手 活動 の 実 態 は表3-12,表3-13に み られ る よ うに技 術情 報 で は,

技 術 の 開 発状 況(75%),部 品 ・材 料 に関 す る情 報(73%),技 術 に関 す る文 献 ・資料検 索

(74%),生 産 設 備 に 関 す る情 報(74%)等 が 多 く,経 営情 報 で は,同 業他 社 の動 向(79

%),統 計 情 報(49%),国 内 ・海外 の経 済 ニ ュース(48%),展 示 会 ・セ ミナー等 の 開催

情 報(48%),商 品 市況 情 報(47%)等 が 多 い。

表3-12情 報収 集 して い る もの(経 営 情 報) 鴫 蒸総鶉ll
情 報 分 野 回 答 数 回 答 率 全 国

1商 品市況情報 66 46.8 46.9

2証 券取引市況 24 17.0 14.0

3金 融市況 40 90.5 29.5

4国 内 ・海 外 の経 済 ニ ュー ス 68 48.2 48.4

5経 済成長 ・物価上昇率等の予測 40 20.4 30.2

6統 計情報(経 済統計,工 業統計等) 60 48.9 44.7

7企 業の信用情報 64 45.4 49.3

8同 業他社の動向 112 79.4 76.6

9天 候 ・気象及び農水産物の育成状況 9 6.4 11.2 〆

10展 示会 ・セ ミナ ー等 の開 催 情報 68 48.2 46.3

11そ の 他 } 一 一

出所 二地域情報化調査 通産省

表3-13情 報収 集 してい る もの(技 術情 報)

鴫蕊鶉1;
情 報 分 野 回 答 数

'
回 答 率 全 国

1技 術の開発状況 135 75.0 76.3

2部 品 ・材料 に関 す る情 報 132 73.3 67.9層

3技 術に関する文献 ・資料検索 133 73.9 70.3

4生 産設備に関する情報 134
7

74.4
'

73.7

5ソ フ トウ ェアの 商品 情 報 59 32.8 33.5

6特 許情報 90 50.0 60.3

7学 会,セ ミナ ーの 開催 に 関 す る情 報 75 41.7 4'1.9

8そ の 他 一 一 0.6

出所:地 域情報化調査 通産省
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情 報 入手 の 手 段 で最 も多 い もの は専 門紙 誌 ・業 界 紙 誌(技 術情 報85.3%経 営 情 報78.2%)

であ り,次 い で 一般 紙 誌 ・書 籍(技 術情 報40.3%,経 営 情 報47.3%),社 内の 人 間 が 直接 収集

(技 術情 報30,6%.経 営情 報30.2%)で あ る。 デ ータ ベ ース利 用 は技 術情 報7.4%,経 営 情

報3.4%で あ りまだ 少 な い とい え る。

入 手 情 報 の整 理 方 法 と して の デ ータ ベ ー ス化 も技 術 情 報4、1%,経 営 情 報1.3%と ほ とん ど行

われ て い な い状 況 で あ る。 デ ータ ベ ース化 の 内 訳 は表3-14に 示 され るよ うに特 許 情 報,技 術

に 関 す る文 献 ・資 料 検 索,生 産設 備 に関 す る情 報 等 が主 で あ る。 製造 業 で は情 報 ニ ー ズは非 常 に

高 く,オ ン ライン化 が 進 ん で い る に もかか わ らず,自 機 関 での デ ー タベ ース構 築は ほ とん ど行 っ

てい ない。

表3-14入 手 情 報 の デ ー タベ ー ス化 状 況

情 報 分 野 件 数 率

1技 術の開発状況 2 11.8

技
2部 品 ・材料に関する情報

3技 術に関する文献 ・資料検索

3

7

17.6

41.2

術 4生 産設備に関する情報 4 23.5

情 5ソ フ トウ ェアの 商 品情 報 2 11.8

6特 許情報 8 47.1

報
7学 会,セ ミナーの 開 催 に 関す る情 報 1 5.9

8そ の他 技術情報 一 一

9商 品市況情報 1 5.9

10証 券取引市況 一 一

11金 融 市 況
一 一

経
12国 内 ・海外 の経済 ニ ュ ー ス

一 一

嘗 13経 済成長 ・物価上昇率等の予測
一 一

14統 計情報(経 済統計,工 業統計等) 2 11.8

情 15企 業の信用情報 1 5.9

報
16同 業他社の動向

17天 候 ・気象及び農水産物の育成状況

2

一

11.8

一

18展 示 会 ・セ ミナー等 の 開 催情 報 1 5.9

19そ の他 経営情報 一 一

出所:地 域情報化調査 通産省

5.2.5情 報 処 理 産 業 の実 態

表3-15に 「1983年 に お け る通産 局 別 情 報処 理 産 業 の事 業 所数,従 業 者 数.年 間 売 上高 」

を 示 したが,-首 都 圏 で は事 業 所 数910(対 全 国 比42.4%).従 業 者 数74,375人(同58.1

%),年 間 売 上高722,041百 万 円(同65.9%)で あ る。 中 で も東 京 都へ の集 中度 が 高 く.東

京 都 で は事 業 所数725(同33.8%),従 業 者 数63,087人(同49.3%),年 間 売 上高

、
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610,469百 万 円(同55,7%)と い う状況 で あ る。

表3-15通 産 局 別 情報 処 理 産 業の 事 業所 数,従 業 者 数,年 間 売上 高(1983年)

■

●

事 業 所 数 従 業 者 数 年間 売 上高

(件) (%) (人)
'(%)

(百 万円) (%)

札 幌 通 産 局 63 2.9 2,187 1.7 16,512 1.5

仙 台 〃 87 4.1 3,553 2.8 23,110 2.1

東 京" 1,076 50.1 81,950 64.0 766,673 70.0

首 都 圏

東 京 都

910

725

424

33.8

74,375

63,087

58.1

49.3

722,041

610,469

、

65.9

55.7 .

名古屋 通 産 局 176 8.2 7,584 5.9 56,893 5.2

大 阪 〃 486 22.6 23,007 18.0 170,731 15.6

広 島 〃 116 、5.4 4,173 3.3 25β16 2.4

四 国 〃 32 1.5 1,028 α8 6,900 0.6

福 岡 〃 109 5.1 4,329 3.4 27,190 2.5

沖縄総合事務局 3 0.1 128 0.1 1,210 0.1

計 2,148 100.0 127,978 100.0 1,095,301 100.0
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4地 域 経 済 情 報 オ ンライ ンネ ッ トワー クの 効 果

首 都 圏の 情 報化 は コ ン ピ ュータ の普 及 に み られ るよ うに順 調 な進 展 を 遂 げ てお り,コ ンピ ュータの

利 用 形態 も従来 の バ ッチ形 式 か ら企 業 内(組 織 内),企 業 間(組 織 間)の オ ン ライ ン化 へ と進 み つ つ

あ り,従 来 の 業種 の枠 を こえた情 報 化 が 進展 しつ つ あ る。地 域 に お いて も情 報 化 の進 展 に伴 い,従 来

と は異 質 の 新 た な 流れ と課 題 に 直面 す る こと とな って い る。 当地 域 の 情 報化 については3章 で述 べたよ

うに,か な り普及 して い る もの の,事 業 体 の事 業計 画,あ るい は行 政 組織 体の政 策立 案 に利 用 され る

よ うな(高 度 情 報 処理 に関 わ る)情 報 の オ ン ライ ンに よ る流 通 は あ ま り行 わ れ て い ない のが 実情 であ

る。,

しか し59年 度 ア ンケ ー ト調査 の 中 の 「統計 分 野別 オ ン ライ ン希望 の 有無 」からは 多分 野 にわた って

の オ ン ライ ンニ ーズ が 明 らか とな った。 特 に土 地 ・人 口等 構 造 統計 デ ー タや,商 業,貿 易,通 貨,

金 融,保 険等 第3次 産 業 活動 関 連 情報,あ るい は産 業 活動 一般 に関 す る情 報 の オ ン ライ ンニ ーズは 全

体 の3割 強 で あ る。 情 報 流通 が 成 り立 ち得 る基 本 原 則 は情 報 に対 す る需 要(ニ ーズ)と 供給(提 供,

利 用 体制)で あ るが,需 要 サ イ ドか ら の地 域 経済 情 報 オ ン ライ ンネ ッ トワーク は充 分 成立 し得 る可能

性 が あ る。 づ

地 域 経済 情 報 の オ ン ライ ンネ ッ トワー クが実 現 した場 合,そ の効果 と して 次 の ことが 想定 され る。

そ の第1点 は 多 目的,有 効 な情 報利 用 が 可能 にな るこ とで あ る。

例 えば.民 間 の経 済 団 体が 幅広 い情 報 を集 め て企 業経 営 に役 立 つ 内容 に 処理 して会員 に情 報提 供 し

ょ うとする場 合,正 確 で速 効 性 の あ る具 体 的情 報 が必 要 で あ り,ま た それ を 相手 の 役立 つ 内容 に加 工 す

る必 要 が あ るが,オ ンラ イ ンで は か な り細 分化 され た デ ータの 入手 が 可 能 で あ る ため,目 的 に応 じて

デ ー タの再編 成 あ るい は二 次加 工 が 自 由 に行 え る利 点 があ る。 民間,地 方 自治体 を問 わず,目 的 に応

じたデ ー タ の再編 加 工 利用 を可 能 に す る とい うこ とが オ ンライ ン化 の最 も著 しい効 果 の1つ であ る。

第2点 は迅 速 な情 報 入手 であ る。従 来 は コ ン ビ=一 夕 で統計 処 理 し,印 刷 され た もの,あ るいは磁

気 媒体 等 に整 備 され た もの を入 手 し利 用 して い たが,オ ンライ ンで は コン ピ ュー タで 統計 処 理 す るの

とほぼ 同 時期 に外 部か らの デ ータ 入手 が 可能 となる。 さらには従 来 の統 計 の二 次 集 計 ・加 工 の た め に印

刷 物 の デー タを コ ン ピ ュー タに 再 入 力す る とい う手 間が 省け る ことな ど を考 え 合 わ せる と,オ ン ライ

ンに よ る情 報 入手 ・利 用 は かな り迅 速 化 す ると いえ る。

そ の第3点 は 公 的機 関,民 間 機 関 が必要 とす る情 報入 手 に あ た って の コス ト軽 減 で あ る。

情 報 作成 機 関 に よ る情 報提 供 に よ り,各 機 関 と もデ ー タ作成,デ ー タ ベ ース構 築 に係 る無 駄 な投 資

を避 け るこ とが で き,デ ー タの シス テ ム化 に よ る連携 ・共 同利 用 の 方向 が 可能 と な る。

第4点 は地 域 間情 報 化格 差 の 是 正 で あ る。我 が 国 の情 報 化 は東京 ・大 阪等 大 都 市圏 を 中心 に進 展 し

て きて お り,首 都 圏 へ の情 報 の集 中度 はか な り強 い。 想 定 して い る地 域 経済 情 報 の オ ン ライ ンネ ッ ト

ワー クは地 域 的 に 閉 じた シ ス テ ムで は な く,地 域 間 に お いて も必 要情 報 を 相互 流 通 す るこ とが 出来 る

た め,情 報化 の地 域 間格 差 を是 正 し,全 国 的 にバ ラ ンスの とれ た進 展を 促 す こ とに な る。 現状 で はハ

ー ドウ ェア面 での 整備 は公 的 ・民 間 両機 関 とも地 域 的格 差 は 縮小 し てき て お り,デ ー タの 地域 間 流通
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も充分可能性のある状況となっている。首都圏は情報化の先進状況から地域間情報格差是正の役割を

も担ってい るといえる。

第5点 は産業の情報化の進展による地域経済活性化である。

「情 報」 は産 業界 に と って 今 や経 営 戦略 の最 も重要 な武器 であ る。 特 に公 的機 関は 産業 ・経済 に係

る貴 重 な デ ー タを豊 富 に所 有 して お り,こ れ らデ ータは 産業 界 が 企業 立地,新 商 品開 発,技 術開 発を

行 う際 の情 報 と して充 分 役 立 ち 得 る もの であ り,企 業活 動 の効 率 化 ・競 争の 活 発化 ひい ては経済 の活

発 化 を もた らす ことが 期 待 され る。 また,企 業規 模 の ちが い に よ る情 報格 差 是正 に もつ なが る と思 わ

れ る。

第6点 は地 方 公共 団 体 での情 報公 開 の進 展 で あ る。

本 来 公的 機 関 が作 成 した情 報 は プ ラ イバ シ ー等 に係 る個人 情 報 を除 き,共 通財 産 と して,ど の機 関

で も その 有効 活 用 を図 る こ とが 可能 で あ る。 しか しこれ まで は コ ンピ ュータ 可読 媒 体 によ る情 報 整備

の 不充 分 さ、 情 報利 用 手 続 きの煩 雑 さ,あ るい は法 制度 上 の問題 が あ り,流 通 が 滞 って い る面 もあ っ

た。

オ ンライ ンに よる地 域 経 済情 報 流通 の実 現 は新 たな流 通情 報 ニー ズを喚起 し,そ の 結果,情 報提 供体

制 の拡 充,法 制 度 見直 しの 原動 力 と な り,ひ い て は地 方公 共 団体 の 情報 公 開 の進 展 を 促す こと と もな

ろ う。

第7点 は 首都 圏地 域 での 地 域 経済 情 報 オ ン ライ ンネ ッ トワ ーク化 は地 域 の複 数 企 業,地 域公 共団 体

等による地域ぐるみの情報化の先駆的実例となる。

首都 圏 には 中枢 管理 機 能 が集 中 してお り,企 業 経営 戦略 の 中心 とい う地 域 特性 か ら経 済情 報 の必 要

性 は非 常 に 強 い。 情 報 内容 も地 域 経済 統 計情 報 か ら,文 献,雑 誌,学 術 ・研 究情 報 と非常 に幅広 い も

の が要 求 され るが,こ れ らの 情 報 を オ ンラ イ ンネ ッ トワー ク化 す るこ とは 「必要 性 」(ニ ーズ)と

「コ ン ピ ュータ に よ るデ ー タの 整 備状 況 」(シ ーズ)か ら,首 都 圏 ではか な り実 現 可 能性 が あ り,具

体 的 展望 を示 せ ば地 域 関 係 者の コ ンセ ンサ スが得 や す い。
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5地 域 経 済 情 報 オ ン ライ ンネ・ッ トワー ク流 通 の課 題

5.1情 報 シ ス テ ム 構 築 上 の 課 題

前 章 では地 域経 済 情 報 オ ン ライ ンネ ッ トワー ク に よ り想定 され る効 果 に つ い て述 べ た が,.こ れ は

オ ン ライ ン ネ ッ トワー クが 軌 道 に の った場合 の話 で あ って,現 実 的 に は こ こに至 る まで様 々な 困難

が あ る。

情 報 ネ ッ トワー クが成 功 す るか ど うか は 使 う側 か らは値 段 と内容 で 決 ま る。 時 系 列的 に も項 目的

に もニ ーズ に合 っ た情 報を 出来 るだ け早 く,安 く手 に入 れ る こ とが利 用 者側 の願 い で あ り.提 供 者

側 は 市場 予測 及び採 算 性 を み な が ら見 通 しが あれ ば ネ ッ トワークの 構 築,提 供 体 制確 立 を め ざす と

い うことに な る。 と ころが こ こに情 報 あ るい は情 報 シス テ ムの持 つ くせ と難 し さがあ る。

そ の1つ は情 報 の閉 鎖 性 と拡 張 性 であ る。 非 常 に重要 な情 報 は問 外 不 出 で あ り,ご っそ り内 部 で

見 せ 合 うと ころに 意味 が あ り,公 開 され ると価 値 を持 た な くな るもの もあ る。 一 方 内部 だ け での 流

通 では同 じ内容,同 じ レベル に情 報が か た よ る き らいが あ り,新 情報 を吸収 す るた め に は あ る程 度

グルー プ を拡 張 せ ざ るを得 ない 面 もあ る。 これ は プ ライバ シ ー とは 別 の 側面 での情 報 の特 性 であ り,

情 報 流通 に あた って は ど の程 度 まで の 情報 をど の よ うな グル ー プ間 で 流通 させ る のか が 問 題 とな っ

て くるo

その2は 必 要情 報 は変 化 す る とい う点で あ る6情 報は 目に見 えず,た だ で さえ ニ ー ズの把 握 が難

しい。 そ の上,社 会 構造 の 変 化,生 活様 式 の変 化等 に よ りた えず 変 化 す る もの で あ る。 これ をど う

とらえ て い'くか が問 題 で あ る。

その3は 流通 に あ た って の 合意 性 の 問題 であ る。 例 えば グ リー ンカ ー ドが 国民 の合 意が 得 られぬ

ま ま実 現 しなか った こ とに もみ られ るよ うに,合 意 が無 けれ ば い くら良 い と思 わ れ る情 報 流通 シス

テ ムも実 らな い。 いか に して地 域 の コン セ ンサス を 得 るか とい うこ とは(ニ ーズ の把 握 の裏 が え し

で あるが)非 常 に 重要 な こ とで あ る。

この よ うに情 報,あ るい は情 報 シ ステ ム の特 性 を 把握 した上 で いか に最 適 な ネ ッ トワー クシ ステ

ムを組 む か とい う観 点 か ら現在 特 に 目立 って い る ソ フ ト面 で の基 盤整 備 の問 題 点,課 題 を あげ て検

討 したい。

■

5.1.1地 域 経 済 情報 整 備 上 の 課題

59年 度 調 査 で は オ ン ラ イ ン情 報 流通 の 第1ス テップとしては,ま ず 公 的機 関 の公表 可 能 な情報

(統 計 情 報 中心)を 首都 圏 に在 す る公 的 ・民 間 機 関,あ るい は一 般 ユ ー ザ が利 用 す る形 態を 想定

して い るため.こ の 場 合 の 情報 源 は国,あ るい は 県等 地 方 公 共団 体 であ る。

今回 の 調査 結果 か ら出 され た地 域 経済 情 報 整 備 上 の問 題 点 としては,情 報 そのものの問 題 と情 報

を整 備 して い くうえ での 問題 点が あ る。

情 報 そ の もの の 問題 点 と して は,

① 使 用 目的 にそ った地 域 区分 で集 計 され てい な い,あ るい は複 数 の 統 計 の間 で の地 域 区分 の
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整 合性 が はか れ ない等 地 域 区分 が合 わ な い。

② 必要 とす る調 査 事 項が 無い。

③ 途 中 か ら調査 票 に変 更 が 生 じた り,あ るいは 何種 類 かの 統計 を使 用 す る場 合調 査 周期 が 異

って い た りす る ことに よ り,時 系 列 区分 が合 わな い。

④ 客体 数 ・抽 出数 が 不十 分 で あ る。

⑤ 調査 項 目の分 類 が不 適 当 で使 え ない。

⑥ 時系 列 デ ータ に欠 陥が あ り困 る事 が あ る。

⑦ 公表 時 期 が合 わ な い'

等 が あ げ られ て い る。

具体 的な 例 で は商 業 統計,事 業 所 統計,国 勢 調 査,工 業 統 計,国 民 所 得統 計,家 計 調査 等利 用

頻 度が 高 い 統 計 につ い ては 「調査 事 項 が 無い 」 「地 域区分 が 合 わな い」 「時系 列 区分 が 合 わな 同

等 の 問題 点 が複 数 の利 用機 関 か ら指摘 され て い る 。 特 に 「公 表時期 が合 わ な い」 とい う問題 に つ

い て はか な りの機 関 か らの 指摘 が あ る。 この よ ケに 官庁 統計 につ い ては利 用 頻 度 が 高 い ゆえ に問

題 点 の 指摘 も多 く,情 報の有 効 活用の ためにはデー タ同士の横 断的な整 合性,早 期 公表 をはか る方向

で の検 討 も必 要 であ る。

一 方
,情 報を 整備 して い く上 での 問 題 点 と して は,

① コ ン ピ ュータ設 置 状況,② 整 備 す るた めの 人 的 コ ス ト,費 用,③ 情 報 処理 技 術.

④ 組 織 体制 に 係 わ る もの が 指摘 され る。

② と③ につ い て は別 途述 べ る こと と し,こ こで は④ に つい て若干 ふれ たい。

情 報 を処 理 し,管 理 す る部 門の 在 り方 が昨 今 話題 とな って い る。

1つ の組 織 の 中で情 報処 理 ・管理 部 門 は情 報発 生 源 と利 用側 との間 の交 通 整理 を行 うセ クシ ョ

ン であ ると言 え る。 組 織 に よ って は この セク シ ョンの確立 が行 わ れて お らず.な か な か情 報 の体

系 的 整備 が 出来 な い との意 見 もあ る。`

情 報整 備 にあ た っては,常 に時代 の先 を読 む 目が 要請 され,ど の よ うな統 計 情 報 が 今後 重要 と

な るか とい った見識 が 要求 され る。 この よ うに 中長 期 的立場 に立 った情 報 整 備 を行 う上で,そ の

中枢 とな る セ ク シ ョンの確 立 は 必要 不 可欠 で あ る。

この よ うに情 報 整備 上 の問 題 点 をか か え て い る組 織 は あ るもの の。 か な りの機 関 で業 務処 理 結

果 の コ ン ピ ュー タ可読 媒体 整備 は進 んで い る。 特 に首都 圏の 都 県 では デ ー タ ベー ス構 築を進 めて

お り,外 部 へ の提 供を 実施 して い る機 関 も あ る。 また,国 の一 部 では す でに 磁気 テ ー プ,オ ン ラ

イ ン等 によ る デー タ交 換 が行 わ れ てい る。

この よ うに可能 な と ころか ら情 報交 換 を実 施 しつ つ,情 報流 通基 盤整 備 を図 ると い う観点 が 重

要 で あ り,今 後 とも地 域経 済統 計 デ ータ に つ い ての 磁気 テー プ,フ ロ ッ ピーあ る いは 磁気 デ ィス

クに よ る時 系 列 整備,情 報 交換 の実 施 が望 まれ る。

民 間 で作 成 されて い る経済 情 報 の 流 通 は 次の ス テ ップ とな ろ う。 ・

企 業 活 動 に 伴 って発生 す る情 報 の 一 部 は現 在 で も公的 機関 の調 査 に よ って把 握 され て い るが,
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現在 個 別 シ ス テム で企 業 内 あ るい は企 業間 で 流通 してい る産業 ・経 済 ・経営 に関 す る情 報 につ い

て も,将 来 は シス テ ムの 共 有化,ネ ッ トワー クの普 及 に よ り個別 デー タでは な く集 計 デ ータ と し

て把 握 す る こ とが 可能 とな る。

現 状 で は民 間 企 業 の事務 管理.事 務 処理 等 の コ ン ピ ュータ化,ネ ッ トワー ク化 が 個別 シス テム

と して普 及 して い るが,各 企 業 内 にお け る,あ るい は 関連 業 界 間に お いて 流れ る情 報,例 えば 帳

票 類 の異 な りや受 発 注 処 理 の手 順 に お け る不 統一 が ネ ッ トワー ク の拡張 をは ばむ もの とな るため,

ビジネ スプ ロ トコルの標 準 化が 検討 され つ つ あ る。

'

5.1.2情 報提 供 の際 の シス テ ム構 築

情 報 整 備 の高 度 の段 階 と しての デ ー タ ベ ース構 築(日 常の 業務 活 動 に よ って生 ず る情 報を 計画

策 定 等 の ため に利 用 す る体 制 まで考 え て シ ステ ム化 を 行 う こと)に つ い ては 国 ・地 方 自治 体 で す

で に個 別 に手 が けて い ると ころ もあ る。

デ ー タ ベ ース構 築 は利 用 者 イ ンター フ ェイス がす ぐれ て い る事(検 索.加 工 が容 易),デ ータ

の更 新 が 容 易 で あ る こ と,経 費 の節減(何 度 も プ ログ ラム開 発を す る必要 が ない)等,利 点 が 多

く,今 後 と も情 報化 の 進展 に伴 い各機 関 ご と必 要 に応 じて構 築す るこ とが予 想 され る。

現 状 では デー タ ベ ー スに構 築 され た デ ー タ よ り印刷 物 の 方が 細 か い など の問 題 もあ るが,少 く

と も印刷 物 よ り細 かい デー タの 蓄積,再 編加 工 が 出来 る とい うメ リッ トを生 か した シ ス テム作 り

が 必要 で あ る。 また使 いや すい シス テム とす る ため,ニ ーズ に合 わ せ た デー タ ベ ース構 造 の検 討,

機 密保 護対 策,シ ス テ ム障害 時対 策,操 作 性等 を充 分検 討 す るこ とが望 ま しい。 また ネ ッ トワー

クの観 点 か らは 今 後地 域 経済 情 報 オ ンラ イ ンネ ッ トワー ク を促進 す るに あた って は,こ れ ら個別

の デ ー タベ ー スを 相互 に利 用 で き るソ フ トウ ェア(共 通 コマ ン ド,デ ー タベー ス ・デ ィク シ ョナ

リ一等)の 開発 が 必要 と な る。

また,デ ータ によ って は各機 関の処 理 方 式 の 統一 化 を は か る こ とも質 の高 いデ ー タ作成.ソ フ

ト開発 費 の軽 減 等 に有 効 であ る。

●

5.1.5デ ー タベ ー ス の構 築 ・運 用に あ た って の資 金

デー タベ ース の開 発 時 に は相 当 の経 費 を要 し,ま た,シ ステ ムの更 新,維 持 に伴 って経 常的 な

経 費 が必 要 で あ るた めi民 間 に対 して は 情報 化 推 進 策 と して.減 税 ・融 資等 の処 置 が必 要 とな る

場 合 もあ る。

また,公 的 機 関 で あ って も,諸 経 費 を 最 少 限 に す るた め には,情 報 の提 供 に あ た って,あ らか

じめ計 算機 等 資 源 の運 用 コス ト,デ ー タ に関 す る経 済 価 値(情 報作 成.加 工 に 係 る労 働 コス ト)

等 にっ い て検 討 し,受 益者 負担 の考 え方 を取 り入 れ た利 用料 金 の設 定等 の対 策 が必 要 であ る。

■

5.1.4情 報 処理 技 術 者 の育 成

技 術 革新 を 背景 と して ハ ー ドウ ェア ・コス トの 著 しい低 減が 図 られ る一方 で,
コン ピ ュー タの普
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及 に伴 う ソフ トウ ェア需要 の急 激な増 大に対応する情 報処 理 技 術者 の 不足 が問 題 とな ってい る。 ソ

フ トウ ェア の複雑 化,多 様 化 に伴 い特 に シ ステ ム ・エ ン ジニ ア等 上 級 情 報処 理 技術 者 の養 成 が急

務 で あ る。 特 に機 能 性,サ ー ビス性 に優 れ た ソフ トウ ェアの 開 発 に あ た り,各 情 報 作成機 関 で

は デ ー タ内容 に つ いて も情 報 処 理 に つ いて も詳 しい情 報専任 担 当者 の 育成 が急務 で あ る。

●

5.2情 報 流 通 ・利 用 上 の 課 題

利 用 者 にと って最 適 な ネ ッ トワー ク シス テ ム とは 内容 が利用 ニ ーズ にあ っ て お り,使 いや す く安

い とい うこ とであ る。 これ らの 条件 を 満 た すた め に ネ ッ トワー クシ ス テム に要 求 され る機能 は 次の

よ うな もの で あ ろ う。

,

5.2.1情 報 の ク リア リン グ機能 の充 実

地 域 デ ータ を機 関 相互 に 有効 利 用 す るため に は情 報の ク リア リング機 能 の 充実(情 報 名,情 報

作 成機 関,情 報 概要,情 報 入手 の 方法 等 に つい て案 内す る機 能)が 不可 決 で あ る。 この機 能 は利

用 者 が最 短 コー スで 目的 とす る 情報 にた ど りつ くた めの 補 助機 能 で あ り,利 用 ニ ーズ にあ った情

報 内容 の一 次選 択 を 可能 とす る。

ク リア リング情 報 の整 備 にあ た っては,ま ず ク リア リングす る項 目の選定 が重要 で あ る。

統 計調 査 目録 と して の 「統 計 調査 総 覧 」 にお い ては統 計調 査 ご とに 次の 事 項 を収 録 して い る。

(a)国 等 が行 う統 計調 査

① 統 計調 査 名 ② 実 施 機 関 ③ 目的 ④ 沿革 ⑤ 調 査 の構 成(調 査 票 の種 類)⑥ 調 査 対

象(単 位,地 域,属 性,抽 出 率)⑦ 調 査 方法(選 定,客 体 数,配 布.収 集 記 入,把 握 時

期)⑧ 周 期 ・期 日(周 期,実 施 期 日)⑨ 調 査 系 統 ⑩ 調 査 事 項 ⑪ 集計 方法 ⑫ 表 象 地

域 ⑬ 結果 の公 表 ⑭ 備 考

(b)地 方公 共 団体 が 行 う統 計 調 査

① 統計 調 査名 ②実 施 機 関 ③ 対 象選定 の 方法 ④ 地 域 ⑤ 調 査単 位 ⑥ 周期

ク リア リング機 能 充 実 へ の取 り組 み に つい て若干 述 べ る と.デ ー タ ベ ース の ク リア リング情 報

として は,総 務 庁等 が57年 度 か ら整備 して い る中央 官 庁 で運 用 中の デ ー タベ ー スを対 象 とす る

「各 省 庁 デ ー タベー ス台 帳 」,ま た,デ ー タベー ス ・サー ビス企 業(予 定 の者,公 的機 関 も含 む)

の 申告 に よ り通 産 省が と り まと めて い る 「デ ー タベ ー ス台帳 総 覧」 等 が あ る。

また,電 算機 に よ るク リア リン グ シ ステ ムの研 究 も い くつ か行 われ て い る。 ク リア リン グシ ス

テム で扱 わ れ る情 報は か な り広 範 囲に わ た って収 集 ・整 備 され てい る こ とが望 まし く地 域経 済 情

報 オ ン ライ ン流通 促進 に あた って は ク リア リング情報 の整 備,ク リア リン グ情 報の 提 供 ・サ ー ビ

スを行 う地 域 情 報 セ ン ター の 育成 等 が必 要 で あ る。

5.2.2ネ ッ トワー クに あた って の標 準化

使 いや す い シ ステ ム とい う意 味 で標 準 化は 大切 な こ とで あ る。公 的 ・民 間機 関 を 問 わず.従 来
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の 閉 じた シス テ ムが拡 大 して い った場 合,異 機 種 コ ン ピ ュータ 同士 の接 続 が 問題 とな る。

異機 種 間 コン ピ ュー タ の接続 様式 が 不統 一 で あ る と,ネ ッ トワーク の大 き な障 害 とな る。

プ ロ トコル にっ い て は シ ステ ム相 互 間の イ ンタ ニ オペ ラ ピ リテ ィの確 保 とい う観 点 か らそ の標

準 化 が注 目され て お り,ノ ー ド間の 伝 送制 御 レベ ル プ ロ トコル(デ 一夕 リ ンク レイ ア)の 統 一化,

ENDTOENDプ ロ トコル(ネ ッ トワー ク,ト ランス ポー トレイ ア)の 統 一 化,あ るい は フ ァ

イル 転送,コ マ ン ド統 一(プ レゼ ン テー シ ・ン レイ ア,ア プ リケ ー シ ・ン レイ ア)等 が 検討 され

つ つ あ る。

今後 は広 義 の プ ロ トコル,す な わ ち デー タ利 用主 体 か らみ て の ビジ ネス ・コ ン トロールの 標 準

化(帳 票類,商 品 コー ド等 の標準 化)が 必 要 であ る。 ま た.ど こか らで も,だ れ もが 利用 し得 る

ネットワークの構 築 にあ た っては検 索用 端末 の イ ンテ リジ ェ ンシー を活 用 す るな どネ ッ トワー ク イ

ンテ リジ ェンシ ーの 高度 化等 も必要 とな る。"L

●

5.5基 盤 整 備 上 の 課 題

5.5.1関 係 法制 度 の整 備

「個人 情 報保 護 関係 の 条例 では,現 状 が 個人 情 報 処理 の ため,国,他 自治 体 と オ ン ライ ン化 で ・

きない こ とに な っ てい る」(区)等,'地 域 経済 の オ ン'ライ ン化 に あ た って は い くつ か法 制度 上の

規 制 が存 在 す る。

ニ ーズに対 応 した広 範 囲 な デ ー タ提 供 を 可能 とす るた め,法 制度 の見 直 し等,関 係法 制度 の 整

備 につ いて 早急 に検 討 を行 う必 要 が あ る。

一方
,ネ ッ トワー クの 普 及 に伴 い プ ライバ シ ーの保 護 等 個 人 情 報保 護 対 策 に 関 わ る法的 処置 に

つ いて は充 分検 討 す る必要 が あ る。 個人 情 報 の漏 洩 等 が人 為 的 に 発生 した場 合 は,経 済 社 会 に大

きな影響 を 及 ぼ す 可能 性 が 高 い。地 域 経 済 統計 情 報 で ニ ー ズが 多 い 商業 統 計,'事 業 所統 計,工 業

統 計,国 勢 調 査等 に つ いて も集 計 デ ータの 相互 流 通 は 同一 計 算機 内 で個 票 デ ータ と共 存 す る可能

性 もあ る。 同 時 に秘 密 の漏 洩 を 防 ぐた め の技術 につ い て も具体 的 に検 討す る必要 が あ る。

'その 他 ソフ トウ
ェア の著 作権 が問題 と な ってい る今 日,デ ー タ ベ ース等 の 法 的保 護 た っい て も

検 討 し,情 報 提 供 者が 経 済 的,社 会 的損 失 を 被 らな い よ う対 処 す る必 要が あ る。

5.5.2マ イ ナス イン パ ク トへ の 対 応

情 報 化 の進 展 は 地 域 産 業 経 済 に対 して大 きな イ ンパ ク トを与 え る と同時 に マ イナ スイ ンパ ク

トを も生 じさせ る。 マ イ ナスイ ンパ ク トをい か に少 な くす るか が重 要 な課 題 で あ る。 地域 経 済 オ

ンライ ンネ ッ トワーク を促 進 す る際,起 こ り うる と考 え られ るマ イナ ス イ ンパ ク トと して は次 の

ことが あ げ られ る。

第1に 公 的機 関 の 情 報 サ ー ビス と民 間 の情 報 サ ー ビス との 競 合 関係 の 懸念 で あ る。

公的 機 関 の情 報 は地 域 の企 業,団 体等 に と って非 常 に 有効 で あ り,積 極 的 に情 報 公 開,情 報 サ

ー ビスが 図 られ る こ とが望 ま しい。 しか し民 間 の デ ー タ ベ ース サ ー ビス業 者 の 中に は す でに これ
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●

らの 情 報 を提 供 して い る企 業 もあ り,競 合 関係 が 心配 され る。 この た め,地 域情 報化 の 推進.地

域 情 報 サ ー ビス 産業 の健 全 な 育成 とい う面 で の配慮 が必 要 とな ろ う。 また,こ れ ら の情 報 サ ー ビ

スが根 づ くため に は情 報 提供 者,利 用者 を含 め た 地域 コ ンセ ンサ スを 得 なが らネ ッ トワー ク化 を

図 るこ とが 肝 要 で あ る。

第2に コ ン ビ:・一 夕関 連装 置 を持 つ者 と無 い者 との 情 報格 差 拡大 の 恐 れ であ る。

特 に 中小 企 業 者,一 般 消費 者 の保 護 に対 す る配慮 が 要請 さ れ る。 中小 企 業 者 に対 して は きめ 細

か な 資 金助 成,導 入指 導 が必 要 で あ ろ う。 また,取 引先 ご とに端末機 を複 数 設置 す る等 とい うこ

とが 生 じな い よ う,ビ ジ ネス ・プ ロ トコ ルの統 一 化,等 が早 急 に必 要 で あ る。

第3に コ ン ピ ュー タ セ キ ュ リテ ィの問題 で あ る。

地 域経 済,社 会 活動 が コ ン ピ ュータの 普 及 に よ り コ ンピ ュー タシ ステ ムへ の依 存 を強 め つつ あ

る。 この結 果,ひ と たび 天 災,人 為 的要 因 に よ る シス テム障 害 が 発生 す る と社 会 的 な混 乱 を起 こ

す 可 能性 が 高 い 。

昭 和52年 に通産 省で 「電 子 計 算機 シ ステ ム安 全対 策 基準 」 が 制定 され てい るが,今 後 とも政

府 が 安 全対 策 に対 す る ガ イ ドライ ンを事 業 活動 の 実態 に応 じて示 して い くことが 必要 であ る。

む す び

59年 度 は調 査 研究 活 動 の 一年 目と して首 都圏 経済 情 報 ニ ーズ 調査 を行 い,オ ン ライ ン流通 が必 要

な経 済情 報.流 通 の 可能 性,流 通 の 対 象範 囲等 を 明 らかにす るとともに,流 通促 進 にあ た って の技術 的,'

社 会的,制 度 的 な問題 点 及 び課 題 を浮 きぼ りに した。

調 査 内容 につ い て は,オ ンライ ン流 通促 進 の た め の第1ス テ ップ と して 「流通 対 象 情 報 は公 的機 関

の地 域 経済 情 報を 主 とす る」 「首 都 圏 に 存在 す る機 関が必 要 と して い る情 報 とす る 」 等 の 条 件 を 設

け たが,結 果 は予 想 され た とお り首 都 圏 と い う地 域特 性 は すな わ ち全 国 の縮 図 であ る とい うこ とで あ

り,デ ータ 的 に 「地 域 を限定 した もの では利 用 出来 ない」,「全 国 的 な ネ ッ トワー クの 中 の地 域 ネ ッ ト

ワー クの位 置 づ けを して ほ しい」 と い う意見 が か な りあ った。

こ う した状 況 の 中で,「 首都 圏 オ ン ライ ンネ ッ トワーク」 は 先駆 的 役割 を 持 ちつ つ も将来 的 に は ネ

ッ トワー クの輪 を全 国 レベ ルに広 げ る方 向 に なろ う。

■
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統計名別利用現況資料

設 問

統 計 名

1利 用 の 目 的

利 用 頻 度

1諾 計画立案の

ため

2研 究調査 のた

め

3情 報サー ビス

のため

4教 育 ・教養 の

ため

5経 営の指導診

断のため

6企 業経営のた

め(原 材料管

理撚 連)

7企 業経営のた

め(技術開発).

8企 業経営のた

め(消 費者 ニ

ーズ ・市場関

連)`

9企 業経営 のた

め(生 産 ・販

売関連)

10企 業経営 のた

め(財 務 ・経

理・労務関連)

商 業 統 計 73 29 49 25 0 21 1 0 14 7 1

事 業 所 統 計 70 36 43 2】 0 21 0 0 8 5 1

国 勢 調 査 65 42 43 14 1 2 0 0 6 5 1

工 業 統 計 63 24 38 22 0 14 0 1 2 7 1

消 費 者 物 価 指 数 57 21 34 14 2 6 1 0 7 3 5

家 計 調 査 53 14 39 15 0 7 0 0 17 6 0

国 民 所 得 統 計 52 27 35 8 1 5 0 0 8 5 2

卸 売 物 価 指 数 40 13 27 14 0 3・ 1 0 4 3 4

人 口 動 態 調 査 38 29 21 8 0 2 0 0 7 4 1

鉱工業生産 出荷在庫指数 35 6 25 12 0 2 2 0 3 2 1

景 気 動 向 指 数 30 12 14 8 0 5 1 0 4 2 2

建 築 着 工 統 計 28 13 22 9 0 1 0 0 1 1 0

法 人 企 業 統 計 26 11 20 4 0 4 0 0 4 3 3

県 民 所 得 統 計 25 10 17 1 ,0 7 0 1 5 2 1

住 宅 統 計 25 12 14 6 0 0 0 0 2 0 0

百 貨 店 販 売 統 計 22 6 16 11 0 3 1 0 5 3 2

全 国 推 計 人 口 21 15 11 2 0 0 0 0 4 2 0

地 方 財 政 統 計 21 13 12 1 0 0 0 0 2 0 0

毎 月 勤 労 統 計 19 3 工2 6 0 2 1 0 2 2 4

貯 蓄 動 向 調 査 19 12 14 6 0 3 0 0 9 3 1

地 価 情 報 17 6 7 6 0 1 0 0 3 1 0

小 売 物 価 統 計 15 4 8 7 0 4 0 0 、2 2 0

国 際 収 支 表 15 7 12 4 0 0 0 0 0 0 0

消 費 者 動 向 調 査 15 4 9 6 0 4 0 0 5 1 1

主要 ・中小企業短期経済予測 15 9 11 6 0 3 0 0 2 1 1

産 業 連 関 表 14 4 9 2 0 2 0 0 0 0 0

日 本 外 国 貿 易 統 計 14 6 10 5 0 0 0 0 2 1 0

農 林 業 セ ン サ ス 14 8 9 4 0 2 0 0 0 0 0

民 間 給 与 実 態 調 査 14 6 2 4 0 2 0 0 1 1 7

労 働 力 調 査 12 2 0 0 o 0 0 0 0 b 3

機 械 受 注 実 績 調 査 12 3 10 4 0 0 0 0 1 0 0

就 業 構 造 基 本 調 査 10 4 6 1 0 0 0 0 1 0 0

雇 用 動 向 調 査 10 2 6 4 0 3 0 0 0 1 1

主 要 企 業 経営 分析 調査 9 2 2 2 0
'7

0 0 0 2 2

輸 出 確 認 統 計 7 4 3 1 0 1 0 1 1 0 0

全 国 消 費 実 態 調 査 6 2 1 2 0 0 0 0 3 0 1

資 金 循 環 勘 定 6 4 5 2 0 1 0 0 2 0 1

建 設 工 事 着 工 統 計 5 2 2 2 0 o 0 0 1 1 0

建 設 工 事 受 注 統 計 5 2 3 2 0 0 0 0 0 1 0

賃 金 構 造 基 本 調 査 5 1 3 2 0 1 0 0 0 0 1
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設 問

統 計 名

利 用 の 目 的 ‖ 入 手 のS方 法

11行 政施策 の基

礎資料として

12そ の他(具 体

的に) 1内 部組織か ら 2市 販の統計書

3県.市 町村 な

ど

4情 報センター

など

5そ の他民間の

団体 6企 業

7デ ー タ ・バ ン

ク か ら

8定 期刊行物な

ど

9そ の他(具 体

的に)

商 業 統 計 32 0 21 24 35 1 1 0 1 12 7

事 業 所 統 計 34 0 25 27 28 1 1 0 3
・

ll 4

国 勢 調 査 36 o 24 27 23 0 1 1 0 11 4

工 業 統 計 31 0 21 21 24 0 1 1 1 9 7

消 費 者 物 価 指 数 20 2 11 18 17 2 0 0 6 22 5

家 計 調 査 8 0 2 24 7 2 2 1 10 12 12

国 民 所 得 統 計 12 1 5 20 11 0 1 0 15 15 9

卸 売 物 価 指 数 6 1 6 12 11 1 0 0 7 17 6

人 口 動 態 調 査 21 0 14 14 19 0 0 0 0 10 2

鉱工業生産 出荷在庫指数 2 2 5 7 7 0 1 1 12 8 8

景 気 動 向 指 数 3 1 4 3 4 1 1 0 3 13 6

建 築 着 工 統 計 6 0 6 7 7 1 3 0 4 9 4

法 人 企 業 統 計 0 0 3 11 2 1 1 0 10 6 7

県 民 所 得 統 計 9 0 4 12 11 0 1 0 2 1 1

住 宅 統 計 14 0 5 10 8 0 1 0 2' 4 2

百 貨 店 販 売 統 計 3 1 5 4 6 0 4 2 3 3 3

全 国 推 計 人 口 10 o 5 9 8 0 0 0 3 5 2

地 方 財 政 統 計 15 0 9 8 9 0 1 0 0 4 1

毎 月 勤 労 統 計 2 0 2 2 4 0 2 0・ 2 5 5

貯 蓄 動 向 調 査 1 0 3 11 3 0 1 0 2 8 4

地 価 情 報 5 1 6 3 4 1 4 1 0 6 3

小 売 物 価 統 計 5 0 2 2 5 1 1 0 0 5 1

国 際 収 支 表 0 2 2 6
㊨

1 0 0 0 8 3 5

消 費 者 動 向 調 査 3 1 4 3 7 1 0 0・ 0 6 1

主要・中小企業短期経済予測 0 0 2 2 1 1 2 0 3 7 5

産 業 連 関 表 4 0 3 7 2 1 0 0 0 2 0

日 本 外 国 貿 易 統 計 0 0 0 4 2 0 0 0 5 6 3

農 林 業 セ ン サ ス 8 0 7 2 5 0 0 1 0 2 1・

民 間 給 与 実 態 調 査 0 1 1 4 1 2 3 0 0 7 1

労 働 力 調 査 4 0 3 1 5 0 0 0 0 3 2

機 械 受 注 実 績 調 査 0 0 0 3 2 0 0 0 4 2 4

就 業 構 造 基 本 調 査 6 0 4 2 6 0 0 0 0 1 0

雇 用 動 向 調 査 0 0. 0 0 0 0 0 0 o 3 1

主 要 企業 経 営 分析 調査 0 0 0 3 1 1 1 0 1 3 1

輸 出 確 認 統 計 1 0 1 2 1 1 0 0 1 3 1

全 国 消 費 実 態 調 査 1 0 1 1 1 0 0 0 0 3 0

資 金 循 環 勘 定 0 o 0 3 0 0 0 0 3 2
'

1

建 設 工 事 着 工 統 計 0 0 0 1 2 o ・1 0 0 3 0

建 設 工 事 受 注 統 計 0 0 0 1 2 0 0 0 1 2 0

,

賃 金 構 造 基 本 調 査 0 0 2 2 0 0 0 0 0 2 0

1
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設 問

統 計 名

田,入 手 媒 体 W入 手 の 難 易 V利用地域区分

1印 刷 物 2コ ピ ー ・閲 覧

3機 械可能媒体

(磁 気テ ープ

等)

4オ1ン ラ イ ン

5そ の他(具 体

的に)

1容 易 に入手で

きた

2入 手す るため

目的地 まで出

掛け た

3何 処にあ るか

確認が困難で

あった

4利 用目的に適

合 した内容 を

知 るのが困難

であ った

5そ の他(具 体

的に) 1全 国

商 業 統 計 70 9 3 1 2 65 4 1 1 3 25

事 業 所 統 計 64 11 5 0 2 62 4 1 3 2 24

国 勢 調 査 61 12 7 0 2 59 5 0 1 3 29

工 業 統 計 56 5 6 1 1 56 5 0 1 2 25

消 費 者 物 価 指 数 54 6 1 6 0 52 2 0 0 2 35

家 計 調 査 51 4 1 10. 1 46 7 0 1 1 37

国 民 所 得 統 計 49 2 2 13 0 50 1 2 0 1 41

卸 売 物 価 指 数 39 3 1 6 1 40 0 0 0 0 33

人 口 動 態 調 査 34 11 2 0 0 37. 1 0 0 0 12

鉱工業生産出荷在庫指数 29 1 3 13 o 33 2 0 0 0 28

景 気 動 向 指 数 29 2 0 2 1 30 0 0 0 o 23

建 築 着 工 統 計 24 3' 2 4 2 22 6 0 1 0 15

法 人 企 業 統 計 25 1 2 9 1 20 6 0 0 0 23

県 民 所 得 統 計 22 5 1 1 0 19 5 0 0 1 6

住 宅 統 計 23 1 0 2 0 25 0 0 0 0 8

百 貨 店 販 売 統 計 18 2 0 4 1 21 1 0 0 0 11

全 国 推 計 人 口 20 4 1 1 0 20 】 0 0 1 16

地 方 財 政 統 計 20 3 0 0 0 20 2 1 0 0 10

毎 月 動 労 統 計 16 1 2 2 2 17 2 0 0 0 12

貯 蓄 動 向 調 査 19 2 0 2 0 16 2 0 0 0 16

地 価 情 報 16 3 2 0 0. 15 0 1 1' 0 5

小 売 物 価 統 計 15 0 0 0 0. 13 1 0 0 1 6

国 際 収 支 表 14 0 ℃ 7 1 15 0 0 0 0 15

消 費 者 動 向 調 査 15 1 0 0 0 14 0 0 1 0 5

主要 ・中小企業短期経済予測 14 1 0 3 0 14 1 0 0 0 15

産 業 連 関 表 11 2 1 1 0 .12、 1 1 0 0 8

日 本 外 国 貿 易 統 計 11 3 2 4 1 13 1 0 0 0 13

農 林 業 セ ン サ ス 12 4 0 0 0 14 1 0 0 0 3

民 間 給 与 実 態 調 査 14 1 0 .0 0 12 1 1 0 0 10.

労 働 力 調 査 12 1 0 0 0 10 2 0 0 o 5

機 械 受 注 実 績 調 査 9 2 0 4 1 12 0 0 0 0 12

就 業 構 造 基 本 調 査 9 2 0 0 o 9 O 0 O ! 3

雇 用 動 向 調 査 9 1 0 0 0 9 1 0 0 0 7

主要 企業 経 営 分析 調査 9 0 0 0 .0 7. 1 o 1 0 7

輸 出 確 認 統 計 7 1 0 1 0 7 0 O・ 0 0 4

全 国 消 費 実 態 調 査 6 0 0 0 0 6 0 1 0 0 5

資 金 循 環 勘 定 6 0 0 3 0 5 1 o 0 0 6

建 設 工 事 着 工 統 計 5 1 0 0 1 2 3 0 1 0 3

建 設 工 事 受 注 統 計 5 0
'

0 1 ・0 4 | O o 0 5.

賃 金 構 造 基 本 調 査 5 0 0 0 0 4 1 0 0 0 4
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設 問

統 計 名

利 用 地 域 区 分 W加 工 方 法

■2都 道 府 県 3町 丁 別

4メ プシ ュデ 一

夕

5そ の他(具 体

的 に)

1電 卓を主 とし

て使用

2コ ンピ ュータ

と対話形式で

加工

3リ ス ト等 を打

ち出して机上

で加工す る

4他 機関に目的

とす るものを

作成 して もら

う

5プ ログ ラムを

自機関で作成

して加工

6特 に加工 は行

わない

7そ の他(具 体

的に)

商 業 統 計 42 28 8 11 39 5 10 9 6 25 1

事 業 所 統 計 45 30 8 8 37 7 11 8 10 25 1

国 勢 調 査 43 37 1工 10 37 7 9 3 11 21 0

工 業 統 計 36 22 4 10 31 9 10 5 7 23 0

消 費 者 物 価 指 数 35 6 1 4 21 9 5 1 2 25 0

家 計 調 査 26 4 0 4 21 16 5 2 4 18 0

国 民 所.得 統 計 10 4 0 3 2工 19 6 1 8 17 0

卸 売 物 価 指 数 18 4 0 2 17 7 3 0 2 17 0

人 口 動 態 調 査 25 19 2 6 26 2 6 5 5 6 1

鉱工 業生産出荷在庫指数 12 0 0 4 11 14 6 0 2 14 1

景 気 動 向 指 数 10 1' 0 0 12 2 2 0 0 14 1

建 築 着 工 統 計 16 5 1 ・4 15 7 3 0 4 7 0

法 人 企 業 統 計 2 1 0 1 12 12 2 0 3 6 0

県 民 所 得 統 計 20 6 0 1 13 3 3 2 3 5・ 1

住 宅 統 計 17 5 1 3 1 .5 2 4 0 3 7 0
百 貨 店 販 売 統 計 9 4 0 2 .9 5 5 1 0 4 0

全 国 推 計 人 口 14 4 2 0 12 4 2 1 8 5 0

地 方 財 政 統 計 12 2 0 4 13 2 3 0 2 6 0

毎 月 動 労 統 計 8 1 0 2 11 6 0 0 1 8 1

貯 蓄 動 向 調 査 7 1 0 0 10 2 2 0 0 8 ,0

地 価 情 報 7 5 4 5 4 2 2 0 1 10 0

小 売 物 価 統 計 7 4 0 2 6 0 0 1 0 8 0

国 際 収 支 表 0 0 0 0 8 7 2 0 0 4 0

消 費 者 動 向 調 査 8 3 1 2 5 1 1 0 0 6 0
主要 ・中小企業短期経済予測 2 1 0 1 8 4 0 0 0 4 0

産 業 連 関 表 7 1 0 1 5 6 4 1 3 3 1

日 本 外 国 貿 易 統 計 2 2 0 0 8 4 2 0 2 5 0

農 林 薬 セ ン サ ス 8 4 0 2 4 0 1 0
'0

8 o'

民 間 給 与 実 態 調 査 7 2 0 0 8 2 0 0 0 6 0

労 働 力 調 査 5 2 0 1 7 2 1 0 0 3 0

機 械 受 注 実 績 調 査 0 0 0 0 3 3 3 0 0 4 0

就 業 構 造 基 本 調 査 5 4 0 1 5 2 1 1 1 3 0

雇 用 動 向 調 査 7 1 0 0 3 2 1 0 0 6 1

主 要 企 業 経営 分析 調査 1 1 1 1 4 0 0 0 0 5 0

輸 出 確 認 統 計 1 0 0 2 5 1 1 0 0 3 0

全 国 消 費 実 態 調 査 2 0 0 0 2 0『 1 0 0 2 0

資 金 循 環 勘 定 0 0 0 0 3 4 1 0 1 1 0

建 設 工 事 着 工 統 計 1 1 0 1 1 1 1 1 0 2 0

建 設 工 事 受 注 統 計 1 0 0 0 ] 1
・

3 0 0 1 0

賃 金 構 造 基 本 調 査 1 0 0 0 1 2 1 0 1 1 0
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設 問

統 計 名

粗 加 工 レ ベ ル 遁 問 題 の あ っ た 事 項

1入 力デ ータを

その まま利用

2表3†算(単 純

集計 ・ク ロス

集計)

3グ ラフ ・表 レ

ベルの作成 4統 計解析処理 5モ デ ル 分 析

6そ の他(具 体

的に)

1調 査事項が無

い

2地 域区分が合

わない

3時 系列区分が

合 わない

4公 表時期が合

わない(古 い

など)

5客 体故 ・抽出

数が不十分

商 業 統 計 29 29 32 13 7 3 9 6 9 19 1.

事 業 所 統 計 30 31 33 13 8 2 8 8 1▲ 19 2

国 勢 調 査 28 27 30 15 7 1 8 9 5 26 1

工 業 統 計 28 23 31 11 6 1 8 4 4 12 2

消 費 者 物 価 指 数 19 11 18 6 7 3 3 5 3 8 2

家 計 調 査 .20 15 28 10 5 2 3 6 2 10 6

国 民 所 得 統 計 21 19 26 16 20 0 5 2 7 工8 1

卸 売 物 価 指 数 15 9 16 6 5 3 3 3 2 5 1

人 目 動 態 調 査 15 18 19 10 5 1 4 7・ 2 3 2

鉱工業生産 出荷在庫指数 13 6 21 9 3 1 1 3 0 6 0

景 気 動 向 指 数 12 3、 7 4 0 2 1 2 0 4 0

建 築 着 工 統 計 16 9 16 5 4 1 4 4 2 5 1

法 人 企 業 統 計 15
『

7 18 12 5 0 0 0 1 4 0

県 民 所 得 統 計 8 11 10 8 4 0 2 3 2 8 0

住 宅 統 計 13 11 12 5 5 0 3 3 2 2 2

百 貨 店 販 売 統 計 5 5 16 4 2 0 1 2 0 1 1

全 国 推 計 人 口 9 8 11 8 4 0 3 5 2 3 1

地 方 財 政 統 計 12 8 13 4 1 0 1 4 0 4 0

毎 月 勤 労 統 計 6 5 9 4 3 0 0 1 0 5 2.

貯 蓄 動 向 調 査 9 6 8 3 0 1 0 2 1 3 2

地 価 情 報 7 3 4 2 1 1 1 2 2 1 2

小 売 物 価 統 計 5 2 0 0 2 1 0 0 0 4 1

国 際 収 支 表 5 4 10 4 1 0 2 0 0 0 0

消 費 者 動 向 調 査 2 3 6 1 1 1 0 2 0 0 0

主要 ・中小企業短期経済予測 7 2 6 4 0 0 1 2 0 0 0

産 ※ 連 関 表 7 6 6 6 3 0 0 1 0 2 1

日 本 外 国 貿 易 統 計 5 7 7 3 2 1 1 0 1 1 1

農 林 菓 セ ン サ ス 7 3 6 o 0 .0 4 1 2 1 1

民 間 給 与 実 態 調 査 4 5 5 1 0 0 0 0 0 5 1

労 働 力 調 査 2 3 7 2 0 0 0 0 0 1 1

機 械 受 注 実 績 調 査 3 3 7 2 0 0 1 1-,
'δ1

2 1

就 業 構 造 基 本 調 査 2 2 5 2 0 0 1 1 0 1 0

雇 用 動 向 調 査 4 2 3 3 0 0 0 1 0 2 0

主 要 企 業経 営 分析 調査 4 1 3 1 0 0 0 0 0 1 0

輸 出 確 認 統 計 2 2 5 1 1 0 1 0 1 0』 2

全 国 消 費 実 態 調 査 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0

資 金 循 環 勘 定 3 1
'

5 2 1 0 1 0 0 2 0

建 設 工 事 着 工 統 計 0 2 3 0 0 0 0 0 0 1 0

建 設 工 事 受 注 統 計 2 0 3 0 0. 0 0 0 0 0 0

賃 金 構 造 基 本 調 査
'1

2 2 2 1 0 1 1 0 1 1
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設 問

統 計 名

問 題 の あ っ た'事 項 昧 オ ン ラ イ ン の 希 望 有 無

6統 計 ごとに項

目の定義(集
計単位等)が
異な り困 るこ
とが多い

7調 査項目の分

類が不適 当.

使い ものにな

らない

8時 系列デ ータ

に欠陥があ り

困 る事がある

9そ の他(具 体

的に) 1有 り 2無 し 3わ か ら な い

商 業 統 計 4 2 2 2 20 22 21

事 業 所 統 計 4 3 2 3 18 22 19

国 勢 調 査 4 1 0 2 20 23 17

工 業 統 計 4 3 3 3 .14 21 17

消 費 者 物 価 指 数 1 0 1 2 14
.、 25 13

家 計 調 査 0 1 1 1 20
乙'.16

8

国 民 所 得 統 計 2 1 1 4、 11 17 14

卸 売 物 価 指 数 1 0 0 2 7 15 11

人 口 動 態 調 査 1 0 1 2 12 14 7

鉱工 業生産出荷在庫指数 0 1 0 0 11 7 11

景 気 動 向 指 数 0 0 0 2 5 ll 9
建 築 着 工 統 計 1 0 0 2 8 8 7

法 人 企 業 統 計 1 0 1 0 8 8 7

県 民 所 得 統 計 0 0 2 0 2 7 10

住 宅 統 計 0 0 0 1 7 8 7

百 貨 店 販 売 統 計 0 0 0 0 4 7 7.
全 国 推 計 人 口 1 0 0 0 6 13 2

地 方 財 政 統 計 2 0 0 1 4 13 4
毎 月 動 労 統 計 0 0 1 0 7 4 5

貯 蓄 動 向 調 査 0 0 0 2 4 8 6
地 価 情 報 0 0 1 2 3 5 7
小 売 物 価 統 計 O 0 0 2 1 6 6
国 際 収 支 表 1 0 0 1 5 3 6

消 費 者 動 向 調 査 0 1 0 1 1 8 3
主要・中小企業短期経済予測 0 0 1 1 3 4 4
産 業 連 関 表 0 0 0 1 6 4 1
日 本 外 国 貿 易 統 計 1 2 0 2 5 5 3

農 林 菜 セ ン サ ス 1 0 0 0 3 4 4
民 間 給 与 実 態 調 査 0 0 0 0 0 7 6
労 働 力 調 査 0 0 0 0 0 6 5

機 械 受 注 実 績 調 査 1 0 0 0 3 4 3
就 業 構 造 基 本 調 査 0 1 0 0 1 4 4
雇 用 動 向 調 査 0 0 0 0 1 2 4
主要 企 業経 営分析 調査 o 0 0 0 1 3 3
輸 出 確 認 統 計 1 1 0 1 4 1 0
全 国 消 費 実 態 調 査 0 0 0 1 1 3 0
資 金 循 環 勘 定 0 0 0 1 3 1 0
建 設 工 事 着 工 統 計 0 0 0 0 2 1 0
建 設 工 事 受 注 統 計 0 0 0 0 1 0 0

賃 金 構 造 基 本 調 査 0 0 0 0 1 2 2

・

一

嵩

朝
ー



●

、

'

●

'
.

〆

!



地域内情報流通調査(各 論皿)

名古屋 大都市 圏情 報流 通調査

(東 海 ・北陸地域)



■

●

◆



目 次

●

●

1.調 査研 究 の概 要

1.1目 的 と計 画

1,2推 進 体制

1.3実 施 経過

2,名 古屋 大 都 市圏 の 現状 と情 報化 の イ ンパ ク ト

2.1

2.2

2,3

名古屋大都市圏

産 業 構造 と 中枢 管 理 機 能

高 度 情報 化 の イ ンパ ク ト

3.情 報 化の 現状 と情 報 ニ ー ズ

1コ ン ピ ュー タ利 用 の現状3.

3.2

3.3

情 報 ニ ーズ

デ ータ ベ ー スに つ いて

4.ま とめ 一 今後 の動 向 一

8

8

8

8

9

9

1

3

6

8

5

2

8

5

5

5

5

5

5

6

6

6

6

7

8

8

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

料資 1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

1

1

1

1

1

1

1

1

1

人 口増 加率 図(昭 和50年/昭 和45年)

人 口増加 率 図(昭 和55年/昭 和50年)

DID面 積の伸び率(%)

都道府県別仕入先, 出荷先別分布度数(51年)

卸売業仕入先第1位 都道府県(56年)

産業別就業者構成比(昭 和57年)

東海3県 製造品出荷額の対全国比

地域別中枢管理機能の集積度

学術研究機関従業者数対全国比

大企業の本社 ・本店数の対全国比

金融機関貸出残高の対全国比

汎用電子計算機実働状況

情報サービス業従業者数対全国比

手形交換高の対全国比(%)

東 海地 域 にお け るINSの 見通 し

パ ー ソナ ル コ ン ピ ュータ の変 遷

情報流通距離量 と情報流通単位コス トの推移(主 要メディア)

デ ータ の分 野別 に よ る収 録 デ ー タベ ース数

1

2

3

3

4

5

5

6

8

8

9

9

0

0

1

2

2

3

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

9

0

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

一157一



1調 査研究の概要

1.1目 的 と 計 画

「東海 環 状 テ ク ノベ ル ト構 想」 等 で指摘 され て い る よ うに,名 古 屋 大都 市圏 は全 国 有数 の工 業集

積 を持 ち なが ら中枢 管理 機 能 の面 で東 京,大 阪 両大 都 市圏 と比 べ脆 弱 で あ り,こ の 点 の克 服 が 当地

域 の 今後 の 活性 化,発 展 を 図 る上 で基 本 的課 題 の 一つ と され て い る。

,と りわけ,情 報 流通 は経 済,行 政,社 会文 化 の各 面 にお け る中枢 管 理機 能 の 中心 問題 であ り,地

域の 一体 的 発 展 の ため には 急 速 に 発展 しつ つ あ る情 報処理,通 信 技 術 の 成果 を 十分 に活 か した展望

が求 め られ て い る。

高 度情 報 化 革命 の 進行 は 中央 と地 方 の情 報 ギ ャ ップを縮 小 させ,地 域経 済 の 新 た な発展 の 契機 と

な る と も言 わ れ てい るが,一 方 で,大 量 の情 報流 通が 進 めば 進 む ほ ど,情 報 の収 集,供 給 地 は一 点

集 中化 し.そ の結 果,首 都 圏,東 京 の 中枢 管 理 機 能の み が益 々強 化 され,特 に,東 西両経 済 圏 の間

に あ る当地 域 は 中枢 管理 機 能 の 弱体 化 も懸念 され ると ころ であ る。

これ らの点 を 踏 まえ,名 古 屋大 都 市圏 に お け る オ ン ライ ンネ ッ トワー クに よ る情 報 流通 シ ステ ム

のあ り方 を検 討 す るこ とが本 調査 研 究 の 目的 であ る。

この た め,59年 度(初 年 度)は 名 古 屋大 都 市 圏 に おけ る情 報 化 の現 状 と情 報 ニ ーズ につ い て調

査 し,望 ま しい オ ンラ イ ンネ ッ トワー ク シス テム の基 本 的 条件 につ い て検 討,整 理 す る こと と した。

60～61年 度 は,よ り具 体 的 な分 野 ・テ ー マを重 点 的 に と りあげ.対 象情 報 の特 性 や シ ステ ム

構成 上 の 問題 点等,オ ン ライ ン情 報 流通 シ ステ ムの 具体 的実 現 形 態の あ り方 を 調査,研 究 す る こと

とす る。

●

1.2推 進 体 制

国 ・地方自治体 地域経済団体 地元金融機関 学識経験者で構成する委員会を設置 して行った。

1.5実 施 経 過

① 委員会の開催 第1回 昭和59年 度調査研究実施計画の検討

第2回 昭和59年 度調査研究の成果報告

② アンケー ト調査の実施

調査対象 東海3県 の主要企業622社

実施時期 昭和59年11月 ～12月

昭 和59年10月25日

昭和60年3月18日

⑨
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2名 古屋大都市 圏の現状 と情報化 のインパ クト

●

2.1名 古 屋 大 都 市 圏

名 古屋 市 を 中心 と し愛知,岐 阜,三 重 の 東 海三 県 に わ た る地 域は我 が 国 有数 の入 口,産 業の 集積

地 で あ り,東 京 圏,大 阪 圏 に 次 ぐ大都 市圏 を 形成 して い る。

こ の東 海3県 の 面積 は 国土 の5.7%で あ るが,人 口 は約1000万 で全 国 の8 .4%,事 業 所数 は

同 じ く8.8%,卸 売販 売 額 は9.5%を 占め て い る。 名古 屋 市 を 中心 とす る半 径50㎞ 圏 域 には41

市が 存 在 し,人[]210万 都 市名 古屋 を 中心 と して,40万 台 の岐阜,30万 台 の豊 田,20万 台

の 四 日市,一 宮,春 日井,岡 崎 の4市,10万 台 の鈴 鹿,大 垣,各 務原,小 牧.瀬 戸 の5市 な ど が

放 射 状 に位 置 して い る。

図2-1は この圏 域 の 通勤 通 学 者の 流 入先 第 一位 市町 村間 を結 んだ も ので あ るが,名 古屋 を 中 心

とす る 日常 生 活圏 が 愛 知,岐 阜,三 重 の3県 に及 ぶ と共 に,周 辺 に岐阜,大 垣,'四 日市。 津 。豊 橋

と い った比 較 的 独立 した都 市が 位置 し,こ れ ら諸都 市を 含む 圏 域 全体が,名 古屋 を中 心 に複 合的 に

つ なが って い る ことが わ か る。

市 町 村別 の人 口増 加 率 を45→50年 で比 較 す ると,人 口急 増地 域が,名 古屋 の よ り周 辺地 域 へ

移 って お り,名 古屋 を 中心 とす る 日常生 活圏 域 が拡 大 しつつ あ る ことが 推測 で き る。(資 料1,資

料2)

また,こ の ことは 国勢 調 査 に おけ るDID面 積 の推移 か ら も明 らかで,全 国的 に45年 を ピー ク

と してDID面 積 の 伸 び率 は小 さ くな って きて い るが,東 海3県 につ いては 比 較 的高 い水 準 に と ど

ま って お り,東 京 圏,大 阪 圏 と比較 して もなお 都 市部 の拡 大 が進 んでい る(資 料3)。

商取 引 の 面 か ら見 ると,こ の 圏域 の 中心 都 市で あ る名 古屋 市 は全 国的 な商業 中心地 の一 つ で あ り,馳

愛 知 県 の取 引先 県の 数 は,東 京,大 阪 に 次い でい る(資 料4)。 と りわけ 愛知,岐 阜,三 重3県 の

つ な が りは 強 く,例 え ば,卸 売業 の 仕 入先,販 売先 第一 位 県(自 県を除 く)の 分 布 を 見 る と,岐 阜,

三 重 の 自県 以外 の卸 売,仕 入 先 の 第一位 は愛 知 県 であ り,こ の地 域 が広 域 的 な 商取 引 圏を 形 成 して

い る ことが 推測 で き る(資 料5)。
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資料 昭和55年 国勢調査

注1 は常住地をもとに流出先第1位 市町村間を結んだもの

図2-1

注2
`三』*当 該 都 市へ の 周 辺都 市 か らの 流 入

.
人 口総 数

○_。 。人以上

○ ・・… 人以上

○ ・・,… 人 以 上

010,000人 未 満

*た だ し,○ は1以 上 の市 町 村 か ら

流 入 の あ る市 町村

通勤 ・通 学 流 よ りみ た 日常生 活 圏(昭 和55年)
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2.2産 業 構 造 と 中 枢 管 理 機 能

東 海3県 の産 業構 造 を 見 ると,第 一 次,第 二 次産 業 の割 合が 他 の大都 市圏 に くらべ相 対 的に 高 く,

第三 次 産業 の 割 合が 低 い(資 料6)。 これ は,当 地 域 が都 市部 周辺 に比 較 的広 い農 村部 を控 えて い

る こ とや,機 械 工 業 を 中心 と した製造 業 の 発 達の ため であ る。 製造 業 では,自 動 車 を は じめ と す る

輸 送機 械 工 業 に代 表 され る加 工 組立 産 業 や 繊維,陶 磁 器 とい った地場 産 業 の 全 国 に占め る割 合 が大

き い(資 料7)o

これ ら製 造業 の高 い 成長 の 結果.例 えば,愛 知 県 は 昭和52年 以 降,年 間工 業 出荷額 第 一位 の 県

と な るな ど,当 地 域 は 我 が 国有 数 の生 産基 地 と して の地 位 を保 って きた。

一 方
,都 市 に お け る生産 機 能,管 理 機 能 や,生 活 サ ー ビス機 能 など の うち,行 政,経 済,文 化面

にお い て,広 域 的 な影 響 力を 有 す る管 理機 能 と して の 中枢 管理機 能 は,生 産機 能 の大 き さに比 較 し

て相対 的 に小 さい。 当 地 域 の 中枢 都 市 であ る名 古屋 市 につ いて 国土庁 の報 告 は,「 高 位,低 位 の 中

枢 管理 機 能が 減 少 し,中 位 の 中枢 管理 機 能が 停 滞 傾 向」 にあ り 「近 年の 総 合 的 な中枢 管 理機 能 の集

級 はか な り減 少 して い る」囲 と述 べて ・・る(資 料8)。

(注)「 中枢管理機能等高 次都市機能の地域的展開 と都市の広域 的機能連関に関する調査 」国土庁 昭和

58年3月

中 枢管 理機 能 は,行 政 的 中枢 管理 機 能,経 済 的 中枢 管 理機 能,文 化 的 中枢管 理機 能 に分 け られ る

こ とが あ る。 こ こでは,産 業 経 済 に お け る取 引 関係,企 業 系列 関係 等 を通 じた広 域 的 な影 響 力 と し

て,地 域 経済 の一 体 的 発展 に深 くかか わ る経 済 的 中枢 管 理 機能 に重 点 を置 き,指 標 と して.金 融 機

関 貸 出残 高,資 本 金10億 円以 上企 業 の本 社数,情 報 サ ー ビス業従 業 者数,学 術 研究 機 関 従業 者数,

手 形 交換 高,情 報 サ ー ビス業 年 間 売 上高 を 取 り上げ人 ロー 人 当 た りの水 準 を全 国 と比較 してみ る。

図2-2は,こ れ ら 中枢 管 理機 能指 標 と生 産 機 能 指標 を 名 古屋 圏の水 準 が高 い順 に,並 べた もの

であ るが,左 側 に製 造 品 出荷 額,工 業 用地 な ど生 産機 能 指 標,右 側 に中枢 管理 機 能 指標 と分か れ,

人 口 水準 を基 準 と して見 た場 合,生 産 機 能 が高 く,中 枢 管 理機 能 が低 い ことが 明 らか で あ る。 一 方,

東 京 圏 につ い て は,逆 に左側 が 低 く右 上が りの パ ター ンと な って お り,中 枢 管理 機 能 の強 さを物 語

って い る。 三 大都 市圏 の 中枢 管 理 機能 指標 を過 去 か らの推 移 で見 ると,名 古 屋 圏 にお け る 中枢 管 理

関連指 標 の水 準 は,東 京 圏 の約1/5～1/18で,し か も東京 圏 の場 合,手 形交 換高,情 報 サ ー

ビス産業 従 業 者数 の よ うに,明 らか に全 国 に占 め る比 重を 増 してい るものが あ るの に対 し,名 古屋

圏 では そ の よ うな もの は見 られ な い(資 料9～14)。

近 年,当 地 域 の 主 力産 業 であ る輸 送機 械 工 業 の成 長 は電 子 関連 産業 等 の急 速 な伸 び に比 べ,相 対

的 に 鈍 化 して きて お り,例 え ば.当 地域 の 鉱 工 業生 産 指数 の推移 を 見 る と,最 近 は全 国水 準 を 下 ま

わ る状態 が続 いて い る(図2-3)。 今後 当 地域 経 済 の新 たな 発展 の ため には,地 域 経済 を支 え る

地 元 企 業 の先 端 的技 術,技 術 複 合化 へ の積 極 的対 応,新 た な分野 の 開拓等 が必要 で あ り,こ の た め

研 究 開 発機 能 を 中心 とす る 中枢 管 理 機 能 の強 化 が重 要 な課 題 とな ってい る。
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3.あ る項 目の指 標=

名 古屋 圏:愛 知,岐 阜.三 重 東 京 圏:東 京.神 奈川,千 葉,埼 玉

大 阪 圏:大 阪,京 都,兵 庫

全 国都 道 府 県 市 区 町村 別 面積 調 建 設 省

昭 和59年 版住 民基 本 台 帳 に基 づ く全 国人 口,世 帯数 表 自治 省

昭和57年 版 工 業統 計 表 通 産 省
〃

〃

昭和57年 商業統計表(産 業編)通 産省

昭和56年 事業所統計調査報告書 総理府
　

電子計算機納入下取調査(昭 和59年 第1四 半期)通 産省
「大都市圏の整備」昭和59年 国土庁大都市圏整備局監修

〃

〃

〃

〃

昭和58年 特定サービス業実態調査 通産省

ある地域のある項 目値/あ る地域の人口
ある項目の全国値 全国人口

図2-2三 大 都 市 圏 の 主要 経 済 指標
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図2-3鉱 工 業生 産 指数(55年100)

2.5高 度 情 報 化 の イ ン パ ク ト

近 年,コ ン ピ ュータ,半 導体,光 通信 、衛 星 通 信等 に代表 され る,情 報処 理 技術,通 信技 術 の 著

しい進歩 と その 結 合 に よ り,情 報化 が社 会 の あ ら ゆ る分 野 に広 範 に浸透 しつつ あ り,今 後,21世

紀 にか み て,社 会 の あ ら ゆ る分野 を有機 的 に結 ぶ ネ ッ トワー クカS構築 され,多 様 な情 報 サ ー ビスが

全 国津 々浦 々 に まで 供給 され る高度 情報 化 社 会が 到来 しょ う と してお り,当 地 域 に おい て もデ ィジ

タ ル転 送網 の 整 備 が 進 め られ つ つ あ る(資 料15)。`

この よ うな社 会 で は,情 報 を大 量,迅 速 か つ効 率 的 に収 集,分 析 し,必 要 な判 断 を よ り的確 に行

う ことの で きる 可能性 が増 大 し,情 報 を有効 に活 用 す るか否 か が,決 定 的 な重 要性 を持 つ よ うにな

る とい われ る。

当地 域 は,3大 都 市 圏 の一 つ と して独 自の経 済 圏を 形成 して い ると同時 に,我 が 国 有数 の生 産 基

地 と して,東 京 を中 枢 都 市 と す る後 背地 と して の性 格 を 合わ せ 持 ってい る と考 え られ るが.高 度 情

報 化 は 当地 域 に ど の よ うな影 響 を もた らす のか。

第 一 には,全 国 の情 報 ネ ッ トワーク化 が進 み,大 量 の情 報 流通 が,進 めば 進 む ほ ど,東 京 の情 報

収 集,発 信 地 と して の機 能 は強 くな り,管 理 中枢 機 能 が 強化 さ れ,当 地域 はそ の後 背 地 と して の性

格 を 強 め る こ とが考 え られ る。

第 二 に は,例 え ば,当 地 域 に活 動 の本 拠 を置 く企業 に と って,オ ンライ ンネ ッ トワー クなど情 報

化 の手段 を駆 使 す る こと に よ り,従 来 の企 業活 動 の範 囲を 超 え た 活動 の可能 性 が 開 坑 地元 の 産業

の 発展 に つ なが る とい う点 で あ る。

情 報 化 の 進展 に よ り,産 業 経済 の諸 機能 の地 域 的 分担 関係 に も影響 が現 れ るだ ろ う。 例 えば,あ

る ア ンケ ー ト調 査 に よれ ば,東 京 に本 社 を置 く最 大 の メ リッ トは 情 報収 集 の便 利 さであ る(図2-

4)。 今後 東 京 の情 報 中心性 が 高 くな るに従 って,企 業 の意 志 決定 の 中枢 と しての 本 社機 能 は よ り東

京 へ集 中 し,一 方 で生 産機 能 あ るいは,広 義 の 中枢 管理 機 能 の 中で も.研 修 機 能,技 術研 究,生 産 ・

資材 ・購 買 管理 機能 な どは,よ り周辺 に 分散 化 す る こ とが考 え られ る(図2--5)。
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当地域が今後,単 なる生産基地からより創造的開発型の生産基地として発展 してい くためには,

情報化の進展により東京から分散化の傾向を強める機能を効果的に受けとめつつ,地 元産業の独自

の情報ネットワークを発展させ両者を有機的に結合させ,地 域経済の一体的発展を図ることが必要

で あ る 。
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注.上 場企業を中心とした主要230社(回 収数)に 対する調査

出所:本 社機能の集中と分散の相互関係に関する

調査報告書(人 と国土の将来像に関する調査 皿)

(昭 和59年3月)国 土庁委託調査(社)日 本経済調査協議会

図2-4東 京 に 本 社 を 置 く メ リ ッ ト(百 分 比)

一164一



一

一
一 一

一
本社に配置

してい る

一

'

⇔転 可能性
・」=・・〉=

がある

薦 叢 叢…ii`i…i…i……≡.'

一

:・:セ;:♪=:.

¢φ・鞄=='
灘 ミii,i莚

_碇z杉 菜

層 朗,'

・.・=:ひ:;〉ゴ:ヒき

.""i、¥===":ひ
.

難1、

.轟φ;=s∫

ぶ 、.

1『9

ヒ・…・ゴ………蘂 ・ 苫

=i=葦ii;嶽i,

_.=, is・z・ ・.弓 「「7. :・.弓・;.・:・㌧'.・
'・〉::・:・:・=・

%
迦

75

50

25

0

15

商

品

開

発

査

14

技

術

研

究

13

電
算
セ
ン
タ
ー

・
シ
ス
テ

ム

ー2

生
産

・
資
材

・
購
買
管
理

u

地
域
(
本
社
所
在
地
域
}営
空
挺
点
数

10

国
内
営
業
本
部

9

国

際

業

務

8

協
力
会
社
管
理
(子
会
社
等
)

7

広
報

・
宣
伝

6

調

査

5

企
画

・
経
営
計
画

4

資
金

・
財
務

3

経

理

2

教

育

・
研

65

1

総

務

・
人
事

・
労

務

上場企業を中心とした主要230社(回 収)に 対する調査

本社機能の集中と分散の相互関係に関する

調査報告書(人 と国土の将来像に関する調査皿)

(昭 和59年3月)国 土庁委託調査(社)日 本経済調査協議会

 

注
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情報化の進展により,本 社から移転が可能になる部門図2-5
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3情 報化 の現 状 と情 報 ニー ズ

情 報 化は,産 業 の 情 報 化・ 社 会 ・ 家庭 の情報 化 ・ また情 報 に かか る産 業 の成 長 とい った社 会 の様 々

な面 で進 みつ つ あ り,そ こで使 用 され るメ デ ィア も様 々 であ るが,こ こで は製 造 業 を 中心 と した地 元

企 業 に お ける コ ン ピ ュータ の利 用 とオ ン ライ ン化 の 状況 につ い て と りま とめ る。

汎 用 電子計 算機 納 入 下取 調 査 に よれ ば,東 海3県 に お け る汎 用 コ ン ビ=一 夕 の実 働台 数 は,昭 和55

年 末 に6,700台 であ った が,58年 には13,000台 と年 率10数%の 割 で急 速 に普及 して い る。 ま

た,情 報処理 実態 調 査 に よ り,コ ン ピ ュー タを設 置 して い る企 業 の 内,オ ンライ ン処理 を行 って い る

企 業 の割 合 を見 る と,49年3月 に,名 古 屋 通 商産 業局 管 内で10.3%で あ った もの が,57年3月

に は,49.8%と オ ン ライ ン化 の波 も急 速 に拡 大 しつ つ あ る。 しか し,コ ン ビ=一 夕実 働 台数 を 東京

圏 と比 較 す ると約1/5で,伸 び率 も下回 って お り,オ ン ライ ン化企 業 数 の 割 合 も東 京通 商産 業 局管

内 と比 較 す ると.49年3月 に は2.4ポ イ ン ト程 度 の差 で あ っ た もの が,57年3月 に は13ポ イ ン

トと拡 大 し,図3-1で 明 らか な よ うに,東 京 の水 準 と比べ て2年 程 度 の 遅 れ を生 じて い る。
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東京 名古屋 大阪

資料:我 が国情報処理の現状
通産省

図3-1オ ンライン化企業数の割合(%)

当地 域 にお け る コ ン ピ ュー タの利 用 状況 につ い て,今 回行 っ た ア ンケ ー ト調 査 結果 を基 に,よ り詳

細 に見 てみ る こと とす る。

今回 の調査 は,愛 知,岐 阜,三 重 に活動 の本 拠 を 持 つ従 業 者30人 以 上1,000人 以 下の 製造 業 事

業 所622を 選 び 郵送 方式 で行 い,38%の 回収 を得 た(表3-1～2,図3-2)。

回収企 業 の事 務 所 当 た りの 従 業 者は134人,企 業 当 た り資 本 金1億 円,年 間 売 上高35億 で,平

均1.5工 場,4.2か 所 の支 店,営 業 所 を持 つ。
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O

調 査 票 回収 状 況表3-1

発送 数 回収 数 回収 率(%)

合 計 622 236 37.9

県

別

愛 知 397 156 41.2

岐 阜 125 45 36.0

三 重 100
'
35 35.0

従 業 員 規 模別 回 答事 業 所 の 平均 徴表3-2

従業員規模(人) 資本金平均
(百 万)

年間販売高平均
(百 万)

企業当たり
工場数

企業当たり
支店数

回答事業所数

1～49 60 1,727 1.6 3.9 46

50～99 64 2,443 1.5 2.7 60

100～299 107 3,841 1.5 4.1 68

300～999 306 10,373 2.3 7.7 20

合 計 101 3,501 ・1
.5 4.2 236

口 回答事業所数
口 調査事業所数■
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5.1コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 現 状

{1}コ ン ビ=・一夕利 用 状 況

コ ン ピ ュー タを利 用 して い る企 業 は82%,今 後利 用 の予定 とす ると ころを含 め ると93%に

の ぼ り,ほ と んど の 事業 所 が コン ピ ュータ を利 用 しは じめ て い る とい え る(図3-3)。

一
%巳 」利 用 してい る

0102030405060708090100E⊃ 今 後利用
`1皇 介.

1～49

59～99

100～299

300～999

合 計

z1難"6灘iぷ 『ン ・評i鰍20
.・・

口 利 用 しない

N=45

N=58

N=65

N=20

N=229

霧…無難 …難 簸iil灘i難灘 難 ・x:…il

欝 欝…蒙 雛 難}欝懇 懇…灘蒙○亨;オ,

難i難・蓑i馨》1叢…纏 ・…懸 篤;蕪、i。灘 鑓議ii鎗三騰

鑓茎嚢羅誓1・糞『譲簿:環i蕪 灘『『㌶鍵難 ・鐸1・.§・

㈱Nは 有効回答数
以下同様

図3-3従 業 員 規 模 別 コ ン ピ ュ ー タ 利 用 状 況

利 用 してい る コ ン ピ ュー タを大 ・中型,小 型,超 小 型 に分 けて 見 る と,大 ・中型 を利 用 して い

る事 業 所 が12%,小 型 が47%,超 小 型 が57%で あ り(図3-4),利 用 して い る事業 所 の

事業 所 当 た り利 用台 数 は,大 ・中型,小 型 が1.2台,超 小 型 が2.6台 で あ る(表3-3)。 今 後

の予 定 につ いて も,小 型.超 小 型 の利 用 が高 い。 この よ うに,コ ンピ ュー タの利 用 に つい て は,

小 型,超 小型 の普 及 が著 し く,ま た,大 ・中型 につ い て も着 実 に普 及 しつつ あ る とい え る。

%

70

60

50

40

30

20

10

大 ・中型機 小型機

N=188晶 現状

N=236翻 今後

は実数

超小型機

(注)
コ ン ピ ュ ー タ の 区 分

超
小
型
機

買取 価 格

1千 万 円未 満

月額 レ ンタ ル料 等
22万3千 円未満

パ ソ コ ンを含 む

買取 価格
1千 万 円以 上

4千 万 円未 満

月額 レンタ ル料等
22万3千 円以 上

88万9千 円未 満

中
・

大
型
機

買取価格

4千 万 円以 上

月額 レンタ ル料等
88万9千 円以 上

図3-4コ ン ピ ュ ー タ 種 類 別 導 入 率
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表3-3コ ン ビ=一 夕種 類別 導 入台 数 と事 業 所 当 りの 導入 台数

コ ン ピ ュ ー タ の 種 類 導 入 台 数
事 業 所 当 り
の 導 入台 数

現

状

大 ・ 中 型 機 28 1.2

小型機 104 1.2

超 小 型 機 285 2.6

今

後

大 ・ 中 型 機 21 1.1

小型機 55 1.3

超小型機 148 2.2

N=188

N=236

コ ン ピ ュー タ の利 用 分 野 に っ い て,図3・-5か ら 図3-7は.機 種 別 コ ン ピ ュ ー タ 利 用 事 業 所

に お け る分 野別 の利 用割 合 を 示 した もの であ るが,大 ・中型 で は,総 じて 多 くの 分 野 で高 い割 合

を 示 して い るが,超 小型 では個 々の 分野 の 割 合 は それ ほ ど高 くない。 これ は大 ・中型 の場 合,一

台 の コ ン ピ ュー タを 同時 に 汎用 的 に使 用 す る傾 向が あ るの に対 し.機 種 が小 さ くな るに従 って 専

用 的使 い方 が 多 くな るため と思 われ る。

利 用分 野 と しては,大 ・中型,小 型 で は販 売 管理,給 与,会 計 ・経 理,製 品 在 庫 管理 などが 多

く,さ ら に,大 ・中型 の場 合,財 務 計算,生 産 計画,資 材 管 理,人 事 管 理 な ど広 範 な 処理 が加 わ

る。超 小 型 の場 合は,文 書 作 成 の ため の利 用 が最 も多 い。

今 後 の利用 予 定 と しては,大 ・中型 の場 合,生 産 計 画,資 材管 理,製 品在 庫 管 理 な どが 多 い。

ま た,経 営 計 画,技 術計 算.設 計 試 算 な どの 伸 びが 特 徴 的 であ る。 この こ とは小 型 の ば あい も基

本 的 には 同様 で,単 純 な集 計計 算 処理 か ら,生 産 計 画,経 営 計画 など,、よ り総 合 的 な処 理.ま た,

事 後処 理 か ら事 前 の予 測.試 算 的 分野 に コン ピュータ の利 用 分野 が拡 大 しつ つ あ る こ とを示 して

い るとい え る。%
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D

伺

`

(21ネ ッ トワ ー ク 化

昭和40年 代 か らTSS処 理 あ るいは オ ンラ イ ン リアル タ イム処 理 とい った オ ンライ ン方式 の

処 理 が大 企 業 を 中 心 に普 及 しは じめ てい たが,近 年 パ ソコ ン等 の急 速 な普 及,通 信 コス トの低 下

等 によ りオ ンラ イ ンネ ッ トワー クが急 速 に拡大 しつ つ あ る(資 料16,17)。 汎 用 コ ンビ=一一

タの利 用 形 態 にっ い て,現 状 では バ ッチ処 理 の み とす る回 答 が61%で あ るの に対 し,今 後 の予

定 では オ ン ラ イ ン化 もす るとの 回 答が71%と 逆 転 してい る。 パソ コ ンに つ いて も,現 状 で は79

%が 単 体 利 用 との回 答 であ るが,今 後 では 端末 機 と して も利 用 の予定 とす る と ころ が65%に な

って い る(図3-8)。

%琢 パッチ処理のみ

100蓋 置 オ ンラ イン化

＼ 〉
務s

翻 単体利用

⊆ヨ 端末機として

N=93

図3-8オ ン ラ イ ン化,ネ ッ トワ ー ク 化 の状 況

ネ ッ トワ ー ク 化 の 状 況 に つ い て は,個 々 の 機 器 を 単 独 で利 用 し,ネ ッ トワ ー ク 化 は して い な い

と す る と こ ろ が,現 状 で76%で あ るが,今 後 で は32%と 減 少 して い る(図3-9)。
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図3-9ネ ッ トワーク化 の状況(オ ン ライ ンの 相 手)
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オ ン ライ ン化 の 相手 につ い て は,現 状 では,事 業 所 内を 除 くと社 内 の他 部 門 ・他 事 業所 が最 も

多 く,次 いで 親会 社,販 売先 企 業,子 会 社 の 順 で続 く。 また 今後 に つ いて も同様 で.い ずれ もオ

ン ライ ン化 を進 め たい と す る所が 多い。 この よ うに,オ ンラ イン化 は,企 業取 引 関係,系 列 関係

を 中心 と して広 が りつつ あ る とい え る。

次 に コ ン ピ ュー タで処 理 す る情 報 のや り と りにつ いて 見 てみ る こと とす る。

情 報 の 提 供,受 領 の 相手 と して は,オ ンライ ン化 の進 展 と同 じく,社 内他 部 門 ・他事 業所,販

売 先企 業,親 会 社 な どを 中心 に様 々な情 報 を や りと り して い るが,相 手 先別 に 見 る と,社 内他 部

門 ・他 事 業 所 との 間 では,売 上情 報,製 品在 庫 情 報,受 注情 報,資 材 在 庫情 報,発 注情 報,顧 客

情 報 な ど幅広 い情 報が,親 会 社 との 間 では 、 受 注情 報,売 上情 報,製 品 在 庫 情 報 な どが,仕 入先

企 業 との 間 では,発 注 情 報 が,販 売 先企 業 との 間 では,受 注情 報,売 上情 報,顧 客 情 報 とい った

ものが 主 に あげ られ て い る(表3-4,図3-10～13)。

今後 の 予定 と しては,現 状 の 相手 の他 に,さ らに,子 会社,仕 入 先 企 業 な どが 目立 つ。現 状 と

比 較 す る と,社 内他 部 門,他 事 業 所 を 中心 と した設 計 企 画情 報,・仕 入 先企 業 を 中心 と した発注情

報 及 び 資材在 庫 情 報,社 内他 部 門,他 事 業 所,子 会 社 を中 心 と した顧 客 情 報 な どの 増加 が 目立 つ。

す な わ ち,親 企 業 との 間 の 多様 な取 引 情 報 を 媒介 と したネ ッ トワー ク化,発 注 情 報 を 媒介 と し

た仕 入先 との ネ ッ トワー ク化,受 注情 報 を 媒 介 と した販 売 先 と の ネ ッ トワー ク化 の動 き,ま た単

な る取 引情 報 を超 え た企 画 設計,顧 客 に 関す る情 報 も ネ ッ トワー ク化 の対 象 とな りつ つ あ る こと

が窺 わ れ る。

表3-4コ ン ピ ュー タ で処理 す る情 報の提 供 ・受領

情報の

種類

提供 ・受領の

相手先

現 状 今 後

受
注
情
報

発
注
情
報

顧
客
情
報

製
品
在
庫
情
報

資
材
在
庫
情
報

売
上
情
報

企

㌣
設
計
情
報

そ
の
他

受
注
情
報

発
注
情
報

顧
客
情
報

製
品
在
庫
情
報

資
材
在
庫
情
報

売
上
情
報

企

寧
設
計
情
報

そ

の

他

1.社 内他 部 門 ・他 事業 所 53 29 23 69 46 71 7 5 39 28 28 48 50 41 20 5

2.親 会 社 23 10 2 12 4 19 0 4 20 10 4 11 5 12 3 2

3.子 会 社 3 8 0 0 1 3 0 0 5 11 5 4 3 5 3 0

4.商 社 1 5 0 1 0 2 0 1 一4 5 1 2 1 3 0 1

5.仕 入 れ 先企 業 2 17 2 3 5 2 0 0 4 27 1 6 14 5 0 0

6.販 売先 企 業 33 8 12 8 1 19 4 2 22 5 13 11 4 8 6 0

7.金 融機 関 1 0 1 0 0 0 0 5 1 0 2 0 0 0 0 7

8,そ の 他 2 1 0 1 0 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0

N=188 N=236
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の
他

(31コ ン ピ ュー一夕の導 入,オ ン ライ ン化 の問題 点

コ ン ピュー タの 導入 にあ た って の 問題 点 と しては,

① 利 用 分野 が拡大 し,能 力が 追 い付 かな くな った。

② 導 入 したが,使 い こな す人 材 が い ない の で充 分 に利 用 してい な い 。

な どが 多 い(図3-14)。 その 他.開 発要 員 を 増 や す ことが 難 しい,能 力 不 足 で あ る,養 成が

難 しいな ど,人 材 に関 す る こ とが 比較 的 多 い。 また,プ ログ ラム開 発 の時 間,費 用 がか か る とい

っ た意 見 に代 表 され る シス テ ム開 発 の生産 性 に関 す るこ と,シ ステ ム あ るい は業 務 の標準 化 の必

要 性 など が指 摘 され て い る。
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●

また,オ ン ラ イ ン化,ネ ッ トワ ー ク化 に 関 す る問 題 と して は,

①ソフ トウユアが不充分で多様な処理ができない

②情報処理機器の機種 ・仕様が異なるため使いに くい

.③ 相手方との情報処理技術のレベルに格差があり,シ ステムの活用が充分にできない。

④効果の割 りに費用がかかる。

な どが多 い(図3-.15)。
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5.2情 報 ニ ー ズ 、

地域 の産 業 経済 に 関す る情 報 化 の 進展 方 向 を見 る上 で,企 業 にお け る情 報 ニー ズの 所在 を明 らか

にす るこ とは極 め て重 要 で あ る。

そこで今回は,技 術情報,経 営情報について,重 点的に収集 している情報分野,そ の情報源,情

報の地域的範囲,情 報の利用に当たっての問題点について調査 した。

この結果によると,日 常特に重点的に収集 している情報としては,技 術情報では,

① 生産設備に関する情報

② 技術の開発情報

③ 部品材料に関する情報

経営情報では,

① 業界情報

②

③

経済動向情報

製品情報

な どが 多い 。 また,全 体 に技 術情 報が 経営 情 報 に 比 べて 多い(図3-16)。
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情 報 の入 手 先 と して は,技 術情 報を 中心 と して,、

① マ ス コ ミ1

② 見本 市

③ 仕入 先

が 多 いが,業 界 情 報で は,社 長会,販 売 先 が,消 費 者 ニー ズ に関 す る情報 や製 品 情報 では,販 売先

が 比 較的 多 い。 その他 。技 術 文 献 に っ いて は、 マス コ ミ,学 会 ピ大 学 が,同 じ く経 済動 向情 報 につ

い て は,マ ス コ ミの他,金 融機 関 が,信 用情 報 では,調 査 機 関 な どが特 徴 的 で あ る(表3-5)。

●

■
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表3-5情 報 区 分 別 入 手 先
N=210

技術開発情報 部品材料 技術文献 生産設備 ソフ トウ エア 特許情報 学 会 セ ミナー
自社内(東 京) 7 4 3 4 1 1 0

自社内(海 外) 1 1 2 1 0 0 0

自社内(そ の他) 3 3 3 3 1 1 0

自社内(本 社 ・自工場 内) 29 21 14 22 0 7 1

仕入れ先 35 98 28 60 2 3 6

販売先 29 32 14 21 5 6 0

受注先 31 31 22 27 0 5 1

見本市 66 52 35 98 8 5 3

社長会等 18 13 16 22 0 2 5

調査機関 22 18 31 20 6 33 8

学会大学 30 7 37 6 1 11 10
マ ス コ ミ 50 42 43 48 7 14 10

経済団体 7 0 6 2 0 1 6

金融機関 1 0 0 1 0 0 0

自治体 1 0 8 2 1 8 5

その他 8 7 8 10 2 3 2

その他技術情報 品質デザイン 経済動向 消費者ニーズ 製品情報 金融情報 商 品 市況
自社内(東 京) 0 3 1 2 4 1 4

自社内(海 外) 0 0 1 0 0 0 0

自社内(そ の他) 0 0 0 4 3 0 6

自社内(本 社 ・自工場 内) 0 7 1 3 4 0 4

仕入れ先 0 3 5 2 11 1 11

販売先 0 17 5 12 29 1 18

受注先 0 4 9 6 17 0 8

見本市 0 18 1 8 21 0 3

社長会等 0 0 14 3 10 2 4

調査機関 0 3 22 2 5 9 6

学会大学 0 0 0 0 0 0 0

マ ス コ ミ 0 11 46 4 17 13 16

経済団体 0 1 24 1 2 4 2

金融機関 0 0 35 0 0 17 1

自治体 0 0 ・5 0 1 2 1白

その他 0 1 2 1 3 OlO
'

信 用情 報 業界情報 教育訓練 人材情報 展示会セ ミナー一 合 計
自社内(東 京) 3 6 1 1 1 0 47

自社内(海 外) 0 0 0 0 0 0 6

自社内(そ の他) 3 5 0 0 1 0 36

自社内(本 社 ・自工場内) 1 12 2 2 2 0 132

仕入れ先 5 29 0 0 5 1 305'

販売先 16 38 1 0 3 0 247

受注先 8 28 6 0 1 0 204

見本 市 0 12 0 0 5 0 335

社長会等 5 48 4 1 0 0 167

調 査機 震141
1 18 11 5 1 0 261

学会大学{0 2 8 2 1 o 115
マ スコ ミ:7 31 8' 5 12 0 384

経済漂11 9 11 3 7 o 87

金 融 織関19 】 612 0 1 1 84

巨 ・偉i・1・1、
{

4 1 0 43

そ碗i2:・|o 0 3 0 561

一177一



情 報 の地 域 範 囲 につ い て は,

① 全 国的 な情 報

② あ らゆ る レベ ルの情 報

と す る とこ ろが 多い。 部品 材料 に 関す る情 報 につ い ては,地 域的 な情 報 とす る と ころ も比 較的 多い

(表3-6)。 自社 開 発製 品 の割 合 の大 小別 に入 手 情報 の 地 域 的範 囲 を見 たの が表3-7で あ るが,

例 え ば,自 社開 発20%未 満 と80%以 上 と を比 較 す る と,地 域 か ら世 界 まで あ らゆ る レベルの 情

報 を 収集 との回 答 の 割 合 は前 者 よ り後 者 が高 く,主 に地 域 的 な情 報 を収 集 とす る と ころ では逆 に前

者が 後 者 よ り高 い。(注.今 回 の調 査 結果 で は企業 規 模 と 自社開 発 製 品の割 合 との 間 には 特 に有 意,

な 関係 は見 られ ない 。)

●

表3-6情 報 区 分別 情 報 地 域 区 分
N=210

技術開発情報
1

部品材料 技術文献 生産設備.ソ フ トウェア 特許情報 学 会 セ ミナー その他技術情報

あ ら ゆ る レベ ル 39 22 29 18 3 13 0 0

世界的 11 8 9 11 1 3 0 0

全国的 62 68 61 79 5 26 14 0

地域的 13 22 4 17 2. 1 8 0

その他 0 1 0 0 0 0 0 0

品質デ ザイ ン 経済動向 消費者ニーズ 製品情報 金融情報 商品市況 信用情報 業界情報

,あ らゆ る レベ ル 11 21 4 8 7 4 0 19

世界的 1 8 0 6 0 3 1 3
1

全国的 11 28 10 29. 9 17 31 52

地域的 2 7 1 5 5 5 10 16 .

その他 0 2 1 1 0 0 1 0
,t

教育訓練 人材情報 展示会 セ ミナニ その他経営情報 合 計

あ らゆる レベル 0 0 2 0' 200

世界的 0 0 0 0 65
`

全国的 10 4 10 0 526
一

地域的 10 5 5 0 138
シ

その他 0 0 0 0 6

鯵

合
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表3-7自 社開発製品割 合別情報地域区分

縦 構 成比%

N=210

20%未 満 20～40% 40～60% 60～80% 80%以 上 回 答 数

あ らゆ る レベ ル 14.1 19.4 17.3 2L1 28.7 19.8

世界的 5.1 4.5 13.5
.

12.2 4.9 63

全国的 59.7 62.7 61.5 48.9 59.4 58.8

地域的 20.5 13.4 7.7 16.7 5.7 14.3

その他 0.5 0.0 0.0 1.1 L2 0.7

合 計 100.0 100.0 100. .0 100.0 100.0 100.0

MA 370 67 52 90 244 823

'

今後重点的に収集したいと考えている情報.必 要性が高くなると思われる情報については,技 術

の 開 発情 報が 最 も多 く,次 い で,生 産 設備 に 関 す る情 報,業 界情 報,部 品 ・材 料 に 関 す る情 報,技

術 に関 す る文 献 資 料情 報 の順 で あ る(図3-17)。 また,こ の点 に 関 す る具 体 的 内容 と して,次

の もの が 主 な意 見 と してあ げ られ てい る。

%
1zo

N=207go
旬 グラフ中の数字は実数

80

70

6Z

SO

4D

3e

20

1Z13131
z

纏 縫;il曇鵠 翼 翼舘 麟警標5
開 、 文 語 卜 他 、 勧 者 情 売 惜 情 、 情 合 他
発2献 傭ワ 覇 向二報 況報響 日遁

ナ イ ズ

商1ノ ナ
o`
ロOl

図3-17重 点 的 に収 集 した い情 報(今 後)

●

〈 技 術 情 報〉

① 新 技術 に よ り開発 され た部 品,材 料等 が どの よ うな分野 に利 用 され てい るか,又 は利 用 で き

るか(部 品,材 料 に関 す る情 報)

② 実 用 例 が 豊 富 かつ 具体 的 で,導 入 コス ト,ラ ンニ ング コス トが 明 らか な もの(ソ フ トウ ェア

情 報)

③ 単 な る メ ーカ ー発表 の情 報 でな く.ユ ー ザ ーが比 較検 討 す る場 に役 立 つ 客観 的 な情 報。

④ コス ト分 析 が 出来 る内容 の情 報(技 術 の 開発情 報,生 産 設 備 に 関す る情 報)
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⑤ 会社の実体に応 じた情報(中 小企業向け)(生 産設備に関する情報)

⑥ 文字にされた情報ではわかりにくいので実際に見分する必要があり,そ のための方法等の情

報(生 産設備に関する情報)

〈経営情報〉

① 経済の先行きをよ く見た上で.生 産,販 売に結びつけたいので,過 去2,3年 間の流れと今

後の予想(経 済動向情報)

② 新鮮で信頼性の高いもの(消 費者ニーズ,業 界情報)

③ 品質,価 格,コ ス ト,将 来性(製 品情報)

情報の利用に当たっての不満,問 題点については,技 術情報.業 界情報を中心に①多様な情報が

得られない。②情報入手 までに時間がかかる。③体系化された情報がなくわかりにくい。④情報量

が少ないなどの回答が多い。その他部品材料,業 界情報などでは新鮮な情報が少ないとするところ

も目立つ(表3-8)

句
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■

■

表3-8 情 報 区 分 別 問 題 点

N=210

技術開発 部品材料 技術文献 生産設備 ソフ トウェア 特許情報 学 会 セ ミナー その他技術情報

時間が かか る 43 31 35 36 3 21 4 0

地元情報少 16 20 12 18 1 2 7 0

全国世界少 22 21 22 20 0 7 3 0

コ ス ト高 13 2 16 4 0 13 4 0

多様 でな い 49 54 42 52 4 5 7 0

体系 化か く 44 42 30 39 6 10 4 0

解析不十分 14 7 9 19 4 5 4 0

新鮮 でない 23 29 17 20 1 1 1 0

信頼性低 2 7 5 6 0 0 2 0

情報最少 35 37 26 41 3 8 4 0

その他 3 3 3 3 0 1 2 0

品 質 デ ザイ ン 経済動向 消費 者ニー ズ 製品情報 金融情報 商品市況 信用情報 業界情報
時間 がかか る 9 11 5 12 4 5 24 27

地元情報少 5 14 4 7 6 7 3 17

全国世界少 4 12 2 8 3 4 0 15

コ ス ト高 6 2 1 3 1 1 20 5

多様 でない 9 22 10 18 7 10 11 33

体系化 か く 6 20 5 19 2 5 6 24

解析不十分 5 15 3 5 3 2 1 5

新 鮮で ない 4 10 3 13 4 6 6 24

信頼性低 3 7 4 4 0 5 19 9

情報量少 11 14 5 16 7 7 7 26

その他 0 1 0 0 0 0 0 0

教育訓練 人材情報 展 示会 セ ミナ ー その他経営情報 合 計

時 間が かか る 4 2 1 0 277・

地元情報少 10 6 5 0 160

全国世界少 1 0 1 0 145

コ ス ト高 2 3 0 0 96

多様 でない 3 2 7 0 345

体 系化か く 7 1 3 0 273

解析不十分 3 0 4 0 108

新鮮 でな い 6 3 3 0 174

信頼性低 2 1 1 0 77

情報量少 6 3 2 0 258

その他 2 0 2 0 20
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で は,こ の よ うな問題 は,地 域性 と ど うかか わ るの か,こ の点 に 関連 して,情 報収 集 の面 で,東 京

に本 社 を構 え る企 業 に 比べ ハ ンデ ィキ ャ ップ あ るい は 逆 にメ リッ トを 感 じる ことが あ るか と い う点 に

っい て,良 く感 じる,た まに 感 じる こ とが あ る と す る と こ ろ は,メ リ ッ トに つい て よ りも ハ ンデ ィ

キ ャップ にっ い ての 方が 多い が,大 半 は ど ち ら もほ と ん ど感 じない と して い る点 が 注 目 され る(表3

・-9)

表3-9東 京 に対 す るハ ンデ ィキ ャ ップ,メ リ ッ ト

よ く感 じ る た まに感 じる ほ とん ど感 じな い 回 答

ハ ン デ ィ キ ャ ッ プ

メ リ ッ ト

21

3
.

33

10

148

175

200

200・

●

ハ ンデ ィキ ャ ップ の面 に つ いて ,記 載 され た意 見 を と り まとめ る と次 の よ うにな る。

① 情 報量 が少 な く,伝 わ るの が遅 い。 入 手 た 時間 がか か る。 ま た情 報源 が 少 な く,入 手 経路 も

少 な い。

② 人 的 ネ ッ トワー ク によ る情 報 の 不足,マ ス コ ㍉ 公共 機 関 では 聞 け な い先 行情 報,ロ コ ミ'情

報 が遅 い,伝 わ らない 。 顧 客 との接 触 機 会 が 同業 他社 と比 べ少 な くな るご

③ 展 示会,ゼ ミナ 一等 に参 加 す る機 会 に乏 しい

④ 最 大 の消 費地 と して の東京 に ア ンテ ナが な い と消 費 者 ニー ズρ フ・ア ツシ ・ン動 向 把 握 が遅 れ

が ち とな る。

⑤ 中央 官庁 等 との連絡 等 に差 が生 じる。'

また,メ リッ トに つい て は,次 の 意 見が 主 な もの で あ る。

① 人 材 が確 保 しやす い。 パ ー トタ イマ ー等 の賃 金 ベー スが低 い。

② 業 界 の 中心 が地 元 で あ る(石 材.窯 業)

5.5デ ー タ ベ ー ス に つ い て

情 報 の流通 サ ー ビスの 面 に二つし・て は,個 人 生 活 情 報,企 業 間 の取 り引 き情 報 社 会 面 での 防災,

保安,医 療 情 報 等,様 々な面 が あ るが,こ こ では,産 業,経 済 に 関す る デー タ ベ ース サ ー ビスの 状.

況 と特 に 現在 進 行 しつつ あ る地 域 にお け る情 報 セ ンタ ー等 の動 きにつ い て 整理 してお くこと とす る。

通 産 省 で作成 して い る 「デ ー タ ベ ニス台 帳 総 覧」(昭 和58年 度 版)に よれ ば,我 が 国 で利用 可

能 な デ ー タベ ー スの数 は679で あ るが・ この うち国 内で作 成 され て い る もの は2割 程 度 であ る(琴.

3-10,資 料18) .。また,収 録 機 関58社 の う ち,所 在 地 が 東京 以 外 の もの は わず か に1社 、

(大 阪)で あ る。 まだ,民 間 の デ ー タ ベ ース ・サ ー ビス業 者 の団 体 で あ る デ ータ ベ ー ス業連 絡懇 談

会の 加盟 企 業62社(60年3月 末 現在)の 内,東 海3県 の企i業は わず か2社 で ある。
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表3-10わ が 国で利 用 可 能 な デー タベ ー ス

■

●

57年 度 58年 度

収録DB数 DB実 数 収録DB数 DB実 数

海 外 企 業 製

デ ータ ベ ース
472 (78.1%) 334 (73.2%) 743 (81.1%) 522 (76.9%)

日 本 企 業 製

デ ータ ベ ース
132 (21,9%) 122 (26.8%) 173 (18.9%) 157 (23.1%)

合 計 604 (100.0%) 456 (100.0%) 916 (100.0%) 679 (100.0%)

注1「 収 録DB」 とは 「デ ータ ベー ス台 帳 総覧 」(通 産 省)に 収 録 のデ ー タ ベ ース数 を さす。

2実 数 の 意 味:

同 一の プ ロデ ューサ ー が構 築 した同 一 名称 の デ ータ ベー スが,複 数 の デ ィス ト リビ ュー タ

あ るい は 代理 店を 通 じて 日本 で販 売 され て い る場 合 に,当 該DBを ひ とつ と数 え た数字

<B,lj>1.あ る同 一 のDBがDIALOGに 入 って お り,そ れ を紀 伊国 屋 お よび 丸善 等 の複 数

の デ ィス トリビ ュータが 本 台帳 に登 録 して い る場 合

2,あ る同 一 のDBを,デ ィス トリビ ュータ お よび 代行 検 索 業者 が本 台 帳 に登録 し

て い る場 合

出所'コ ン ピ ュー タ 白書1984-85日 本 情 報処 理 開 発協 会 編

4

●

この よ うに,哉 が 国 にお け る デ ー タベ ース は大 半 を 外 国に依 存 して お り,し が もこれ らは 東京 を

中心 に流連 して い る。 これ らの デ ー タベ ー スを利 用 す る場合 に は,オ ンラ イ ンサ ー ビスを 行 ってい
ノ

る場 合,国 六 の もの で あれ ば,専 用 回線 あ るい は公 衆 巨線 を径 ≡す る こ とに な り,在 外の もの であ

れ ば,さ ら に箋 際 公示 デ ータ伝 送 網(VENUS-P)も し くは≡;トとの 言 三三嘉 を 已 圭 す る必要 が

あ る。 したが って基 本 的 に 国 内 で流 通 してい るすべ て の デ ータ ベ ースへ の ア クセ スは ≡=駿 か ら可

菱 で あ る。 善 に 当地 域 に ア ク セス ポイ ン トを持 つ デ ータ ベ ース につ いて は,巨 続 の 接≡ 子 吉 きが 草

琴に な った り,匝 線料 が格 安 に な る場 合 があ る。 ま た,情 報検 索 に 関す る ア ドバ イス,代 行 き兵,

妻 琴等 の 匿 で便 宜 が は か られ る場 合 も多 い。

≡七 言 に 関 す るデ ー タ ベ ース サ ー ビス と して は,中 日新 聞が59年 か ら始 め た新 聞 記事 に関 す る

べ 素 サ ー ビス(ACE)が あ る。 これ は,電 電 公社 の デ ータ ベ ー ス網 であ るDEMOSの 検 索 シス テ

ム を連 じて,新 聞 記 事の タ イ トル を 中心 と した オ ン ライ ン検 索 を 可能 と した もの で,我 が 国に お け

る一ぶ 慈 に 関す る デー タ ベ ース と して は最 初 の 試み とい え る。 ま た,フ ァイ ンセ ラ ミック スを 中心

と した基礎 素材 産 業 の 振 興 へ の 期 待 を 担 い60年 春設 立 され る フ ァイ ン セ ラ ミックス セ ンタ ー で

は.フ ・・インセ ラ ミック ス に関 す るデ ータ ベ ース の作 成 を検 討 し始 めて い る。

今 ぺ.こ の よ うな地 域 に根 ざ した特 色 あ る デ ータ ベー スの作 成 ・サ ー ビスが数 多 く望 まれ ると こ

:、で あ るが
,こ の 意味 で は,自 治 体等 で運営 あ るい は計 画 され て い る情 報 センター等の設立の動 き も

1注 す べ きで あ る(表3-11)。

"1巴 壊 の 自治 体
,経 済 団 体 等 にお け る デー タベ ー スを 活用 した情 報 サ ー ビス は,名 古 屋 市中小 企
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業 情 報 セ ンタ ーが最 初 であ る。 こ こでは,中 小 企 業 者の 経営 に役立 つ 情 報の提 供 とい う ことで,電

話 ・来 所 に よ る相談 を 中心 に受 け付 けて い るが,こ のた め に新 聞 記 事情 報,一 般 科 学 技術 情報 の デ

ータ ベ ース の オ ンラ イ ンサ ー ビス を利用 して い る
。 また,愛 知 県 は 県 の 中小 企 業指 導 施策 の一 環 と

して,「 愛 知 県産 業情 報 セ ンター」 の構 想 を,ま た,中 部経 済 連 合会 は 中部 地域 の情 報 中枢 を 目指

す とい うこ とで.「 中部 情 報 セ ンタ ー」 構 想 を 出 して い る。

愛知 県 の計 画 は,① 書 誌 デ ータ ベ ース ② 情 報 源 デ ータ ベ ース ③ 取 引 情 報 デ ー タ ベー スなど,

文 字 数 値情 報を 中心 と した情 報 を独 自デ ータ ベー ス と して 開発 し,セ ンタ ー及 び 集 中小企 業指 導 所,

商 工会 議 所 等 に端 末機 を配 置 しサ ー ビス を行 お うとす る もの で あ り,ま た,中 部経 済 連合 会 の構 想

は,中 部地 域 に関 す る統 計 情 報 デー タベ ース,地 理 情 報 を 中 心 と した リー ジ ョナル デ ータ ベ ース と

い った 独 自デ ー タベ ース と その 加工 ソフ トウ ェアの 開発,さ らに は マ ク ロモデ ル の作 成 な どを含 め

た シ ンク タ ンク活動 を 目指 す一 方,外 部 デ ー タ ベ ースの 中継,外 部 か らの デ ー タベ ース作 成 の引 き

受 け,情 報 処理 技 術 者養 成,情 報交 換 の た め の場 と しての 「情 報 サ ロ ン」 設 置 な ど,広 範 な内容 を

持 つ もので あ る。

●

、
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表3-11名 古 屋 大 都 市 圏 に お け る 主 な 情 報 セ ン タ ー

」
oo
O
ー

愛知 県産業 情 報 セ ンター 中 部情 報 セ ンタ ー 名古屋市中小企業情報センター

名 称 一 愛知県中小企業地域情報

ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム ー

実施主体等 愛 知 県 中 部 経 済 連 合 会 名 古 屋 市

概 要 ①県南工部を中心とする中小企業指導事業拡 ① デ ー タベ ース 活動,シ ンクタ ンク活動,情 ①企業の経営に必要な情報を収集提供する

充 の 一環 と して,中 小 企 業 の経 営 に役 立 ち. 報に関する教育,啓 蒙活動,情 報交流の場 ② 外 部 デ ー タ ベー スを活 用 した,経 済情 報.

ニ ーズ が高 く,供 給 が不 十 分 な情 報 の提 供 の提供(情 報サロン)な どを構想 科学技術情報,地 域情報の提供を行う。

を構想 ②中部地域を対象とした統計情報中心の産業 ③ フ ァク シ ミリに よ る情 報 サ ー ビスを行 って

② 地 域文 献DB.情 報 源DB,事 業斡 旋DB 経済関係DB及 び地理情報を中心としたロー い る 。

の作成,県 の各機関が保有する情報を中心 カル エ リア情 報のDB化 ④ 内 部文 献 の所 在情 報 につ いて の デ ータ ベー

に蓄積,文 字情報中心 ③外部DBの 中継 スを作成中

③ サ ー ビス機 能 と して は,中 小 企業 の 情報 活 ④DB検 索 に関 す るエ キス パ ー トシ ステ ムの
⑤58年10月 か ら開始

動 の ため の コンサル テ ィ ング,代 行 検 索, 開発,デ ータ加 工 のた め の ソフ ト整 備,デ

SDI,電 子掲 示板
一夕 ベ ー スの受 託 等

④県中小企業総合指導所,名 古屋商工会議所 ⑤ 代 行 検 索,SDI,及 び マ ク ロモ デル作 成

等,11か 所 に検索 用 端末 を設 置(63年 等 の シ ン クタ ンク活 動 な ど

頃 まで) ⑥61年 か ら運 用 開 始 を 目ざ す

⑤61年 運用 開始 を 目 ざす。



今回 の ア ンケ ー ト調 査 で は,情 報 入手 手 段 に デ ー タベ ース を利 用 して い る との回 答 は13企 業 で

延 べ27件,内 容 と して は,特 許 情 報8他 技術 に関 す る文 献 ・資料 検 索6件 ,部 品 ・材料 に関す

る情 報2件,企 業 の信 用 情 報2件 な どで あ る(表3-12)。

デー タ ベ ースの 利 用 に当 た って の問 題点 と しては,

① 費 用 が か か り.情 報 単 価 が 高 い

② 検 索 が 難 し くほ しい デ ータ が得 に くい

③ 専 門 的業 界 情報 が入 りに くい'

④ 入 手 情報 が 正確 か,最 新 で あ るか不 明

⑤ 使 用頻 度 が 少 な い

など が意 見 と して あげ られ て い る。

表3-12デ ー タ ベ ー ス を 利 用 し た 情 報 の 入 手N=・162

,

1

①

情

報
'を

収

集

し

二
る

も
の

②情報入手の手段 ③入手 した情報
の整理方法

b
専
門
績

苧
業
界
紙
誌

三

股
紙

芸
書
籍
等

d
社
内
の
人
間
が
直
接
収
集

タ
|

《
|

ス

化

b

カ

1

ド

些

《

1
化

蒔
別
な
整
理
は
し

5
な
い

膓
「

《
1
ス

を

利

用

デ

効1

果 タ
の べ

あ1
つス

た を

も利

の用

し

て

今

意 後

向'

の有

あ憤
る で

も も
の利

用

す
る

技

術

情

報

①技術の開発状況 117 0 0 4 113 46 44 2 37 79

②部品・材料に関する情報 114 2 0 0 107 43 44 0 39 73

③技術に関する文献 ・資料検索 109 6 1 5 106 39 37 0 38 71

④生産設備に関する情報 118 1 0 1 107 44 46 1 36 80

⑤ ソフ トウ ェアの 商 品情 報 35 1 0 0 34 18 9 0 15 27

⑥特許1青報 56 8 1 3 46 13 10 3 21 28

⑦学会 セミナーの開催に関する情報 55 1 0 0 57 17 19 0 15 40

⑧その他

(具 体的に)
1 1 0 0 0 0 0 0 σ 0

経

営

情

報

①商品市況情報 52 0 0 1 48 33 20 0 15 41

②証券取引市況 15 0 0 0 15 11 6 0 1 17

③金融市況 47 1 2 0 37 22 15 0 11 37

■

●

④ 国 内 ・海外 の経 済 ニ ュース 68 1 1 0 51 56 8 0 13 55

⑤経済成長率,物 価上昇率等の予測 38 1 1 0 32 24 6 1 9 26

⑥統計情報(経 済統計 工業統計等) 51 1 1 0 52 23 8 1 14 37

⑦企業の信用情報 78 2 1 3 69 21 27 0 28 45

⑧同業他社の動向 106 0 0 0 80 31 60 1 26 67

⑨天候,気 象及び農水産物の育成状況等 5 1 0 0 6 4 2 0 2 4

⑩ 展 示 会,セ ミナー等 の 開 催 に関 す る情 報 44 0 0 1 38 20 20 0 11 38

⑪その他

(具 体的に)
0 0 0 0 1 1 0 0 1 0
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以 上の 内容 を要 約 す る と次の よ うに な る。

(1)企 業 に お け る オ ンラ イ ン情 報 ネ ッ トワー ク は,自 社内.親 企 業,仕 入 先,販 売 先 な ど,関 係 の

強 い 部分 か ら進展 しつ つ あ り、 コ ン ピ ュータ媒 体 で の業務情 報の 流通,蓄 積 が急 速 に進 行 しつ つ

あ る。

(2)コ ン ビ=一 ータ の利 用 は,単 独処 理,事 後 的 な 集計 処 理 か らよ り総 合 的 な処 理,事 前 の 評価,予

測,試 算 とい った処理 へ 拡大 しつ つ あ る。

(3)技 術 情 報,業 界 情 報 を 中心 と して,情 報 に対 す る旺 盛か つ広 範 なニ ーズが 存 在 し,特 に,自 社

開 発 製 品割 合が 高 い 独立 型企 業 で は,あ らゆ る レベ ルの情 報 を求 めて い る。

(4)情 報 の利 用 に当 た って は,情 報 が 多様 で な い,量 が少 な い.体 系性 に欠 け る,入 手 に時 間 が か

か る,入 手 経 路 が限 られ情 報 源 に乏 しい とい った感想 を多 くの企 業 が持 って い る。 新 鮮 で信 頼性

が 高 く,豊 富 で か つ具 体的 で,利 用 者 の視 点 か ら見 て比 較検 討 のた め に使 え る情 報,企 業 規模 に

見 合 った情 報 を期 待 して い る。

(5)一 方,コ ン ピ ュータ に よ る情 報 サ ー ビス と しての デ ータ ベ ースは,現 状 で は そ の多 くが外 国製

で あ り 国内 の もの は まだ これ か らであ る。 当 地域 で もい くっ か の情 報 セ ンタ ー構 想 が 出 され る な

ど,コ ンピ ュー タ利用 の情 報 サ ー ビス 体制 整 備へ の 動 きが 自治 体,経 済 団体 を 中心 に 先 行的 に進

み つつ あ る。
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4ま と め 一 今後 の方向 一

地 域 に お け る中枢 管 理機 能 は,生 産機 能.流 通機 能 な ど地 域 経済 の 一体 的 発展 に影 響 を与 え,ま た

方向 づ け るも ので あ る。 今後 の高 度情 報 化社 会 に おけ る情 報 ネ ッ トワー クの進 展 の 中で,地 域 が一 方

的 に 中央 の影 響 下 に置 かれ るの では な く,地 域 の 中枢 管 理機 能 を 強 化す る こと に よ り,独 自の個 性 あ

る地 域 経 済 の発 展 を追 求 す るた め に,ネ ッ トワ ーク の機 能 を活 用 しよ うとす るの が 今調 査 の基 本 的 な

問 題意 識 で あ る。

例 え ば,今 回 の調 査 で も関心 が深 か った技 術 開発 に 関 して,技 術 開 発 に関 す る産 学 官交 流 の活 発化

の ため に情 報 シ ステ ム を役 立 たせ る ことが で きる とす れ ば,こ れ は当 地 域 に おけ る研 究 開 発機 能 を 中

心 と した 中枢 管 理 機 能 の強 化 に つ なが る もの とい え よ う。 また,地 域 産 業 に お け る人 材 育 成,研 修 機

能 を よ り効 果 的 に行 うた め に情 報 シ ステ ムを 用 い るとか,地 域 に おけ る取 引 流通 機 能 の活 性 化 の ため

の ネ ッ トワーク シ ス テム な ど も,地 域 経済 の一 体 的 発展 に寄与 し,中 枢 管 理機 能 の強 化 に っ なが る も

の とい え る。

これ らの 問題 は,そ れ ぞ れ 分野 ご とに個別 に検 討 す べ き もの とい え るが,こ こで は地 域 にお け る オ

ン ライ ンネ'ッ トワ ーク シ ス テ ムの方 向性 と して以 下の 点 を 指摘 して お くこ とと す る。

(1)地 域 ニー ズ即 応型 シス テム

現 在,我 が 国 で流 通 してい る数 百 に の ぼ る デー タ ベ ース は基 本 的 に はそ れぞ れ の 独 自の 検 索言

語 を持 ち,そ の論 理 と使 用法 を知 らな け れば 使 う こと は で きない し,デ ー タの 内容 特徴 等 につ

いて も,充 分 知 られ てい るとは い え ない。 また,中 小 企 業 が 試 み に使 ってみ る とい うには経 費 が

かか りす ぎ る とい う問題 もあ る。

情 報 わ1ワ ー ク シス テム は,情 報 の地 域 格差 を埋 め る こと に役 立 て るべ きであ る とす る肋

か らは,デ ータ ベ ー ス等 の オ ン ラ イ ンサ ー ビスは地 域 で こ そ利 用 され るべ きで あ り,そ の ため に

は地 域 の産 業 経済 の 一 体 的発 展 と活性 化 の観 点 か ら地元 の 利 用 の便 を考 慮 したデ ー タ ベ ース利 用

の た めの 支援 体 制 が必 要 とな ろ う。

この 支 援体 制 は,コ ン ピ ュータ によ る支 援 シス テ ム と して対 応 す べ き部 分 と入 の知識,ノ ウハ

ウ とい った もの も含 め た よ り広 範 な シス テ ム と して考 え るべ き部分 とが あ る。 前 者 は,デ ー タ ベ

ー ス検 索 の ため の ア プ リケ ー シ ョン.再 編 加 工,分 析 の ため の ア プ リケ ー シ 戸 ンな どで あ り,

問題 解決 型 の エ キス パ ー トシス テ ムな ど も含 まれ よ う。 後 者 にっ い ては,検 索 技 術,デ ー タ ベー

ス に 関す る ク リア リング,問 題 に対 す る コ ンサ ル テ ィ ング とい った 幅広 い 分 野 に わ た る。

この両 者 は分担 と補完 の関 係 に あ り,そ の分 担 関 係 は技 術進 歩,コ ス ト等 に依 存す る。 例 えば,

ク リア リング機能 に は,デ ー タベ ース の7F1」用 に際 し.希 望 す るデ ー タ ベ ース の所在'内 容 料 金

使 用条 件 な ど の案 内情 報 を提 供 す る機 能 や デ ータ ベ ー ス内容 の評 価,ア ク セス方 法,デ ー タ ベ ー

ス の組 み 合 わ せ利 用 の 方法 等 を含 む が,地 元 媒 が よ り広 い糖 か ら情 報収 集 を行 うため の嚇

整 備 の 一環 と して,繊 麟 の情 報 ニー ズ}・応 え うる・ ク リア リ・グ機 能 及 び デ ー タf[」用 に関 す

る コンサ ル テ ィング が重.要で あ る。
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また,デ ータ ベ ー スの情 報 を よ り地 元 産 業の ニ ーズ に近 づ け るため に は,例 えば,地 元 で必 要

とす るよ うな情 報項 目を,予 め各 デー タベ ースか ら検 索,再 編,加 工 した二 次 デ ータ ベ ースの 作

成 など も検 討す べ きで あ ろ う。

(2)FACETOFACEの 交 流 を 生 か せ る システ ム

地 域社 会 にお け る最 も特 徴 的 な情 報 伝 達の 手段 は 直接 会 う こ とに よ る会 話 で あ る。 情 報 は様 々

な経 路 を通 じて 得 られ,流 され る もの で あ り,コ ンピ ュータ シ ス テム は その 中の ほ んの 一部 を担

うに すぎ な い。 特定 の場 所,雰 囲気 の 中で,身 振 りを交 え,表 情 を見 なが ら行 わ れ る相対 の会話 ,

議論 は単 な る情 報交 換 に とど ま らず,情 報 の創造 と発信,共 通 の感 覚,意 識 の形 成 を伴 い,地 域

社 会 の個性 あ る発 展 の源 泉 と もい うべ きもの であ る。

放 送,新 聞 な ど の マ スメ デ ィア,書 信,電 話 など の パ ー ソナ ル メデ ィアを問 わず,情 報 メ デ ィ

アは この人 と入 との 出会 いを代 替 し,省 略 す る側 面 と,出 会 い を促進 し補完 す る側面 を持 つ。 例

え ば,会 うべ き こと を電 話 で済 ます,あ るい は電話 をか け あ う ことに よ り,親 密 さを増 し,出 会

い を促 進 す る とか,会 話 を電 話 で補 うと い った よ うに。

地 域 内 オ ンラ イ ンネ ッ トワ ークの 形成 は,地 域 に おけ る人 々の交 流 のた めの 経路 を 新 たに 一 つ

加 え る ことで あ り,新 た な交 流 の しか たを 可能 と させ,地 域 にお け る情報 密 度 を高 め,地 域 社 会

の 一 体感 の醸 成 に役 立 て,産 業 の 個性 的 発展 に寄 与 す るもの で あ ると考 え るべ きであ る。 その た

め には,

① 単 な る蓄 積 検 索型 の シ ステ ム で はな く,相 互 に デ ータ の や りと りが 可 能 な コ ミュニ ケ ー シ

ョ ン型(情 報 交換 型)の シ ステ ムで あ る こと,

② 情 報 シス テム を操 作 して い るとい う特 別 の意 識 を で き るだ け持 つ ことな く,手 軽 に利 用 可

能 な シス テ ムで あ る こ と,が 必 要 であ る。

この よ うな シ ス テム を検 討 す るた めの 具体 的分 野 と して は,例 えば,次 の よ うなも のが考 え ら

れ る。

① 地 域 内に お け る技 術 移 転 技 術 複 合化 の ため の複 数業 界 にわ た る情 報交 流 シス テ ム

当地 域の 既存 産 業 の エ レク トロニ ク ス化,新 素材 の 活用 な ど,技 術 複 合化,先 端化 が重要

な課題 とな って お り,こ の た めの 技術 交 流,共 同 開発 とい った 問題 は 相互 の コ ミュニ ケ ー シ

ョンを強 め,創 造 性 を 刺 激 しあ うことが 重要 であ る。 そ の よ うな場 づ くりの 一手 段 と して の,

単 な る検 索 型 の シ ス テム に と ど ま らず,技 術 情 報 を中心 と した情 報 交換 のた めの 地 域 オ ンラ

イ ンネ ッ トワ ーク シ ステ ム。

② 地 域 内 にお け る 商品,製 品 情 報交 換 に関 す るシ ス テム

地 域 にお け る取 引 関 係 を 活発 化 させ るため に,製 品,素 材,加 工 方 法 な どに 関 す る情 報 を

相互 に入 力 し,利 用 しあ うた めの情 報 シ ステ ム。

また,地 域 の 各分 野 の専 門 家 な どの人 材 に 関す る所在 案 内 シ ス テム,高 齢 者の技 能 活 用の た め

の 人材 情 報 シ ステ ム な ど も考 え られ よ う。

一189一



(3)重 層 的 ネ ッ トワー クの 形 成

今後,オ フ ィス にお け る事務 処理 の情 報 化 が進 み,取 引処 理 を 中 心 と した オ ン ライ ンネ ッ トワ

ー クが 発達 し
,コ ン ピュー タの利 用 が一 般 化 す る中 で,コ ン ピ ュータ媒 体 での情 報の 蓄積 が飛 躍

的 に進 み,デ ー タ ベー ス も様 々 な レベ ル で普 及 す るで あ ろ う。

デ ータ ベ ース に限 って み て も,現 在 流 通 して い る地 域 外 で作 成 され た もの,地 域 にお いて 進め

られっ つ あ る情 報 セ ン ター等 の 他,必 要 に応 じて各 分 野,業 種 ご とに も個 別 の デ ー タ ベース が作

成 され,そ れ らが 相 互 に,競 合 と補完 の関 係 を保 ちつ つ,重 層 的 な ネ ッ トワー クを形 成 し発展 し

て い くと考 え られ る。 ・

特 にデ ー タベ ー スの 作成 につ い て は,情 報 の整備 ・蓄積 に 多大 な 時 間 と労 力 を要 す る ことが 多

く,各 産 業 関係 団 体,試 験 研 究 機 関 等が 相互 に協 力 しつ つ,そ れ ぞ れ の立 場 で地 域 に役立 つ 情報

の 整備 ・蓄 積 を手 が け て い くこ とが 重要 であ る。 また,民 間 ベ ー スで埋 め きれ な い分 野,地 域振

興 の立 場 か ら先行 的 に 整 備 すべ き分 野 につ い て は公 共機 関 に よ る適 切 な支 援 が必 要 とな ろ う。

,
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資料2人 口増加率図(昭 和55年/昭 和50年)

7

酬菰
-.

、
'

(T～ 知 県)

1蟹 江 町

2.七 宝 町

3大 治 町

4.E口 笛[

`

5英 和 町

6.終1.1与 町

7.西 欧 杷 恥 町

札.w・ll[問

9.rh先 町

谷の村
▲

繹

]o.6白 日

tl.西b町

12.記.験 町

13留 山 笥

14.ヰ 穐 司

▲

`
,

戊

　口
.
村

垣
り
ぷ

・..高

輪 夕
町`・

隠 祖 父 江 町

16木fft利 」町

}7z,∫ τrfi

Is♪ こLユ 町

IYF、 受 町

▲
武
煩
町

篇

パ

八百丘町

乙

.一・ .『...晒.だ 二

1噌r≧ 虻

(昧 駐 県,

21}・1と 凹 ヨi

21.Sこ 内 冨テ

Ln,墨 俣 町

':1
、 糸 貫 町

一192一

町

外垣井町

24,口1王;8129三 己 松 町

2S」 しt「 町3《}岐 頃・ 巴こ

泌 璽.ぷ 訂3】lll£ ぽ

LC.e袖 総〕32猷 £.・';lli

ユ 綻'上 巨 ぷ.'畠'二;町

.市

,ー

t

ー

,
f

、.
〆

.『

i

.-幽

.!

.
ー
』

ト

「
馳

'、ー

.η

1

巌

↓
」
:

断

34.盾 ぼ 町 「

35原 山 町

蕎 五 原 町

注

魏懸
.

田■口

口
出所

30%以 上

20～.30%

10～ ・20%

0～ ユ0%

減 少

:国 勢 調 査

■

●

■



資料3DID面 積 の伸び率(%)
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出所:大 都市圏の整備 国土庁大都市圏整備局監修 昭和59年
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資料5卸 売業仕入先 第1位 都道 府県(56年)
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資料6産 業別就業者構成比(昭 和57年)
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資料8地 域別中枢管理機能の集積度
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55 4.08 627 3.13 40.55 1.46 289 497 387 L74 14ユ5 445 1.05 2.66 6.79 1.76
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囲 中枢管理機能の集積度を表す指標は次頁の図のとおりである。

■
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都市の広域的連関に関する調査

昭和58年3月 国土庁委託調査
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資料18デ ー タの 分野 別 によ る収 録 デー タ ベー ス数

分 野 1982年 度 1983年 度

一

般

全 般 9' 14

行 政 13 15

法 律 8 13

政 治 8 9

新聞 二雑誌 12 14

そ の 他 4 7

小 計 54 72

自

然

科

学

・

技

術

全 般 22 39

化 学 47 68

生命学/医 学/薬 学/生 物 40 64

特 許 20 29

宇宙/地 球/海 洋科学 21 25

物理/電 子/コ ン ピュータ 11 24

壌境/水 資源 14 16

気 象 12 12

農 学 11 12

金 属 7 11

工学/機 械工学 6 9

エ ネ ル ギー 7 11

食 品
'6

6

繊 維 2 5

そ の 他 4 15

小 計 230 346

社

会

科

学

・

人

文

科

学

全 般 3 5

図書 館学 ・'情報科学 11 25

教 育 14 17

歴 史 5 6

社 会 学 5 5

言語/言 語学 4 4

心 理 学 3 3

哲 学 2 2

芸 術 3 2

音 楽 1 2

人 口 統計 2 2

人 間科 学 0 2

ス ポ ー ツ℃'体 育学 1 1

社 会 奉 仕 1 1

小 計 55 ・77

ビ

ジ

ネ

ス

全 般 15 20

経 済(世 界) 6 13

経 済(外 国) 31 72

経 済(日 本) 15 18

市場/商 品情報 62 83

金融/証 券/為 替 レー ト 33 52

財 務(外 国) 10 19

財 務(日 本) 18 2'0

エ ネ ル ギ ー 10 21

企業財務/情 報 8 12

労 働 12 10

農 業 2 10

化 学 3 4

そ の 他 15 15

小 計 240 369

そ

の

他

書誌目録作成情報 3 19

人物/機 関情報 5 9

漢字/辞 書 3 6

索引ガ イ ド/補 助 ファイル 2 4

そ の 他 12 14

小 計 25 52

合 計 604 916,

出所:通 産省 「データベース台帳総覧」
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1調 査研究の概要

1.1調 査 の 目 的

九州 にお け る地 場 産 業(主 と して地 元 の 資本,技 術,労 働 力,原 材 料 等 を活 用 し,一 定 の地 域 に

集 積 してい る中小 企 業 群)は,.関 東,京 阪神 な どの大 消費 地 か ら遠 い とい う地理 的 要 因 に加 え て,

地場 産 業 の構 造 的特 徴 であ る零細 性 に よ って情 報機 能 や流 通 機 能 の 脆弱 性 が指摘 され てい る。 この

ため,こ れ らの地 場 産 業 の 製 品,い わ ゆ る地場 産品 は,そ の知 名 度 の低 さや,消 費者 ニ ーズ等 の把

握 の困難 性 等,種 々の要 因 に よ り,他 の産 地 の ブ ラン ドで消費 者 の手 に 渡 る とい う,言 わば 下請 業

的 な状 況 を強 い られ て い る場 合 が 多 い のが現 状 であ る。

一 方
,最 近 にお けるINS(高 度情 報通 信 シ ステ ム)等 の情 報 通 信 網 の進 捗,並 び に ビデ オテ ック

ス や;CATV等 の ニ ュー メデ ィア の発 達 には 目覚 ましい ものが あ り,こ れ らを利 用す る こ とに よ っ

て,地 理 的制 約 を克服 して,'消 費 者 ニ ーズ等 の情 報 が 迅速 か つ的 確 に把 握 で き る状 況 にな りつ つ あ

る。

本調査 は この よ うな状 況 を踏 まえ て,地 場 産 品 の産 地 ブ ラ ン ドを 確立 し,地 域 中小 企業 の活性 化

を図 るた め,オ ン ライ ンネ ッ トワ ーク化 に よる情 報流 通 シス テ ム の ビ ジ ョンを作成 し,そ の形成 の

具 体 的方 策 につい て研 究 す る こ とを 目的 とした もの で あ る。

1.2実 施 計 画

(D昭 和59年 度

(2)昭 和60・61年 度

生 産 者 及 び 消費 者 の地 場産 品や ニ ュ ーメ デ ィア等 につい ての 意識 調 査 を 中

心 と したi基礎 調 査。

基 礎 調 査 の 結果 を踏 まえ,シ ス テ ム形 成 に係 る具 体的 方策 の検討 等 の応 用

調 査及 び オ ン ライ ンネ ッ トワーク によ る情 報 流通 システ ムの ピジ 。ン作 成 。

1.3推 進体 制

次の8機 関で構成する 「地場産品ブランド確立のためのオンライン情報流通委員会」を設置し,

実施した。

九 州 大 学

財団法人九州流通システム協会

財団法人久留米地域地場産業振興センター

財団法人 日田 ・玖珠地域産業振興センター

情報処理振興事業協会

九州沖縄ケーブルテレビ協議会

日本電信電話公社九州電気通信局

福岡通商産業局

一206一
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2調 査 の 内 容

昭和59年 度 は,基 礎 的 な資 料 を整 え る とい う観点 か ら,消 費 者及 び地 場 産 業(生 産 者)の 地場 産

品や ニ ュ ーメデ ィア等 に関す る意 識調 査 を以 下 の とお り実 施 した。

●

◆

2.1地 場 産 品 の テ レ ビ シ ョ ッ ピ ン グ に 関 す る 調 査

本 調 査 は,現 状 で は双方 向通 信 が実験 段階 で あ るた め,こ れを イ メ ー ジ的 に把 握 で きる テ レ ビシ

・ ッピ ング につ い て,一 般 消 費 者 を対 象 に郵 送 に よ るア ンケ ー ト方式 に よ り実施 した。

(1)調 査時 期

② 対 象地 域

(3)対 象 数

(4)回 収 数

㈲ 回 収 率

昭和59年11～12月

東 京地 区(三 鷹,武 蔵 野 市)及 び福 岡 地 区(福 岡市)

800名(東 京 地 区191名,福 岡地 区609名)

316名(〃100名,〃216名)

39.5%(〃52.4%,〃35.5%)

な お,東 京地 区 は,電 電公 社 が実 験 中 のINSモ デル シス テ ムの モニ タ ーを,ま た福 岡地 区 につ い

て は,CATV加 入者 を対 象 と した。

2.2地 場 産 品epホ ー ム シ ョ ッ ピ ン グ 販 売 に 関 す る 調 査

本 調査 は,地 場 産業 の協 同組 合 を対 象 に郵送 に よるア ンケ ー ト方 式 に よ り実 施 した。

(1)調 査 時 期

② 対 象地 域

(3)対 象 数

(4)回 収 数

⑤ 回 収 率

昭和59年11～12月

福 岡県 久 留 米地 域及 び 大分 県 日田 ・玖珠 地 域

40組 合

20組 合

50.0%

2.3地 場 中 小 企 業 の 情 報 ニ ー ズ に 関 す る 調 査'

本 調 査 は,勧 久 留米 地域 地 場 産 業振 興 セ ンタ ーが,当 地 域 内 の地場 中小 企 業 を対 象 に郵 送 ア ンケ

ー ト方 式 に よ り実 施 した もので あ る
。

(1)調 査 時 期 昭 和59年10～11月

(2)対 象 数2,3.57社

(3)回 収 数387社(有 効 回 答数)

(4)回 収 率16.4%

●
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3調 査 の 成 果

3.1地 場 産 品 の テ レ ビ シ ョ ッ ピ ン グ に 関 す る 調 査

(1)回 答 者 の職 業,年 令,性 別(質 問1～3)

職 業 別 で は,サ ラ リーマ ンが101名(32%)で 最 も多 く,以 下 自営 業,そ の他,会 社 役 員 の

順 で,テ レ ビシ 。ッ ピング に最 も関心 が あ る と思 われ る主婦 は35名(11.1%)と 少 な く,学 生

はい な い。 また,そ の他 は,ほ とん どが無 職 で あ る。 地 区別 に み る と,福 岡地 区 で は,自 営業 が

最 も多 い の に対 し,東 京 地 区 では サ ラ リーマ ンが55人(55%)と 過 半 数 を占 め てい る。

年 令 は,40～50歳 代 が半 数 を占 め て い るが,60歳 以上 が ・101人(32%)と 多 い のが 目立

って お り,無 職 が 多い理 由 に もな ってい る。

性 別 で は,男 性 が229名(72.5%)で3分 の2を 占 めて い る。 地 区 別 では福 岡地 区 のほ うが

女 性 の比 率 が高 い。

■

表3-1回 答者 の職 業

(単 位:入)

サ ラ リ ー

マ ン 自 営 業 会社役員 学 生 主 婦 そ の 他 合 計

福 岡 46 75 24 0 25 46 216

東 京 55 12 16 0 10 7 100

合 計 101 87 40 0 35 53 316

亙

鐵.....一 職業

1合

。;者の

繋'

A匝]サ ラリーマン32

B[蓮]自 営業27

C[囲 会社役員12
D圃 学生O

EZ乙]主 婦11

F翻 その他16

Wゐ
%

毘

W為

叱

駕

0

ζ
J
CO

O

1

8

図3-1

b
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表3-2回 答 者 の年 齢

(単 位:入)

20歳 未 満 20歳 代 30歳 代 40歳 代 50歳 代 60歳 代 70歳 以 上 合 計

回答者の年齢 0 12 49 75 79 53 48 316

A

12

■

図3-2

表3-3回 答 者 の性 別

(単 位:人)

男 性 女 性 合 計

福岡 145 71 216

東京 84 16 100

合計 229 87 316

AE==】20歳 イ℃3

Bpm30歳 代15

C唖40歳 イ1こ23

D函 】50歳 イ℃25

E辺60歳 代16

F修 診70歳 以上15

A{=コ 男 性72.5驚

B[囚 女 性27.5%

Wゐ

彫
ん

%

留る

Ψ
ゐ

Wん

8

C
J

7

0

8

9
し

＼

藩 ・

ミミNミミ 回答書の
性別＼

A

29

図3-3

(2)「 地場 産 品 」 とい う言葉 の知 名 度(質 問4)

この項 目 では,「 地場 産 品 」 とい う言 葉 そ の もの の知名 度 を問 うた もの で,全 回 答 者 の うち

235名(74.4%)が 「知 って いた 」 と回答 してお り,知 名 度 はか な り高 い もの とな ってい る。

地 区別 で は,福 岡地 区 が 「知 ってい た 」 が77.8%で,東 京地 区 の67.0%を10ポ イ ン ト程 度 上

回 って い る。

表3-4地 場 産 品 とい う言 葉 の知 名度

・(単位:人)

知 ってい た 知 らな か った そ の 他 合 計

福 岡 168 46 2 216

東 京 67 31 2 100

合 計 235 77 4 316
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A[!llコ 知 って いた67.0駕

B[X.LK】 知 らなか った31.0%

C[囲 その他2.0%

職業 別 にみ る と,「 知 って い た 」 と回答 した人 の比 率 が最 も高 か った の は,会 社 役 員(87.5

%)で,以 下 自営 業(80.2%),そ の他(79.2%),サ ラ リーマ ン(663%),主 婦(62.9%)

の順 とな ってい る。 年 令別 では,40歳 以 上 では80%が 「知 ってい た」 のに対 し20歳 代50%,

30歳 代46.9%と 若 年 層 の 知 名度 が低 い こ とが 目立 ってい る。

一210一



…一一
・営業一

会社役員

%1劾 知 っていた0
102030405060708090100圏 圏 知 らなか った

盟]そ の他

主婦一
●

その地

図3-5(a)地 場 産 品 とい う言葉 の知名 度(職 業 別)

・・歳代灘 麺 騒 醗羅
・・歳代羅 灘 醸 馨 瞳

%吻 知って いた010203040506
0708090100 .圏團 知 らなか った

田刀 その他

40歳 代 修%。 修%

・・歳代一
・蹴一
・・歳以上一

図3-5(b) 同 上(年 齢別)

以 上 の ことから,「地 場 産 品」 とい う言 葉 の知 名 度 はかな り高いが,地 区別,職 業別 あ るいは年 令別 に

み る とパ ラソ キが あ り,特 に年 令別 で は30歳 代以 下 の若 年 層 と40歳 代 以上 の壮年 及 び高 年 齢 者

との間 に大 きな差 が あ る こ とが特 徴的 であ る と言 え る。

(3)地 場 産 品 を購 入 す る際 に重 視 す る点(質 問5)

こ こ では,地 場 産 品 を家 具,陶 磁 器 ,織 物,工 芸 品,農 産 加 工品 及 び 酒 ・焼 酎 の6品 目 に分類

し,そ れ ぞ れ につ い て,消 費 者 が購 入す る際 に重 視 す る点 につ い て調 査 した。

まず,選 択 項 目が共 通 してい る家 具,陶 磁 器,織 物及 び工 芸 品 の4品 目 につい てみ る と
,家 具

は,品 質 を重 視 す る とい う回 答 が最
.も多か った の に対 し,嗜 好 品的色 合 い の濃 い他 の3品 目に つ

い て は,い ず れ もデザ イ ン等 を重 視 す るとい う回 答が 第 一位 とな って い る。 また,価 格 を重 視 す

る とい う回 答 は4品 目 と も,品 質及 び デザ イ ン等 を 下回 って お り,価 格 よ りも品 質 あ るい はデ ザ

イ ン等 とい う傾 向 が表 わ れ て い る。
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表3-6地 場 産 品 購 入 の際 に重視 す る点(1)

(単 位:%)
1

産地 ブランド 企 業 ブランド 価 格 デザ イ ン等 品 質 そ の 他

家 具
'

69 3.4 25.3 29.2 35.2 0

陶磁器 20.4 5.2 18.7 36.4 18.9 0.4

織 物 14.3 48 23.9 29.4 27.0 0.6

工芸品 22.7 1.7 16.4 37.4 20.8 1.0

%膠 産地 ブ ラン ド
0102030405060・708090100睡 圏 企業 ブ ラン ド

家・纒 羅璽誓ヨ ㎜㎜㎜

陶磁器〉 翻 羅 ≡誓ヨ㎜

織物

工芸品

図3-6
同

、

上

国園 価格

巨ヨデザイン等
皿}品 質

巨1そ の他

●

職 業 別,年 令別 には,大 きな差 は見 られ ない が,地 区別 にみ る と,東 京地 区 で は,4品 目 と も

デ ザ イ ン等 が品 質 を上 回 って い る のに 対 し,'福 岡地 区 で は,家 具 及 び織 物 は,品 質 とす る回 答 が

多 く,陶 磁器 及 び工芸 品 につ い て も,デ ザ イ ン等 が上 回 ってい る もの の東 京地 区 ほ ど品質 との差

はな く,消 費 者気 質 の相 違 の一 端 が 表 わ れ て い る。

表3-7 デザイン等重視 と品質重視

(単 位:%)

福 岡 東 京

デザ イ ン等 品 質 デザ イ ン等 品 質

家 具 26.3 37.2 35.2 31.3

陶磁器 34.9 19.9 39.7 16.6

織 物 25.9 29.9 36.6 21.0

工芸品 35.0 22.6 42.4 17ユ
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図3-7(a)

工
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陶
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)岡福(視重質品と視重等ンイザデ

匝コ デザィン等
区]品 質
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一

●

●
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具

図3-7(b)

陶
磁
器

同

職
物

上

工
芸
品

(東 京)

回 デザイン等

囚 品質

(単位:%)

農 産 加 工品 は,当 然 な が ら味 を重 視 す る とい う回 答 が38.8%で 最 も多 く,以 下 産地 ブラ ン ド,

品質,価 格,企 業 ブ ラン ドの順 とな って い る。
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表3-8地 場産品購入の際に重視する点 ②

(単位:%)

産 地 ブランド 企 業 ブランド 価 格 味 品 質 そ の 他

農産加工品 26.1 4.4 10.3 38.8 20.0 0.4

%
0102030、405060708090100

農産加工品一
図3-8 同 上

{IZI産 地プ ラ ン.ド

園墾 企 業ブ.ラン ド

唖 価 格,

∈ヨ 味 ・

㎜ 品質

巨口 その他

勺

■

酒 ・焼 酎 は,産 地 ブ ラ ン ドが39.5%と 第一 位 で,第;位 の企 業.ブラン ドと合 わ せ て67%と な

り,ブ ラン ド志 向 が顕 著 に表 われ て い る。

表3-9地 場 産 品 購 入 の 際に 重視 す る点(3)

(単 位:%)

産 地 ブランド 企 業 ブランド 価 格 容 器 そ の 他

酒 ・焼 酎
i

39.5 27.3 21.4 2.5 9.3

酒 ・焼酎

%
0102030405060708090'100 吻 産地ブ・ランド

麗墨企業ブランド
唖 価格
口 答器

皿]そ の他

図3-9同'1上

1

産 地 ブ ラン ド及び 企業 ブ ラ ン ドを重 視 す る とい う回 答 を6品 目に つい てみ る と,産 地 ブラ ン ド

とい う回 答が 最 も多 い の は,酒 ・焼 酎 で39.5%,一 方最 も少 な い の は家 具 で6.9%と 品 目に よ っ

て かな りの差 が生 じてお り,今 回 の ア ンケ ー ト調 査 でみ る限 り比較 的 少 額 商品 の 多い 品 目ほ ど産

地 ブ ラン ドが 重 視 され る とい うこ とが言 え る。 企 業 ブ ラ ン ドは,酒 ・焼 酎 のみ が27.3%と かな り

重 視 され てい るが,他 の品 目は,い ず れ も数 パ ーセ ン トとな って お り,酒 ・焼 酎 以 外 の品 目 につ

い て は・ 企業 ブ ラン ドは あ ま り考慮 され ない とい う結果 炉 で てい る。
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●

表3-10 産 地 ブ ラ ン ド重 視 と企 業 ブ ラン ド重 視

(単 位:%)

産 地 ブ ラ ン ド 企 業 ブ ラ ン ド 合 計

酒 ・ 焼 酎 39.5 27.3 66.8

農産加工品 26.1 44 3α5

陶 磁 器 20.4 5.2 25.6

工 芸 品 22.7 1.7 24.4

織 物 1』4.3 4.8 . .19.1

家 具 6.9 3.4・ 10.3
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図3-10(b)産 地 ブ ラン ド重視 の品 目順位

[=コ 産 地ブ ラ ン ド

(単位:%)
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5

一
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、、i}1,ll、:幽

匝コ 企業ブランド

(単位:%)

0

廼 皇 籍 曇 警 』曇
焼 器 加 島
酎 工

品

図3-10(cド 企 業 ブ ラン ド重 視 の 品 目順位

(4)地 場 産 品 を購 入 した場 合,最 も知 りた い商 品 関連情 報(質 問6)

消 費者 が地 場 産品 を購入 した場 合,手 入 れ ・保 守 方法 や新 商 品 な ど,そ の商 品 に関 連 す る もの

で最 も知 りたい と思 う情 報 につい て 各 品 目 ごとに調 査 した。

家具 及 び織 物 は,手 入 れ ・保 守 方 法 とい う回 答 が最 も多 く,家 具55%,織 物48.6%と な って

V・る。陶 磁 器 は,そ の性 質 上,欠 品 の揃 え(42.5%)が ト ップ で手 入 れ ・保 守 方 法(24.9%)

を上 回 ってお り,工 芸 品 は,修 理 先(43.1%),農 産 加工 品 で は,保 守方 法(55%),酒 ・焼

酎 は 酒肴(46.8%)が 最 も多い。 また,全 般 的 にみ る と,地 域別,職 業 別,年 齢別,性 別 によっ

て大 きな差 は み られ な い。

、

A匝 コ 手入 れ保守55.0駕

B匝 ヨイ ンテ リア27.0%

C臨 】新商 品14.8%

D間 その他3.2%

図3-11(a)地 場 産 品 に係 る商 品関 連情 報 ニ ーズ(家 具)
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●

,

AE=ヨ 手入 れ保守24.9駕

BN欠'品42.5駕

C囲 新商品27.9叱

D國 その他4.7駕

図3-11(b)地 場 産 品 に係 る商 品 関連情 報 ニ ーズ(陶 磁 器)

A[三 コ手入れ保守48.6罵

B圃 小 物24.4%
C囲 新商品21.6%

D巨 麺 その他5.4%

図3-11(c) 同

亘:

鱗

'遼 ・
'＼'N

心

図3-11(d) 同

上(織 物)

A巨 コ 手入 れ保守34.2%

Bσ 修理 先43.1%
・CIi囲 新商 品19 .4%

DE三 口 その他3.3%

上 (工芸品)
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D
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・'

A

C

品

＼B

農産加工

A[=]調 理法32.9駕

B{囚 保存方法55.0%

C唖 新商品9.9%

DE≡ ヨ その他2.2%

図3-11(e)地 場産 品 に係 る商 品 関連情 報 ニ ーズ(農 産加 工 品)

や

シ. 1

-_畠1、i_1灘i
'HHHHHIIIIIIIIilメ

A:

'鴬 酒　遥"
ぶiミ§ぶ 一

図3-11(f) 同 上

AEIIIヨ のみ方30.8%

B囚 酒 肴,46.8%

C囲 新商品15.7%

D團 その他6.77C

(酒 竺焼 酎)

⑤ 地 場 産 品 の テ レ ビシ ョ ッピ』■グ に よ る購 入 につ い て(質 問7).

最 近,テ レ ビで商 品 を紹 介 し,消 費者 が,電 話,ハ ガ キ等 で 申し込 ん で購 入 す る テ レ ビシ ・ ッ

ピン グ が盛 ん に行 わ れ て い るが,こ こで は,こ の テ レビシ ・ッピングを 利 用 して地 場産 品 を購 入 す

る意 志 の有無 につい て調 査 し た。

「利 用 した い 」 とい う回答 は37%で 「利 用 した くな い 」(15.5%)の2倍 以 上 とな った が,

「関 心 が ない 」 が42.1%で 最 も多 か った 。地 区別 にみ る と,「 利用 した い」 は福 岡地 区 が29,2

%に 対 し東京 地 区 は54%と,か な り高 い数字 とな って い る。

「利 用 した くな い」 は,福 岡地 区16.7%,東 京 地 区13%と 大 き な差 はな い が,「関 心 が な い」

とい う回答 が 福 岡地 区 では,50%,東 京 地 区 で は25%と な って お り,INSモ デ ル システ ムの

モ ニ タ ー とい うこ と もあ って,東 京 地 区 で は,か な り強 い関 心 をみ せ て い る。

職 業 別 で は,「 利 用 す る」 とい う回 答 が最 も多 か った の は,サ ラ リーマ ン(45.5%)で 最 も少

なか った のは 主婦(17.1%)と な った。 ま た,「 利用 しな い」 は,サ ラ リー マ ン,自 営 業,会 社

役 員 と も,10数 パ ーセ ン トであ るの に対 し,主 婦 の み が 「利 用 した い 」 を上 回 って25.7%と 最

も多 く,テ レ ビシ ・ ッピ ング に関 心 が強 い と思わ れて い た主 婦 の関心 が低 い とい う結 果 が表 わ れ

て い る。

■
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表3-12 地 場 産品 の テ レ ビシ ョ ッピン グ によ る購 入

(単 位:人)

利 用 した い 利 用 した くない 関心がない そ の'他 合 計

福 岡 63 36 108 9 216

東 京 54 13 25 8 100

合 計 117 49 133 17 316

◆

■

D

17

図3-12(a) 同 上

A[=1:ヨ 利用 した い37.0%

B囚 利用 した くない15.5%

C日 注目 関心がな い42ユ%

D匹 蚕]そ の 他5.4%

(合 計)

D

9

A口 利 用 したい29.2%

B[IEII]利 用 した くない16.701e

C囲 関心 がない50.0%

D唾 ≡三】そ の 他4.2%

■ 図3-12(b) 同 上 (福 岡)

■
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、1§

A回 利用 したい54.0%

B区 ミ]利 用 した くない13.0%

C囲 関心 がない25.0%

DE三 口 そ の 他8.0%

図3-12(c)地 場 産 品 の テ レ ビ シ ョ ッピン グに よる購 入(東 京)

年 齢 別 では,「 利 用 した い」 とい う回答 の比 率 が最 も高 い の は50歳 代,最 も低 い のは70歳

以上 で,い ず れ の年 代 で も 「利 用 した くない 」 を上 回 って い る。

「関 心 が な い」 は,70歳 以上 が68.8%で 最 も多 く,以 下,60歳 代(50.9%),20歳 代(50

%),30歳 代(40.9%)と 比 較的 高 年 齢 者 と若年 層 の関{[♪の低 さ が 目立 って い る。

性別 にみ る と,「 利 用 した い」 は,男 性 が41.9%,女 性 が24.1%で,「 利 用 した くな い」 は

それ ぞ れ,11.8%,25.3%で あ る。 また,「 関心 が な い」 は男女 と も,ほ ぼ 同様 の比率 とな っ

てい る。

%吻 利用 したい
0102030405060708090100醗 闘 利用 した くtS'L'・

……懸 鍵盤鞭鞭

繊§ 撰 翻轟轟羅ヨ

会社役員醗 薩薩睡鞭
主婦

その他一

畦間 関心がない
∈iヨその他

図3-13(a)地 場 産 品 のテ レ ビシ ョ ッピ ング に よ る購 入(職 業別)

■

●
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%吻 利用 したい
0102030405060708090100睡 圏 利用 した くな い

・・歳代猛 蜜魏魏鍵盤曄冒

30歳 代

40歳 代

旺田 関心がない
∈∋ その他

・・歳代灘 鍵 旙翻鍾iヨ
6

60歳 代

70歳 以上

●

図3-13(b)地 場 産 品 の テ レ ビ シ ョ ッ ピ ン グ に よ る購 入(年 齢 別)

%吻 利 用 したい0
102030405060708090100匿 薗1利 用 した くない

睡団 関心がない
巨ヨ その他

男性

女性

!

図3-13(c)地 場 産 品 のテ レ ビシ ョ ッピング に よ る購 入(性 別)

(6)地 場 産 品 の購 入 にテ レ ビ シ.ッ ピ ング を利 用 した くな い理 由(質 問8)'

前 項 の 「利 用 した くない 」 とい う回 答 の理 由 を調 査 した もの で,「 実 物 を見 な い と買 う気 が し

な い」 が62.4%で 最 も多 く,「 品質,サ イズ 等 が 明確 に把握 で ぎな い」 が18 .8%,「 価 格 と品質

等 の比 較 が十 分 にで きな い 」 が15.3%な ど とな ってい る。

地 区別,性 別 にみて も同様 の傾 向 で大 きな差 は見 られ ない。

E'

口

■

B

-

A[=コ 品質 、サ イズ等が ～18.8%

B囚 使用 方法、保守 方 ～1.2駕

C匿 囲 価格 と品質等 の比 ～15.3%

D團 実物 を見ない と買 ～62 .4%
EE22そ の他2.4%

図3-14地 場 産 品 購 入 にテ レ ビシ ョッピ ング を利 用 した くない理 由
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(7)テ レ ビシ ・ ッピング で購 入 して も よい と考 え る地 場 産 品 の 価格(質 問9)

こ こで は,ど の程 度 の価 格 の もの で あれ ぽ,テ レ ビシ ・ッ ピング を利 用 して購 入 す るか につ い

て各 品 目 ごとに,5段 階 の価 格 帯(織 物 及 び酒 ・焼 酎 は4段 階)を 設 定 して調 査 したが,い ずれの

品 目 と も,低 額 か ら2段 階 目 まで とす る回 答 が70～80%を 占め,テ レ ビシ ョ ッピン グ で購 入 し

て もよい と考 え る商 品 は比 較 的 低額 の もの であ る とい う結 果 が で て い る。
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AEZII!i]3万 円未 満46.7%

BN3～5万 円26.5叱

.C[囲5～10万 円22.2%

D尾 口10～30万 円3.9%

E四30万 円以上O .8%

♂

図3-15(a)テ レ ビシ ョ ッピ ングで 購入 し うる地場 産 品 の価 格(家 具)
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懸 念

＼

1ミミ運

、 ミ1べ、

＼ 、

図3-15(b) 同 上

.A[=コ5千 円未満31.5%

B[亙]5千 ～1万 円45.1%

C囲1～3万Fl16.7%

D[三 ヨ3～5万 円5.4%

EZZ]5万 円以上L2%

(陶磁器)
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⑨ '

AE=]3万 円未満34.6%

B[さ 口3～5万 円31.6駕

C田5～10万 円25.6%

D【≡ ヨ10万 円 以上8.1%

図3-15(c)テ レ ビシ ・ ッピ ング で購 入 し うる地 場 産品 の価 格(織 物)

E
2

ぶ' ぶ

A{=コ5千 円未満25.8%

B[99コ5千 ～1万 円46。0%

C囲1～3万 円

D國3～5万 円

E匹i25万 円以上
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図3-15(d) 同 上 (工 芸品)
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図3-15(e) 同 上

A[IX]3千 円未満31.8Z

B[囚3千 ～5千 円43.3%

C[囲5千 ～7千 円10.3%

D團7千 ～1万 円13.0%

E[Z211万 円以 上1.5%

(農 産加工品)
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A[=コ3千 円未満45.3Z

B[囚3千 ～5千 円40.2冤

C園 田5千 ～7千 円9.4%

D[三]7千 円以上5.1%

■

図3-15(f)テ レ ビシ ョ ッピング で購入 し うる地 場 産 品 の価 格(酒 ・焼 酎)

地区 別 にみ る と,東 京 地 区 が,職 業別 では,自 営業,会 社 役員 が,年 令 別 で は,50歳 代 が,

また性 別 では 男性 が比 較 的 高 額 の回 答 が 多い と言 え るが,全 般 的 には あ ま り差 はな い。

(8)地 場 産品 の 知名 度(質 問10)

筑 後 地 域 及 び 日田 ・玖 珠地 域 の地 場産 品19品 目につ い て,そ の知 名度 を調 査 した。

最 も知 名 度 が 高 か った のは 久 留米 耕 の92.4%で,以 下八 女 茶(81.6%),大 川家 具(75.9

%)な どが上位 を 占 め てい る。 知 名度 が低 い もの は,日 田 の 清 酒(16.1%),日 田の 焼酎(19.O

%),筑 後 の ご ま焼 酎(21.5%)な どで,酒 ・焼 酎類 は あ ま り知 られて い ない こ とが 分か る。

地 区別 にみ る と,福 岡 地 区 では,大 川 家 具,久 留米 耕,八 女 茶 がい ず れ も95%を 超 えて お り,

4位 ～6位 の八女 提 灯,ら んた い漆 器,筑 後 の花 ご ざが70%台,最 も知 名度 が低 か った筑後 の ご

ま焼酎 で も15.7%と 九州 の地 場 産 品 であ るため,全 般的 に知 名度 は高 い と言 え る。 これ に対 し,

東 京地 区 で は,第1・ 位 が 久 留 米耕 の83%で,か な り知 られ てい る もの の,第2位 は 八 女茶 の52

%,第3位 は 筑 後 の ご ま焼 酎 の34%と 全 体的 に知名 度 は か な り低 くな って い る。

品 目 ご とにみ る と,福 岡地 区 で98.1%と 高 い知 名度 を示 して第1位 とな った大 川 家具 は,東 京

では28.0%と 第5位 で,19品 目の うち地 区 別 の知名 度 に最 も大 きな 開 きがあ った。 また,ら ん

たい 漆器 も地区 別 の知 名度 に大 きな開 きがあ り,福 岡地 区 の72.7%に 対 し,東 京 地区 は わずか8

%に と ど まって い る。

逆 に,地 区別 の差 が小 さか った もの に は,久 留 米耕,鍋 島 だ ん つ う,日 田の焼 酎 な どがあ る。

なお,福 岡地区 で最 も知 名 度 が低 か った筑 後 の ごま焼 酎 は,東 京 地 区 では第3位 とな ってお り,

19品 日中,唯 一 東 京 地 区 の知 名度 が福 岡 地 区 の それ を上 回 って い る。

職業 別 では,自 営業,会 社 役員 が,ま た,年 齢別 で は,比 較 的 高年 齢者 が よ く知 って い る と言

え る。

性別 に み る と,日 田 家 具,筑 後 の ご ま焼 酎,日 田の焼 酎及 び 日田 の清 酒 の4品 目の み が男性 が

よ く知 ってい るが,他 の 品 目 につ いて は,す べ て女性 が上 回 ってお り,地 場産 品 の知 名度 に関 し

-`
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て は,女 性 上 位 とな ってい る。

100

80

60

40

20

0

(%)

表3-16 地場産品知名度

(単 位:%)

福 岡 東 京 合 計

久留米耕 96.8 83.0 92.4

八女茶 95.4 52.0 8i.6

大川家具 98ユ 28.0 75.9

筑後花ござ 722 29.0 58.5

八女提灯 75.0 15.0 56.0

らんたい漆器 72.7 8.0 52.2

日田下駄 57.4 21.0 45.9

吉四六漬 54.2 13.0 41.1

八女石燈籠 52.8 8.0 38.6

八女和紙 50.9 10.0 38.0

小鹿田焼 47.7 7.0 348

日田家具 36.6 18.0 30.7

鍋 島 だ んつ う 32.9 25.0 30.4

八女福島仏壇 43.1 2.0 30.1

一 の 瀬焼 34.3 8.0 259

八女竹細工 29.2 6.0 21.8

筑後のごま焼酎 15.7 34.0 21.5

日田の焼酎 20.4 16.0 19.0

日 田の 清 酒 19.4 9.0 16.1
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図3-16(b)地 場 産品 の知 名度(福 岡)
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図3-16(c)地 場 産 品 の知 名度(東 京)
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表3-17 地場産品の知名度(性 別)

(単 位:%)

計合

4

6

9

0

5

2

9

1

6

0

8

7

1

4

9

5

0

8

121568251884000519169875554433333322121

性女

6

4

1

2

6

4

9

7

1

8

6

8

5

5

0

2

8

7

367533221745142173809886775544323431121

性男

8

5

5

3

8

5

2

1

4

4

5

1

4

8

0

1

0

2

309232437554485431989775544333332222211
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(9)ビ デ オ テ ックス やCATV等 の 双方 向通 信 の利用 に つい て(質 問11)

ここ では,ビ デ オテ ック ス やCATV等 に よ る双 方 向通 信 の利 用 の意志 の有 無 につ いて調査 した。

「利 用 す る」 と回答 した人 は,148名,46.8%で,「 利 用 しな い 」 が30名,9.5%,「 わか

らな い 」が138名,43.7%と な ってい る。

地区 別 にみ る と,「 利 用 す る」 は,福 岡 地区 の36、1%に 対 し,東 京 地 区 は,70%,「 利 用 し

ない 」 は同 じ く1L6%に 対 し,50%,「 わ か らな い」 は同 じ く52.3%に 対 し25.0%と な って

お り,東 京 地 区 の関心 の強 さが 目立 って い る。

職 業別 では,「 利 用 す る」が 最 も多 か った のは,サ ラ リー マ ンで,以 下,会 社 役員,自 営 業,

主 婦 の 順 で最 も少 なか った の は,そ の他(無 職 が 多 い)で あ る。

年 齢 別 で は,50歳 以 下 は,6割 前 後 の人 が 「利 用 す る」 と回答 したの に 対 し,60歳 以 上 は,

2割 程 度 と高 年 齢 者の 関 心 が低 い こ とが 分 か る。

A[=コ 利用 す る46.8%

B囚 利用 しな い9.5%

C四 わ か らない43.7%

図3-18(a)双 方 向通 信 の利 用(合 計)

●

図3-18(b)

AE=コ 利用 す る36.1%

B区 団 利用 しない11、6驚

C囲 ヨわカ・らない52.3%

同 上(福 岡)

●
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B

5

A[=コ 利 用 す る70.OZ

B区iG利 用 しない5.0実

C囲 わか らない25.OZ

図3-18(c)双 方 向通 信 の利 用(東 京)

、

サ ラ リーマ ン

自営 業

会社役 員

主婦

その他

%吻 利用す る

0102030405060708090100圏 墾 利用 しない

麗 わか らない一ーーー一
図3-18(d) 同 上 (職 業別)

◆

,

%吻 利用 す る
0102030405060708090100閨 薗 利用 しな い

涯田 わ か らな い

20歳 代

・・歳代羅 獲 盤羅旙翻
・・歳代覇 騨盤 醐
50歳 代

60歳 代

70歳 以 上

図3-18(e) 同 上 (年 齢別)
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男性

%吻 利 用す る
0102030405060708090100圏 蓋1利 用 しない

唖 わか らない

女性

図3-18(f)双 方 向通 信 の利 用(性 別)

また,性 別 にみ る と,男 性 は 「利 用 す る」 が51、1%で あ るの に対 し,女 性 は,35.6%で,男

性 のほ うが関 心 が強 い 。

3.2地 場 産 品 あ ホ`ム シ ョ ッ ピ ン グ 販 売 に 関 す る 調 査

地場 産 業 の協 同 組合 に対 して;① ビデ オ テ ックス,CATV,VANに ついて どの程 度知 ってい る か。

② これ ら のニ ュー メデ ィア に よ るホ ー ム シ ・ッ ピン グ シス テ ム で商 品 を販 売 す る意 志 の 有無 の2点

にっ いて調 査 した。

まず,ビ デオ テ ック ス,CATV,VANに つ い ては,「 名 前 は聞L .・た こ とが あ る」 坑20組 合 中

16組 合,ま た 「知 らない 」が4組 合 で,「 よ く知 ってい る」 と回 答 した組 合 はな く,全 般 的 に ニ

ューメ デ ィア に対 す る意 識 はあ ま り高 くない と言 え る。

次 に・ 二 ・一メ デ ・ア に よるホTム ら ・ ビ ング シス テ ム につ い て は・ 「利 用 したい 」 が4組 合 ・

「利 用 した くな い」 が4組 合 で,意 見 が分 か れ てい る。 そ のほ か,「 わ か らない 」 が9組 合 あ った。

ホ ーム シ ・ッピン グ シス テ ム に よ る販 売 を通 じて 入手 した い情 報 と し ては,

① 商品 別 の売 れ行 き情 報

② デ ザ イ ン,形 状,色 相,サ イズ別 の売 れ行 き情 報

③ 価格 帯 別 売上 情 報

な どが あ った。

'
ミ

A回 よ く知 っている

B囚 名前は聞いたことがある

C唖 知らない

図3-19ビ デ オ テ ック ス,CATV,VANに つ い て

C.0%
80.0%

20.0% ■
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A日 利用 した い と思 う20.0%

B[こ囚 利用 した くない20.0叱

C唖 わ か らな い45.0%

D【 ≡Z】 その他15.OZ

図3-20ニ ュ ー メデ ィア に よ る ホ ー ム シ ョ ッ ピ ング1シ ス テ ム に つ い て

■

また,「 利 用 した くな い 」理 由 と して は,次 の よ うな意見 が あ った。

① 利 用す る メ リ ットが な い と思 う。

② ニ ュ ーメデ ィア が各 家 庭 に広 く普及 してか ら検 討 したい。

3.3地 場 中 小 企 業 の 情 報 ニ ー ズ に 関 す る 調 査

(D地 場 中小 企業 の概要

① 企業 形態

法人220社,(56.8%),値 入164社(42.4%)で,法 人 で は株 式 会社 が3分 の2を 占

めて い る。

G

3

◆

●

Ol 810

A〔=コ 株式会社38

B囚 有限会社11

C蛭i]合 資会社2
D函 合名会社2

E2Z2協 同組合2

Fご 個 人42

G皿 口その他0

Wゐ
落

馬

%

旬
ゐ
落

留ん

2

・4

6

1

6

4

8

図3-21

② 従 業 員 数

10～29人 が最 も 多 く,27.4%で 次 い で1～3人 の25.8%,4～9人 の22.0%と な っ て お

り,全 体 の4分 の3が30入 未 満 で あ る。
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③ 資 本 金

500万 円 未 満 が32.8%,1,000～5ρ00万 円 が25.3%,500～1,000万 円 が15%と な

って お り,5,000万 円 以 上 は,わ ず か4.1%で,「 不 明 又 は な し 」 を 除 く と,95%が5,000

万 円 未 満 で あ る。
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∨
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A口500万 円未 満32.8%

B口N500～1000万 円未 満15.0%

C唖1000～5000万 円未25.3%

D【彊]5000～1億 円未 満1.8%

E[辺1億 円以 上2,3%

Fwa不 明又 はな,し22.7%

図3-23

④ 年 間 出荷 額

出荷額 は,製 品 の種 類 に よ って大 きな開 きが あ り,一 概 に比 較 は で きない が,最 も多 か った

の は・3億 円以 上 で27 .4%,次 い で1～3億 円 が19.4%と,比 較的 出荷 額 が 高い企 業 が 多い

のが 目立 っ てい る。一 方,1 ,000万 円 未満 も17.8%と か な り多 く,全 体的 にバ ラツキを みせ て

い る。

●
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⑤ 主たる生産形態

見 込 生 産 が'53.7%,受 注 生 産 が32.0%,下 請 が4.1%と な って い る。 リス ク の 大 き い 見 込 生

産 の企 業 が過 半数 を 占 めて お り,よ り的 確 な消費 者 ニ ーズ 等 の把握 が必 要 で あ ると言 え る

・多彩
。号
1隻
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饗
・＼こ ＼こ
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A[三 コ 見込み53

B区 コ受注32
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敵る
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㌃
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図3-25

⑥ 主たる販売方法

問 屋 へ の販 売 が45.7%で 最 も 多 く,以 下 直 販18.9%,直 卸13.7%,と な って い る。 また,注

■ 文 販 売 を行 って い る企 業 は13.2%で あ る。
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⑦ 主 た る販 売 地 域

九州 内 が70%(う ち福 岡 県 内55.6%)で あ る

A[=コ 福岡県内'tt

B圃 九州(福 岡県を除く)
C唖 全国(九 州を除 く)
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(2)地 場 中小 企 業 の情 報 ニ ーズ 及 び情 報処 理 の現状

① 情 報 の入 手 源

地 場 中小 企 業者 が,経 営 上 必要 とす る情 報 をチ に入 れ るた めに利 用 してい る情報 源 は,文 書,

文献 等 で は,業 界紙,専 門 紙及 び新 聞,テ レ ビな どの「 般 的 な メデ ィア が主 で,人 的 情 報 源 で

は,取 引 先,同 業 者,消 費 者 な ど,縦 割 的 な もの とな ってい る。 また,組 織,会 合 に よる

もの として は,同 業 者 との会 合,展 示会,見 本 市 な ど,同 業 種 に限定 された ものが 多 い。

一 方
,今 後 新 し く利 用 したい情 報 源 とし ては,デ ー タベ ース,調 査 関 係出版 物 や,専 門 家,

異 業者 等 の外 部 情 報 あ るい は,地 域 情報 セ ン タ ー等 の よ り正 確 な 情 報 等 につ い て欲 求 がみ られ

る。

σ
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② 情 報 の加工 方法

加 工 不 十分 と考 えて い る企 業 が38.3%で 最 も多 く,加 工 方 法 は,文 書 化,フ ァイ ル(ス ク ラ

ップ)化,カ ー ド化 な ど文書 管理 が ほ とん どで あ る。

一 方
,情 報 を収集,加 工 す る組織 の有無 につ いて は,「 あ る」 と回答 した 企 業は わず か36

社(11.8%)で 「な い」 が83.7%を 占め て い るが,こ れ は,小 企 業 が主 であ るた め,人 的 余

裕 が ない こ とが原 因 で あ る と考 え られ る。

D

∠輸 、
メ ・Illl・}1K川`w多 〃'`

鱗 幕.

嫌 嫌 撒 情報の加

熱 ㊦熟 工方法
s、 凝 ＼こ":ぺ 、、.、・、

ぶ ミ1ミこぶぶ ぶ
心墨慧'

＼ 、 ＼ ＼ ＼ 、

包

＼＼ミミ・こ

＼こ

、ミ＼

AE=コ 加工 不十分38

B巳 Σ】文書 化36

C臨 ファイル化15

D[三 コ カ ー ド化l

EEiZヨ コ ンピュ一 夕l

F忽 忽 その他6

句
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ワ
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図3-29

③ 情 報 ニ ーズ

経 営上,情 報 の重 要 性 が高 ま ってい る部 門 で は,消 費 動 向,市 場,製 品開発,消 費 者 ニ ーズ,

原材 料 ・価 格 な どに対 す る ニ ーズ が強 い。

一 方
,情 報 が 不足 してい る部門 で も,製 品 開 発,消 費 動 向,消 費 者 ニ ーズ,市 場 な ど,重 要

性 が 高 ま ってい る部 門 とほぼ 変 わ りな く,こ れ らの 情報 につ い て は,重 要 で あ りかつ 不 足 して い

る とい うこ とが 言 え る。'

こ のほ か,情 報 が不 足 してい る部 門 では,人 材 不足 か らか,「 雇 用,人 材 」 につ い てのニ ー

ズ が か な り強 い こ とが 目立 って い る。

また,こ れ らの情 報 ニ ーズ の 中 で,現 在 最 も欲 しい と考 えて い る情 報 は;業 界 ご との今 後 の

動 向 や将 来 性 等 の 「業 界(市 場)情 報 」,消 費 者 ニ ー ズの 変化 に対応 した新 製 品 の開発等の 「製

品 開 発情 報 」,消 費 者 ニ ーズ を中 心 と した 「消 費 動向,消 費 ニ ーズ情 報 」 な どで,重 要 であ り,

か つ 不足 してい る情 報 と一致 してい る。

④ 情 報 提 供 機 関 の利 用 状 況

「利 用 し た こ とが ない 」 と回 答 した企 業 が半 数近 くあ り,こ の うち,利 用 したい と考 えて い

る企 業 は,60社(34.5%)で,利 用 しな い とい う企 業 は,わ ず か1社 に と どま って い る。 ま

た,機 関名 や 利用 方 法 が わ か らな い企 業 が55社(31.6%)と な って い る。
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。利 用 した こ とが あ る158社(40.8%)

。利 用 した こ とが な い174社(45%)

L[難 －iilii擁i`

⑤ 先 端 技術 の導 入及 び ベ ンチ ャー ビジネス の育成 に関 す る情 報.

先 端技術 等 の情 報 に 関心 が あ る企 業 は,177社(45.7%)で 中小 企 業 で あ って も関心 の高

1嶽 ㌫ ㌶ 、驚 蝉lr三(22甑 で り'・9tc'既に実施

関 心 があ る と回 答 した企 業 の うち,約 半 数 が,・ 「情 報 の 蓄積 が 欲 しい 」 と考 えて お り,こ の

ほか 「関心 はあ る が リス クが 大 きいの で も っと情報 が欲 しい 」,「 技 術 の導入 やベ ンチ ャー ビ

ジネ ス へ の転換 を図 りた い 」 とい った意見 が 多 いの が 目立 って い る。

b

C2

羅 津i

i冷i

・§§

AE=iコ 関 心が ある45.7%も

B{囚 関 心が ない22.0%

C唖 既に実施 してい るO.5%

D函 無回答3L8%

、 「

図3-31先 端 技 術 の導 入 及 び ベ ンチ ャー ビジネ ス 育成 に 関 す る情 報 ニ ーズ

⑥OA,FAの 現状 と計 画

す で に導 入 してい る企 業 は78社(20.2%),導 入 した い と考 えて い る企業 は68社(17.6

%)で 両者 を 合 わせ る と146社(37.3%)と な り,か な りOA化,FA化 に積 極 的 な 姿勢 が う

かが え る。

情 報機 器 の導 入 状況 を み る と,既 に導 入 して い る もの では,複 写 機 が78社 で最 も多 く,以

下 オ フ ィス コン ピ ュータ44社,フ ァク シ ミ リ44社,パ ー ソナ ル コ ン ピ ュ ータ21社 な どとな

ってお り,ワ ー ドプ ロセ ッサ の導 入が11社 と少 な く,意 外 に普 及 してい な い ことが 分 か る。
■

一 方
,今 後 導 入 を 予 定 し て い る情 報 機 器 は,フ ァク ツ ミ リ,パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ,ワ ー

ドプ ロ セ ッ サ,オ フ ィス コ ン ピ ュ ー タ な ど の希 望 が 多 い 。

●

」
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B[囚 導入している

17.6%

20.2%
C囲 導入は考 えてな い'29.7%

D園 その他

E囮 無回答
i.0%

31.5%

4 図3-320A,FA化 の 現状 及 び計 画

表3-33情 報機器 の導 入状 況

3年 以前に導入 最近3年 間に導入 3年 以内導入予定 合 計

複写機 56 22
'10

88

フ ァ ク シ ミ リ 21 23'

1

23 67

オ フ コ ン 31 13 14 58

パ ソ コ ン 7 14 18 39

ワ ー ドプ ロ セ ッサ 5 6 17 ・28

端未機 7 12 1 20

汎 用 コ ン ピ ュ ー タ 9 2 2 13

テ レ ックス 端末 3 2 2 7

その他 0 1 0 1

4
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図3-33(a)既 に導 入 して い る情 報 機器
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の
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囚 最近3年 間に導入
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図3-33(b)3年 以 内 に導 入 を 予定 して い る情 報 機器

、

⑦ ニ ュ_メ デ ィア(INS,キ ャプテ ン,VAN,LAN,CATV等)に 対 す る関心 度

ニ ューメデ ィア に関 心 を よせ て い る企 業 は,127社 で十 を 占め てい るが,一 方,「 関心 が な

い」企 業 も30.2%と ほぼ 同数 であ り,無 回 答(37%)も 無 関 心 で あ る と考 え る と合 わ せ て号

の企 業 は 関心 が な い と思 われ る。

なお,「 関 心 が あ る」 と回 答 した企 業 の うち,半 数 が,ニ ュー メデ ィア に 関す る情 報 を望 ん

で お り,こ のほ か講 習会 等の 開 催 を希 望 す る企 業 も多い。

AE=]関 心 があ る32.8%

B図 関心 がない30.2%

C皿]無 回答37.0%

図3-34二=一 メデ ィア に対 す る関心 度

⑧ 新 商 品 の研 究 開発 に必 要 な情 報 ニ ーズ

新 商 品 の研 究 開 発 に際 しては,「 新 用途 開 発 」,「 工 場 の機 械 化 等 」,「 需 要構 造 の変 化 」,

「製 品 材 料 の高 級 化 」 な ど に関す る情 報 ニ ーズ が強 く,原 材 料 を高 級 化 し,機 械化,省 力化 を

ら
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図 り,需 要構 造 の変 化 や 多様 性 に対応 した,独 自の新 用途 を 目 ざした新 商 品 の 研究 開 発 に対 す

る意 識 が うか がわ れ る。
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図3-35新 商品 の研 究 開発 に必要 な情 報 ニ ーズ

そ
の
他

⑨ 商品 開 発 とデザ インの 関 係

商 品 開 発 に際 して は,6割 以 上 が デ ザ イ ンが大 変重 要 で あ る と考 え てい る。 一 方,商 品 開発

に際 して のデ ザ イ ンに関 す る問 題 点 につ い ては,「 企 画力 がな い(人 材 不 足)」,「 販 売 が伴

わ な い」,「 情 報 が ほ しい 」 な どを あげ て い る企 業 が 多 く,デ ザ イ ンの重 要 性 は認識 してい る

もの の,人 材不 足,情 報 不 足 な どに よ り,十 分 な研究 開 発 が行 えな い現 状 にあ る と言 え る。

4
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A[=コ デザ イ ンが重要62.57.

B区 コ あまり関 係がな い21.4%

C瞳 無回答'16.OX

竃 図3-36商 品 開発 とデ ザ イ ンの関 係
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図3-37商 品 開 発 に際 しての デザ イ ンに 関す る問題 点

⑩ 講 習会,研 修会 等 で希望 す るテ ー マ

地場 産 業振 興 セ ンタ ーが実 施 す る講 習 会,研 修会 等 に お け るテ ーマ につい ての希 望 は,下 表

の とお り多種 多様 にわ た って い るが,と くに,新 製 品 開発 に伴 う新 技術,素 材,デ ザ イ ン等 あ

るい は,市 場 動 向 等 を あ げ てい る企業 が多 く,重 要 であ りか つ不 足 してい る情 報 に 対 す るニ ー

ズ が,そ の ま ま表 わ れ てい る。

「

z

'

一

一

'

7

込
.

1…}

`

、

表3-38講 演 ・研 修等 で の 希 望 テ ーマ

部 門 希 望 す る 講 習 会 等 の テ ー マ

一 般 社 会 高齢化社会における人材の対応等

技 術 関 係 新製 品開 発,素 材,デ ザ イ ン,新 技 術,各 種 技術 の実 演等

経済経営関係
:

経 済 動 向,経 営,税 金,市 場 動 向,セ ール ス,金 融 等

先 端 技 術 バ イ オ テ クノ ロジ ー,先 端技 術 と地 場 産 業 の 蘭連,新 素 材;ニ ュ ー メデ ィ

ア,今 後 の動向 等 ・

そ の 他 社員教育,各 種補助金,異 業種交流等
,

●
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4む す び

●

」

今 日,社 会 に お け る情 報 化 の 進展 は,ビ デオ テ ックス やCATV等 の ニ ュ ーメデ ィア の発 達 に伴 い一

般 家 庭 にお い て も例 外 で はな く,消 費者 に と って は,自 らを と り ま く環 境 とな っ て きてい る。 この よ

うな状 況 に あ って,昨 今 の民芸 品 ブー ム にみ られ る よ うに,画 一 性 の否定 い わ ゆ る手 づ く り志 向(本

物 志 向)や 無 公 害 食 品へ の志向 な ど,消 費 者 ニ ーズ の変 化 か ら地 場産 品 へ の関 心 は 高 ま りつ つあ る。

この こ とが今 回 の ア ンケ ー ト調 査 に おけ る地 場 産 品 の 知名度 の高 さや,商 品 購 入 に当 た って は,価 格

よ りもデ ザ イ ンあ るい は品 質 を重 視 す る とい う点 に表 われ てい る もの と思 わ れ る。 この よ うに,当 委

員会 の調 査 研 究 課 題 であ る 「地 場 産 品 ブ ラ ン ド確 立 の ため のオ ン ライ ンネ ッ トワ ーク化 に よ る情 報流

通 シス テ ムの構 築 」 は,一 般家 庭 に おけ る情 報 化 の進 展 や 消費 者 ニーズ の変 化等 に よ って,消 費 者 に

比 較 的容 易 に受 け入 れ られ る状 況 に な りつ つ あ る と考 え られ る。

一 方
,企 業 に と って最 も重要 な ことは,「 売 れ る商 品」 の開発 であ るこ とは言 うまで もないが;今 回

の調 査 で も製 品 開 発 や 消費動 向 の情 報 ニ ーズ の高 さや,新 商 品開 発 に おけ るデザ イ ンの重 要性 の認識

・に その こ とが表 われ てい る
。 また,情 報 提 供 機 関 の利 用 に つい て も積極的 で あ り,.先 端技 術 の導 入 や

ベ ンチ ャー ビ ジネス の育成 に関 す る情 報 に も高 い 関心 を示 して い る。 ・

しか しな が ら,各 種 の 情報 が比 較 的容 易 に入手 し得 る状況 に な りつ つあ る今 日,家 内工 業的 零細 企

業 が 多 い地 場 産 業 で は,今 回 の調 査 でみ る限 り,主 と して人 材不 足 か ら,入 手 した 情 報 の処 理 体 制 が

必 ず し も整 って きて い る とは思 わ れな い。.',

す な わち,情 報 の入 手 源 は,同 業 者 を中 心 と した限 定 的な もの で,入 手 した情報 の加 工 方法 は 不十

分 で あ ると考 えてい る企業 が多 く,か つ加 工 方 法 も,ほ とん どが 文書 に よ る もの で,情 報機 器 もあ る

程度 は 普 及 しつ つ あ るが,そ の 高 度利 用 が図 られ てい るとは言 い 難 い。

この ため,零 細 中小企 業 がそのほとんどを占め,と もす れば関 心 が 当面 の利 益追 求 に向かいがちな地 場

産業 で は,産 地 全 体 の長 期 的戦 略 の も とて情 報 化 の コ ンセ ンサス を形成 し,情 報処 理 体 制 の確立 を図

る ことが重 要 な課 題 である と考 え られ る。

そ して,消 費者 と生 産 者 であ る地場 産 業 へ の情 報 化 に対応 す る環 境 が一 致 して は じめて オ ン ライ ン

ネ ッ トワ ーク化 に よ る情 報 流通 シス テ ム構 築 の 可 能性 が生 まれ て くる もの と思 わ れ る。

今 後 は,今 回 の基礎 調査 をふ まえ,さ ら に地 場 産 品 ブ ラン ド確立 のた めの 情 報流 通 シス テ ム形 成 に

係 る具 体 的 方策 等 の 検討 を行 う必要 が あ る。

`
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資料1地 場 産 品 のテ レ ビシ ョッピ ン グ に 関す る ア ン ケー ト調 査票

昭 和59年11月28日

各 位

地場産品ブランド確立のためのオ
ンライン情報流通委員会

財団法人 九州流通システム協会

●

地 場 産 品 のデ レ ビ シ ・ッピ ング に関 す るア ンケ ー ト調 査 につ い て

拝啓 時 下 ます ます御 健勝 の こ ととお慶 び 申 し上 げ ます。

さて,最 近 「地場 産 品 」 とい う言 葉 が,新 聞 やテ レ ビな ど に頻 繁 に登場 す る よ うに な りま した が,

「地 場産 品 」 とは,そ れ ぞれ の地 域 の特 産 品 で,と く に,九 州 は地 場 産 品 の宝庫 とい われ てお り,例

えば 「長 崎 カス テ ラ」 とか 「博 多織 」 とい った ものが あ ります。

この よ うに,商 品 の頭 に産 出 され る地 域 の名 称 を付 して表 現 した場 合,こ れ を産 地 ブ ラ ン ド又は地

域 ブラ ン ド と呼 ん で お ります。 これ に対 し,例 え ば 「長 崎 カス テ ラ」 で も 「○○ 堂 の カス テ ラ」 とか

「○○ 屋 の カス テ ラ」 とい った場 合 には,こ れ を企 業 ブ ラ ン ド又 は メ ー カー ブ ラ ン ドと呼 ん でお りま

す。

当委 員会 及 び協 会 で は,九 州 地 域 にお け る 「地 場産 品 」の 産地 ブ ラ ン ドの確立 を図 るた め,最 近 盛

んに行 わ れ て い る 「テ レビ シ ・ ッピ ング」 あ るい は,今 後 ます ます発 達 が予 想 され る 「キ ャプテ ン」

な どの ビデ オ テ ック ス やCATV(有 線 テ レ ビ)な どの ニ ュrメ デ ィア を利 用 した地場 産 品 の情報 流通

に関 す る調 査 を実 施 す る こと と な りま した。

つ き ま して は,御 多忙 の と こ ろ誠 に恐縮 です が,別 紙 の ア ンケ ー ト調査 に御 協 力下 さ る よ うお願 い

申し上 げ ます。

な お,御 回 答 い た だ く期 限 は,下 記 の とお りとな っ て お ります の で,で きるだ け早 め に同封 の封 筒

にてア ンケ ー ト用紙 を御返 送 下 さ る よ う併 せ てお願 い 致 し ます。

敬 具

記 b

L提 出期 限 昭和59年12月15日(土)

2.こ の 調査 につ い て の問 い合 わ せ先

福 岡市 中 央 区天 神1-16-1毎 日会 館 内

財 団 法 人 九州 流通 シス テ ム協会

電 話092-712-0229

●
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■

地場 産 品 のテ レビ シ ョッ ピング に関 す るア ン ケー ト調査

下 記 の各 質 問 に対 し て,該 当 す る番 号 に○ 印 をつ け て下 さ い。

(質 問1)あ な たの職 業 は,次 のい ず れ に該 当 し ます か。

Lサ ラ リーマ ン(OLを 含 む)2.自 営業(専 業農 業 を含 む)

3.会 社役 員4.学 生

5.主 婦6.そ の 他()

(質 問2)あ な たの年 齢 は,次 のい ず れ に該 当 します か。

1.20歳 未 満2.20歳 代3.30歳 代

4,40歳 代5.50歳 代6.60歳 代

7.70歳 以上

(質 問3)あ な たの性 別 に○ 印 をつ けて 下 さい。

1.男 性2.女 性

(質 問4)あ な たは 「地場 産 品 」 とい う言 葉 を ご存 じで した か。

1.知 ってい た2.知 らなか った3.そ の他()

(質 問5)あ な たが,次 の地 場 産 品 を購 入 す る とす れ ば,主 に どの点 を重 視 され ます か。(各 産 品

ご とに重 視す る点 を一 つな い し二 つ選 んで 下 さ い。)

(U家 具 の場 合

L産 地 ブ ラン ド2.企 業 ブ ラ ン ド3.価 格

・4.デ ザ イ ン ・色 相 ・形状 ・サ イズ5.品 質

6.そ の他()

② 陶磁 器 の場合

1.産 地 ブ ラ ン ド2.企 業 ブ ラ ン ド3.価 格

4.デ ザ イ ン ・色相 ・形 状 ・手 ざわ り5.品 質

6.そ の他()

(3)織 物(反 物 ・着 物 ・帯)の 場 合

L産 地 ブ ラ ン ド2.企 業 ブ ラ ン ド3.価 格

4.デ ザ イ ン ・色 相 ・肌 ざわ り ・サ イズ5.品 質

6.そ の他()"

(4)工 芸 品(竹 製 品 ・木 工 品 ・漆 器 な ど)の 場 合

1.産 地 ブ ラ ン ド2.企 業 ブ ラ ン ド3、 価格
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4.デ ザ イ ン ・色 相 ・形 状 な ど5.品 質 ・t.

6.そ の 他(.)..tttt－

⑤ 農 産 加 工 品(お 茶 ・の り ・そ うめ ん ・し い た け ・漬 物 ・ジ ャ ム な ど)の 場 合

1.産 地 ブ ラ ン ド2.企 業 ブ ラ ン ド3.価 格

4.味5.品 質 ・,,6.そ の 他(.).

(6)酒 ・焼 酎 の 場 合,

1.産 地 ブ ラ ン ド21企 業 ブ ラ ン ド3.価 格tt,r.

4.容 器 の デ ザ イ ン ・形 状5.そ の 他(.・t)

(質 問6)あ な た が,次 の地 場 産 品 を 購 入 し た 場 合,そ の 商 品 に 関 連 す る情 報 の 中 で 最 も知 り・た い

と 思 う もの は 何 で す か 。.(各 産 品 ご と に〆 最 も知 りた い と思 ㌻情 報 を一 つ だ け選 ん で 下 さ

い 。)・ ・t■'・ .・'・'

(1)家 具 の 場 合.、

・ 手 入 れ ・保 守 方 法2・,9f'合 セせ ・Yイ ア
.ウ トな//の イ ンテ リア醜 、1,,

3.新 商 品 情報4.そ の他()
,↓

② 陶 磁 器 の 場 合

1.手 入 れ,保 守 方 法 、、・,2.欠 品 の 品 揃 え 情 報 ・,tt・.・

3、 新 商 品 情 報4.そ の他(・tS),

ほ)慧 鷲 ㌘ ㍗

鵬 報(:瞬 ぞう・,、迦 ・ジ・
3.新 商 品 情 報4.そ の他()

(4)工 芸 品(竹 製 品 ・木 工 品 ・瀦 な ど)の 場合

1.手 入れ,保 守方法2:修 理先情報

3.新 商 品 融'4.そ の 他'"'")""

⑤ 農産 加 工 品(お 茶 ・の り ・そ うめ ん ・しい たけ ・漬物 ・ジ ャムな ど)め 場 合

Lsu理 法
t2・ 僻 方法.保 醐 限

・ 新商品繍 ○ 卿
.,ゴ

(6)酒 ・焼 酎 の場 合

1.の み 方2.酒 肴情 報

3.新 商 品情 報4.そ の他('一)

(質 問7)あ なた は,地 場 産 品 を購入 す る場 合,・テ レ ビシ ョ7ビ ングを利 用 した い とお考 え です か。

1.利 用 したい と考 え てい る2.利 用 した くな い と考 え てい る

3、 あ ま り関心 が な い.4_そ の他(.')
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(質 問8)質 問7で 「2.利 用 し た くな い と考 え て い る」 を選 ば れ た 方 は,ど うい う理 由 で 利 用 し た

く な い の で す か 。 一 つ だ け 選 ん で下 さ い 。

1.商 品 の 品 質,サ イ ズ,重 量 な どが 明 確 に 把 握 で きな い 。

2.商 品 の 使 用 方 法,保 守 方 法 な ど が よ く分 か ら な い 。

3.価 格 と 品 質 な ど の 比 較 が 十 分 に で き な い 。

4.実 物 を 見 な い と 買 う気 が し な い 。

5.そ の他()

(質 問9)あ な た は,次 の 地 場 産 品 に つ い て,そ れ ぞ れ どの 程 度 の 価 格 の もの な らば,テ レ ビ シ ・

ッ ピ ン グ で 購 入 し て も よい とお 考 え で す か 。

(1)家 具 の 場 合

1.3万 円 未 満 ・2.,3～5万 円 tt.3、5～10万 円

4、10～30万 円5.30万 円 以 上

② 陶 磁 器 の場 合

1.5,000円 未 満2.5,000～10,000円3.1～3万 円

4.3～5万 円5.5万 円 以 上

(3)織 物(反 物 ・着 物 ・帯)の 場 合

1.3万 円 未 満2.3～5万 円3、5～10万 円

4.10万 円 以 上

(4)工 芸 品(竹 製 品 ・木 工 品 ・漆 器 な ど)の 場 合

1.5,000円 未 満2.5,000～10,000円3.1～3万 円

4.3～5万 円5.5万 円 以 上

⑤ 農 産 加 工 品(お 茶 ・の り ・そ うめ ん ・ しい た け ・漬 物 ・ジ ャ ム な ど)の 場 合

1.3ρ00円 未 満2.3,000～5ρ00円 .3.5,000～7,000円

4,7,000～10,000円5.1万 円 以 上

(6)酒 ・焼 酎 の 場 合

1.3,000円 未 満2.3,000～5,000円3.5,000～7,000円

4.7,000円 以 上

(質 問10)次 の 地 場 産 品 の うち,あ な た が ご存 じの も の が あ り ます か 。(ご 存 じ の も の す べ て に○

印 を つ け て 下 さ い 。)

1.大 川 家 具2.一 の 瀬 焼3.久 留 米 耕

4,ら ん た い 漆 器5.筑 後 の ご ま焼 酎6.鍋 島 椴 通

7.八 女 提 灯8.八 女 和 紙9.八 女 石 灯 籠

10.八 女 福 島 仏 壇1L筑 後 花 ご ざ12.八 女 竹 細 工

13.八 女 茶14.日 田 家 具15.日 田 下 駄
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16.小 鹿 田焼

19.日 田 の焼 酎

17.吉 四 六 漬 18.日 田 の 清 酒

(質 問11)あ なた は,キ ャプ テ ンや テ リ ドンな どの ビデオ テ ック ス,あ るい は,CATV(有 線 テ レ

ビ)な ど のテ レビ を利 用 した 双 方向 通信 が可 能 とな った場 合 は,こ れ を利 用 さ れ ます か。

1、 利 用 す る2.利 用 しな い3.わ か らな い

●

御 協 力 あ りが と うご ざい ました。

レ
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資料2地 場産品のホーム シ ョッピング販売 に関す るアンケー ト調査票

昭和59年11月28日

各 位

地場産品ブランド確立のためのオ
ンライン情報流通委員会

財団法人 九州流通システム協会

■
地 場 産 品 のホ ー ム シ ョッ ピング販 売 に関 す るア ンケ ー ト調 査 につ い て

拝啓 時 下 ます ます御 清 栄 の こ と とお 慶 び 申 し上 げ ます。

この度,当 委 員会 及 び協会 で は 「地場 産 品 」 の産地 ブ ラン ドの確 立 を図 るた め,最 近盛 ん に行 わ れ

て い る 「テ レビ シ 。 ッピ ング 」 あ るいは,今 後 ます ます 発達 が予 想 され る 「キ ャプ テ ン」 な どの ビデ

オテ ックス やCATV(有 線 テ レ ビ)な どの ニ ュ ー メデ ィア を利 用 した地場 産 品 の情 報 流通 に関す る調

査 を実 施 す る こ と とな りま した。

つ き ま して は,御 多忙 の と ころ誠 に恐 縮 です が,別 紙 のア ンケ ー ト調 査 に御 協 力下 さ る よ うお願 い

申 し上 げ ます。

な お,御 回 答 をい ただ く期 限 は,下 記 の とお りとな って お ります の で,で きるだ け早 めに同封 の封

筒 にて ア ンケ ー ト用紙 を御 返 送 下 さ る よ う併 せ て お願 い致 し ます 。

敬具

記

1

2

提 出期 限 昭 和59年12月15日(土)

この調 査 につ い て の 問 い合 わ せ先

福 岡 市 中央 区 天神1-16-1毎 日会 館 内

財 団 法人 九 州 流通 シス テ ム協会

電 話092-712-0229

`

A
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地場産品のホームシ 。ッピング販売ピ謝 るアンケート調査

下 記 の各質 問 に対 して,該 当 す る番 号 に○印 をつ けて 下 さい。

(質 問1)貴 組 合 は,ビ デオ テ ック ス ・CATV・VANに つ い て どの程 度 ご存 じですか。

1.よ く知 って い る2.名 前 は聞 い た こ とが あ る

3.知 らな い 、.4.そ の他()

(質 問2)貴 組合 は,上 記 ニ ューメ デ ィアの ホ ーム シ ョッピ ング シス テ ム で商 品 の販 売 を行 いた い

と思 い ます か。

L利 用 したい と思 う 、2. .利用 した くな い

3.わ か らない4、 その他()

、(質問3)質 問2で 「1.利用 した い と思 う」 を選 ば れた組 合 は,上 記 ホ ー ムシ ョッピ ング販 売 を通

し て,ど の よ うな情 報 を得 た い と思 い ます か。 特 に入 手 した い と思 わ れ る もの を二つ選 ん

.で下 さい。

.1.商 品別 の売 れ行 き情 報

2.fiザ イ ン ・形 状 ・色 相,サ イ ズそ れ ぞ れ ご との売 れ行 き情 報

3、 価格帯別の売れ行 き情報

,4.購 入 者 の地 域 別 売 れ行 き情 報_、.

5.月 別 ・季 節別 の 売 れ行 き情 報

6,各 企業 の 組 合 全体 に 占め る売 り上 げ シ ェア情 報

7.そ の他()

(質 問4)質 問2で 「2.利 用 した くな い 」 を選 ば れ た組 合 は,ど うい う理 由で利 用 した くない と思

われ るの です か。

1.利 用す る メ リ ッ トが な い と思 う。

2.ニ ュ ーメ デ ィア が各 家庭 に広 く普 及 してか ら利用 に つ いて検 討 した い。

3.利 用料 金 が高 い も し くは 不'明であ る。

4.そ の 他()

●

、

御 協 力 あ りが と うご ざい ま した。



●
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資料3地 場 中小 企業の情報ニーズに関するアンケー ト調査票

情 報 ニ ー ズ 調 査 に つ い て

勧久留米地域地場産業振興センター
理 事長 近 見 敏 之

当 セ ンタ ーは,58年4月 発 足以来1年 有余 を経過 い た しました。皆様 方 の御協 力、に よ り当セ ンタ ーは確実 に発展

の道 をた ど り,い まや久留 米地 域 の地場 産 品の メ ッカとな って お ります。㌦既 に ご承知 の とお り当地域 は全国有数 の

地場産 業の宝庫 で あ り,久 留米 耕 をは じめ多 くの伝 統的 あ るい は近代 的産業 が集積 して豊か な郷土 を形成 してお り

ます。

当 セ ンターは今後共 皆様 とよ り豊か な地 域 の発展 につ とめた い と考 えてお ります。

このたび皆様 方 の 「企業情 報ニ ーズ」 を調査 しましてその情報 を収集 創 出 し,こ れを皆様方 に提供 す る と共 に当

セ ンタ ーで も活用 し,地 場 産業の 育成 強化 を図 り,地 域経 済 の健全 な発展 と中小 企業 の振興 をは か りた い と考 えて

お ります。,

ご多忙 の と ころ誠 に恐縮 ですが,調 査 の趣 旨を ご理解 いただ きご協 力 くだ さい ます よ うお願 い します。

地 場 中 小 企 業 者 の 情 報 ニ ー ズ調 査 に つ い て

,脚 久留米 地域地場 産業振 興 セ ンタ ー口 1:こ1の 調 査は,地 場 産業振 興 セ ンターが地場 中小 企業 者の ニ ーズに応 じた情報 を収集 創出 して,こ れ
を地場 中小企 業者 に提 供す ると共 に,当 セ ンタ ーが実 施 す る地場 産 業振 興事 業 に活 用す る ことに よ

って地 場産業 の育成強化 を図 り,地 域経済 の健全 な発展 と地場中小企 業 の振興 に寄 与す る ことを目

的 と して実施 す る ものです。

1調莇 副:・ の調査 は下 記tr・atり実 施 します。.'.一.
(1)調査 区域:久 留 米市,八 女 市,筑 後 市,大 川 市,小 郡 市,吉 井町,田 主 丸町,浮 羽町,北 野町,太 刀洗町,

城 島町,大 木町,三 港 町,黒 木町,・上 陽町,』立花町,広 川町,矢 部 村,星 野村 の5市12町2村

(2)調査 対象:上 記5市12町2村 に所在 す る製造業 の うち,当 センタ ーの構成 メ ンバ ー等地 場産業 にた ずさわ る
・一 中小企 業者 を対 象 とします。

1記入上 のお願 い1'"『`'層4'r

ω この質問 票 は,あ な た(事 業所 を代表 す る回答 者)に 始 めか ら終 りまで通 して回答 の記 入を お願い します。

(2}回答 は番 号 を○ で囲ん で くだ さい。 なお回答 の数(○ の数)は1つ の場合,2つ 以 上 の場 合,あ るいはい く

つ で もよい場 合 な どが あ ります の で,ご 注意 くだ さい。

(3)全事業所 の方 におたずね す る質問 と;'あ る条件 に該 当す る事業所 の方 におたず ねす る質問 とが あ ります。 と

くにS・Q(サ ブクエスチ ・ン)は,訪 問 であ る条 件 に該 当す る方だ けにお たず ねす る質 問 です か ら ご注 意 く

だ さい。'

(4)各質 問で,「 そ の他 」 に回 答 された 方(○ を つけ られた方)は,そ の内容 を(')の 中 に具体 的 に記入 して

く・だ さい。

(5}この調査 票 は,「 情 報収集 提 供事業 」 の推進 にのみ の目 ・で 「情 報 ニーズ」 の調査 を行 うもので他 の目的va'

は一 切使 用 しませ んの で,貴 事 業所 に ご迷 惑 をおか けす るこ とは決 してあ りませ ん。

(6)ご 不 明 の 点 が あ りま した ら,担 当 者 まで お 電 話 ぐだ さい 。

電 話 ・(0942)44-3700担 当 者:進 藤,関,.吉 武

(7}11月15日 まで に ご返 送 くだ さ い。

事 務 局 よ り お 願 い

地場産業 振興 セ ンタ ー(ジ.イ ン トプ ラザ地場産久 留米)は 昭和58年4月 発足以 来,な ん とか皆 様 のお役 に立 つ

よ うに と務 め て参 りました。 ,,

さて,こ の たび中小企 業 の皆様 方 が 「どの よ う・な情 報 を得 たい と思 わ れてい るか」 を調査 し,そ れ によ って得 た

情 報を皆様 方 にお知 らせす る よ うに した い と考 えま した。

本 日配布 した調査 票 はそ の基礎 とな る ものですか ら是非 ご協 力 をお願 い します。

私共 はこの調査 が必 ず皆様 方の企 業 の発展 につな が り,地 場 産業 の振 興 に役立 つ もの と確 信 してい ます。調 査票

の中身 は色 々書い てお ります が,都 合 に よ っては全部 記入 してい ただか な くて も書 け ると ころだ けで結構 です
。

私共 は皆様 方か ら何 らかの ご返事 があれ ば参 考 にな ります。

是非 ご返 送 下 さい。 お待 ち してい ます。

なお,ご 回 答い ただ いた皆様 方 の中か ら抽選 に よ り100名 標 に センタ ーか ら心 ば か りの粗品 を差 し上 げ ます。

情 報 ニ ーズ調査

係 員一同

一251一



中 小 企 業 の 情 報 ニ ー ズ調 査 票

助 久留 米市地 域地場産 業振興 セ ンター

市町村 番 号

(記入 しないでください) (記 入しないでください)

回
答
者

職名

氏名

(再調査す る場合がありますので必ず記入して ください)

L事業所名
1

2.企 業 形 態

①株式会社②有限会社③合資会社
④合名会社⑤個 人⑥協同組合
⑦企業組合⑧そ の 他所属船 名1

3所 在 地 〒 4.電 話 番 号 ()一

5.代表者名 職名 氏名 年 令
①29才 以 下 ②30～39才 ③40～49才

④50～59才 ⑤60～69才 ⑥70才 以 上

6.従 業 員 数

①1～3人 ②4～9人 ③10～29人

④30～49人 ⑤50～99人 ⑥100～299人⑦
300人 以 上

〔男 名:女 名(内 パート 名)〕

7.資 本 金

①500万 円未 満②500～1000万 ・未 満

③1ρ00～5,000万 円未 満

④5,000～1億 円未 満

⑤1億 円 以 上

8.創 業 年 月 明 ・大 ・昭 年 月
事 業 所9.規 模

敷地:㎡

建物:㎡

1α主要生産 品 目

① 品 目(%)② 品 目(%)③ 品 目( %)

④品目(%)⑤ 品目(%)
品 目別 にわ けてそ の出荷額%を()内 に記入 して くだ さい

11.年 間 出 荷 額

'

①1.000万 円 未 満 ②1,000～2,500万 円 未 満

③2,500～5,000万 円 未 満 ④5,000～1億 円 未 満

⑤1～3億 円 未 満 ⑥3億 円 以 上

以 下 の質 問 には該 当事項 に主 を○,従 を△ 印 して,そ れぞれ の割 合(%)を 記入 して くだ さい

12.生 産 形 態 ① 見込(%)② 受 注(%)③ 下請(%)④ その他((%))

13.販 売 方 法 ①問 屋(%)② 直卸(%)③ 直販(%)④ 注 文(%)

⑤ その他((%))

14販 売 地 域
①福 岡県内(%)② 九州(福 岡県 を除 く)(%)

③全 国(九 州 を除 く)(%)④ 外 国(%)

(こ の枠内は記入しないでください)

①[]

②口

⑤口

⑥口

⑦口

⑧ロ コ

⑨口

⑪口

4

◆

⑫[工]

⑬[]コ

⑭ロ コ

、

●
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ハ

遍 ヨ あなたの事業所蹴 上欲・㈱ ・手。入れ。情臓 して利用。れ。い。もの
は何 です か。次 の中 で該 当す る番号 をそ れぞ れ3つ 選 んで下 さい。 なお,今 後新 し く

利用 した い情報 源があれ ばそ れぞれ1つ だけ◎ 印 を記入 して くだ さい
。

A文 書 文献 等情 報源 の中 で

① テ レ ビ,ラ ジオ,一 般 新聞,一 般 雑誌 ②業 界紙(誌)専 門紙(誌)

③ コン ピュータ導入 に よるデ 一夕ベ_ス

⑥ カタ ・グ ⑦政 府刊行 物,公 報

B人 的情 報源 の中 では

① 専門 家 ② 親企 業

④顧 客,消 費者 ⑤ 同業者

⑦ 官 公庁職員 ⑧学 友,友 人

C組 織 会合情 報源 の中で は

① 講演会 ・セ ミナ ー シ ② 展示 会 ・見本 市

④異 業種交 流会 ⑤地 域 情報 セ ンター等

⑦ 大学 ・官公 庁 ・試験 研究 機関 等

⑨ その他()

④専門図書,(誌)⑤ 学術論文

⑧調査関係出版物 ⑨その他(

③取引先

⑥異業者

⑨その他(

③同業者の会合

⑥金融機関等

⑧民間調査機関

)

)

塵 目 上・己で得た各種の情報は,次 の・ち・の方法で,,エ、てい,輪

① コ ン ピ ュ ー タ ー で整 理 し て い る ② 各 項 日別 に フ ァイ ル 化(ス ク ラ ・プ)し てい る

G)文書化(メ モ)し ている ④カード化している

⑤加工(記 録)は 不十分 であ る ⑥ そ の他()

質問2-2ま た収 集加工 す る組織 はあ り ます か。

① あ る ② な い ③近 い うちにつ くる

遍i]あ なたの事業所の経営上,繍 の重要性が高,。 てい。部門、繍 が不足、ている

部門 に分 けて,下 記の うち どん な情報 が必要 です か。

(重 複 して もか まい ませ ん ので○ 印をそれ ぞれ5つ 以 内 で して くだ さい
。)

情 報 重
要

不
足 情 報 重

要
不
足 情 報 重

要
不
足

1 業 界(市 場)

1

2 消 費 動 向 3 サ ー ビ ス

4 消 費 ニ ー ズ

.

5 官 公 誌 6 行 政施策制度
7 ニ ュ ー メ デ ィ ア 8 海 外 9 情鋤 ミどこにあるか

10 販 売 営 業 11 経 営 管 理 . 12 流 通
13 金 融 財 務 14 雇 用 人 材 15 在 庫

16 賃 金,労 務 17
1 融 資 制 度 18 一 般 技 術
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情 報 重
要 歪 情 報

重
要

不
足 情'報

重
要

不
足

19 製 品 開 発 20 新 技 術 21
1

原 材 料,価 格

22 生 産 技 術 23 デ ザ イ ン 24 省 エ ネ ル ギ ー

25 そ の 他
重要

不足
.

国 上記質問か・選出・れた情報一一ズの中で最も欲・・繍 の ・つ以内をあげ・購

的 に記入 して くだ さい。

番号 例情報 内 容

1

一

業 界 家具 製造 業 の今後 の動 向 層

22 生産技術 竹製品の塗装技術

翻 情 報 内 容

厘i]繍 の搬 機 関 として,国 ・県 ・市 ・法 人 ・民間等 鮪 ・ます が・今 ・で ・利 用 ・

たこ とが あ ります か。 また,今 後利 用 したい と思 っ.てい ますか。

①利 用 した ことが あ る。 ② 利用 した こ とがな い

機 関名:()(1)利 用 した い

(2)機関 名や利用 方 法がわ か らない

'(3)矛U用 しな い

〔例,㈱ 福岡県 中小企業 情 報 セ ンタ ー:福 岡県 技術振 興室:福 岡県工 業試験場:九 州工

業技術 試験 所:日 本科学 技術 情 報セ ンタ ー等 〕'

遮]国 ・県 ・市では中小企業の獺 のため経営 慣 ㊨ 達 ・診断(経 営 工劇 等鱒

事業 を行 ってい ます。 また技術 開発 の推 進 のた め各 種の補助 金,共 同研究,技 術指 導,

技術 ア ドバ イザ ー等 の制度 が あ ります。 これ らについて;次 の点 に ご回答 ください。

① 事業制 度 があ るこ とを知 ってい る。

(1)利用 した ことが あ る

(2)利用 した ことはない

(3)利用 したいの で資料 が 欲 しい

.② 事 業 制 度 が あ る こ とを 知 らな い。

(1)利用 した い のk'fi料 が欲 しい

(2)利 用 しな い

一254一
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匝i]地 場媒 ・も先端 術嘆 入,べ ・チ。一ビジ・ス(研 究醗 型企業)の 育成(バ

イ オ テ ク ノ ロ ジ ー,ニ ュ ー セ ラ ミ ック ス,エ レク トロ ニ ク ス,新 素 材 等)が 必 要 で あ

る と考 え られ ます が,あ な た の 事 業 所 で は これ らの 情 報 に関 心 を お 持 ち で す か。

①関心 があ る'

(1肢 術 の導入 や ベ ンチ

ャービ ジネスへ の転

換 をは か りたい。

(2}関心はあ るが リス ク

が大 きい ので もっ と

情報 がほ しい。

(3情 報の蓄積 が欲 しい。

(4)その他()

②関心がない ③ 既 に実施 している。

(後 日調 査 させてい ただき ま玄)

㊥ 醐 の簡素化生 産技術の鯉 化,販 売管理の向携 のため畷 近急速購 轍 器
が 普 及 して お ります 。 あ な た の 事 業 所 で は コ ン ピ ュ ー タ化 〔オ フ ィス オ ー トメ ー シ ョ

ン(OA),フ ァ ク ト リオ ー ト メ ー シ ョン(FA),等 〕フ ァク シ ミ リ化 等 の 計 画 は お 持

ち で す か。 な お,当 セ ン タ ー内 の 計 算 セ ン タ ーで は コ ン ピ ュ ー タ ー に関 す る相談 指 導

を 受 付 け て い ます。

① 導入 したい

(1)コンピューター

等 に関す る情報

が欲 しい。

②講 習会等 があれ

ば参加 したい。

(3)その他

()

②導入している

ω用途

()

②現在の問題点

()

③ 導入 は考 え てい

ない

④ その他

(

また(1)(2)に回答 された方 は次 の情報機 器 について○ 印 を ご記入願 い ます。

機器名

区分

1

汎 用
・

コ ン ピ ュータ

2

オ フ ィス コ
・

ン ヒ ュ ー タ

3

.パ ー ソナ ル
.

コ ン ピ ュータ

4

端 末 機

5

ワ ー ドプ ロ

セ ッ サ

1
3年 以 前 に導

入 してい る

2
最 近3年 間 に

導入 した

3
3年 以 内に導

入 したい

)・.
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機器名

区分

6

フ ァクシミリ

7

テ レ ック ス

端 末

8

複 写 機

9

そ の 他

()

1
3年 以 前 に導

入 してい る

2
最 近3年 間 に

導入 した

3
3年 以 内 に導

入 したい

㊥ ニ ュー メデ ィア と して最近 話題 にな ってい るINS(高 度 情 報通信 システ ム) ,キ ャ

プテ ン(文 字図 形情報 ネ ッ トワーク),VAN(付 加価値通 信網),LAN(企 業内情

報通 信網),CATV(有 線 テ レ ビ)等 につい てあな たの事 業所 では関心 をお持ち です

か。

① 関心 があ る(1情 報 がほ しい ② 関心 がない

②講 習会 等 を開催 してほ しい

(3)その他()

嗣 あなたの事業所が輪 品の研究開発・・た・給 必要・す・騙 。.ズ 。下記の

中から3つ 以内であげてください。

①製品材料の高級化 ②工場の機械化,省 力化

③新用途開発 ④素材の転換

⑤地域資源の活用 ⑥研究機関の研究内容

⑦需要構造の変化 ⑧その他()

㊥ あなたの繋 所で・品 品開発・デザ・・の関係をどのよう。思われ,す,㌔

① デザ インが大変 重要 であ る..② あ まり関 係が ない

また,商 品 開発 に際 してのデザ インに関 す る問題点 は どこにあ ります か
。1つ だ け

記入 して下 さい。

(1)販売が と もなわ ない(2)企 画 力がな い(3)情 報 が欲 しい

(4)研修 会等指導 が欲 しい ⑤ 人的 余裕 が ない(6)そ の他()

㊥ 当… 一では人徳 成のための講習会,研 除 を緬 、てお,ま す.受 胱 い講

習等 のテ ーマが あれば 記入 して くだ さい。

①一 般 社 会 〔 〕

②技 術 関 係 〔,〕

③経済経 営関 係 〔 〕

④先 端 技 術 〔 〕

⑤ そ の 他 〔 〕
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㊥ 当・・タ一輪 地場麟 の異難 交流を進め・い・すが・あ・たの鱗 所が交流
したい業種 と製品 を ご記 入 くだ さい。(例 え ば耕 を建 具,藍 胎 漆器 を建材 に利用す る

等)

業 種 名

(')

()

()

製 品 名

(、)

()
'

()

㊥ あなたの諜 所が得たい情報はどんな方法で提供・たら・いで・・輪
ご希 望を3つ 記入 して くだ さい。

(当 センタ ーでは情 報 目録 抄 「地場 産だ よ り」 を発 行 します。)

(D講 演会,セ ミナ ー,講 習会,研 究 会,研 修会 等へ の参 加案 内

(2}公的機 関の 活用(技 術 指導,技 術 ア ドバ イザ ー 経営 診断等)の 紹介

(3)コンサル タ ン トの利用 紹介

(4)図書 資料,文 献等 の紹 介

(5情 報 目録抄 「地場 産 だ よ り」 の送付

(6)同業者,異 業 種間 の交 流会 の開 催

(7)民間情 報機 関の活用 案内

18)見本市,展 示 会の利用 案 内

(9}その他()

㊥ 当セ・・一では昭和59鞭 喘 報収集提供事業の他・・下書・の事業の実施・緬 ・て
お ります。 ご意見 や昭和60年 度 以降 に対す るご要 望 があれば記入 して くだ さい。

1,新 商品 開発能 力 育成事 業

ω 瓦製造 業 におけ るQCマ ニ ュアル の作

成

前年度 の製造 マニ ュアル の続 編。強度 ・寸 法

・精度 の標準 化 をめ ざす。

②優秀デザイン商品開発事業 パ プゲ ージ ング,テ キス タイル デザ イ ン面 で

の地場 産品 の 高付加 価 値化をはか る。

{3)藍胎 漆器の新 商品開 発 漆器 に適 す る新 しい竹 編組,複 合漆器,ニ ュ

ーデザ インの 研究 等を 行 う
。

凶 バ イオテ ク活用 に よる食 品関連 産業 の

育成

バ イオ技術 の活用 に よ り,健 康 飲料 等の開発

を行 う。

㈲ タオ ル ・耕地 を利用 した新商 品開発 タオル地,耕 地等 を利用 した複合新 商品の開

発 を行 う。

一257一
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(6)CADシ ス テ ム活 用 に よ るニ ュ ー デ ザ

イ ンの 開 発

CADシ ス テ ム の導 入 → ニ ュ ーデ ザ イ ン→ 新

商 品 開 発 →CAMシ ス テ ムへ と展 開 。

.'

▲

'

;.〆 へ

㍉

⑳
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㎡
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、

(7異 業種 交 流 によ るジ ョイ ン ト製品 の 開

発

地場 産 品 の複 合 ジ ョイン ト,改 善 ジ ョイン ト

を行 いそ の過 程,結 果 の果実 を待 望す る。

2.需 要 開拓 事業 ※(う ち,補 助 申請 額3,692500)

単 費 分4,413,600

(1)全 国 産 地 グ ラ ン ドフ ェア へ の 出展 「全 国 産 地 グ ラ ン ドフ ェアinkyoto」 へ 出

展 ・ 地 場 産 品 を展 示 ・.即 売 す るP,

② ジ .ヨイ ン トハ ウスPR事 業 ジ ョイ ン トハ ウス販 促及 び異業種 交流推進 用

のPRポ ス ターを作 成 す る。

(3)地場 産 品 の 紹 介 ・PR事 業(2-1)

レ,

観 光 エ ー,ジ ェ ン ト向 け の 地 場 産 品 紹 介 チ ラ シ

,を作 成 し,集 客 を行 う。・

(4)〃 〃(2-2) 地 場産 品(業)PR用 ビデオ テ ープを作成 し, 、

セ ン タ ー ロ ビ ー,物 産 展 に てPRを 行 う。

(5)全国 地場 産業振 興祭 りの 開催 全 国13セ ンタ ー の特 産 品 を 当 セ ンタ ー に一 堂 、

に 集 め,伝 統 技 術 の 研 鐙 に 資 す る。 、

㈲筑後物産展の開催 フ 。ステ ィパル筑後 協賛 事業。地場 産品 の

優秀 性の再 認識化。

3.人 材 育成事 業 ※(う ち,補 助 申請 額1,060,500)

単 費 分75,600

(U新 商品 開発 ノウハ ウ研修 会 ハ イテク企業 の商品 開発 の発想等 を地場 産業

に生 かそ うとす る もので あ る。

②伝統技術'ど発端技術の融合研修会'"
`

w

-'

伝 統技術 の さ らな る向上 の為の先 端技術 の必

要性 を訴 える。ト'

(3)二世後継者育成研修会
1.

¶一,.

`

`

新しい発想を持つ後継者の育成及び異業種間

の提携強化を図る。

@

`

(4)デザ イ ン研修会

"層 「 一

「久 留米地 域地場産 業 デ ザイ ン振 興会 」の設

立。地場 産 業者総 デザ イ ナ ー化を 目指す。

㈲産地視察研修 繊維産 業先 進地 の視察 研修。業材,テ キス タ

イル デザ イ ン,流 通 チ ャネ ル等 を学 ぶ。

シ

1. A

2.

一

3.
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.

極 微 留米城 地嚇 撒 興 ・・一・つ・・ておたずねします。

A当 セ ンタ ーにお越 しいた だいた こ とが あ ります か。

① 行 った こ とが あ る。 ②行 ったこ とが ない。

B当 セ ンタ ーでは,種 々事 業 を行 ってお ります が,地 場 産業 の振 興 育成 の観点 か ら効

果 があ った と思 われ る項 目につい て次 の中 か ら3つ 選 んで くだ さい。

① 新商 品 の開発.② 新技 術 の開発

③ 異 業種交 流 の推進(ジ ・イン ト関 連)④ 各種 人材養 成事業 の実施

⑤地場 産 品 のPR・ 宣伝(東 京 等)

⑦ 地場 産 品 のイメ ージア 。ブ

⑨ 筑後物 産展 の開 催

⑪ 観光 エー ジ ェン トへ のPR

⑬ 久留 米耕 資料 館 でのPR

⑮ わ か らない

Cそ の 他

⑥ 地場 産品 の売上増進

⑧ 筑後工 芸展 の開催(岩 田屋 に て)

⑩ 久留 米祭へ の参加

⑫ コ ンピュー ター等情報 機器 の設置

⑭ 各種実 演 でのPR

当 セ ン タ ーに 何 か 望 ま れ る こ とが あ り ま し た ら,ご 自 由 に お 書 き くだ さ い 。

ご協力 有難 うご ざい ました。

この調 査 で皆様 方中小企 業 の 「情 報ニ ーズ 」 を整理 ・加工 し,何 時 で もご希望 に よ

って 「情報 の提供 」をす るこ とが で きるよ うにい た します。

(59年12月 頃か ら)

皆様 方 の情 報収集 に是非,御 利 用 くだ さい ます よ うお願 い いた し ます。

(恐 れ入 ります が11月15日 まで にご返 送 下 さい。)
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